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論文要旨 

 本研究では、地方公共団体の会議録の分析と関係者へのインタビューにより、地方公共

団体における同性パートナーシップ証明制度の導入の経緯を分析し、その過程の変化を明

らかにした。 

同性パートナーシップ証明制度を制定する地方公共団体が、2015 年以降、徐々に増え

た。この制度は、東京都渋谷区のように条例、あるいは東京都世田谷区のように要綱を法

的な根拠としていた。2018 年 12 月時点では、渋谷区や世田谷区を含め、9 つの地方公共

団体で同性パートナーシップ証明制度が実施されていた。この動きの背景には、2000 年代

より、地方公共団体の人権や男女共生に関する計画や指針などにおいて、性の多様性への

配慮が求められるようになっていたことがある。民間企業においても、セクシュアルマイ

ノリティに関するサービス等が、従業員および顧客に対して始まっていた。さらに、セク

シュアルマイノリティ当事者や支援者による、市民活動も急激に活発化していた。地方公

共団体における同性パートナーシップ証明制度制定の動きは、初めは首長や議員からの提

案がきっかけになっていたが、2017 年の札幌市での制定前後から、札幌市に代表されるよ

うに、セクシュアルマイノリティ当事者や支援者による市民団体が主導的な役割を果たす

事例が増えていた。本研究から、初めはセクシュアルマイノリティを対象とした運動から、

多様な性自認と性的指向を尊重する視点が生まれていることが判明した。  

キーワード：セクシュアルマイノリティ LGBT 同性パートナーシップ証明制度  

Abstract 

In recent years, local governments establishing the same sex partnership certification 

system are gradually increasing. This system is based on ordinances or outlines. In 

November 2015, Shibuya-ku, Tokyo started certifying the relationship of same-sex 

couples as one of the measures of "a regulation promoting a society that respects gender 

equality and diversity in Shibuya-ku". Also on the same day, Setagaya-ku, Tokyo also 

introduced the same-sex partnership certification system by "Outline on the handling 

of the oath of Setagaya-ku partnership". As of December 2018, nine local governments, 

including Shibuya-ku and Setagaya-ku, are implementing the same-sex partnership 

certification system. In the background of this movement, consideration to the diversity 

of sex has been sought after in the 2000s in the plans and guidelines concerning the 

human rights of local governments and gender symbiosis. 

 In local governments, the revision of the system to support sexual minorities, 

including the same sex partnership certification system, has progressed. Also in private 

enterprises, services on sexual minorities, etc. are initiated for employees and 

customers. In addition, civic activities are becoming active. In addition, the local public 

entity introduces a system related to sexual minorities, which has turned into an 

environment where the parties are likely to raise their voice.  

By understanding diversity from the conference records of local governments, we can 

read the move towards a society where each employee can easily live. Therefore, from 

a viewpoint of sexual minority, a point of view respecting all people's SOGI is born.  

Key words : Sexual minority, LGBT, Same-sex Partnership certification system 
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１．はじめに 

１-１．研究の背景・問題意識 

近年、同性パートナーシップ証明制度を制定する地方公共団体1が徐々に増えている。この制

度は市区町村単位で個別に制定することができる条例、あるいは法規制がないものの各地方公

共団体の長が定めることができる要綱を根拠としている。2015年 11月、東京都渋谷区は、「渋

谷区男女平等及び多様性を尊重する社会を推進する条例」の施策の一つとして、同性カップルの

関係性の認定を開始した。その後、2018 年 12 月時点では、渋谷区を含め 9 つの地方公共団体

で同性パートナーシップ証明制度の実施されている。渋谷区が同性パートナーシップ証明制度

を始めた背景には、2000 年代から、人権や男女共生に関する計画や指針などに「性的指向」や

「性的マイノリティ」、「性同一性障害」などの用語が盛り込まれ、性の多様性への配慮が求めら

れるようになっていた行政における動きがある。さらに、そのような行政レベルの変化は、人口

全体の人口の 7.6%2をしめると言われる日本のセクシュアルマイノリティの可視化と、そのマイ

ノリティの市場規模3が年間 5.7兆円に達すると言う現状認識があると思われる4。 

 このようにセクシュアルマイノリティを認める政策が作られる中、どのような課題があるの

かについて、筆者自身セクシュアルマイノリティの要素をアイデンティティの一つに持つ者と

して、より深く、詳しく研究していきたいと考えこのテーマを選択した。 

 

１-２．研究対象 

１-２-１．性の多様性 

セクシュアルマイノリティに関する用語は複雑であり、社会的に十分な理解を得ているとは

言えない。本項では関連する用語を詳しく説明し、本論での議論の展開に資するようにしたい。

なお、本稿の用語の説明では、加藤・石田・海老原（2005）及び二宮（2017）を参考にした。 

「性別」という概念は、一般的には「男」と「女」の二つに区分される。これは染色体が XY

であり男性生殖器であるペニスを持つ男と、染色体が XXであり女性生殖器であるヴァギナを持

つ女という区分である。一般的には、人々は生まれたときに確認された外性器によって性別を判

別され、その性に従って成長し社会生活を送っている。しかし、近年、実際の性は、男女の二区

分のみではなく多種多様であることが判明し、その認識が広がってきた。 

 現代では、単なる男女ではないセクシュアルマイノリティの人々を指す言葉として、LGBTあ

                                                   
1 「地方公共団体」のほかに、「自治体」といった言葉があるが、法令上の言葉ではない。本論文では同

性パートナーシップ証明制度をはじめ、セクシュアルマイノリティに関する制度を取り上げたため、法令

上の用語として使われている「地方公共団体」を使っている。 
2 ただし、性的指向は欲望・行動・アイデンティティのどの項目で尋ねるかにより、セクシュアルマイノ

リティの人口比率は変化すると 2018年 7月 29日に開催された「パートナーシップ制度を全国に広げよ

う！～夏の陣成果報告会～」の中で、鈴木賢教授は述べていた。 
3 電通ダイバーシティ・ラボはこの傾向を「レインボー消費」と位置付けている。LGBT層本人の消費の

みならず、その周辺の一般層で LGBT層を支援・支持することによって生まれる消費、LGBT層が社会

に受容されることによる新しい人間関係消費の 3つが挙げられる。今、企業が LGBTに注目する理由と

レインボー消費 https://dentsu-ho.com/articles/3028電通ダイバーシティ・ラボが「LGBT調査 2015」を

実施 http://www.dentsu.co.jp/news/release/2015/0423-004032.html（いずれも 12月 26日最終閲覧） 
4 2015年 電通総研調べ http://www.dentsu.co.jp/ddl/（2018年 12月 26日最終閲覧） 
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るいは LGBTI という表現が用いられることが増えてきた。これはそれぞれレズビアン

（Lesbian）、ゲイ（Gay）、バイセクシュアル（Bisexual）、トランスジェンダー（Transgender）、

またインターセックス（Intersex）の頭文字をとったものである。しかしこの用語に包括されな

いセクシュアルマイノリティの人々が存在する。生物学的性、性自認、性的指向、性表現といっ

た四つの概念を性に当てはめると、男女の二区分しか存在を認めない二元論はもちろんの事、

LGBTの区分でも多様な性を言い表すことはできないことが明らかになってきた。 

生物学的性とは染色体や外性器、内性器、性腺、性ホルモンなどによって判断される性である。

XY 染色体、男性生殖器、男性ホルモンの組み合わせから成る男性型と、XX 染色体、女性生殖

器、女性ホルモンの組み合わせからなる女性型がある。この観点から性別をみると、成長のプロ

セスで身体的な特徴が性によって大きく分かれるため、見た目から性別が判断できると考える

傾向が強い。しかし胎児期において、染色体、生殖器、性ホルモンの分泌・受容などが、典型的

とされる男性・女性とは少し異なった身体の発達のプロセスをたどる人もいる。このことにより

外性器の見た目では判断が難しい、両性の生殖器の特徴を持っている、染色体が典型的なものと

異なるなどといった結果が起こる場合がある。このような場合を、インターセックス（Intersex）、

医学用語では性分化疾患（Disorders of Sex Development）という。 

性自認とは心の性である。男(女)の体をもち男(女)の心を持つ人がいる一方で、体と心の性が

一致しない人がいる。そのような人は、生まれたときの外性器から判断された性に従って生活を

していても体と心が一致せず、一般的な性自認との違いを自覚することになる。主に自覚するケ

ースとして挙げられるのは幼少期の遊び方や学校制服の違和感である。このような性別違和を

感じる人々を広義の意味でトランスジェンダー（Transgender）と呼ぶ。体の性が男性で性自認

が女性の場合を「MtF（Male to Female）」、体の性が女性で性自認が男性の場合を「FtM（Female 

to Male）」と呼ぶことが多い。 

トランスジェンダーはトランスセクシュアル（Transsexual）、狭義のトランスジェンダー、ト

ランスヴェスタイト（Transvestite）に分けられる。トランスセクシュアルとは性別適合手術を

必要とする人々、あるいは手術を受けて体の性を変更した人々を指す。また、狭義のトランスジ

ェンダーは、必ずしも性別適合手術を必要としない人々を示す。トランスヴェスタイトとは異性

の服装を纏うことで、性別違和を解消しようとする人々のことである。日本では性同一性障害者

の性別の取扱いの特例に関する法が、通称 GID（Gender Identity Disorder）特例法と呼ばれて

いたこともあり、性同一性障害を示す言葉としては GID という言葉が主流であった。性自認と

生物学的性が一致している人のことは、シスジェンダーと呼ばれる。 

性的指向とは恋愛感情を向ける相手や欲情する相手が男か女か、あるいは両性かを示す。男女

二元的な観点では、自分が性自認している性とは別の性の人間に性的指向を持つとされている。

これが異性愛(ヘテロセクシュアル)の形であり、子孫を残していくために社会通念として広まっ

ている。一方で、性自認は男であるが性的指向は男に向く、女であるが性的指向は女に向くとい

った同性に向く場合、また両性に向くという場合がある。同性愛(ホモセクシュアル)のうち、男

性同性愛者をゲイ、女性同性愛者をレズビアンと呼ぶ。また両性愛者をバイセクシュアルと呼び、
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異性愛と区別されている。さらに性別という概念にこだわらず、人間を好きになる全性愛（パン

セクシュアル）、性行為を伴う付き合いをしないプラトニックな付き合いを望むノンセクシュア

ル、恋愛感情を持たない無性愛（aセクシュアル）などが存在している。 

性表現は、生物学的性や性自認とも関わりが強く、どのような服装や仕草、言葉遣いをするか

などを説明する際に使われる言葉である。従来、人々の性表現は、社会的に構築された性差であ

るジェンダーで分けられていた。その結果、男だから○○、あるいは女だから○○といった考え

が社会には根付いている。しかし、ユニセックスなファッションや物腰の柔らかい男性、力強く

豪快に野外現場で働く女性など、性表現の仕方は人それぞれであり多種多様である。性の多様性

を説明する用語は、徐々に変化しており、性表現という用語も 2015年ごろからが使われるよう

になった。それ以前は社会的性役割という用語が挙げられていた。セクシュアリティとジェンダ

ーを分ける考え方の普及が、背景にあると思われる。 

四つの観点から性について述べたが、本来、性は二極化するのではなく、個人によって捉え方

が異なり、その結果、性の要素は複雑な連続性を持つものであり、いわゆるグラデーションと捉

えることが適切である。例えば性自認は男であり、恋愛対象は女であるが、欲情の対象は男であ

るという人も存在する。図 1 を参照に、従来の社会では男と女がそれぞれ両端を担っていると

いう認識であったが、フェミニストやセクシュアルマイノリティらが中心となった社会運動に

より、この性のグラデーションが少しずつ社会で認知され始めている。 

このグラデーションという視点を踏まえると、セクシュアリティに関する様々な用語が増え

ていると言っても、個人の複雑なセクシュアリティを一言で表すことは簡単ではない。例えば、

先述した無性愛や男女どちらの性自認をもたない人、あるいはどちらの性自認を持っている X

ジェンダーなどは、一言で明確に表現することが困難である。つまり、実際の性のあり方が多様

であるため、LGBTや LGBTIといった用語でも、多様な性を持つ人々を一括りにすることが出

来ない場合が多く、無理に当てはめようとすると、カテゴリーに当てはまらない少数の人たちを

排除することになる可能性もある。また、本来は図 1にある別軸で語るべき、性的指向と性自認

の問題を、ひとまとめにして考えてしまうことにもつながる。例えば、性的指向がゲイである人

に対して、男性が好きならば女性になりたいのだろうというような考えが生まれるのはそのた

めである。性的指向がヘテロセクシュアルでなくとも、性自認はシスジェンダーという人物もい

るのである。 

一方で、針間（2016）はセクシュアリティの構成要素の一つとして性嗜好を挙げている。これ

は性的興奮を得るためにどのような空想をするかを指す用語である。針間は、性的マジョリティ

は「同意を得た年齢相応のパートナーとの抱擁や性交によって興奮することが多い」と説明して

いる。しかし、その他のもので興奮する対象として「下着等の物品、SMやのぞき、あるいは同

意のない痴漢（原文ママ）や、幼児が対象のもの」と挙げている。針間は「他者に迷惑のない性

嗜好は、セクシュアリティの一つとして尊重されるべき」とするが、他者に迷惑や危害を与える

もの、同意のない性嗜好行動は制限されるべきと述べ、「このような好ましくない性嗜好のもの

と一線を画す意味もあり、漠然かつ包括的な『性的マイノリティ sexual minority』ではなく、
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性指向および性自認に限定的な LGBTという用語の使用が好まれるようである」と論じている。 

さらに最近では、セクシュアリティとは誰もが持っている要素であるとして、SOGI（Sexual 

Orientation & Gender Identity）という観点も注目されている。また、地方公共団体や市民団体

においては、LGBT のみならずそれ以外のセクシュアルマイノリティを含めて包摂していく動

きがある。 

以上、関連する様々な用語を説明したが、本論では、典型的とされてきたヘテロセクシュアル

かつシスジェンダーの人以外の少数者を包括して説明する際には、セクシュアルマイノリティ5

という言葉を使用する。 

 

１-２-２．同性婚／同性パートナーシップ制度 

同性カップルを法的に保護するための制度は、大きく三つに分けることができる。①登録パー

トナーシップ制度、②法的同棲・PACS等、③同性間の婚姻の三種類である。以下にこの三種類

の制度について説明する。 

① 登録パートナーシップ制度 

初めて同性カップルに対する法制度を整備したのは、1989 年のデンマークによる登録パート

ナーシップ制度である。その後、その制度はヨーロッパを中心に広まった。青山（2016）は、メ

ーリンがまとめたヨーロッパと北米の同性パートナーシップの二分類を紹介している。同性パ

ートナーシップ制度は、一つめとして、市民権又は国内に滞在する権利をあらかじめ有する者に

だけ開かれており、子供を養育する権利に制限があり、宗教的承認を得られないという限界があ

る「登録パートナーシップ制度」と、二つめに、具体的に何が保障されるかは当該地域の判断に

任されており、配偶者同士の包括的な権利義務を規定するものではない「域内パートナーシップ

制度」に分けられる。オランダの「域内パートナーシップ制度」では、異性カップルも対象とな

っていたが、多くの国は同性カップルのみを対象としている。 

② 法的同棲・PACS等 

婚姻や登録パートナーシップ制度による強力な法的効果を望まないカップルに対して、法定

同棲・PACS といった方法を提供する国もある。青山によるとこの方法は、「排他的安定的永続

的な一対一の性関係を一定期間以上続けているカップルに、婚姻したカップルに準じて相続権

などの権利を法が認めるもの」としている。藤戸（2018）は「一定の同性関係に対して主に財政

法上の法的効果を与えるもの」をベルギーやスウェーデンで行われている法定同棲であり、「当

事者の契約によって権利及び義務を設定し公的機関に登録することで、第三者や国に対してカ

ップルであることを対抗することができるようになる」ものをフランスで行われている PACS

（Pacte Civil de Solidarité）であるとまとめている。これらの諸制度には、性別や性的指向を

限定しないものもあるため、異性カップルか同性カップルかを問わず利用可能なこともある6。 

                                                   
5 「性的マイノリティ」や「セクシャルマイノリティ」といった表記ゆれや「LGBT」といった特定の用

語が使われている場合は引用及び参考元の文章に従う 
6 スウェーデン、ベルギー、フランスなどでは、異性カップルにも同性カップルにもこの制度が開かれて

いる。 
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③ 同性間の婚姻 

婚姻は従来、異性間において成立するものだった。しかし、2000 年にオランダが同性間の婚

姻を容認して以来、同性間の婚姻を容認する国は着実に増加している。前述した同性カップルの

みを対象とする登録パートナーシップ制度は、婚姻ができないカップルが代替策として利用す

るという性格を持つ。そのため登録パートナーシップ制度を法制化した国の中では、その制度の

改正が進展する中で、性別にかかわらない平等な婚姻制度が制定されていき、結果的に登録パー

トナーシップ制度が吸収される形で廃止された例もある。 

日本では 2015年の東京都渋谷区と世田谷区の制度設定をきっかけに、同性パートナーシップ

証明制度7が広がっているが、前述の世界各国の登録パートナーシップ制度と同じように法律上

の効果はない。あくまで各地方公共団体の働きかけにより事業者が自主的にその効力を判断し、

制度利用者にサービスが提供されているだけである。東京都渋谷区の事例では条例が同性パー

トナーシップの根拠となっているため、一定の効果を発するが、他の地方公共団体ではパートナ

ーシップ制度の効力は、事業者の判断に委ねられている。 

 

１-３．研究目的 

 日本では 2010年代より、セクシュアルマイノリティの存在がメディアでも取り上げられ、社

会的に注目を浴びるようになっている。本研究では、このような社会的注目の背景にあると思わ

れる、セクシュアルマイノリティに関する地方公共団体や民間企業の動き、そして市民による社

会活動には、どのようなものがあるのか明らかにする。その中でも、特に各地方公共団体で施行

されている同性パートナーシップ証明制度を調べることで、その制度がセクシュアルマイノリ

ティにどのような利益をもたらしたのか、また、制度にはどのような課題が残されているのか明

らかにする。そして、セクシュアルマイノリティの社会的立場が、今後、どのように変化してい

くのかについて考察する。研究仮説としては、近年、日本で同性パートナーシップ証明制度の制

定が進んでいるのは、地方議員や首長による政治的活動があり、その活動の背景には市民による

社会活動の影響があると考える。 

 

２．先行研究 

大島（2015、2017）は、東京都渋谷区と東京都世田谷区の同性パートナーシップ証明制度に

ついて、それぞれ一つずつモデルを示している。条例を同性パートナーシップ証明の根拠とする

渋谷区の「渋谷区方式」と、要綱を同性パートナーシップ宣誓の根拠とする「世田谷区方式」で

ある。「渋谷区方式」の要件として、①当事者双方が、相互に相手方当事者を任意後見受任者の

一人とする任意後見契約に係る公正証書を作成し、かつ、登記を行っていること、②共同生活を

営むにあたり、当事者間において、区規則で定める事項についての合意契約が公正証書により交

わされていること、が求められている。ただし、「生活又は財産の形成過程であり、任意後見受

                                                   
7 日本におけるパートナーシップ制度は諸外国のように法律上の効果を発揮しないため、法的効果のある

登録パートナーシップ制度と区別として「同性パートナーシップ証明制度」とする 
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任者に委託する事務の代理権の範囲を特定することが困難であるとき」など、特定の状況に該当

する場合については、②の合意契約公正証書のみで制度を利用することができる。 

渋谷区では公正証書の作成が必要になるため一定の費用が必要となる。これに対し「世田谷区

方式」では、パートナーであることを宣誓した 2人に対し、その宣誓を受領した旨の証書が発行

される。宣誓・申請時に提出する必要書類の発行には手数料がかかってしまうが、証書の発行に

は手数料はかからない。そのため、「渋谷区方式」よりも手続きは簡単であるといえる。世田谷

区以後、同性パートナーシップ証明制度を制定した地方公共団体は、この「世田谷区方式」に追

随している。ただし、「渋谷区方式」は条例に基づく分、証書に限定的な法的効果が生じる。 

 二宮（2017）は、同性による法律婚が導入されていない現状において、同性カップルに対する

事実婚としての法的保護の可能性を検討し、同性パートナーシップの公的承認が性自認、性的指

向という個人のセクシュアリティの尊重につながることを示した。また、東京都渋谷区、東京都

世田谷区、沖縄県那覇市における同性パートナーシップ証明制度の、それぞれの位置づけについ

てもまとめている。東京都渋谷区の場合は「男女平等及び多様性を尊重する社会」の中で、性的

指向、性自認（性同一性障害など）の問題を位置付けている。東京都世田谷区における位置づけ

として、世田谷区パートナーシップの宣誓の取扱いに関する要綱に基づいた同性パートナーシ

ップ宣誓は、区の基本構想と基本計画に依拠しており、多様性の尊重に関する施策の中にあると

している。沖縄県那覇市の同性パートナーシップ証明制度も渋谷区、世田谷区と同様に、市の多

様性を尊重する基本的な方針を踏襲すること、人権の問題と位置付けている。 

さらに二宮は、シスジェンダー、ヘテロセクシュアルと同様にセクシュアルマイノリティも生

活形態は多様であり、必ずパートナーと共同生活をするとは限らないと述べている。つまり、セ

クシュアルマイノリティがパートナーシップ関係を選択しないことで、不利益が生じないよう

な配慮が必要であると述べている。二宮は、同性パートナーシップの公的承認の意義は、上川世

田谷区議が指摘するように、同性カップルの可視化であり、その公的承認を通じて、同性愛を始

めセクシュアルマイノリティへの偏見や差別を取り除くことにあると論じている。パートナー

シップから同性婚へと公的承認を拡大していくことは、共同生活の保障を得る点で重要な意義

があるが、ただし、それはカップル至上主義を目指すものではない。セクシュアリティは、個人

の人格的生存にとって不可欠なものである。それぞれの生き方を保証するためには、まず、差別

なく、シングルで生きることの保障があり、その上でカップルとなった場合の共同生活保障とし

て、パートナーシップ登録、内縁保護法理の適用、同性婚の導入などが位置付けられるべきであ

ると、二宮は述べている。 

 以上のように、同性パートナーシップ証明制度についてまとめたものや、セクシュアルマイノ

リティの制度の意義について論じる研究は存在するが、2018 年に制度を開始した大阪市や東京

都中野区を始めここ 2，3年の同性パートナーシップ証明制度の進展に関する研究は含まれてい

ない。 

 

３．研究方法 
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 本研究では同性パートナーシップ証明制度を持っている各地方公共団体の会議録、広報資料、

さらに関連する新聞記事、テレビ放送番組の報道内容などを利用し、同性パートナーシップ証明

制度が作られるまでどのような動きがあったか調査・整理するドキュメント分析の方法をとっ

た。会議録については各区議会、市議会で公開されている会議録を「同性8」、「性的マイノリテ

ィ」、「性的少数者」、「LGBT」のいずれかの検索語を含む定例会および予算委員会などを選択し

た。これらの検索語は表 1（国および地方公共団体の性的マイノリティに関する施策の一覧）を

参考に、地方公共団体の施策などでより使われている用語を選択している。さらに同性パートナ

ーシップ証明制度に関する会議録を得るため、「パートナーシップ」という用語で検索した。会

議録の検索システムにより、類似する言葉を含んで検索できる場合はそのシステムを利用した。 

 さらにレインボープライドやLGBT成人式といったプライドイベント9や同性パートナーシッ

プ証明制度の報告会などに参加し、セクシュアルマイノリティの現状を調査した。2017 年の東

京レインボープライド（以下 TRP）では実際パレードに参加した。また 2017年度の東京都世田

谷区の LGBT 成人式および静岡県富士市で開催された LGBT 成人式に、新成人の枠で参加を

し、主催者や参加者に雑談形式で話を聞くなど参与観察法とインタビュー法を使用した。各イベ

ントでは、参加者は自身がセクシュアルマイノリティであるとカミングアウトする必要性はな

く、どのようなセクシュアリティを持っている人でも受け入れるという姿勢をとっていること

が多い。ちなみに筆者はカミングアウトできる機会があった場合には、当事者の一人であるとカ

ミングアウトして参加をした。 

 

４．日本におけるセクシュアルマイノリティを取り巻く環境 

本章ではセクシュアルマイノリティを取り巻く社会環境について、仕事、私生活、イベントと

いう 3 つの観点から出来るだけ具体的に記述していく。つまり、本論の主題である同性パート

ナーシップ証明制度が多くの地方公共団体で制定されるに至った背景の一つとして、セクシュ

アルマイノリティと社会の関係について明らかにしておくことが必要であると思うからである。 

 

４-１．仕事 

 地方公共団体によるセクシュアルマイノリティを対象とした制度の整備が進む一方で、民間

企業においても従業員や顧客への対応が進んでいる。民間企業のセクシュアルマイノリティへ

の対応は、求職活動、職場内環境、顧客へのサービスに分けることができる。それら 3 つのう

ち、顧客へのサービスについては私生活と深く関わるため、次の節で論じる。 

 近年、外資系企業を中心に LGBTフレンドリー企業10と自らを称する会社が登場している。そ

                                                   
8 本来であれば本論文の研究対象である「同性パートナーシップ」で検索するところだが、「同性カップ

ル」という言葉も拾うため「同性」のみで検索をかけた。 
9 セクシュアルマイノリティに関するイベントのこと 
10 LGBTに対する理解や受け入れを進めようと取り組んでいるまたは取り組もうとしている企業。たと

えば Job Rainbowでは、独自の調査とユーザの口コミをもとに企業の「LGBTが働きやすい職場環境を

つくる取り組み」について 8つの指標にまとめている。①LGBTに対する基本方針があるか②LGBT差別

禁止を明文化しているか③社内啓発活動をしているか④同性パートナーへの福利厚生等が認められている
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のような会社では、社内に「だれでもトイレ」の設置をしたり、同性カップルも結婚祝い金や介

護休暇などの福利厚生の対象11にしたりするなど、セクシュアルマイノリティのための職場環境

の整備を進めている。また、LGBTフレンドリー企業では、セクシュアルマイノリティによる就

職活動も盛んになっている。例えば、株式会社 Nijiリクルーティング12は、「LGBTダイバーシ

ティを推進することで、すべての人が仕事で活躍できる社会を創る」という理念を掲げてリクル

ーティング活動をしている。対象は転職、第二新卒・既卒、新卒であり、登録した求職中の人か

ら、セクシュアリティや、制服や制度といった就業条件の希望を聞き、就職先を斡旋している。

さらに、LGBTフレンドリー企業が集まった合同会社説明会13も、日本各地で開催されつつある。 

 

４-２．私生活 

 私生活において、セクシュアリティが関連する場面は多い。セクシュアルマイノリティは、服

装、トイレ、社会保障、不動産などマジョリティ側にいると意識もしない部分で、排除されてい

るという感覚を常に受けている。本節では、この問題を解消するために、主に 2010年代より登

場したセクシュアルマイノリティ向け、あるいは性別を問わない形のモノについてまとめてい

く。 

 服装という観点で見ていくと、ユニセックスな製品や男性/女性向けレディース/メンズ服、幅

広いサイズ展開といったものが現れている。丸井グループ（OIOI）では、サイズ展開が豊富14で

あったりオーダーメイド15であったりといった商品を扱っている。丸井の店舗や体験ストアで実

際の着心地や履き心地を試すことができるだけでなく、配送返送ともに 0 円のネット通販によ

り、家でも着心地や履き心地を試すことができる。つまり、誰にも見られることなく、自分らし

いファッションを取り入れることができるという利点がある。この丸井グループのブランドに

は共通する特徴がある。これらの商品のパンフレットにはレデイース・メンズといった表記が存

在しない。また通販ページでもそれぞれレディースカテゴリー・メンズカテゴリーは存在するが、

それらを経由しなくともアクセスできるようになっている。 

 丸井グループのブランドが幅広いサイズの商品展開だったのに対して、女性の姿にこだわっ

                                                   
か⑤トランスジェンダーへの配慮があるか⑥LGBTコミュニティがあるか⑦採用選考に配慮されているか

⑧社外貢献活動をしているか http://jobrainbow.net/data-base（2018年 12月 24日最終閲覧） 
11 2017年 8月 21日読売新聞、東京朝刊、「ＬＧＢＴ配慮 企業が本格化 「配偶者」の定義拡大 結婚

祝い金支給」 
12 https://niji-recruiting.com/（2018年 12月 24日最終閲覧） 
13 「LGBTを含めた全ての子どもが、ありのままの自分で大人になれる社会を目指す」認定 NPO法人

ReBitが開催する RAINBOW CROSSING TOKYO http://www.lgbtcareer.org/（2018年 12月 24日最終

閲覧）や企業・行政を対象にした「LGBT研修」「コンサルティング」を中心に活動している on the 

Ground Projectが主催する Working Rainbow EXPO http://divercity-expo.com/（2018年 12月 24日最

終閲覧）などが挙げられる 
14 ラクチンきれいシューズ https://search-voi.0101.co.jp/voi/shop/velikoko/?cid=oio_voi_pc_top_product

_1（2018年 12月 26日最終閲覧）やラクチンきれいパンツ https://search-voi.0101.co.jp/voi/shop/ru/?ci

d=oio_voi_pc_top_product_2（2018年 12月 26日最終閲覧）などが例に上がる。 
15 VISARUNO https://www.0101.co.jp/visaruno/?from=01_pc_top_product_3（2018年 12月 26日最終

閲覧） 
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た男性体形向け女性服ブランドがある。その一つのブランドが、blurorange（ブローレンヂ）16

というファッションブランドである。ホルモン接種などの治療をほとんど行っていない MtF ト

ランスジェンダーや、女装をすることで性別違和の解消を望んでいるトランスヴェスタイトは、

婦人服をそのまま着ると体に服がフィットせず悩むことになる。なぜならば婦人服は女性の体

型からデザインされているためだ。肩幅の差、くびれの有無、サイズなどの問題を解決するため

に錯視などという技術を使っている。blurorange は「生まれ持った性別や体型に縛られず自由

にファッションを楽しめる世界を目指して」という目標を掲げ、男性体型のためにかわいい洋服

をデザイナーの松村智世が作っている。ワンピースはスカート部分にギャザーを多く入れる、リ

ボンの幅を広くすることでウエスト位置を高く見せる、首を細く長く見せるよう衿周りを少し

深めにするといった工夫をしている。またワンピースとセットで作られたカーディガンには、肩

幅を実際より狭く見せられるような比率で設計、袖丈を長くして男性でも手の甲が隠れるくら

いの長さというような工夫がある。このプロジェクトを立ち上げた松本は「「男」とか「女」と

か言いたくなかった」17というコメントをしている。あくまで男性体型の人のためにつくられた

かわいい洋服なのである。 

以上、丸井グループと blurorangeという二点のファッションブランドについてまとめてきた。

どちらの商品もこだわっているのは性別にとらわれないことだろう。女性向け、男性向けとして

売り出すのではなくすべての人に向けて売り出すことで、社会常識として扱われている性別と

いう枠には当てはまらない、一部のセクシュアルマイノリティを包摂することが出来るのであ

る。 

 また、パートナーシップの証明書を持っていることで、携帯の家族割や保険金の受取人の対象

となり、申請の手続き自体もトラブルなく進むといった便宜も生まれている。 

次にトイレの設置について取り上げる。近年、「だれでもトイレ」の設置が都市部の公的施設

や民間企業、学校を中心に進んでいる。2000 年代に設置された「だれでもトイレ」は、高齢者

や障害者、子供連れの母親を対象としていた。読売新聞の 2000 年 6 月 1 日朝刊に掲載された

「［公共トイレ考］（３）トイレ弱者への配慮 質量両面での整備を（連載）」にはトイレに悩む人々

として「車いすや松葉づえ使用者、視覚聴覚障害者、高齢者、過敏性腸症候群、尿失禁患者、人

工こう門をつけた人、子ども、妊婦、赤ちゃんを連れた親」を挙げている。また朝日新聞の 2002

年 12月 10日朝刊に掲載された「地元木材で「市民の森」管理棟 武蔵野で完成／東京」の中で

も「障害者や高齢者向けの「だれでもトイレ」」といった書き方になっていた。 

 しかし、2013年の大阪市淀川区による「淀川区 LGBT支援宣言」後からは、多くの地方公共

団体でセクシュアルマイノリティも、だれでもトイレの対象に含まれるようになっている。朝日

新聞の 2014 日 3 月 17 日の夕刊では「へぇな会社 多様な性 応援しています」というコラムが

                                                   
16 blurorange /ブローレンヂ - 公式 shop -  http://blurorange.jp/（2018年 12月 26日最終閲覧） 

17 2017年 10月 28日「男性がかわいいワンピースを着ても、いい。 性別や体型にとらわれない新ブラ

ンドの思い」より https://www.huffingtonpost.jp/2017/10/28/blurorange_a_23259073/?ec_carp=549647

468096209281（2018年 12月 26日最終閲覧） 
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掲載されており、その中には日本 IBMの社内の各フロアには「だれでもトイレ」を設置し、「す

べての人に解放されたトイレなので、性転換した人、女性の心をもつ男性、男性の心をもつ女性

が、人の目を気にせず、カミングアウトしなくても使える」と書かれている。さらに 2016年 4

月 5 日の東京新聞の朝刊では「職場や学校のトイレ 性的少数者 5 割「ストレス」」という見出

しの記事の中に、利用したい施設として「自認する性にあったトイレの他、全体の 3割超が年齢

や障害の有無、性別を問わず使える「だれでもトイレ」を挙げた」とある。 

 固定された性別で分けられたトイレのどちらに入るべきか悩んでしまうセクシュアルマイノ

リティにとって「だれでも」入ることのできるトイレの存在は重要である。しかし、セクシュア

ルマイノリティに向けたトイレと入口などに記載してあることにより、自分のセクシュアリテ

ィを他人に明らかにしていないクローズドな当事者は、トイレを使用することで周囲に自分の

セクシュアリティをカミングアウトしてしまうといった問題が発生する。さらに既存の「だれで

もトイレ」の説明書きの書きなおすことにより対象者を広げただけである場合、オストメイト使

用者や車いす使用のトイレしか使えない人々がいることを考えると、トイレの数が増えない限

りトイレが不足してしまうといった問題が浮上すると言う問題も発生する。 

  

４-３．存在を認知してもらうための活動 

 セクシュアルマイノリティに関する日本で最も大きなイベント（通常プライドイベントと言

う）は、5月のゴールデンウイークに合わせて開催される TRP（東京レインボープライド）であ

る。しかし、この東京のイベント以外でも、各地でセクシュアルマイノリティのためのレインボ

ープライドが開催されている。元々は、セクシュアルマイノリティがその存在や権利を主張する

ためのイベントであったが、現在では、イベント自体を楽しむものへと性格が変化している。パ

レードだけではなく、レインボーグッズの販売を始め、HIV/AIDS防止の啓発やセクシュアルマ

イノリティの子どもを持つ親が集うグループ活動の紹介などを目的とした、様々なブースが設

置されている。 

 また一般の成人式に合わせて、LGBT成人式が開催されている。東京都世田谷区から始まり、

全国へ広がりつつある。ありのままの自分で参加することに重点を置いており、新成人から成人

式をやり直したい人まで、多くのセクシュアルマイノリティが自分らしい服装やファッション

で参加をしている。筆者は、東京開催と名古屋開催のレインボープライド、世田谷開催と静岡開

催の LGBT 成人式に参加したが、セクシュアルマイノリティへの理解度の地方差を強く感じる

結果となった。イベントスペースの広さ、スタッフ数、参加人数、情報公開の度合いが、都市部

である東京で開催されるよりも、地方では少なく、低くなる。しかし、世田谷の LGBT 成人式

に参加した際、静岡の LGBT 成人式にも参加するが、世田谷と比べ、情報公開の度合いが低い

とスタッフに話したところ、「地方の情報格差はすごいけれども、やっぱりやるってだけ団体と

して勇気が出る」という話を聞くことができた。 

 

５．日本の公的機関が取り組むセクシュアルマイノリティを包摂する制度・施策 
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 2018 年時点の日本の公的機関が取り組むセクシュアルマイノリティに関する制度や施策で、

最も大きく取り上げられているのは同性パートナーシップ証明制度だ。しかし、同性パートナー

シップ証明制度が制定される前にも、国や地方公共団体ではセクシュアルマイノリティに関す

る政策はとられていた。本研究では、この政策制定の経緯を詳しくまとめることが重要であると

判断して、筆者は、LGBT法連合会18がまとめたもの19を基に、独自調査によって得られた情報

を詳細に追加修正した年表（表 1）を作成した。本章では、この筆者作成のセクシュアルマイノ

リティ関連政策年表を参考にしつつ、日本の公的機関によるセクシュアルマイノリティに関す

る政策についてまとめていく。セクシュアルマイノリティ関連政策年表では、1986 年に起きた

エイズパニックから 2013年の大阪市淀川区の「LGBT支援宣言」までをセクシュアルマイノリ

ティ政策進展期の前期、2015 年の東京都渋谷区による同性パートナーシップ証明制度登場から

2016 年の沖縄県那覇市までをセクシュアルマイノリティ政策進展期の中期、2017 年の北海道

札幌市から 2018 年 12 月時点までをセクシュアルマイノリティ政策進展期の後期として論じて

いく。 

 

5-１．前期 エイズパニックから淀川区 LGBT支援宣言 

 セクシュアルマイノリティのなかでも同性愛者に関する問題として、現代になって大きく取

り上げられたのは HIV/AIDSによる影響である。 

 森山（2017）は、諸外国と日本のエイズパニックについてまとめている。1980年代における

HIV/AIDSは、ゲイの病として諸外国では扱われていた。そのため治療法や治療薬の整備は後回

しにされるという深刻な問題が発生した。一方、日本におけるエイズパニックはセックスワーカ

ーの女性を中心に巻き起こった。1986年に長野県松本市、1987年に兵庫県神戸市で起きた第 1

次エイズパニックである。この一連の出来事は、来日した外国人セックスワーカーの女性、外国

人男性と性的関係を持つ日本人セックスワーカーの女性、血友病患者の男性と交際していた日

本人女性が感染者として相次いで報告され、メディアがセンセーショナルに取り上げた。これを

受け、1988年に後天性免疫不全症候群の予防に関する法律、通称エイズ予防法が施行された20。

この第 1次エイズパニックは「普通の人々」とは関係ない「リスク・グループ」に特有なものと

して扱われたため、すぐに沈静化した。しかし 1991 年に異性間性交渉による HIV 感染の増加

が報じられると、翌年の 1992年に外国人女性を感染源として危険な存在とみなした、第 2次エ

イズパニックが起こった。 

 厚生省は 1994年に、国際疾病分類から同性愛を排除した WHO基準を採用している。さらに

                                                   
18 「性的指向および性自認等により困難を抱えている当事者等に対する法整備のための全国連合会」の通

称名。 
19 日本における性的指向および性自認を理由とする困難を解消する地方自治体の施策(http://lgbtetc.jp/w

p/wp-content/uploads/2015/05/data02.pdf)と日本における性的指向および性自認を理由とする困難を解

消する国等の施策(http://lgbtetc.jp/wp/wp-content/uploads/2018/08/国の施策のデータ 20180827.pdf)を

基盤とした。（いずれも 2018年 11月 25日最終閲覧） 
20 1999年に感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（感染症予防法）が施行されたた

め、同年に廃止されている。 
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翌年の 1995 年には国連にて「人権教育のための国連 10 年」が始まり、日本では 1997 年にそ

の国内行動計画を出している。 

 またこの時期では、性自認に関する公的な取り組みとしては、性別適合手術を必要とする性同

一性障害者への対応が中心である。1995 年に埼玉医科大学形成外科が性転換治療の臨床的研究

の承認を求め、その承認申請を受けて、1996 年に埼玉医科大学倫理委員会から答申が出されて

いる。その結果、1998 に埼玉医科大学で、で日本一例目の性別適合手術が行われている。さら

に、1999年には岡山大学にジェンダークリニックが発足するなどの動きもあった。 

しかし東京都では 2000年 2月、性転換手術を受けたものの申請した戸籍上の性別記載の訂正

を否定する東京高裁判決が出た。この流れを受け、同年、国会議員の間で性同一性障害の当事者

が戸籍上の性別を訂正・変更できるようにする立法化を視野に入れた検討勉強会が開かれた。

2003年 5月には与党三党の性同一性障害に関するプロジェクトチームにより、性同一性障害者

性別特例法案（仮称）が提出された。同年 7月に性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関する

法案が出され、成立するに至った21。以後、表 1の記載にあるように、地方公共団体の条例・行

動・計画・指針・推進プランなどで性同一性障害に関する文言を使用する傾向が生まれたことが

わかる。 

 日本の地方公共団体が、特にセクシュアルマイノリティに対する支援を始めるきっかけとな

ったと考えられるのは、1990年の「府中青年の家事件」を受けた 1991年から 1997年の「府中

青年の家裁判」である。これは、当時東京都の施設「府中青年の家」を利用していた同性愛者の

団体「動くゲイとレズビアンの会」、通称アカー22が，差別的待遇を受けたと東京都を訴えた裁

判である。 

ここでは、藤谷（2008）がまとめた「府中青年の家事件」を参考にしている。1990 年 2 月、

アカーは各利用団体が自己紹介をする「リーダー会」という場で、アカーが同性愛者であると話

した結果、さまざまな嫌がらせを受けることになった。そうした嫌がらせに対し、青年の家側に

相談したところ、適切な対処もせずアカーの今後の利用を断ると言ってきた。これを不服として

アカーは、教育庁に抗議などするものの受け入れてもらえず、正式に利用不承認処分が行われた。

アカーは 1991年 2月に東京都を提訴し、1994年 3月に一審で勝訴した。1997年 9月、控訴審

でも勝訴し、二審判決が確定した。一審では男女別室ルールを同性愛者にも類推適用する是非が

争点となった。東京都は、異性愛者と同等に扱った結果であるとしたが、アカーは異性愛者とし

て同等に扱われた場合に同性愛者が被る不利益を提示した。二審で東京都は「青少年の健全育成

を目的として設置された施設に同性愛者を泊めてよいのか」と主張した。つまり「同性愛者の同

室宿泊は青少年にとって有害なのか」という点が争点となった。一審の判決文では今まで存在し

                                                   
21 性同一性障害者の性別変更の要件として、①20歳以上であること、②現に婚姻をしていないこと、③

現に未成年の子がいないこと、④生殖腺がないこと又は生殖腺の機能を永続的に欠く状態であること、⑤

その身体について他の性別に係る身体の性器に係る部分に近似する外観を備えていること、を掲げてい

る。 
22 同性愛者が抱えている悩みなどを、当事者どうしでつながりを持つことで克服し、自己を受容していく

ために、また、同性愛者のおかれている困難な状況に変化をもたらすために、1986年 3月、アカーが設

立。http://www.occur.or.jp/（2018年 11月 25日最終閲覧） 



静岡文化芸術大学大学院 

文化政策研究科 

光岡香菜子 Kanako MITSUOKA 

 

14 

 

なかった同性愛に関する記述を獲得し、二審の判決文では、「少数者」へ求められる行政の対応

という、同性愛者に限定されない「少数者」への言及を獲得したことは、非常に意義のあること

であった。同性愛者が裁判を起こしたことは、社会的に同性愛者の存在を示し、同性愛者に対す

る差別や偏見があることを表面化させ、可視化するための戦略だったともいえる。 

 その後、2000 年に「東京都人権指針」の中に初めて同性愛者、性同一性障害者という文言が

盛り込まれた。地方公共団体の条例としては、大阪府栄市の「男女平等社会の形成の推進に関す

る条例」において性同一性障害、インターセックス、性的マイノリティという文言が盛り込まれ

るようになった。その後、各地方公共団体の条例をはじめ、行動、計画、指針などでセクシュア

ルマイノリティの差別禁止が謳われるようになった。 

 2013年 9月の大阪府大阪市淀川区による「LGBT支援宣言」は地方公共団体では初めて、直

接セクシュアルマイノリティを支援するという宣言であった。内容は「LGBTに関する職員人権

研修を行います！」、「LGBT に関する正しい情報を発信します！」、「LGBT の方々の活動に対

し支援等を行います！」、「LGBTの方々の声（相談）を聴きます！」の 4つである。淀川区役所

が LGBT 支援をする理由として、区が作成した「知ってほしい。LGBT のこと。～あなたが今

日からできること～」というリーフレットによると「日本の人口の約 5.2%が LGBTといわれて

います。差別・偏見・無理解により、悩み、苦しむ当事者の姿があります。しかし、本来は誰も

が自分らしく生きる権利を持っています。少数者の人権を尊重し、守り、理解を広げることが行

政として当然の役割です」と書かれている。また淀川区のホームページには「淀川区では、多様

な方々がいきいきと暮らせるまちの実現のため、LGBT（性的マイノリティ）の方々の人権を尊

重します！」と言う宣言が掲げられている。 

この淀川区の LGBT 支援宣言が大きなきっかけとなり、セクシュアルマイノリティへの直接

的な支援が急激に活発化し、2015 年の東京都渋谷区をはじめとする同性パートナーシップ証明

制度が開始されることとなったと思われる。以下では、その詳細な経緯について記述していく。 

 

５-２．中期 同性パートナーシップ証明制度の興隆 

 大阪府大阪市淀川区の LGBT 支援宣言以後、日本のセクシュアルマイノリティに関する政策

で最も大きなものは、本論文の中心になっている同性パートナーシップ証明制度である。本節で

は同性パートナーシップ証明制度の設立の経緯を、会議録に記載されていた内容を中心にまと

めていく。 

 

５-２-１．東京都渋谷区 

 渋谷区が日本では初めて導入した同性パートナーシップ証明制度は、エスムラルダ・KIRA

（2015）によると「権利を求める当事者が政治家に対してロビー活動を行うという、「ありがち

な」プロセスから生まれたものでもない」としている。当時、渋谷区議だった長谷部健（現区長）

が、町内の清掃活動に参加していた際、セクシュアルマイノリティ当事者と出会い、交流を深め

る中で、セクシュアルマイノリティが直面する悩みや困難を見聞きするようになり、区議会議員
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として何かできないかと考えたところから始まる。そこで、同性間カップルの関係を認める証明

書を出すという案を思いついた。 

2012年 6月 8日に行われた定例会にて長谷部区議が、渋谷区が証明書を出すことで、同性カ

ップルが安心して暮らすことができる環境を整備してはどうか、と質問したところから、同性パ

ートナーシップ証明制度制定への動きが始まった。この日、桑原敏武区長（当時）は、同性カッ

プルのパートナーシップ証明書がどのような意味を持つのか、自治事務の範囲内として考える

ことができるのかについて、研究する必要があると考えていると答えた。 

2012年 6月の区議会の後、大きな動きはなかったが、長谷部区議は折に触れて、桑原区長に

対し、ダイバーシティの重要性を訴えていた。また、2012年 12月、2013年 1月にはピープル

デザイン研究所23主催でセクシュアルマイノリティ当事者を交えての勉強会が行われた。 

2013年 6月 5日の岡田麻理区議による議会質問では、パートナーシップ証明書について、病

院の利用や手術の立ち合い、不動産、区の証明書の代理手続き、同性カップル間での DV相談が

利用可能となるなど、行政の各サービスが受けやすくなるよう、区としても対応すべきと述べて

いる。また岡田区議は、渋谷区が証明書の発行やセクシュアルマイノリティへの支援を行うこと

によって、その存在の理解につながるだけでなく、セクシャルマイノリティが生きていく上での

大きな勇気を与えることにもなると主張した。この質問に対して、桑原区長は、国内法や国際法

などの関係があり、制約も大きく、検討すべき課題が多くあるが、今後、専門家の意見などを聞

きながら、前向きに検討していきたいと答えている。 

さらに、2013年 9月 9日定例会では、小柳政也区議から改めて、行政ができるサポートとし

て、パートナーシップ証明書の発行について提案があった。この質問に対し、桑原区長は法制上

の課題に加え、任意のものだとしても、区民に理解してもらう必要があり、渋谷の文化や歴史、

風土といったものを視野に置きながら考える必要のある、時間がかかる問題だと答えている。 

2014年 6月の岡田区議は、「多様性社会推進条例」の制定に向けた「（仮称）渋谷区多様性社

会推進条例の制定にかかわる検討会」の中で、パートナーシップ証明書について話し合うのか尋

ねている。この質問に対して、桑原区長は、グローバル時代においては、多様なアイデンティテ

ィを受け入れ、1人 1人の主体性が生かされる社会でなくてはならず、そのためには性同一性障

害の方も含め、すべての国民の人間性が尊重され、差別のないまちづくりが進められることが必

要であるとの視点から、検討会を設置すると答弁し、2014 年 7 月 17 日、「（仮称）渋谷区多様

性社会推進条例制定検討会」が設置された。桑原区長がパートナーシップ証明や LGBT の問題

に対し、区としてどのような解決策や支援策が提示できるのか、自身ではその答えを持っていな

かったため検討会を設置したそうだ。 

検討会メンバーは 8 名であり、まとめ役を務めたのは元立教女学院短期大学教授の海老原暁

                                                   
23 「既存の考え方にとらわれずに性別・国籍・身体・意識の違いによる課題をクリエイティブに解決して

いく、そんなシブヤらしい福祉のかたちをつくる NPOです（ピープルデザイン研究所とは？より）」と

あるようにマイノリティの人たちが臆せずに街に来て楽しめる渋谷を目指し活動している NPO 

http://www.peopledesign.or.jp/（2018年 6月 4日最終閲覧） 
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子であった。NPO 法人「シブヤ大学24」を立ち上げた左京や当時の渋谷女性センター「アイリ

ス25」の職員、渋谷区の戸籍課の担当課長、弁護士、渋谷区教育委員会の元教育長の池山世津子

が参加した。メンバーの中には「この検討会は、男女共同参画の条例化を目的としたものである」

と聞いて参加した者もいたらしい。同性パートナーシップ証明制度を行うとしても「どのような

形でパートナーシップ証明書を発行するか」ということが論点となり、パートナーが互いに相手

を任意後見人とする任意後見契約を公正証書で作成し、登記まで完了させる、共同生活に関する

合意契約書を公正証書で作成すると言う二つの方法が挙げられた。また話し合う中で、実際の声

を聞かなければならないという左京の考えにより、2014年 8月に、検討会の一部のメンバーと

当事者とが会っていた。2014年 10月 10日には当事者を正式に検討会へ呼び、取り巻く環境や

現状を話してもらう機会が設けられた。 

2015 年 1 月 20 日に検討会のまとめ役である海老原から桑原区長へ「渋谷区男女平等及び多

様性を尊重する社会を推進する条例」案を報告された。渋谷区の平成 27年度の当初予算のプレ

リリースが行われた 2015 年 2 月 12 日には「渋谷区が、同性カップルに『パートナーシップ証

明書』を発行する条例案を、3月の区議会で提出することを決定」というニュースが一斉に流れ

た。渋谷区男女平等及び多様性を尊重する社会を推進する条例」案は 2015年 3月 2日の定例会

に提出された。桑原区長は、パートナーシップ証明は、法律的拘束力はないが、発効要件や発行

手続きを明確にし、区民や事業者の施策への協力を積極的に働きかけていくため、セクシュアル

マイノリティのための相談窓口で、当事者からの悩みを受け止め、専門的な事項については、「渋

谷区男女平等・多様性社会推進会議」の助言を受けながら、進めていくと説明している。 

さらに、この定例会では次のような質問が挙げられた。同性パートナーシップ証明制度の内容

や意義に関する質問、学校での対応に関する質問、条例の根底にある考えの確認を兼ねた質問、

桑原区長の考えを尋ねる質問である。 

 桑原区長は性同一性障害者の戸籍変更の特例法に基づく質問に対しては、以下のように答え

ている。 

 

（前略）御質問にありました性同一性障害の場合には、性別違和から実際には性別変更が
行われるまで、精神療法からホルモン療法、手術療法を経なければならず、精神的にも身体
的にも当事者の負担は非常に大きいものと伺っているところでございます。そのため、性別
変更に至らない段階の方々に対しても、本条例によるパートナーシップ証明により、少しで
も生活の改善が進み、当事者の負担や苦悩が軽減されることを期待しているところでござ
います。（下線は筆者加筆） 

 

また同性パートナーシップ証明制度の有形・無形の価値としては以下のような例を挙げている。 

 

（前略）この証明の有形の価値としては、住宅の入居、病院への入院、手術の際などに、

                                                   
24 地域密着型の学びの場づくり（授業）、参加者同士の自発的な活動のサポート、まちづくり活動と情報

共有のいった取り組みを行う NPO法人 http://www.shibuya-univ.net/（2018年 11月 25日最終閲覧） 
25 文化、教育、健康、福祉の区民活動の拠点として、多様な文化活動の発表、鑑賞、参加の場を提供する

渋谷区文化総合センター大和田の 8階に 2010年 11月より移動。男女共同参画社会の実現を目指し、さ

まざまな問題を解決するための学習・活動・交流の拠点となる施設。現在は渋谷男女平等ダイバーシティ

センター〈アイリス〉となっている。 
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証明によりパートナーとしての関係が理解され、手続が円滑に進むことを想定しておりま
す。民法上の婚姻制度とは別の制度であり法的効果はございませんが、条例の中に区民や事
業者に対して、この証明への尊重規定を設け、周知、啓発することにより、社会的認知を高
め、事業者等への理解を得て、実効性を高めてまいりたいと思うところでございます。 

   また、無形の価値といたしましては、この証明自体が性的少数者への存在を可視化し、区
民や事業者の意識改革の契機となるものと考えております。さらに、パートナーの二人にと
っても、この証明が自分たちの関係を深め、「真摯な愛情と信頼で結ばれた関係」であるこ
とを周囲へ宣言する契機ともなることが想定され、そのことにより社会の理解が一層進む
ことになれば、まさに議員の申されていらっしゃる、当事者にとっての幸福感を与えること
になるものと存じます。（下線は筆者加筆） 

 

と挙げている。さらに区長判断で公正証書に関する但し書きについては、「公正証書が二点用意

できない場合も、それにかわるもので柔軟に対応しようとするもの」と答弁している。具体的な

ケースとしては、以下のような答弁をした。 

 

任意後見契約の公正証書につきましては、若いカップルなどには作成が困難な場合も想
定されます。そのため、ただし書きでは、「区長が特に理由があると認めるときは、この限
りではない」との規定を設け、公正証書は二つ用意できない場合でも、それにかわるもので
柔軟に対応できるようにしたものであります（下線は筆者加筆） 

 

2種の公正証書の必要性に関しては以下のように説明している。 

 

一つは、任意後見契約に係る公正証書でありますが、二人のうち片方の判断能力が衰えた
ときのため、あらかじめもう片方が代理人となることを決めておくものでございます。もう
一点は、共同生活において取り決めた合意契約の公正証書でございます。結婚式などで使わ
れる誓いの言葉、「病めるときも健やかなるときも」ということに対応するものでございま
す。 

 

同性パートナーシップ証明制度の扱いや法的効果については以下のように答えた。 

 

このパートナーシップ証明は性的少数者の人権尊重の施策として条例に規定をさせてい
ただいているわけでございます。結婚という制度を利用できない同性カップルが一定の要
件を備えた場合に、区が独自に結婚に相当する関係を認めて証明を行おうというものでご
ざいます。このことは民法上の婚姻制度とは別の制度であって、法的な効果はありませんけ
ども、条例の中に区民や事業者のパートナーシップ証明の尊重規定を設けることによって、
さらに啓発することによって社会的認知を高め、事業者等への理解を得ることができる、そ
ういうことの実効性を高めていきたい、そういうことで、そのようなことを申し上げまし
た。（下線は筆者加筆） 

 

 学校での対応に関する質問には森富子教育長が、教育委員会では男女平等・多様性社会推進会

議での計画や方針を踏まえ、区全体の方向性と連携しながら、セクシュアルマイノリティに関す

る教育のあり方などに取り組んでいくと答えている。 

 条例に関する区長の考え方とこれまでの経緯について尋ねる質問に対して桑原区長は以下の

ように答えていた。 

 

この条例の施行により男女平等のみならず性的少数者への社会的理解が広がり、多様な
個人が尊重される社会が実現されるよう、施策を総合的かつ計画的に進めていくことが大
切だと、このように思う次第でございます。 
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その後、2015 年 3 月 26 日の区議会総務区民委員会での採決は委員長を除く、自民 2、公明

２、民主 1、共産 1、無所属クラブ 1、無所属渋谷 1の計 8人で行われ、自民以外の 6人が賛成、

多数決の結果により、議会で採決が取られることとなった。 

2015 年 3 月 31 日の定例会では、区議会総務区民員会の報告を下嶋倫朗区議が行っている。

反対意見としては「パートナーシップを同性婚に準ずるものと位置づけようとするもので、認め

られない」、「この問題については国民的議論を経て、憲法第九十四条を見据えた上で検討を行う

必要があり、現時点では協議が調っておらず、本条例は未完成条例である」などが、区議会総務

区民会の中で挙がった。また賛成意見としては、「男女平等と多様性を尊重する社会の推進を目

的とする本条例の趣旨を高く評価」、「性マイノリティーの方々の人権を尊重するもので、世界の

人権保障の流れにも合致する」などが挙がったと下嶋区議が報告した。 

定例会の議論の中の賛成意見として「同性のカップルだけではなく、多くの性的少数者の方々

が差別されないよう取り組むことを定めた条例の理念は、極めて素晴らしいものである。本条例

は、性別等にかかわらず、すべての方が渋谷区民として当たり前に堂々と生きられる社会の実現

に大きく寄与するものになる」、「LGBTの方々の人権を守るというポイントと、これから平和国

際都市として発展していく渋谷区にはこのパートナーシップ証明書の発行が必要だ」、そして、

「内容について申し上げると男女が個人として平等に尊重されること。性的マイノリティーに

ついては、行政として、社会として偏見をなくしていくということが明記されており、学校など

の教育現場において児童・生徒への配慮についても触れられている」、「同性パートナーへの証明

書の発行。この証明書により不便を感じていたことの一部が解消される」といったような意見が

挙がった。 

一方、反対意見として、「（仮称）渋谷区多様性社会推進条例検討会が昨年 7月に検討を開始し

て以来、本条例案が今定例会に提出されるまでに所管である総務区民委員会に一切報告も行わ

れてない。条例制定という重大な議案に対し、一度や二度の議論ではコンセンサスを得ることは

できない」、「本条例は重要な部分において、規則に委ねるとか、今後検討する項目が多くある中、

その規則案も示されてない」、「条例案第十五条において、パートナーシップ証明書を認めない事

業者がある場合、その名称等を公表することができるという規定を設けていること」、「今回の条

例はいくつかの問題を抱えたまま本日条例案の決定という日を迎えてしまった。私は議論が尽

くされたとは思っていない」というようなものが挙げられた。セクシュアルマイノリティに対す

る直接的な批判や無理解ではなく、議論が足りないという意見が中心であった。採決は議長を除

く区議 31人で行われ、共産や公明、民主などの計 21人が賛成、自民と無所属の計 10人が反対

し、賛成多数で可決した。条例の具体的な施行方法等の検討は、条例 14条に基づく「渋谷区男

女平等・多様性社会推進会議」に委ねられた。 

 桑原区長は条例が可決されたことに対して、渋谷区は法のもとの平等を謳った憲法のもと、人

の意識を変え、社会環境の改善が必要であり、セクシュアルマイノリティの問題に対し、重い扉

を開くことを試みるものだとコメントしている。また「パートナーシップ証明も、少数者を支援

する仕組みとして有効に活用し、社会の一員としてひとしく活動し、個性の発揮できる社会とす
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るものでございます」と述べていた。今後の活動としては、相談窓口の開設、講演など啓発活動

を行っていくことを述べている。 

 

５-２-２．東京都世田谷区 

 東京都世田谷区の同性パートナーシップ証明制度への動きは、トランスジェンダー当事者で

ある上川あや区議のリーダーシップによるところが大きい。上川区議は 2003年 4月の区議選挙

に当事者であることを公表し、戸籍の性別とは異なる「女性」として立候補し、当選した。2003

年 5月 1日より任期が始まると、6月の議会で行政書類上の不要な性別欄の削除を求めた。世田

谷区は全庁的に見直す方針を明らかにし、調査を行った。その結果、性別欄のある書類が全庁に

300件あるうち、171件は性別欄を削除して差し支えないものであると判明したようだ。この調

査結果をもとに、区議会で議論を行い、2004年 1月には一斉に性別欄を削除した。 

同性愛者の抱える困難は、「尊厳の回復（無理解、偏見の解消）」と「同性カップルの承認」の

2 つが最も根源的な課題解決の方向性になるのではないかとの考えから、2014 年 8 月、区議会

質問の前に、直接、保坂展人区長にプレゼンテーションを行い、欧米諸国や日本の現状を説明し

ている。 

2014年 9月 18日、定例会で、上川区議は「同性パートナーの権利、尊厳の回復に向けて」と

題した質問をしている。保坂区長に対し、上川区議は 2 点質問している。1 つめは、「同性愛者

が家族を持つ権利、その社会的承認や諸権利の平等を区はどのように捉えるでしょうか」と尋ね

ている。保坂区長は、世田谷区基本構想では、多様性を認め合い、自分らしく暮らせる地域社会

づくりを掲げており、その実現に向けて、セクシュアルマイノリティへの偏見、差別は解消すべ

きものであり、諸権利の保障という視点からも議論や制度改革が進められるべきと認識してい

ることを答えた。 

2 つめは、「区でも第一歩として同性間パートナーシップの名義的な届け出を受け付ける等、

できる方策を検証、検討していただけないでしょうか」と尋ねている。この質問に対して、保坂

区長は「同性間パートナーシップ」については、海外の動向が、日本国内の制度の見直しにつな

がる認識をしていることを答えた。地方公共団体として、セクシュアルマイノリティに対しての

方策は、これまでも申請書類の性別記載事項を削除するなどの改善を行ったこと、啓発や理解促

進の取り組みを行うことが、地方公共団体としての第一歩であると保坂区長は述べている。さら

に保坂区長は、同性カップルの存在を世田谷区として認める方策については、セクシュアルマイ

ノリティ差別の解消の実現に向け、国内外の地方公共団体の取り組み事例などを調査、参照に研

究、検討するように指示し、対応を立てていきたいと述べた。 

また、2014年 10月 17日の定例会で上川区議は、婚姻制度は法定受託事務であるため、世田

谷区単独で同性カップルの婚姻を認めることは求めないが、世田谷区独自に同性パートナーシ

ップのステータスを認める程度のことは、欧米の多くの都市が実践してきたように可能である

とし、同性パートナーシップ証明制度の検討を改めて求めていた。 

上川区議は、実際の同性カップルの存在を示すことが重要だと考え、2015年 1月、「世田谷ド



静岡文化芸術大学大学院 

文化政策研究科 

光岡香菜子 Kanako MITSUOKA 

 

20 

 

メスティック・パートナーシップ・レジストリー」が始まった。3月 5日には 16 人のメンバー

が世田谷区役所に訪れ、「同性カップルを含む『パートナーシップの公的承認』に関する要望書」

に沿って、当事者本人が話をした。要望は①同性カップルを公に認める登録認証制度等の創設、

②区の家族向け行政サービスの見直し、同性カップルに適用可能なものの洗い出しと提示であ

り、それぞれ検討の約束を取り付けた。保坂区長はこの日、2015年 4月 1日付で世田谷区は同

性パートナーシップに関する検討プロジェクトチームを発足させることを発表した。このプロ

ジェクトチームの中で、書類の発行方法や区営住宅入居などに関して区長裁量で、どこまで行え

るのか、アプローチできるのかを検討していくと述べた。 

またこの要望書提出と前後して、2014 年 10 月に 20 歳以上 70 歳未満の区民 3000 人を対象

として実施された「男女共同参画に関する区民意識・実態調査」の報告書がまとめられている。

その中で、「性的マイノリティという言葉をご存知ですか」という問いに対し、全体の 7割が「は

い」と回答していたこと、「性的マイノリティへの方々への人権を守る啓発や施策について、必

要だと思いますか」という問いに対し、同じく全体の 7割が「必要だと思う」と回答していたこ

とも、制度実現への動きを後押ししていた。（エスムラルダ・KIRA 2015：87） 

2015 年 2 月 24 日の定例会では、桜井区議が、渋谷区の同性パートナーシップ証明制度につ

いて報道が行われたことを受け、世田谷区の見解を保坂区長に尋ねている。保坂区長は、これま

でセクシュアルマイノリティ理解のための講座、職員研修、相談窓口の設置を進めてきたことを

述べ、同性パートナーシップ証明制度についても、実現可能な具体策について準備を進めるよう

指示したところだと答えている。 

2015 年 2 月 25 日の定例会では、大庭正明区議が、世田谷区よりも先に渋谷区が同性パート

ナーシップ証明制度を導入することに驚いたと述べている。大庭区議は、基本計画に書いてある

だけでは、当事者にとって意味を持たないとし、実行行為としての現実を当事者は求めていると

述べた。そこで、セクシュアルマイノリティに向けて、応援都市宣言をするのはどうかと提案し

ている。この形式であれば、議会の同意は必要なく、保坂区長の決断で実行できると発言してい

た。 

また同日には、上川区議が、世田谷区役所のセクシュアルマイノリティに対するセクシュアル

ハラスメント禁止などの環境整備と、同性愛者である世田谷区職員の処遇の改善を求めている。

保坂区長は、今まで以上に職員の意識啓発に取り組むとともに、何らかの対策について考えると

答えた。萩原総務部長は、同性愛者の職員の処遇改善について、法律上の婚姻関係にない、事実

上婚姻関係と同様の事情にある者も、配偶者に準じて福利厚生の対象とされていることを述べ、

同性カップルにも適用できるように、検討すると答えている。 

この答弁を受け、上川区議は、セクシュアルマイノリティへのセクシュアルハラスメント禁止

を基本方針に明記すること、個人の努力で変更不可能な性的指向によって起こる職員の処遇の

格差改善を約束してほしいと主張した。保坂区長は、セクシュアルマイノリティに対するセクシ

ュアルハラスメント禁止について基本方針に明記すること、また職員の福利厚生面について、不

利益な扱いや差別などがあってはならないと思うが、現行の制度が同性カップルについて想定
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していないため、まず区として、区長として判断できることから始めるべく、所管部長と相談し

て検討すると答えた。 

また発言の最後には、パートナー証明については、なるべく早く実現可能な具体策を準備する

ように指示をしていると回答し、同性パートナーシップ証明制度の導入について、前向きな姿勢

をみせた。 

 2015 年 3 月 27 日の定例会では、予算に関する討論の中で、上川区議と大庭区議が、渋谷区

の同性パートナーシップ証明制度について触れている。上川区議は、保坂区長がメディア向けに

同性パートナーシップ証明制度を導入したいと述べているが、その発言が不発にならないよう

速やかな改善を求めている。大庭区議は、渋谷区が結果を出している一方で、世田谷区は言い訳

だけであると批判していた。 

2015 年 6 月 15 日の区長あいさつの中で、保坂区長はセクシュアルマイノリティのパートナ

ーシップを区で受け止める方法については、議会の意見を伺いながら、早期に結論を出していき

たいと述べている 

2015 年 7 月 29 日には「世田谷区パートナーシップの宣誓の取扱いに関する要綱案」が区議

会に報告された。また、保坂区長は要綱について記者発表を行い、メディアによって大きく報じ

られた。 

2015 年 9 月 16 日の定例会で、保坂区長はセクシュアルマイノリティ当事者と会ったことを

述べ、区長の裁量の範囲内で実現可能な範囲から取り掛かりたいと検討を進めてきたことを発

言した。さらに以下のように述べている。 

 

  （前略）そこで、同性カップルの方々の思いをパートナーシップ宣誓書として提出してい
ただき、区からパートナーシップ宣誓書受領証をお渡しする取り組みを要綱という形で実
施する準備を進め、ことしの十一月からスタートさせることにいたしました。この手続は、
法的な拘束力を伴うものではありませんが、性的マイノリティーの方々を含む多様な皆さ
んが個人として尊重され、自分らしく暮らしていくことのできる社会への新たな一歩とな
ればと考えています。（後略）（下線は筆者加筆） 

 

その後、質疑応答で羽田圭二区議が、同性間のパートナーシップの存在を認めるパートナーシッ

プ宣誓の取り組みについて区長の見解について質問をした。この質問に対して、保坂区長は以下

のように答えている。 

 

   世田谷区パートナーシップの宣誓の取り組みは、こうした区の方針を踏まえて、人権尊重
の観点に立ち、区長の権限の範囲内で実施するものであります。具体的には、同性カップル
の方々がみずからの意思で、区に対してお互いの御署名をいただいた宣誓を出していただ
き、区はその宣誓書を確かに受領しましたということで受領書を発行することによって、当
事者の方々のお気持ちを受けとめようという取り組みであります。宣誓書に法的な効力は
ございません。しかしながら、自治体からの第一歩として、こうした取り組みを進めること
で差別解消に向けた着実な一歩にしたいという思いを込めております。（後略）（下線は筆者
加筆） 

 

2015 年 10 月 21 日の定例会では、予算案に対して、上川区議から 11 月 5 日より、同性パー

トナーシップ証明制度が開始されることは、セクシュアルマイノリティの尊厳と権利の回復の
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第一歩目であると発言している。 

東京都世田谷区では 2015 年 11 月 1 日に世田谷区パートナーシップの宣誓が施行され、5 日

から宣誓書の写しと受領書の交付が開始された。 

 

５-２-３．三重県伊賀市と兵庫県宝塚市 

 三重県伊賀市および兵庫県宝塚市は、世田谷区に倣い、要綱を根拠とする同性パートナーシッ

プ証明制度を導入している。この 2 つの地方公共団体に共通するのは、東京都のように人が流

入する地域ではないことである。伊賀市、宝塚市ともに首長が注目していたのは、この地域では

セクシュアルマイノリティの当事者が声を上げにくい状況であるという点である。一方で、議員

からは実態が分かっていないまま、同性パートナーシップ証明制度を施行していくという考え

方は拙速ではないのか、という意見が上がっていた。 

 三重県伊賀市および兵庫県宝塚市が導入した同性パートナーシップ証明制度は、東京都世田

谷区に追随する形である。そのため本論においては省略する。同性パートナーシップ証明制度に

関する議論については、添付資料の各地方公共団体の会議録の抜き出しを参照してほしい。首長

が固い意志を持ち、制度導入した地方公共団体であることがわかる。 

 三重県伊賀市は 2016年 4月、兵庫県宝塚市は 2016年 6月に同性パートナーシップ証明制度

を導入している。 

 

５-２-４．沖縄県那覇市 

 沖縄県那覇市では、渋谷区の条例について報道が流れた後である 2015 年 2 月 20 日の定例会

で、古堅茂治市議から、那覇市でも渋谷区の先進的取り組みを学び、セクシュアルマイノリティ

の人権を守り、社会的地位を向上させ、社会の理解を高める啓発や施策をするために、条例を策

定すべきだと見解を伺う発言から、同性パートナーシップ証明制度の議論が始まった。この質問

に対して久場健護総務部長は、セクシュアルマイノリティへの支援に関する条例制定について

は、他の地方公共団体の動向に注視しながら、当事者や有識者らの意見を聞き検討していくと答

えている。 

 2015 年 2 月 23 日の定例会では、清水磨男市議が国はセクシュアルマイノリティの問題を人

権問題として取り組まない姿勢を見せているが、那覇市ではどのように考えているのか市長に

質問している。これに対して久場総務部長は、セクシュアルマイノリティの問題も人権問題であ

ると答えている。さらに清水市議は、国がセクシュアルマイノリティの問題に取り組まない姿勢

をとっている一方で、渋谷区や世田谷区では、セクシュアルマイノリティの問題に関する取り組

みを進めているとし、同性カップルを保障する取り組みを那覇市でも取り組んでいくのか質問

している。久場総務部長は、他の先進地方公共団体の動向に注視しながら、当事者や有識者らの

意見を聞き、検討を行う必要があると答えている。渋谷区の報道があってすぐは、制度導入に関

して前向きではあるものの、慎重な姿勢をとっていたことがわかる。 

 さらに 2015 年 2 月 27 日の定例会では前泊美紀市議から、大阪市淀川区と同様に、那覇市で
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も LGBT支援宣言を発表してはどうかと提案している。これに対して、久場総務部長は、LGBT

支援宣言については、市長の付属機関である那覇市男女共同参画会議などにおいて、当事者や有

識者の意見を聞いていく必要があると答えている。また前原市議は、那覇市内のホテルが、国際

ゲイ＆レズビアン旅行協会26に加盟したことを発言し、那覇市の見解を伺っている。大城弘明経

済観光部長は、加盟したことは多様性を尊重する観光地として、那覇市観光のイメージアップに

つながる認識をしていると述べた。 

 2015 年 6 月 22 日の定例会で、宮平のり子市議は、2015 年度のピンクドット沖縄27で、那覇

市が LGBT 支援宣言を行うとして、その概要と学校教育におけるプログラム、行政窓口などの

性別欄について質問している。久場総務部長は、市民を対象とした意識啓発講座の開催、なは女

性センター「ダイヤルうない」での相談受付、地域自殺対策緊急強化事業による研修会の実施、

市広報誌での特集記事掲載、当事者団体イベント「ピンクドット沖縄」の共催などにこれまで取

り組んでおり、改めてアピールする意味で、2015 年 7 月 19 日に開催されるピンクドット沖縄

の会場で LGBT支援宣言を行う準備を進めていることを答えた。また、2016年度以降に新たな

施策を実施していきたいと答えている。学校教育におけるプログラムについては、2015年 4月

に文部科学省が通知した「性同一性障害に係る児童生徒に対するきめ細やかな対応の実施等に

ついて」において、セクシュアルマイノリティとされる児童生徒全般に、きめ細やかな対応がで

きるよう、教育委員会と連携し、実施していくと答えていた。行政窓口における性別記載欄につ

いては、前回、実態調査を行ったのが 2003 年であるため、2015 年度に再調査したと答弁して

いる。その結果、回答のあった申請書 289件のうち、76件については性別記載欄を削除するこ

とが可能だと判明している。 

また同日、清水市議から、LGBT 支援宣言をただ行うだけでは効果的なものとは言えないと

し、今後関連する取り組みや事業を考えていくのか質問があった。この質問に対し、城間幹子市

長は、「LGBTの問題を私は人権問題ととらえております」と答えている。その上で、那覇市が

取り組んできたセクシュアルマイノリティに関する取り組みを述べ、支援後の取り組みについ

ては、職員研修や相談窓口の設置の明示などが感がられるが、当事者団体と意見交換を重ねなが

ら取り組んでいきたいと答えている。 

 2015年 6月 26日の定例会では前泊市議が、2月定例会で提案してから、7月に実現の運びと

なり、嬉しいと発言した。そして、那覇市の LGBT 支援宣言の正式名称決定のプロセスと宣言

後の取り組みについて、前泊市議は質問した。久場総務部長は、正式名称については当事者団体、

那覇市男女共同参画会議委員の有識者らの意見を聞きながら、検討しているところだと答えて

                                                   
26 国際ゲイ＆レズビアン旅行協会（The International Gay & Lesbian Travel Association IGLTA）は

1983年に設立された、LGBTQを歓迎する観光事業の世界有数のネットワークである。

https://www.iglta.org/（2018年 12月 25日最終閲覧） 
27 「すべての人がより生きやすい社会を」という思いを持つ人や、アライズ(allies＝LGBTの支援者、連

帯者)としてサポートする皆様が、ピンク色のものを身につけ集い、理解を深め、その思いを共有し、表

現するイベント。ピンクドットは、2009年にシンガポールで始まり、現在、米国、カナダ、香港など世

界各地に広がっているセクシュアルマイノリティのイベントである。http://pinkdot-okinawa.com/about/

（2018年 12月 25日最終閲覧） 
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いる。また宣言後の取り組みについては、職員研修や相談窓口の明示などに加え、当事者団体と

意見交換を重ねながら取り組んで生きと答えた。これに対して前泊市議は、LGBTという言葉を

使っているが、セクシュアリティは LGBT がすべてではないことを留意してほしいと述べてい

る。そのため、LGBT支援宣言の名称は大事であり、当事者と話し合い、個性が輝くような宣言

文にしてほしいと発言している。また、相談窓口設置に関しては当事者が利用しやすい配慮をす

べきだと述べている。相談窓口へ行くことにより、望まないカミングアウトを避けるべきである

と発言している。 

 2015年 7月 19日、城間幹子市長より「性の多様性を尊重する都市・なは」宣言（レインボー

なは宣言）が発表された。これは全国で 2例目の LGBT支援宣言であった。 

 那覇市における LGBT 支援宣言が発表された後、2015年 9月 14日の定例会では、清水市議

から、レインボーなは宣言が出されたが、担当部著が平和交流・男女参画課であり、単純に男女

というだけではなくなってしまった今、部署の名称変更、もしくは統合整理について考えたほう

がよいと発言している。久場総務部長は、課の名称変更を含め、女性の職業生活における活躍の

推進に関する法律、男女共同参画法などを踏まえて、軸足の置き方や組織体制について検討して

いきたいと答えている。清水市議はこの答弁を受けて、LGBT差別禁止法というようなものが法

案として国会でも出ているが、那覇市としてはどのように考えているか、見解を尋ねている。久

場総務部長は、民間団体が LGBT 差別禁止法案を作成しているという認識をしているが、具体

的な議論はされていないものと認識していることを答えた。しかし、セクシュアルマイノリティ

に関しては渋谷区が先立って条例を制定した時に、法を超える法な規定があるという批判を国

がしたということを承知しており、LGBT差別禁止法案のようなものが成立する中で、地方公共

団体の条例が整備されていけば、有効な法律になるのではないかと答えている。 

 2015年 12月 10日には、古堅市議が、城間市政の人権保障に対する取り組みの高さを示すも

のとして、LGBT支援宣言について挙げている。高く評価をすると述べ、この宣言の反響と宣言

の活用について質問している。久場総務部長は、LGBT支援宣言に対する反響として、市民、著

名人、芸能人から応援メッセージが寄せられたこと、那覇市の公式フェイスブックなどにもたく

さんの反響があったことを述べている。さらに、メディアからの取材依頼、他の地方公共団体や

民間企業からの問い合わせ、他市議会からの行政視察、国際人権 NGO 団体からのヒアリング依

頼などの反響もあったと答えた。市民部局での取り組みとしては、レインボー講座や職員研修を

行ったことを報告している。また古堅市議と久場総務部長とのやり取りでは、久場総務部長より

同性パートナーシップ証明制度の導入に関する発言があった。 

 2016 年 2 月 22 日の定例会では、前泊市議より同性パートナーシップ証明制度による証明書

交付についての進捗状況と、同性カップルのパートナーシップに関するその他の施策、LGBT支

援策などについて質問が上がった。この質問に対して、久場総務部長は、那覇市で証明書の交付

を行うことについて、象徴としての意味は大きい、当事者の存在が社会的に容認され、精神的な

支えとなるなどの期待が寄せられていることを述べた。そのため、同性パートナーシップ証明制

度の導入は、早期の実施を目指して取り組んでいきたいと答えている。さらに前泊市議は再質問



静岡文化芸術大学大学院 

文化政策研究科 

光岡香菜子 Kanako MITSUOKA 

 

25 

 

で、以下のように那覇市で導入する同性パートナーシップ証明制度が、条例を根拠とするのか、

要綱を根拠とするのか質問をしている。 

 

 （前略）そしてもう１つのポイントでありますが、渋谷区などは条例でありますけども、
伊賀市は要綱です。条例よりもハードルが低いということで、それでスムーズな交付の実施
ということにつながったということでありました。 

 （中略）この早期の実施ということについて、具体的なめど、いつごろまでにはできそう
かということをお伺いしたいと思います。 

 

この質問に対して久場総務部長は、以下のように答えている。 

 

 （前略）私たち、当初は、このパートナーシップ宣言をすることによって得られるインセ
ンティブとか、そういうものの整備が先かなというふうに考えて進めようと思ってました
ところ、実際当事者の皆様方からのご意見は、そういうことではなくて、まずその多様性を
認めてほしいんだと、自分たちもパートナーであることを社会的に認めてほしいという強
い思いがございましたので、（中略）この声を真摯に受けとめて、一刻も早くこれができる
ような方策はないかということで検討しております。 

 当然、これまでも条例化をした自治体に、国から指摘があったりしました。本来であれば、
国のほうが先に法整備をなされるのが先かなという考えもございますけれども、先ほど前
泊美紀議員からございましたように、要綱という手法で、政策法務という部分がございます
ので、ぜひ那覇市においても、先進自治体の要綱を参考にして進めていきたいと思っていま
す。（後略）（下線は筆者加筆） 

 

また、制度の開始時期については年度が替わる際に、すぐ実行してほしいという当事者の声もあ

るが、まだ作業的に慎重に進めなければならないとして、2016 年度のピンクドットを目指して

準備すると答えた。 

 さらに、前泊議員から、庁内に訪れたセクシュアルマイノリティに対して、今後どのような対

応や施策を行っているかという質問がされた。この質問に対して、久場総務部長は、那覇市の互

助団体である厚生会で、職員がみずから負担をしている共済の部分の財源を使って、まずは那覇

市職員から慶弔金などに関する取り組みができないかと考えていることを述べた。また、那覇市

では、結婚後も旧姓の使用が可能となっている。この制度が前提となり、通称名の使用について

以下のような答弁があった。 

 

 （前略）これにつきましても、実はある大学で、大学の学生から学内での通称名、要する
に自分が常日ごろ使っている名前を、学籍簿だとか、こういうもので使ってほしいという願
いが、実は那覇市が、性の多様性を尊重する都市・なはという宣言をしたことに絡めて、学
長宛てにそういう要望が出されております。 

 これ、引いて見れば、私たち職員も、もしかしたら職員の中にも通称を使いたいと考えて
いる職員もいるかもしれませんので、その辺、我々行政処分という部分も行政としてはあり
ますので、その辺も十分に確かめながら、１つのツールとして使っていきたいと思っており
ます。以上です。（下線は筆者加筆） 

 

 2016年 6月 16日の定例会では、前泊市議から LGBTの旅行を支援する、国際ゲイ＆レズビ

アン旅行協会 IGLTA について質問があった。2016 年 2 月に奈良市が加盟する方針を決めた報

道があったことを受け、那覇市も加盟してはどうかという質問だった。この質問に対し、久場総

務部長は、国際ゲイ＆レズビアン旅行協会の加盟の必要性や効果について、調査と研究をする必
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要があると考えていると答えた。 

 同日の定例会では他に、前田千尋市議から、那覇市におけるセクシュアルマイノリティへの施

策について、これまでやってきたことや 2016年度に開始したもの、これからの計画について質

問がでた。この質問に対して、久場総務部長は、レインボー講座の実施や広報紙「レインボーな

は通信」の発行、レインボー交流会の実施、管理職をはじめとした職員研修にこれまで取り組ん

できたと答えた。2016 年度の新たな取り組みとしては、琉球大学大学院法務研究科と「性の多

様性の尊重」について、連携・協力に関する協定を締結したと答えている。さらに今後の計画と

しては、同性パートナーシップ証明制度の導入について述べ、その運用に向けた要約制定作業、

シンポジウムの開催、ポスターやパンフレットの制作などを予定していることを答弁した。 

 さらに前田市議は再質問で、同性パートナーシップ証明制度の内容はどのようなものか尋ね

た。久場総務部長は、戸籍上の性別が同一である 2人に対し、那覇市が要綱で定めた要件を満た

す場合には、その 2人をパートナーシップの関係にあることを認めるものだと説明した。今後、

同性パートナーシップ証明制度の市営住宅への入居申し込みや医療機関での手続きなどでの活

用について、関係団体などと調整していきたいと答えている。 

 その後、定例会でも議論されていたように 2016 年 7 月 17 日に開催されたピンクドット沖縄

から、那覇市の同性パートナーシップ証明制度が開始された。 

 

５-３．後期 トップダウンからボトムアップへ 

地方公共団体の首長や議員が活動し、同性パートナーシップ証明制度が制定される一方で、国

でも動きがあった。2015 年通達の「性同一性障害に係る児童生徒に対するきめ細やかな対応の

実施等について」まで、具体的な施策は法律に定義された「性同一性障害」に限定されていた。

「性同一性障害に係る児童生徒に対するきめ細やかな対応の実施等について」においては「その

他の性に関して少数派である者（いわゆる性的少数者）」が盛り込まれた。翌年 2016 年 4 月よ

り、教職員向けの性的少数者の子たちへの理解を高めるための手引きには、「同性愛」、「両性愛」

も明記されている。地方公共団体の影響により国が動いた一例だろう。 

 

５-３-１．福岡県福岡市と大阪府大阪市 

 福岡県福岡市では 2018年 4月、大阪府大阪市では 2018年 7月に同性パートナーシップ証明

制度を導入した。これら 3つの地方公共団体は、それまでの地方公共団体と同様に、世田谷区方

式を採用し、要綱により制度を実行している。議会での詳細なやり取りは、前述の三重県伊賀市

および兵庫県宝塚市と同じく省略しているため、資料を参考してほしい。 

 福岡県福岡市議会では、渋谷区や世田谷区が制度を開始すると報道された頃から、同性パート

ナーシップ証明制度に関する市議会における質疑応答を確認することができる。高島市長は、当

時の市議会における議論の中で、この制度は、その必要性も含めて、地方公共団体ではなく、国

において統一的に対応すべきものと答えていた。しかし、2017年 9月に、改めて同性パートナ

ーシップ証明制度に関する質問が市議会においてなされると、市長は、セクシュアルマイノリテ
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ィが抱える生きづらさの解消に向けた有効な方策の一つとして、検討すべき課題であると述べ

て、前向きな姿勢を見せている。この市長の発言と市議会の動向を受けて、2017年 11月にはセ

クシュアルマイノリティ当事者団体が市へ要望書を渡し28、その後は同性パートナーシップ証明

制度の制定手続きへと進んでいる。 

 一方、大阪市の関係者の間では、2013年の大阪市淀川区による LGBT支援宣言が、セクシュ

アルマイノリティを支援する先進的な施策として注目されていた。啓発活動や研修などにおい

てセクシュアルマイノリティへの支援を行うなど、水面下の動きが続いていたが、実際に、同性

パートナーシップ証明制度について、定例会で触れられたのは、2018年 3月 1日の伊藤良夏市

議と吉村市長とのやりとりからである。吉村市長は、同性パートナーシップ証明制度導入に関し

て、前向きな姿勢を見せていた。また、2018 年 3 月 13 日には、大阪市でも同性パートナーシ

ップ証明制度導入することを踏まえ、国際ゲイ＆レズビアン旅行協会に関する質疑応答も行っ

ていることがわかる。 

 

５-３-２．東京都中野区 

 東京都中野区では、日本で初めてゲイであることをカミングアウトした石坂わたる区議が中

心になり、セクシュアルマイノリティについての議論を進めていた。2011 年から 2013 年の定

例会において、主に、HIV/AIDSやデート DVに関する議論を交わしていた。 

 2014年 7月 2日の定例会では、石坂区議は田中大輔区長（当時）の施政方針演説や、TRP（東

京レインボープライド）に寄せたメッセージ文中にある、「すべての人々」や「すべての区民」

などには、セクシュアルマイノリティも含まれているのか質問し、さらに続けて、中野区はセク

シュアルマイノリティに対して具体的な施策として何をすべきと考えているのか質問をしてい

る。その質問に対し田中区長は、人権をテーマとした啓発事業や中野区の職員研修などを通して、

広くマイノリティについて、区民や職員が理解する機会を増やし、偏見を排して多様性を認め合

える社会を作っていくための努力を行っていきたいと答えている。 

 2015 年 2 月 20 日の定例会では、来住和行区議が渋谷区の同性パートナーシップ証明制度の

報道を受け、中野区としても、セクシュアルマイノリティの権利保障を深く捉え、具体的に支援

できる施策を一歩進めるべきではないかと質問している。この質問に対して、髙橋信一政策室長

は、法的な効果について現時点では確認できないため、今後の議論に注目していく、と慎重な姿

勢を見せている。 

 2015 年 2 月 23 日の定例会では、石坂区議が、同性パートナーシップ証明制度の導入を渋谷

区と同様の形式で行うかはともかく、公証役場の公証人や公正証書の作成に関わる行政書士、弁

護士などの専門家へのセクシュアルマイノリティに関する啓発を行うべきではないかと質問し

ている。これに対して、田中区長は、同性カップルの証明の取り組みは、法律的な効果が現時点

では確認できないため、今後の議論に注目したいと答えている。 

                                                   
28 朝日新聞、2017年 11月 18日朝刊、「同性カップルへの支援充実を 福岡 性的少数者らの団体が要望

書」 
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 2015年 11月 26日の定例会では、来住区議が、10月 29日に開催されたセクシュアルマイノ

リティに関するシンポジウムで、今後の課題として日本の法整備の必要性や地方公共団体への

取り組みについて、田中区長も関心の高さについて語られていたにもかかわらず、今後の施策に

ついては具体的に示されていなかったと指摘している。これに対して、髙橋政策室長は、セクシ

ュアルマイノリティに限らず、すべての区民が同様にサービスを受けられる社会を目指し、ユニ

バーサルデザインのまちづくりを区政運営の基本に据えて取り組みを進めていきたいと考えて

いると答えた。セクシュアルマイノリティの対応については、まず生活を営む上での障害となっ

ている事柄を理解するとともに、偏見や差別が起きないよう、区民の間での理解を深める啓発を

行うことが必要であると答えている。 

 2016年 6月 6日の定例会で、来住区議が、同性パートナーシップ証明制度に関連することを

尋ねると髙橋政策室長は、同性パートナーシップ証明制度は、法律に保護する権利の内容が国の

制度では保障されるものではないため、考えていないと答えている。 

 2017年 6月 5日の定例会で石坂区議は、公正証書について質問している。家族構成の多様化

が進み、単身高齢者が増えている状況に応じた公正証書の活用を考えていくべきだと述べてい

る。さらに、同性カップルなどが公正証書を持参し、窓口の職員などに提示をした場合、区のサ

ービスを受けることが可能なのか質問した。また、公正証書を作成し、今後も安定した関係性を

構築する意思のあるカップルについては同一世帯とできる取り扱いをすべきではないかと質問

している。この質問に対して、戸辺眞区民サービス管理部長は、仮に親族関係にない者について

広く同居人、縁故者とした場合、居住実態の把握が難しいため、原則として親族関係にあり、同

住所に居住し、かつ同一生計にある場合に同一世帯として住民票の登録をしていると答えてい

る。一方で、区民のライフスタイルについては多様化していることから、適切な世帯認定のあり

方について検討していきたいと答えた。 

 2017年 11月 28日の定例会では、来住区議が、渋谷区のパートナーシップ証明実態調査報告

会29が 11 月 5 日に行われたことを報告した。この報告会の中では、条例化によって区民や区内

企業の中で理解が進み、行政の姿勢が区民や企業にも影響を及ぼしていると報告されたと話し

ている。そして、同性パートナーシップ証明制度の導入について、中野区はユニバーサル推進条

例の検討との答弁に終始しているが、先進的な地方公共団体に学び、中野区も当事者の声を尊重

し、中野区らしい制度を検討してはどうか、と質問している。これに対して髙橋政策室長は、同

性パートナーシップ証明制度は、保護するとされる権利の内容が国の制度で定められているも

のであり、地方公共団体の取り組みで対応できるものではないと考えていることを答えた。 

 さらに 2018 年 2 月 20 日の定例会では、平山英明区議からユニバーサルデザイン条例の制定

後、制定後の推進計画において、セクシュアルマイノリティの理解促進と安心して中野区に住み

続けられる取り組みを明確とするとともに、来年度から区の公的証書の発行など具体的事業を

実施されてはどうか、と質問があった。これに対し、田中区長は、同性パートナーシップ証明制

                                                   
29 渋谷区パートナーシップ証明 実態調査 報告書が web上に公開されている https://www.city.shibuya.t

okyo.jp/assets/com/partnership_hokoku29b.pdf（2019年 3月 10日最終閲覧） 
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度を導入する地方公共団体もあるが、区が民法など法的に保護すべき権利について条例で規定

することはできないと考えていることを述べた。しかし、公的証書などの発行によって一定の便

宜が諮られるのであれば、区としても取り組みを検討する意味があると考え、条件や実効性など

を見極めながら検討していきたいと述べた。 

 あくまで中野区は国による法の整備が先であるという捉え方をしていたが、2018年 5月 9日

に田中区長は、同性パートナーシップ証明制度を導入する旨を発表している30。また、中野区で

は、区でパートナーシップ宣誓をしたセクシュアルマイノリティのカップルに渡す宣誓書受領

証に加え、公正証書などを提出すると区が受領書を交付する形式を実施することを発表してい

る。6 月 12 日には、中野区の同性パートナーシップ証明制度の導入についての意見会が開催さ

れた。 

2018年 7月 2日の定例会では、小林ぜんいち区議が以下のような発言をしている。 

 

（前略）公的な実効性としては渋谷区方式の方が高いと言えますが、広く普及の観点から
は簡単に手続が行える世田谷方式がよいという方もいます。中野区では両方の選択ができ
る方式としたことで、これまで同性パートナーシップ制度を進めてきた他の自治体にはな
い先進的な制度になり、全国から注目されています。（後略） 

 

小林区議は、同性パートナーシップ証明制度の今後の展開と、ユニバーサルデザイン推進計画で

の位置づけについて質問している。この質問に対して、酒井直人区長は、以前から取り組んでい

るユニバーサルデザインの計画の中に同性パートナーシップ証明制度などを位置付けると発言

した 

 また、いさ哲郎区議から、中野区パートナーシップ先生の考え方についての意見交換会には多

くの参加者があり、様々な意見が交わされていたことから、同性パートナーシップ証明制度が開

始されても、引き続き意見交換会を重ねることが重要ではないかと質問している。さらに、いさ

区議は生活にかかわる業界に対し、同性パートナーシップ証明制度をどのように周知していく

のか、子どもも含めた全年代への啓発や教育についてどのように取り組んでいくのか質問した。

この質問に対して、朝井めぐみ政策室長は、引き続き区民と意見交換を行い、区として検討して

いく必要があると答えた。さらに不動産事業者、医療機関、金融機関などに対しては、取り組み

の目的なども含めて個別にお知らせなどを行うことを述べた。また、宣誓書と受領証の裏面に、

この取り組みの目的などを理解してもらうための説明文を記載することを述べた。セクシュア

ルマイノリティの啓発や教育に関しては、ユニバーサルデザイン推進のための区民向け啓発冊

子に、セクシュアルマイノリティの理解も進むよう工夫していくことを述べている。また、各小・

中学校では、人権問題として、道徳や社会科、特別活動の時間で取り上げ理解を深める取り組み

を行っていることを述べた。 

 また 2018年 7月 3日の定例会では、石坂区議から同性パートナーシップ証明制度がユニバー

サルデザイン推進計画でどのように位置付けていくのか、また事業所や区民全体の普及啓発を

どのように進めていくのか質問があった。これに対して、酒井区長は、ユニバーサルデザイン推

                                                   
30 朝日新聞、2018年 5月 10日夕刊、「中野区も性的少数者カップル認定」 
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進計画は検討中であるが、同性パートナーシップ証明制度など、性の多様性への理解促進などの

取り組みについては、計画の中に位置づけて取り組みを進める予定だと答えた。さらに、事業所

や区民への普及啓発に関しては、区法や区のホームページを活用し、セクシュアルマイノリティ

の困りごとや、差別や偏見の解消に努めていくことを述べた。 

 中野区では、2018年 8月 20日より同性パートナーシップ証明制度が施行されている。 

 

５-３-３．北海道札幌市 

北海道札幌市では 2016年 2月 29日、「札幌でも同性パートナーシップの制度化を求めます！」

として「「ドメスティックパートナー札幌」への賛同者呼びかけ書」が Facebook や Twitter で

拡散された。これは、北海道大学名誉教授の鈴木賢とドラァグクイーン Qwereの奥田アンジー

が賛同呼びかけ人となり、LGBT支援法律家ネットワークの加藤丈晴弁護士、NPO 法人北海道

レインボー・リソースセンターL-Port の佐藤真紀子と代表理事の金子久美子、コミュニティセ

ンター・にじいろほっかいどう事務局長の国見亮佑、7丁目のママ代表として桑木昭嗣、須田布

美子弁護士、with us-私たちとともに性同一性障害代表の日野由美の連名により公開された。こ

の賛同者呼びかけ書では、東京都渋谷区と世田谷区で同性カップルを公的に認証する制度が始

まったこと、このうごきは兵庫県宝塚市、三重県伊賀市、沖縄県那覇市などへも波及し、全国的

なうねりとなっていること、同性カップルを家族として扱う企業が登場し、民間へと広がりを見

せていることについて言及している。そして、その流れを受け、「自分たちが暮らすこの札幌で

もドメスティックパートナーの認証制度を作るように市や議会に対して働きかける準備をはじ

めました」と述べている。2016年 5月の連休明けをめどに「①性的マイノリティも利用できる

パートナーシップ認証制度を札幌市においても速やかに条例ないし要綱によって創設すること、

②札幌市が提供する行政サービスのうちで同性カップルやその子どもたちにも適用可能なもの

を精査し、それらのサービスを平等に保障すること、③札幌の教育、福祉、医療、就業、その他

の行政活動において、性的アイデンティティ（SI）、性的指向（SO）による差別を許さないため

の諸施策を講じること」の三つの要求を秋元札幌市長、市議会各会派への要望書手渡し、記者発

表を予定するとした。 

2016年 4月 7日付の北海道本社の朝日新聞には「札幌に同性カップル認定制を 性的少数者

や弁護士ら署名運動」と報道されている。この時点では約 60人分の署名が集まっていたようだ。

賛同呼びかけ書には 3月末日までに署名を募っていたが、この記事では 4月 22日まで延長して

募ると書いてあった。2016年 6月 6日に「ドメスティックパートナー札幌」は、144人分の賛

同者の署名と住民票を添付し、同性カップルを含む「パートナーシップの公的認証」に関する要

望書を市長に提出した。実際に住民票を要望書とともに提出することで、札幌市に在住している

セクシュアルマイノリティの顕在化を狙った。 

この市民の動きを受け、2016 年 5 月 25 日に行われた市議会の定例会では松原淳二市議が、

市長に対して、セクシュアルマイノリティに対する認識と同性パートナーシップ証明制度につ

いてどのように考えているのか質問している。この時点で、板垣昭彦副市長は、関係団体などの
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話を聞きながら、国や他の地方公共団体の動向を踏まえつつ、制度の必要性を検討していくと答

えている。 

 2017 年 2 月 21 日の定例会では、秋元市長は、セクシュアルマイノリティに関する支援を進

める姿勢を明言した。また、2 月 27 日の定例会での、佐々木みつこ市議からの、同性婚との関

係で同性パートナーシップ証明制度がどのような位置づけになるのか、また、報道などにより市

民が混乱しているので一定の周知期間が必要ではないかとの質問に対して、秋元市長は次のよ

うに回答している。まず、同性パートナーシップ証明制度は「性の多様性を尊重する取り組みと

して、自分たちの存在を公に認めてほしいとする当事者の気持ちを受けとめるもの」であり、こ

の制度は要綱で定めるため法的な権利は発生せず諸外国で認められている同性婚とは異なる認

識をしていることを述べた。また、同性パートナーシップ証明制度は全国でも取り組み事例が少

ないため、市民理解を深めるための周知期間をある程度設けた上で制度を実行すると答えた。 

なお、札幌市がパートナーシップ制度の導入の検討を進めているとの報道が行われると、放送番

組31では 800 件、会議録の中では 151 件の反対意見が寄せられたと報告されている。しかしな

がら、このような反対意見のメディアでの報道と市へ表明は、かえって、関係者の間で、セクシ

ュアルマイノリティが直面する偏見に基づく厳しい社会環境についての理解が進む結果となり、

制度の必要性の認識が高まった。また、札幌市は、反対意見に対しての配慮も行い、同性パート

ナーシップ証明制度についての丁寧な説明の市ホームページへの掲載、説明を目的として講演

会、個人へのメール返信などを行い、理解促進を目指した。 

 東京都渋谷区や世田谷区が同性パートナーシップ証明制度を開始した 2015年から、沖縄県那

覇市が制度を導入した 2016年までは、主に首長や議員が中心となり、同性パートナーシップ証

明制度導入への取り組みが動いていた。一方、北海道札幌市での動きからは、首長や議員からで

はなく、主に市民団体からの要望が議会を動かし、同性パートナーシップ証明制度導入へのきっ

かけとなっていたのである。 

 札幌市へ要望を出した市民団体の構成員の 1 人である鈴木賢北海道大学名誉教授と、東京都

港区の飲食店を営む TAKACO（林隆紀）が世話人となる「自治体にパートナーシップ制度を求

める会」を設立し、2月より活動を開始している。鈴木は、札幌において同性パートナーシップ

証明制度に関する要望書を提出し、その結果、市議会と首長に前向きな議論を始めさせた、制度

の導入の成果を勝ち得た経験を持つ。その経験をもとに、この会に、札幌の例にならい他の地方

公共団体でも同性パートナーシップ証明制度の導入を促す運動の中心的な役割を託したのであ

る。ちなみに、この会が 2018年 6月 14日までに同性パートナーシップ証明制度導入を求めて、

一斉に請願書を出した地方公共団体は 28 団体32である。この動きを鈴木は「夏の陣」と称し、

次の「秋の陣」に向けた成果報告会が 2018 年 7 月 29 日に開かれた。この会では一斉請願の状

                                                   
31 NHK Eテレ、2018年 5月 2日放送、「“ふうふ”の証明～同性パートナーシップ制度はいま～」 
32 東京都中央区、文京区、台東区、江東区、豊島区、北区、荒川区、練馬区、品川区、葛飾区、江戸川

区、墨田区、新宿区、千代田区、八王子市、三鷹市、町田市、神奈川県横浜市、川崎市、鎌倉市、埼玉県

入間市、坂戸市、毛呂山町、さいたま市、飯能市、加須市、川越市、北海道網走市の 28つの地方公共団

体である。 
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況に加え、近年セクシュアルマイノリティに関する施策が進むことで、同性パートナーシップ証

明の制度化が一斉に進むドミノ現象が促進され、当事者が可視化され、社会全体のおけるセクシ

ュアルマイノリティ問題に「テーマ設定効果」が巻き起こったと現状分析をした。また、その効

果は、政令都市市長会が国に同性パートナーシップ証明制度導入を要請するという動きや、同性

婚が政治的テーマ化するというようなさらなる成果を生んだと分析した。 

 また、鈴木は地方公共団体に要望書を提出する際の論点と対応案のとして、以下の 5 つの点

を挙げていた。1つめは、形式を条例にするのか、それとも要綱にするのかという点だ。鈴木は

法的効力を考えると条例であるが、制定には時間がかかるため、早さを求めるのであれば要綱で

実行するほうが望ましいと考えている。2つめは性別について、戸籍上の性別だけにこだわるべ

きではないとの立場を取っている。3つめと 4つめは、異性間カップルが同様の社会的保障を受

ける場合には通常は不要である、公正証書の要否と同居要件に関してである。5つめは養子縁組

のカップルについてである。現在、同性婚がないため、養子縁組を組むことで、法律上家族とす

る同性カップルもいる。将来、同性婚立法がした際に既に養子縁組をしているカップルに影響が

及ぶ可能性があるので、そのような場合でも、制度利用が可能になるようにすべきだと話してい

た。 

 「自治体にパートナーシップ制度を求める会」の今後の取り組み方針について、鈴木は「当面

は全国へと広げる。1、2年が勝負であり、オリンピック、パラリンピックまでに全国に広げる」

と筆者に話していた。TAKACO は要望書の申請を進めることにより、まずは「これはなんだろ

う、って考えてもらう」と社会全体でセクシュアルマイノリティに関する関心を高めることの重

要さを指摘し、そして、最終的には、日本の結婚に関する法律を変えることにつなげる必要性を

主張していた。 

 

６．考察 

 本論では特に地方公共団体のセクシュアルマイノリティに関する取り組みについて焦点を当

て論じてきた。多くの地方公共団体で、同性パートナーシップ証明制度をはじめ、セクシュアル

マイノリティを支援するために、関連する制度の見直しが進展した。また、調査した地方公共団

体の会議録からは、多様性を理解することで一人ひとりが生きやすい社会を目指す動きが読み

取れた。したがって、現在では、マイノリティのみの権利擁護と包摂という視点から、全ての人

の、全てのタイプのセクシュアリティの尊重と包摂という広い視点に、問題の見方が変化してい

る。SOGIの考えが浸透してきていると考える。同性パートナーシップ証明制度やセクシュアル

マイノリティに関する施策などが進んでいくことで、セクシュアルマイノリティの人々の社会

的立場が向上していくとともに、当事者のみならず全ての人々が多様なセクシュアリティを持

つことが理解され、尊重され、包摂される社会に向けての歩みが始まっていると思われる。 

 また民間企業でも、諸外国の情勢や地方公共団体のセクシュアルマイノリティ包摂の動きの

影響により、セクシュアルマイノリティを対象にしたサービスなどを始まり、セクシュアルマイ

ノリティ当事者が働きやすい職場の整備が始まっている。たとえば、「だれでもトイレ」の設置、
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制服や福利厚生の整備といった職場環境の整備が外資系企業を中心に始まっている。一方、顧客

としてのセクシュアルマイノリティに対するサービスも始まっている。例えば、保険金の受取人

に同性パートナーを指定できたり、同性カップル 2 人の名義でローンを組むことができたりと

いうようなプランを設ける保険会社や金融機関などが登場している。サービスの一部には、同性

パートナーシップ証明制度を利用していることが条件になっているものもある。さらに、衣類の

面でも、性別による分類によらず幅広いサイズ展開を行っていたり、男性体型向け女性服ブラン

ドなどが販売されたりしている。 

地方公共団体において同性パートナーシップ証明制度が導入されることで、セクシュアルマ

イノリティのカップルの住宅入居や、病院で使われる同意書などの手続きが円滑になるなどの、

有形の利益が生まれている。また、この証明制度を利用していることを条件としたさまざまなサ

ービスが受けることができるようになっている。加えて、同性パートナーシップ証明制度の実施

に伴い、利用するカップルの数から想定できるセクシュアルマイノリティのコミュニティの可

視化と、カップルにとってのお互いのパートナーシップの深化という無形の利益をもたらした。 

 市民活動については、2つの特徴が指摘できる。1つは近年、市民活動が急激に盛んになって

きていることだ。TRP（東京レインボープライド）は現在の運営団体になってから、年々参加者

数を増やしている。また 2018年に入ってからは、レインボープライドを復活させたり、新たに

始めたりする地域も登場した。さらに、沖縄県那覇市では 2013年から、市が共催者となり、ピ

ンクドット（セクシュアルマイノリティを中心に社会包摂の推進をアピールするイベント）を行

っている。また、LGBT成人式の活動も、徐々に日本全国へと広まっている。 

 2つめは、市民が自主的に地方公共団体に対して積極的に動きかけ始めていることである。そ

の変化は、同性パートナーシップ証明制度の制定に至る動きが、トップダウン型からボトムアッ

プ型へと変化していることから言える。もともと日本国内では、セクシュアルマイノリティに関

する活動は存在していたものの、表立った活動する団体はそれほど多くなかった。特に地方では

相互支援を目的とした活動が多く、公共の場での活動はほとんどなかった。そのため、伊賀市や

宝塚市では、セクシュアルマイノリティの実態は明らかではなくとも、まず当事者が声を上げや

すい環境を整えるために同性パートナーシップ証明制度を導入するという、行政側からのトッ

プダウン型の働きかけがあった。しかし、北海道札幌市や福岡県福岡市では、市民団体が積極的

に地方公共団体へ要望書を提出するなど、ボトムアップ型の動きが見える。 

 日本の国レベルでのセクシュアルマイノリティに関する法律は「性同一性障害者の性別の取

扱いの特例に関する法」のみである。そのため、2010 年代まで地方公共団体におけるセクシュ

アルマイノリティへの支援は、性同一性障害に関するものが中心だった。しかし、2013 年の大

阪府大阪市淀川区による LGBT支援宣言を皮切りに、他の地域でも LGBT支援宣言が導入され

たり、同性パートナーシップ証明制度が開始されたりして、地方公共団体レベルにおいてセクシ

ュアルマイノリティに関する動きが活発化した。 

この状況を受けて、2015年に文部科学省から、「性同一性障害に係る児童生徒に対するきめ細

やかな対応の実施等について」という通達が出された。はじめこの通達は「性同一性障害」とい
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う言葉しか使われてなかったが、のちに「性的少数者全般」という言葉に置き換えられている。

この通達が出たことによって、地方公共団体ではセクシュアルマイノリティに関する問題に取

り組みやすくなった。さらに、多くのセクシュアルマイノリティに関する市民団体が、地方公共

団体の動きに触発されて、活動を活発化させた。行政からの動きとセクシュアルマイノリティが

自ら社会で積極的な活動を行いその存在が可視化されたことが相互作用を起こし、セクシュア

ルマイノリティに関する社会的動き全体が活発化したと理解できる。 

セクシュアルマイノリティに関する制度が整備されていく一方で、セクシュアルマイノリテ

ィのパートナーシップを従来の異性婚によって形成された家族観にそのまま当てはめていいの

かという課題が残る。シスジェンダーかつヘテロセクシュアルの家庭であっても、事実婚や子供

を持たない家庭、ひとり親家庭などの増加があり、実態は多様化している。プライドイベントで

開催された講演会などでは、一部のセクシュアルマイノリティの間でも生活や恋愛、セックスの

パートナーがそれぞれ異なることもあるという話もあり、伝統的と言われる家族観とは異なる、

多様な関係が存在していることがわかる。地方公共団体は、多様性と社会包摂を推進しているに

も関わらず、結果的に、同性パートナーシップ証明制度を通してセクシュアルマイノリティのパ

ートナーシップを伝統的な家族観や現行の結婚制度に組み込んでいるという矛盾も指摘できる。 

 2015 年 11 月より 2018 年 12 月に至るまで同性パートナーシップ証明制度が次々と施行され

ているが、表 2 で比較するとその性質は徐々に変化していることがわかる。同性パートナーシ

ップ証明制度の性質の変化は大きく 3種類に分けることができる。 

 1つめは、同性パートナーシップ証明制度にかかる運用の変化である。2015年 11月に東京都

渋谷区は、条例を根拠に同性パートナーシップ証明制度を開始した。しかし、条例を制定するに

は議会での採択が必要となるため、制度の開始まで時間を要する。また、制度の利用には公正証

書の登記を済ませる必要があるため、利用者に金銭的な負担がかかる33。各地方公共団体の会議

録からも、「渋谷区方式はハードルが高い」といった意見が多く見受けられた。このような状況

において、奇しくも 2015 年 11 月、同年同月に東京都世田谷区で、首長権限で制定できる要綱

を根拠に同性パートナーシップ証明制度が開始された。この世田谷区方式の実現は、時間や金銭

の面から、より実質的かつ効率的にセクシュアルマイノリティを支援する制度的な展開と言え

る。世田谷区以後、同性パートナーシップ証明制度を開始した地方公共団体は、この要綱の形式

で同性パートナーシップ証明制度を導入している。 

一方で、東京都中野区では同性パートナーシップ証明制度の根拠は要綱であるが、同性カップ

ルの結びつきを強くするための手段として、公正証書の併用を可能にした。公正証書は一定の法

的効力があるため、公正証書と要綱によるパートナーシップ証明を併用したいと考えるカップ

ルが今後は増えると想定される。 

 2つめは、制度の利用対象の範囲が広がっていることである。申請者の通称名の使用を可能に

した沖縄県那覇市（2016年 7月）の同性パートナーシップ証明制度導入以後、新たに同性パー

                                                   
33 さらに渋谷区でも公正証書に関する但し書きがあり、収入が少ないカップルでも利用できるようにして

いる。 
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トナーシップ証明制度を創設した地方公共団体でも、通称名の使用が可能としている。つまり、

戸籍変更や名の変更を申し出ていないトランスジェンダーに対しても、制度が使いやすいもの

へと変化しているのである。また、2017年 6月に同性パートナーシップ証明制度を導入した北

海道札幌市のように、対象を「一方又は双方が性的マイノリティの 2人」としている地方公共団

体が現れている。2018年 12月時点では、北海道札幌市をはじめ、福岡県福岡市、大阪府大阪市

の同性パートナーシップ証明制度では、利用できる対象者が「一方又は双方が性的マイノリティ

の 2人」となっている。これにより、戸籍上異性という観点で見ていけば従来の異性間婚姻制度

を利用できるものの、その考えとは異なるセクシュアリティを持つ人々がこの同性パートナー

シップ証明制度を利用することが可能となった。 

 3つめは居住要件の変化である。同性パートナーシップ証明制度を利用するカップルは、双方

が該当地区に住んでいること、あるいは転居することが要件に挙げられていた。しかし、2018

年 7月より同性パートナーシップ証明制度を開始した大阪府大阪市では、いずれか一方が居住、

あるいはいずれか一方に転居予定があることが要件となっている。周りにカミングアウトして

いないセクシュアルマイノリティが多い中、同居していなければならないという条件はハード

ルが高い。2018年 12月時点では、大阪市のみ掲げている制度の要件だが、今後広がっていくと

予想される。 

 以上のように、同性パートナーシップ証明制度は、現在、数多くの地方公共団体で導入が進ん

でおり、制度の条件などの内容も、よりセクシュアルマイノリティが利用しやすいものに変化し

ている。 

 研究仮説として、近年、日本で同性パートナーシップ証明制度の制定が進んでいるのは、地方

議員や首長による政治的活動があり、その背景には市民による社会活動の影響があると考えて

いた。中期としてまとめた東京都渋谷区、世田谷区、三重県伊賀市、兵庫県宝塚市、沖縄県那覇

市では、議会での賛成の程度はそれぞれの地方公共団体によって異なっても、総じて議員や首長

が中心となり主導権を握ることにより、同性パートナーシップ証明制度の成立が実現した。一方

で、東京都では TRPや LGBT成人式が開催されていたり、那覇市ではピンクドットを共催して

いたりと、行政と市民による社会活動との間に協力的な関係が見られる。また、北海道札幌市の

同性パートナーシップ証明制度成立の過程を調べた結果では、首長や議員、行政からの働きかけ

と言うよりも、市民団体の積極的な運動の影響が大きかった。この市民団体の構成員の一人であ

る鈴木は、全国に同性パートナーシップ証明制度を広げるために設立した「自治体にパートナー

シップ制度を求める会」の世話人を担っている。要望書を札幌市へ提出した運動経験をもとに、

他の地方公共団体でも同様な運動を実行できるよう指導する団体である。 

 以上のように、日本の地方公共団体における同性パートナーシップ証明制度制定の経緯を詳

しく調べてみると、当初は首長や議員、行政の主導によるトップダウン型の動きからが始まった

が、近年では札幌市の事例に見られるように、ボトムアップ型の動きが見えるようになってきた。

つまり、一部の地方公共団体が制度を整備することで、その地域社会のみに限らず日本社会全体

にその影響が広がり、居住地に関わらずどこにおいても、セクシュアルマイノリティ当事者が悩
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みや困りごとそして権利を訴え、その存在を明示することが可能になっているのである。さらに

その展開として、地方公共団体に同性パートナーシップ制度を求める動きが盛んになっている

と理解できる。つまり、いわゆるトップダウンとボトムアップという、民主的な社会制度の好循

環が起きていると考えることが出来る。 

 

おわりに 

 本論では、2018 年 12 月時点で、同性パートナーシップ証明制度を実行している地方公共団

体について焦点を当て論文を執筆した。実際は、その時点以降に、同性パートナーシップ証明制

度を実行することを宣言した地方公共団体がいくつか存在する。 

同性パートナーシップ証明制度ではなく、セクシュアルマイノリティの差別を禁止していた

り、異性カップルの夫婦に適用している福利厚生を同性カップルにも適用していたりする地方

公共団体も存在する。これらの制度は、セクシュアルマイノリティの人権を保障する目的のため

に導入されている制度であるがゆえに、セクシュアルマイノリティの特権的に優遇する制度で

はないかというような批判的な意見を言う人もいる。しかし、同性パートナーシップ証明制度を

始めとする諸制度は、現状の制度の下では、異性愛者が当然の権利として利用し、享受すること

が出来る結婚制度やそれに伴う福利厚生や民間のサービスを、セクシュアルマイノリティであ

っても利用し享受できるようにすると言う趣旨で作られた包摂的な制度であり、特権的な優遇

措置とは言えない。 

また、同性パートナーシップ証明制度により生まれる無形の価値として、セクシュアルマイノリ

ティの可視化が取り上げられていた。会議録という公的にやり取りが記録される文書の中で、

「LGBT」や「性的マイノリティ」など、セクシャルマイノリティに関する用語が正式に使われ、

議事録にも記録されていることは、行政が当事者の存在を認めていることでもある。特に同性パ

ートナーシップ証明制度を実施しようとしている地方公共団体では、1回の定例会で何度も同様

の内容について複数の議員が質問していることが多い。制度が作られることで、市民にセクシャ

ルマイノリティの存在が顕在化していくわけだが、まずその第一歩として記録が残ることは、今

まで、「いなかった」ことにされていたセクシュアルマイノリティにとって、とても価値のある

ことだと考える。 

 日本でも同性婚を導入してほしいという声がある。カップルの幸せを社会的に保障しつつ、そ

の幸せという価値の象徴として結婚という制度があるならば、すべての人に婚姻制度が開かれ

るべきである。そのため、異性婚、同性婚という分け方をするのではなく、どのようなセクシュ

アリティを持つ人であっても、平等に婚姻できる制度へと変化すべきだと考える。 
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月

都
城

市
宮

崎
県

男
女

共
同

参
画

社
会

づ
く

り
条

例
性

的
指

向
2
0
0
6
年

に
削

除
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2
0
0
3

平
成

1
5
年

1
2
月

平
成

2
5
年

1
2
年

香
川

県
香

川
県

香
川

県
人

権
教

育
・

啓
発

に
関

す
る

基
本

計
画

同
性

愛
者

、
性

同
一

性
障

害
者

2
0
0
4

平
成

1
6
年

1
月

福
岡

市
福

岡
県

福
岡

市
人

権
教

育
・

啓
発

基
本

計
画

性
同

一
性

障
が

い

2
0
0
4

平
成

1
6
年

2
月

千
葉

県
千

葉
県

千
葉

県
人

権
施

策
基

本
指

針
性

同
一

性
障

害
、

同
性

愛
者

2
0
0
4

平
成

1
6
年

2
月

東
京

都
同

性
愛

者
の

難
民

該
当

性
同

性
愛

者

同
性

愛
者

で
あ

る
こ

と
を

理
由

に
迫

害
を

受
け

る

恐
れ

が
あ

る
と

は
認

め
ら

れ
な

い
と

し
て

難
民

に
は

該
当

し
な

い
と

さ
れ

た
事

例

2
0
0
4

平
成

1
6
年

3
月

奈
良

県
奈

良
県

奈
良

県
人

権
施

策
に

関
す

る
基

本
計

画
性

同
一

性
障

害

2
0
0
4

平
成

1
6
年

3
月

八
女

市
福

岡
県

八
女

市
男

女
共

同
参

画
の

ま
ち

づ
く

り
条

例
性

同
一

性
障

害

2
0
0
4

平
成

1
6
年

4
月

新
潟

県
新

潟
県

新
潟

県
人

権
教

育
・

啓
発

推
進

基
本

指
針

性
同

一
性

障
害

2
0
0
4

平
成

1
6
年

6
月

豊
中

市
大

阪
府

豊
中

市
人

権
教

育
・

啓
発

基
本

計
画

性
的

マ
イ

ノ
リ

テ
ィ

(性
同

一
性

障
害

・
同

性
愛

者
・

イ
ン

タ
ー

セ
ッ

ク
ス

)

2
0
0
4

平
成

1
6
年

1
2
月

鹿
児

島
県

鹿
児

島
県

鹿
児

島
県

人
権

教
育

・
啓

発
基

本
計

画
性

的
指

向

2
0
0
4

平
成

1
6
年

1
2
月

徳
島

県
徳

島
県

徳
島

県
人

権
教

育
・

啓
発

に
関

す
る

基
本

計
画

性
同

一
性

障
害

者

2
0
0
5

平
成

1
7
年

大
阪

府
尾

辻
か

な
子

府
議

が
同

性
愛

者
と

公
開

2
0
0
5

平
成

1
7
年

国

自
民

党

過
激

な
性

教
育

・
ジ

ェ
ン

ダ
ー

フ
リ

ー
教

育
実

態
調

査

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

チ
ー

ム

2
0
0
5

平
成

1
7
年

1
月

宮
崎

県
宮

崎
県

宮
崎

県
人

権
教

育
・

啓
発

推
進

方
針

性
的

少
数

者

2
0
0
5

平
成

1
7
年

3
月

石
川

県
石

川
県

石
川

県
人

権
教

育
・

啓
発

行
動

計
画

性
同

一
性

障
害

者

2
0
0
5

平
成

1
7
年

3
月

群
馬

県
群

馬
県

人
権

教
育

・
啓

発
の

推
進

に
関

す
る

群
馬

県
基

本
計

画
同

性
愛

者
、

性
同

一
性

障
害

の
人

2
0
0
5

平
成

1
7
年

4
月

大
阪

市
大

阪
府

大
阪

人
権

施
策

推
進

基
本

方
針

性
同

一
性

障
害

・
性

的
指

向

2
0
0
5

平
成

1
7
年

1
1
月

北
九

州
市

福
岡

県
北

九
州

市
人

権
行

政
指

針
性

同
一

性
障

害

2
0
0
6

平
成

1
8
年

3
月

東
京

都
刑

事
収

容
施

設
に

お
け

る
対

応
性

同
一

性
障

害
M

tF
 性

別
適

合
手

術
済

2
0
0
6

平
成

1
8
年

3
月

栃
木

県
栃

木
県

栃
木

県
人

権
施

策
推

進
基

本
計

画
性

的
指

向
、

性
同

一
性

障
害

2
0
0
6

平
成

1
8
年

3
月

三
重

県
三

重
県

三
重

県
人

権
施

策
基

本
方

針
性

的
マ

イ
ノ

リ
テ

ィ

2
0
0
6

平
成

1
8
年

3
月

草
加

市
埼

玉
県

草
加

市
人

権
施

策
推

進
基

本
方

針
性

同
一

性
障

害
者

・
性

的
指

向

2
0
0
6

平
成

1
8
年

9
月

奈
良

市
奈

良
県

奈
良

市
人

権
文

化
推

進
計

画
性

同
一

性
障

害

2
0
0
6

平
成

1
8
年

1
0
月

東
京

都
毎

日
新

聞
社

事
件

同
性

愛
を

推
測

さ
せ

る
表

現
と

名
誉

毀
損

同
性

愛

2
0
0
6

平
成

1
8
年

1
0
月

佐
賀

県
佐

賀
県

佐
賀

県
人

権
教

育
・

啓
発

基
本

方
針

(改
訂

版
)

性
同

一
性

障
害

者

2
0
0
7

平
成

1
9
年

3
月

富
山

県
富

山
県

富
山

県
人

権
教

育
・

啓
発

に
関

す
る

基
本

計
画

同
性

愛
者

2
0
0
8

平
成

2
0
年

3
月

新
潟

市
新

潟
県

新
潟

市
人

権
教

育
・

啓
発

推
進

計
画

性
的

マ
イ

ノ
リ

テ
ィ
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2
0
0
9

平
成

2
1
年

3
月

法
務

省

海
外

で
同

性
婚

を
望

む
人

に
対

し
、

日
本

国
内

で

独
身

で
あ

る
こ

と
を

示
す

証
明

書
を

発
行

す
る

方

針
を

決
め

た

2
0
0
9

平
成

2
1
年

4
月

大
津

市
滋

賀
県

大
津

市
人

権
教

育
・

啓
発

推
進

計
画

性
的

指
向

・
性

同
一

性
障

害

2
0
0
9

平
成

2
1
年

1
1
月

大
阪

府
名

の
変

更
性

同
一

性
障

害
裁

判

2
0
1
0

平
成

2
2
年

国
第

3
次

男
女

共
同

参
画

基
本

計
画

性
的

指
向

2
0
1
0

平
成

2
2
年

1
月

愛
媛

県
愛

媛
県

愛
媛

県
人

権
施

策
推

進
基

本
方

針
性

的
マ

イ
ノ

リ
テ

ィ

2
0
1
0

平
成

2
2
年

2
月

長
野

県
長

野
県

長
野

県
人

権
政

策
推

進
基

本
方

針
性

的
指

向
、

性
同

一
性

障
害

2
0
1
0

平
成

2
2
年

2
月

和
歌

山
県

和
歌

山
県

和
歌

山
県

人
権

施
策

基
本

方
針

性
同

一
性

障
害

2
0
1
0

平
成

2
2
年

4
月

国
子

ど
も

・
若

者
育

成
支

援
推

進
法

性
同

一
性

障
害

、
性

的
指

向
子

ど
も

・
若

者
ビ

ジ
ョ

ン
(H

2
2
.7

.2
3
)

2
0
1
0

平
成

2
2
年

4
月

京
都

市
京

都
府

京
都

市
人

権
文

化
推

進
計

画
(改

定
版

)
性

同
一

性
障

害
・

性
的

指
向

2
0
1
0

平
成

2
2
年

8
月

大
分

県
大

分
県

大
分

県
人

権
尊

重
施

策
基

本
方

針
性

的
少

数
者

2
0
1
0

平
成

2
2
年

9
月

長
岡

京
市

京
都

府
長

岡
京

市
男

女
共

同
参

画
推

進
条

例
性

同
一

性
障

が
い

を
有

す
る

人

2
0
1
0

平
成

2
2
年

1
0
月

高
松

香
川

県
名

の
変

更
性

同
一

性
障

害
裁

判

2
0
1
0

平
成

2
2
年

1
1
月

鳥
取

県
鳥

取
県

鳥
取

県
人

権
施

策
基

本
方

針
ー

第
2
次

改
訂

ー
性

的
マ

イ
ノ

リ
テ

ィ

2
0
1
1

平
成

2
3
年

中
野

区
東

京
都

同
性

愛
者

を
公

表
し

た
石

坂
わ

た
る

初
当

選

2
0
1
1

平
成

2
3
年

豊
島

区
東

京
都

同
性

愛
者

を
公

表
し

た
石

川
大

我
初

当
選

2
0
1
1

平
成

2
3
年

大
阪

府
大

阪
府

お
お

さ
か

男
女

共
同

参
画

プ
ラ

ン
2
0
1
1
-2

0
1
5

性
同

一
性

障
害

、
性

的
指

向

2
0
1
1

平
成

2
3
年

1
月

横
浜

市
神

奈
川

県
第

3
次

横
浜

市
男

女
共

同
参

画
行

動
計

画
性

的
少

数
者

2
0
1
1

平
成

2
3
年

3
月

滋
賀

県
滋

賀
県

滋
賀

県
人

権
施

策
推

進
計

画
性

的
マ

イ
ノ

リ
テ

ィ

2
0
1
1

平
成

2
3
年

3
月

神
戸

市
兵

庫
県

第
2
次

神
戸

市
人

権
教

育
・

啓
発

に
関

す
る

基
本

計
画

性
的

マ
イ

ノ
リ

テ
ィ

2
0
1
1

平
成

2
3
年

3
月

和
歌

山
市

和
歌

山
県

和
歌

山
市

人
権

施
策

推
進

行
動

計
画

性
同

一
性

障
害

2
0
1
1

平
成

2
3
年

3
月

岡
山

県
岡

山
県

第
3
次

岡
山

県
人

権
政

策
推

進
指

針
性

同
一

性
障

害
、

性
的

指
向

2
0
1
1

平
成

2
3
年

3
月

静
岡

県
静

岡
県

静
岡

県
人

権
施

策
推

進
計

画
（

改
定

版
）

〔
ふ

じ
の

く
に

人
権

文
化

推
進

プ
ラ

ン
〕

性
同

一
性

障
害

者
、

同
性

愛
者

2
0
1
1

平
成

2
3
年

3
月

愛
知

県
愛

知
県

人
権

教
育

・
啓

発
に

関
す

る
愛

知
県

行
動

計
画

性
同

一
性

障
害

者
・

同
性

愛
者

等
性

的
少

数
者

2
0
1
1

平
成

2
3
年

3
月

名
古

屋
市

愛
知

県
新

な
ご

や
人

権
施

策
推

進
プ

ラ
ン

性
同

一
性

障
害

等
の

性
的

少
数

者

2
0
1
1

平
成

2
3
年

3
月

秋
田

県
秋

田
県

第
3
次

秋
田

県
男

女
共

同
参

画
推

進
計

画
性

的
少

数
者

2
0
1
1

平
成

2
3
年

3
月

千
葉

市
千

葉
県

ち
ば

男
女

共
同

参
画

基
本

計
画

・

新
ハ

ー
モ

ニ
ー

プ
ラ

ン
（

後
期

計
画

）
性

同
一

性
障

害
等

2
0
1
1

平
成

2
3
年

3
月

新
潟

市
新

潟
県

第
2
次

新
潟

市
男

女
共

同
参

画
行

動
計

画
性

同
一

性
障

が
い

な
ど

2
0
1
1

平
成

2
3
年

3
月

箕
面

市
大

阪
府

男
女

協
働

参
画

推
進

プ
ラ

ン
性

同
一

性
障

害
・

性
的

指
向

2
0
1
1

平
成

2
3
年

3
月

神
戸

市
兵

庫
県

神
戸

市
男

女
共

同
参

画
計

画
（

三
次

）
性

的
マ

イ
ノ

リ
テ

ィ

2
0
1
1

平
成

2
3
年

3
月

岡
山

県
岡

山
県

第
3
次

お
か

や
ま

ウ
ィ

ズ
プ

ラ
ン

性
同

一
性

障
害

、
性

的
指

向

2
0
1
1

平
成

2
3
年

3
月

広
島

市
広

島
県

第
2
次

広
島

市
男

女
共

同
参

画
基

本
計

画
性

的
指

向
、

性
同

一
性

障
害
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2
0
1
1

平
成

2
3
年

3
月

大
分

県
大

分
県

第
3
次

お
お

い
た

男
女

共
同

参
画

プ
ラ

ン
性

的
指

向
、

性
同

一
性

障
害

2
0
1
1

平
成

2
3
年

4
月

名
古

屋
市

愛
知

県
名

古
屋

市
男

女
平

等
参

画
基

本
計

画
2
0
1
5

セ
ク

シ
ュ

ア
ル

・
マ

イ
ノ

リ
テ

ィ

2
0
1
1

平
成

2
3
年

4
月

大
津

市
滋

賀
県

第
2
次

男
女

共
同

参
画

推
進

計
画

性
的

マ
イ

ノ
リ

テ
ィ

2
0
1
2

平
成

2
4
年

国
性

的
マ

イ
ノ

リ
テ

ィ
ー

小
委

員
会

性
的

マ
イ

ノ
リ

テ
ィ

ー
民

主
党

有
志

議
員

が
設

置

2
0
1
2

平
成

2
4
年

京
都

府
新

京
都

府
人

権
教

育
・

啓
発

推
進

計
画

性
同

一
性

障
害

2
0
1
2

平
成

2
4
年

鳥
取

県
鳥

取
県

第
3
次

鳥
取

県
男

女
共

同
参

画
計

画
性

的
マ

イ
ノ

リ
テ

ィ

2
0
1
2

平
成

2
4
年

2
月

長
崎

県
長

崎
県

長
崎

県
人

権
教

育
・

啓
発

基
本

計
画

(改
訂

版
)

性
同

一
性

障
害

、
性

的
指

向

2
0
1
2

平
成

2
4
年

3
月

埼
玉

県
埼

玉
県

（
改

定
）

埼
玉

県
人

権
施

策
人

権
施

策
推

進
指

針
性

的
指

向
、

性
同

一
性

障
害

2
0
1
2

平
成

2
4
年

3
月

浜
松

市
静

岡
県

第
2
期

浜
松

市
人

権
施

策
推

進
行

動
計

画
性

同
一

性
障

が
い

2
0
1
2

平
成

2
4
年

3
月

山
口

県
山

口
県

山
口

県
人

権
推

進
指

針
性

同
一

性
障

害

2
0
1
2

平
成

2
4
年

3
月

熊
本

県
熊

本
県

熊
本

県
人

権
教

育
・

啓
発

基
本

計
画

(第
2
次

改
訂

版
)

性
同

一
性

障
が

い
、

性
的

指
向

2
0
1
2

平
成

2
4
年

3
月

あ
ま

市
愛

知
県

あ
ま

市
人

権
尊

重
の

ま
ち

づ
く

り
行

動
計

画
性

同
一

性
障

害
・

性
的

指
向

2
0
1
2

平
成

2
4
年

3
月

相
模

原
市

神
奈

川
県

第
2
次

さ
が

み
は

ら
男

女
共

同
参

画
プ

ラ
ン

2
1

性
同

一
性

障
害

2
0
1
2

平
成

2
4
年

3
月

堺
市

大
阪

府
第

4
期

さ
か

い
男

女
共

同
参

画
プ

ラ
ン

性
的

マ
イ

ノ
リ

テ
ィ

2
0
1
2

平
成

2
4
年

3
月

岡
山

市
岡

山
県

第
3
次

さ
ん

か
く

プ
ラ

ン
性

同
一

性
障

害
な

ど

2
0
1
2

平
成

2
4
年

3
月

沖
縄

県
沖

縄
県

第
4
次

沖
縄

県
男

女
共

同
参

画
計

画

～
D

E
IG

O
プ

ラ
ン

～
性

同
一

性
障

害
な

ど

2
0
1
2

平
成

2
4
年

3
月

西
原

町
沖

縄
県

沖
縄

県
西

原
町

男
女

共
同

参
画

推
進

条
例

性
的

指
向

2
0
1
2

平
成

2
4
年

4
月

大
阪

府
大

阪
府

大
阪

府
自

殺
対

策
基

本
方

針
性

的
マ

イ
ノ

リ
テ

ィ

2
0
1
2

平
成

2
4
年

4
月

泉
南

市
大

阪
府

泉
南

市
男

女
平

等
参

画
推

進
条

例
性

同
一

性
障

害
、

性
的

指
向

2
0
1
2

平
成

2
4
年

8
月

国
自

殺
総

合
対

策
大

綱
性

的
マ

イ
ノ

リ
テ

ィ

2
0
1
3

平
成

2
5
年

国
男

女
雇

用
機

会
均

等
法

同
性

間
セ

ク
ハ

ラ
性

的
マ

イ
ノ

リ
テ

ィ
も

対
象

に
入

る

2
0
1
3

平
成

2
5
年

3
月

神
奈

川
県

神
奈

川
県

か
な

が
わ

人
権

施
策

推
進

指
針

性
的

マ
イ

ノ
リ

テ
ィ

2
0
1
3

平
成

2
5
年

3
月

岐
阜

県
岐

阜
県

岐
阜

県
人

権
施

策
推

進
指

針
（

第
2
次

改
定

）

性
同

一
性

障
が

い
者

、
性

的
指

向
、

H
IV

感
染

者

2
0
1
3

平
成

2
5
年

3
月

鹿
児

島
県

鹿
児

島
県

第
2
次

鹿
児

島
県

男
女

共
同

参
画

基
本

計
画

性
的

指
向

、
性

同
一

性
障

害

2
0
1
3

平
成

2
5
年

4
月

金
沢

市
石

川
県

金
沢

市
人

権
教

育
・

啓
発

行
動

計
画

性
同

一
性

障
害

、
同

性
愛

、

両
性

愛

2
0
1
3

平
成

2
5
年

4
月

札
幌

市
北

海
道

第
3
次

男
女

共
同

参
画

さ
っ

ぽ
ろ

プ
ラ

ン
性

的
少

数
者

2
0
1
3

平
成

2
5
年

4
月

金
沢

市
石

川
県

新
金

沢
市

男
女

共
同

参
画

推
進

行
動

計
画

性
的

指
向

2
0
1
3

平
成

2
5
年

5
月

国
性

的
マ

イ
ノ

リ
テ

ィ
ー

に
関

す
る

課
題

を
考

え
る

会
性

的
マ

イ
ノ

リ
テ

ィ
ー

自
民

党
有

志
議

員
が

設
置

2
0
1
3

平
成

2
5
年

7
月

福
井

県
福

井
県

福
井

県
人

権
施

策
基

本
方

針
性

的
指

向
、

性
同

一
性

障
害

2
0
1
3

平
成

2
5
年

9
月

多
摩

市
東

京
都

多
摩

市
女

と
男

の
平

等
参

画
を

推
進

す
る

条
例

性
的

指
向

、
性

自
認

2
0
1
3

平
成

2
5
年

9
月

淀
川

区
大

阪
府

L
G

B
T

支
援

宣
言

L
G

B
T

2
0
1
3

平
成

2
5
年

1
1
月

文
京

区
東

京
都

文
京

区
男

女
平

等
参

画
推

進
条

例
性

的
指

向
又

は
性

的
自

認
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2
0
1
3

平
成

2
5
年

1
2
月

国

最
高

裁
が

性
同

一
性

障
害

で
性

別
変

更
し

た
男

性
に

対

し
、

第
三

者
の

精
子

提
供

で
妻

と
の

間
に

設
け

た
こ

と

の
親

子
関

係
を

認
め

る
初

判
断

性
同

一
性

障
害

「
伝

統
的

な
家

族
の

形
を

崩
し

か
ね

ず
、

混
乱

を

招
く

だ
け

だ
」

自
民

党
法

務
部

会
が

荒
れ

た

2
0
1
4

平
成

2
6
年

3
月

静
岡

県
静

岡
県

第
2
次

静
岡

県
男

女
共

同
参

画
基

本
計

画
・

第
2
期

実
施

計
画

性
同

一
性

障
害

な
ど

2
0
1
4

平
成

2
6
年

9
月

浜
松

市
静

岡
県

会
員

制
ゴ

ル
フ

ク
ラ

ブ
へ

の
入

会
拒

否
性

同
一

性
障

害
裁

判

2
0
1
5

平
成

2
7
年

3
月

国
性

的
少

数
者

へ
の

差
別

解
消

を
目

指
す

超
党

派
の

国
会

議
員

連
盟

が
設

立

2
0
1
5

平
成

2
7
年

3
月

国
家

族
の

絆
を

守
る

特
命

委
員

会
（

差
別

発
言

の
連

続
）

2
0
1
5

平
成

2
7
年

3
月

石
川

県
石

川
県

石
川

県
人

権
教

育
・

啓
発

行
動

計
画

(改
定

版
)(

案
)

性
的

少
数

者
、

性
同

一
性

障
害

、

同
性

愛
者

・
両

性
愛

者

2
0
1
5

平
成

2
7
年

3
月

盛
岡

市
岩

手
県

第
2
次

盛
岡

市
男

女
共

同
参

画
推

進
計

画

～
な

は
ん

プ
ラ

ン
2
0
2
5
～

L
G

B
T

2
0
1
5

平
成

2
7
年

3
月

盛
岡

市
岩

手
県

盛
岡

市
子

ど
も

・
若

者
育

成
支

援
計

画
性

同
一

性
障

害
、

L
G

B
T

2
0
1
5

平
成

2
7
年

3
月

多
治

見
市

岐
阜

県
多

治
見

市
人

権
施

策
推

進
指

針
(改

訂
版

)
性

同
一

性
障

害
・

性
的

指
向

お
そ

ら
く

改
定

前
(平

成
2
2
年

度
)

の
も

の
に

も
明

記
あ

り

2
0
1
5

平
成

2
7
年

4
月

渋
谷

区
東

京
都

渋
谷

区
男

女
平

等
及

び

多
様

性
を

尊
重

す
る

社
会

を
推

進
す

る
条

例
同

性
カ

ッ
プ

ル
証

明
書

発
行

2
0
1
5

平
成

2
7
年

4
月

文
部

科
学

省
性

同
一

性
障

害
に

係
る

児
童

生
徒

に
対

す
る

き
め

細
や

か
な

対
応

の
実

施
等

に
つ

い
て

性
同

一
性

障
害

（
後

か
ら

性
的

少

数
者

全
般

に
置

き
換

え
ら

れ
た

）

初
等

中
等

教
育

局
児

童
生

徒
課

長
名

で
出

さ
れ

た

通
知

2
0
1
5

平
成

2
7
年

4
月

国
民

主
党

内
に

「
L
G

B
T

に
関

す
る

政
策

検
討

W
T

」

を
設

置

2
0
1
5

平
成

2
7
年

1
1
月

世
田

谷
区

東
京

都
世

田
谷

区
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
の

宣
誓

同
性

カ
ッ

プ
ル

2
0
1
5

平
成

2
7
年

1
2
月

国
民

主
党

W
T

が
「

差
別

解
消

法
案

」
の

骨
子

案
提

出

2
0
1
6

平
成

2
8
年

1
月

国
議

連
の

総
会

で
「

立
法

検
討

W
T

」
設

置
が

決
定

2
0
1
6

平
成

2
8
年

2
月

国
自

民
党

内
に

「
性

的
指

向
・

性
自

認
に

関
す

る
特

命
委

員
会

」
が

設
置

2
0
1
6

平
成

2
8
年

4
月

伊
賀

市
三

重
県

伊
賀

市
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
の

宣
誓

同
性

カ
ッ

プ
ル

2
0
1
6

平
成

2
8
年

5
月

自
民

党
性

的
指

向
・

性
自

認
の

多
様

な
あ

り
方

を
受

容
す

る
社

会
を

目
指

す
た

め
の

わ
が

党
の

基
本

的
な

考
え

方
性

的
指

向
、

性
自

認
理

解
増

進
を

目
的

に
議

員
立

法
の

性
的

を
目

指
す

2
0
1
6

平
成

2
8
年

6
月

人
事

院
骨

太
の

方
針

、
一

億
総

活
躍

プ
ラ

ン
性

的
指

向
、

性
自

認
理

解
の

増
進

が
明

記

2
0
1
6

平
成

2
8
年

6
月

宝
塚

市
兵

庫
県

宝
塚

市
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
宣

誓
同

性
カ

ッ
プ

ル

2
0
1
6

平
成

2
8
年

7
月

那
覇

市
沖

縄
県

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

登
録

同
性

カ
ッ

プ
ル

2
0
1
6

平
成

2
8
年

6
月

厚
労

省
男

女
雇

用
機

会
均

等
法

に
基

づ
く

民
間

企
業

向
け

の
セ

ク
ハ

ラ
指

針
 改

正
性

的
指

向
、

性
自

認
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L
G

B
T
法
連
合
会
が
作
成
し
た
も
の
を
参
考
に
光
岡
が
編
集

 

国
が
制
定
し
た
も
の
、
ま
た
国
会
議
員
の
活
動
に
色
を
付
け
た

 

2
0
1
6

平
成

2
8
年

8
月

人
事

院
公

務
員

人
事

管
理

に
関

す
る

報
告

性
的

指
向

、
性

自
認

2
0
1
6

平
成

2
8
年

8
月

関
市

岐
阜

県
L
G

B
T

支
援

宣
言

2
0
1
6

平
成

2
8
年

1
1
月

国
性

的
指

向
や

性
自

認
に

関
す

る
公

正
と

平
等

を
求

め
る

院
内

集
会

衆
院

議
員

会
館

で
開

か
れ

た

2
0
1
7

平
成

2
9
年

1
月

人
事

院
規

則
の

運
用

通
知

を
改

正
性

的
指

向
、

性
自

認
性

的
な

言
動

の
定

義

2
0
1
7

平
成

2
9
年

1
月

浦
添

市
沖

縄
県

L
G

B
T

支
援

宣
言

2
0
1
7

平
成

2
9
年

1
月

福
島

県
福

島
県

L
G

B
T

の
理

解
を

促
す

施
策

2
0
1
7

平
成

2
9
年

1
月

文
京

区
東

京
都

指
針

2
0
1
7

平
成

2
9
年

2
月

宮
城

県
宮

城
県

男
女

共
同

参
画

計
画

案
L

G
B

T

2
0
1
7

平
成

2
9
年

2
月

世
田

谷
区

東
京

都
同

性
カ

ッ
プ

ル
も

区
営

住
宅

　
条

例

2
0
1
7

平
成

2
9
年

4
月

札
幌

市
北

海
道

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

制
度

性
的

マ
イ

ノ
リ

テ
ィ

2
0
1
8

平
成

3
0
年

3
月

世
田

谷
区

東
京

都
世

田
谷

区
男

女
共

同
参

画
と

多
文

化
共

生
を

推
進

す

る
条

例
性

的
マ

イ
ノ

リ
テ

ィ
等

2
0
1
8

平
成

3
0
年

4
月

国
立

市
東

京
都

国
立

市
女

性
と

男
性

及
び

多
様

な
性

の
平

等
参

画
を

推
進

す
る

条
例

性
的

指
向

、
性

自
認

等
ア

ウ
テ

ィ
ン

グ
の

禁
止

2
0
1
8

平
成

3
0
年

4
月

福
岡

市
福

岡
県

福
岡

市
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
の

宣
誓

の
取

扱
い

に
関

す

る
要

綱
性

的
マ

イ
ノ

リ
テ

ィ

2
0
1
8

平
成

3
0
年

5
月

東
京

都
東

京
都

里
親

認
定

基
準

婚
姻

関
係

に
あ

る
夫

婦
と

い
う

要
件

が
な

く
な

る

2
0
1
8

平
成

3
0
年

7
月

大
阪

市
大

阪
府

大
阪

市
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
制

度
L
G

B
T

、
性

的
マ

イ
ノ

リ
テ

ィ

2
0
1
8

平
成

3
0
年

8
月

中
野

区
東

京
都

中
野

区
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
同

性
パ

ー
ト

ナ
ー

草
加

市
埼

玉
県

草
加

市
人

権
施

策
推

進
基

本
法

案
性

同
一

性
障

害
・

性
的

指
向

岡
山

県
ジ

ェ
ン

ダ
ー

ク
リ

ニ
ッ

ク
の

発
足

川
崎

医
科

大
学
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 東京都渋谷区 東京都世田谷区 

発行の根拠 渋谷区男女平等及び多様性を尊重する

社会を推進する条例 

世田谷区パートナーシップの宣誓の取扱いに

関する要綱 

根拠に関連する制度等  世田谷区男女共同参画の理念に基づく 

世田谷区男女共同参画と多文化共生を推進す

る条例の第 8条第 1項第 5号に規定する支援

に係る施策 

対象 同性間のみ 同性間のみ 

対象の定義 パートナーシップ：男女の婚姻関係と

異ならない程度の実質を備える戸籍上

の性別が同一である二者間の社会生活

関係をいう 

互いをその人生のパートナーとして、生活を

共にしている、又は共にすることを約した性

を同じくする 2人の者 

年齢制限 20歳以上 20歳以上 

居住要件 双方が渋谷区内に在住かつ渋谷区に住

民登録がある 

双方が世田谷区に在住、もしくは一方が世田

谷区内に在住、他方も世田谷区に引越予定 

そのほかの条件 配偶者がいないこと及び相手方当事者

以外のパートナーがいないこと 

近親者でないこと 

双方の関係等が公序良俗に反しないものであ

ること 

必要書類 任意後見契約に係る公正証書 

合意契約に係る公正証書 

不要 

持ち物 双方の戸籍謄(抄)本 

本人確認書類 

本人確認、年齢・住所確認をできる資料（提

示のみ） 

手続き方法 二人で申請書を提出 二人が区の担当者の前で宣誓書に記入し、提

出 

発行までにかかる費用 契約書作成手数料：5万円強（特例の

場合 1万円強） 

発行手数料：300円 

無料 

発行されるもの パートナーシップ証明書 パートナーシップ宣誓書受領証 

宣誓書の写し 

効果 法律上の効果はなし 法律上の効果はなし 

その他 長期保存 宣誓書を 10年保存 

申請窓口 住民戸籍課窓口 人権・男女共同参画担当課 

郵送 不可 不可 

開始日 2015年 11月 2015年 11月 

利用者数 24組（H29.11.1） 81組（H30.12.1） 

 

表 2．同性パートナーシップ証明制度を出している自治体の比較（筆者作成） 
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 三重県伊賀市 兵庫県宝塚市 

発行の根拠 伊賀市パートナーシップの宣誓

の取扱いに関する要綱 

宝塚市パートナーシップの宣誓の取扱

いに関する要綱 

根拠に関連する制度等 伊賀市総合計画 第 2次宝塚市人権教育 

人権啓発基本方針 

対象 同性カップル 同性カップル 

対象の定義 互いをその人生のパートナーと

して、生活を共にしている、又

は共にすることを約した同性の

2人の者 

互いをその人生のパートナーとして、

生活を共にしている、又は共にするこ

とを約した性を同じくする 2人の者 

年齢制限 20歳以上 20歳以上 

居住要件 双方が市内に住所を有してい

る、又は一方が市内に住所を有

し、かつ、他の一方が市内への

転入を予定していること 

双方が市内に住所を有する 

一方が市内に住所を有し、かつ、他の

一方が市内への転入を予定している 

双方が市内への転入を予定している 

その他の条件 独身であること 双方に配偶者がいないこと及び当事者

以外のものと同性カップルでないこと 

必要書類 同性カップルの住民票 

独身証明書 

本人が確認できる書類 

独身証明書 

持ち物 本人確認書類  

手続き方法 二人が市職員の前で宣誓書に記

入、提出 

二人が市職員の前で宣誓書に記入、市

長に提出 

発行までにかかる費用 300円＋独身証明書代 独身証明書代 

発行されるもの パートナーシップ宣誓書受領証 

宣誓書の写し 

パートナーシップ宣誓書受領証 

宣誓書の写し 

効果 法律上の効果はなし 法律上の効果はなし 

その他   

申請窓口 人権政策・男女共同参画課 人権男女共同参画課 

郵送 宣誓書：不可 

受領書：困難な場合 

 

開始日 2016年 4月 2016年 6月 

利用者数 4組（H29.11.1） 2組（H30.10.7） 
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 沖縄県那覇市 北海道札幌市 

発行の根拠 那覇市パートナーシップ登録の取扱いに関

する要綱 

札幌市パートナーシップの宣誓の取扱

いに関する要綱 

根拠に関連する制度等 那覇市総合計画 

「性の多様性を尊重する都市・なは」宣言 

札幌市 LGBTフレンドリー指標 

対象 同性間 一方又は双方が性的マイノリティの二

人 

対象の定義 戸籍上の性別が同じである 2人 典型的とされていない性自認や性的指

向を持つ人 

年齢制限 20歳以上 20歳以上 

居住要件 双方が市内に住所を有する 

一方が市内に住所を有し、他の一方が市内

への転入を予定している 

双方が市内への転入と予定している 

双方が市内に住所を有している 

一方が市内に住所を有し、他の一方が

市内への転入を予定している 

双方が市内への転入と予定している 

必要書類 那覇市パートナーシップ登録申請書 

住民票抄本 

戸籍個人事項証明書 

住民票 

独身を証明する書類（戸籍抄本など） 

そのほかの条件 双方に現に配偶者がいないこと 

双方に現に申請者以外とのパートナーシッ

プの関係がないこと 

双方に配偶者がいないこと及び宣誓者

以外のものとパートナーシップの関係

にないこと 

持ち物 本人確認が出来るもの 本人が確認できるもの 

手続き方法 書類を添付し、市長が指定する場所に申請

者の双方が同時に来所して、市長に申請 

そろって市職員の面前においてパート

ナーシップの宣誓書に記入し、市長に

提出 

発行までにかかる費用 住民票抄本発行費 300円 

戸籍抄本の発行費 450円 

住民票代 

発行されるもの 那覇市パートナーシップ登録証明書 パートナーシップ宣誓書受領証 

宣誓書の写し 

効果 法律上の効果はなし 法律上の効果はなし 

その他 通称名の使用が可能 宣誓書の保存期間は 10年 

通称名の使用は要相談 

パートナーシップ宣誓書受領カード 

申請窓口 平和交流・男女参画課 男女共同参画課 

開始日 2016年 7月 17日 2017年 6月 1日 

利用者数 18組（H29.11.1） 38組（H.30.5.2） 
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 福岡県福岡市 大阪府大阪市 

発行の根拠 福岡市パートナーシップの宣誓の取扱いに

関する要綱 

大阪市パートナーシップの宣誓の証明

に関する要綱 

根拠に関連する制度等 福岡市基本構想及び基本計画 大阪市人権尊重の社会づくり条例 

対象 一方又は双方が性的マイノリティである二

人 

LGBTなどの性的マイノリティ 

一方又は双方が性的マイノリティ 

対象の定義 典型的とされていない性自認や性的指向を

持つ者をいう 

性的指向が必ずしも異性愛のみではな

い者又は性自認が出生時の性と異なる

者 

年齢制限 20歳以上 20歳以上 

居住要件 本市域内に住所を有している 

本市域内への転入を予定している場合を含

む 

当事者の少なくともいずれか一方が市

内に住所を有し、又は市内への転入を

予定していること 

そのほかの条件 双方に配偶者がいないこと及びパートナー

シップの関係にないこと 

双方の関係が近親者でないこと（パートナ

ーシップに基づく養子縁組は除く） 

パートナーシップ宣誓書 

住民票の写し又は住民票記載事項証明

書 

(両当事者がともに市内に住所を有して

いないときは、当事者の少なくともい

ずれか一方が市内への転入を予定して

いることを疎明するに足りる資料) 

現に婚姻をしていないことを証明する

書類 

必要書類 住民票の写し（本籍地及び世帯主との続柄

表示不要） 

独身証明書など独身を証明する書類 

両当事者がともに現に婚姻をしておら

ず、かつ、現に当該パートナーシップ関

係の相手方以外の者とパートナーシッ

プ関係にないこと 

当事者同士が民法 734条及び 735条の

規定により婚姻をすることができない

とされている者同士の関係にないこと 

持ち物 本人が確認できるもの 本人が確認できるもの 

手続き方法 二人で、市の職員の面前で宣誓書を記入  

発行までにかかる費用 必要書類の手数料 必要書類発行手数料 

発行物 宣誓書の写し 

パートナーシップ宣誓書受領書 

宣誓書受領証 

効果 法律上の効果はなし 法律上の効果はなし 
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福岡県福岡市 大阪府大阪市 

その他 通称名の使用が可能 通称の使用が可能 

当事者の方のプライバシーを保護す

るため、1日につき 4組 

宣誓する日時(平日 9：30～、11：00

～、13：30～、15：00～)をあらかじ

め予約 

申請窓口 人権推進課 大阪市人権啓発・相談センター 

開始日 2018年 4月 2018年 7月 9日 

利用者数 
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 東京都中野区 

発行の根拠 中野区パートナーシップ宣誓の取扱いに関する要綱 

根拠に関連する制度等 中野区基本構想、中野区男女平等基本条例、中野区ユニバーサルデザイ

ン推進条例 

対象 同性パートナー 

対象の定義 戸籍上の性別が同一である 2人の者 

年齢制限 20歳以上 

居住要件 区内の同一住所に住所を有していること 

一方が区内に住所を有し、他方が当該住所地に住所を有することを予定

していること 

双方が区外に住所を有し、区内の同一住所地に住所を有することを予定

していること 

必要書類 配偶者がいないこと 

宣誓しようとする相手の他にパートナーシップにある方がいないこと 

宣誓しようとする方同士が直系血族または三親等以内の傍系血族若しく

は直系姻族の関係にないこと 

そのほかの条件 世帯全体の住民票の写し 

戸籍抄本 

その他区長が必要と認める書面 

(パートナーシップ公正証書等受領証交付申請書) 

(公正証書等) 

持ち物 本人確認書類 

手続き方法  

発行までにかかる費用 必要書類の手数料 

(公正証書の手数料) 

 

発行されるもの パートナーシップ宣誓書及びパートナーシップの宣誓に関する確認書受

領証 

(パートナーシップ公正証書等受領証) 

効果  

その他 要予約 

通称名の使用が可能 

申請窓口 人権・男女共同参画 

開始日 2018年 8月 20日 

利用者数  



日時 発言者 返答者 発言者内容 内容

桑原敏武区長岡田麻理2013/6/5

内容

次に、ＬＧＢＴパートナーシップ証明書についてです。
　いま一度、ＬＧＢＴについて説明します。Ｌはレズビアン、Ｇはゲイ、Ｂはバイセクシュアル、Ｔ
はトランスジェンダー、頭文字をとって、ＬＧＢＴ、セクシャルマイノリティーとも言われておりま
す。彼らが生活する上で、行政ができるサポート、配慮できないかとの提案です。同性同士で部屋を
借りたり、パートナーどちらかがＩＣＵに入るときに、一緒に入ることが可能になったり、そういう
ことを後押しできるよう、ＬＧＢＴパートナーシップ証明書を発行してみてはどうかと改めての提案
です。
　このＬＧＢＴパートナーシップ証明書については、二十四年第二回定例会で同じ無所属クラブの長
谷部　健議員が、今年の第二回定例会では新民主渋谷の岡田麻理議員が、それぞれ本会議で触れてい
たのは、皆さん、御記憶のことと思います。
　ＬＧＢＴについて、今回、我々はサンフランシスコ市でその現状を視察してまいりました。多くの
ＬＧＢＴの人々が集まる先駆エリアのカストロ地区では、まちの至るところにＬＧＢＴのシンボルで
あるレインボーフラッグを見かけました。普通の住宅の軒先にも当たり前のようにレインボーフラッ
グが掲げてありました。まちを歩いて見かけた光景は、男性同士が手をつなぎ仲よさそうに歩いてい
たり、多くのＬＧＢＴの人々でにぎわうお店の前を通れば、みんな笑顔、笑顔で、まちじゅう愛であ
ふれているように感じました。
　現地でアテンドしていただいた方によれば、サンフランシスコ市の人口の三〇％はＬＧＢＴの人々
で、「政治も行政もその存在を認めている」とおっしゃっていました。私たちが渋谷区独自にパート
ナーシップ証明書を発行するよう行政に働きかけていると話したところ、多様な価値観を認め合うま
ち「ダイバーシティー・シブヤ」の名を日本はもとより世界に発信することになる、是非実現してみ
てはどうかと、助言、激励をいただきました。
　クリエーティブな人々の中にＬＧＢＴは多く、ファッション、芸術など、その世界で成功している
彼らは優秀なビジネスマンです。ビジネスで稼いだ分、優良な納税者となり得るのではないでしょう
か。渋谷区がＬＧＢＴパートナーシップ証明書を発行することとなれば、優秀な人々が集まってき
て、渋谷区の財政にも多少影響を与えるとも思います。
　今年七月二十一日放送の国民的番組「新婚さんいらっしゃい！」では、四十三年の番組史上初、パ
リの同性婚カップルの特集が組まれておりました。そして、出演していたのは、何とフランス人と日
本人の男性同士のカップルでした。今回の視察に行くまでは、私も、余りＬＧＢＴについて身近には
感じませんでしたが、実際にまちに行き現地の空気を感じてみると、ＬＧＢＴは、もう白人、黒人、
ヒスパニックと同じように、新しい人種として認識しなければならないと考えを前進させました。日
本もそのような時代に入ってきたと考えます。
　いかがでしょう、ＬＧＢＴパートナーシップ証明について、改めて区長の御所見を伺います。

小栁政也2013/9/9 桑原敏武区長 次に、ＬＧＢＴパートナーシップ証明についてのお話でございました。
　この問題については、貴会派の長谷部　健議員から、またさきの第二回区議会定例会では新民主渋
谷の岡田麻理議員からの御質問もいただいたところでございます。
　渋谷区は、これまでも日本人であると外国人であるとをまたず、また年齢や男女を問わず、多様な
人々がお互いを尊重し合って、その能力を十分発揮し、生き生きとして暮らすことのできる平和国際
都市・渋谷を目標として、努力をしてまいりました。また、今後も、その方針を続け、堅持していかな
くてはならない、このように思っている次第でございます。
　お尋ねのＬＧＢＴパートナーシップ証明書については、法制上の課題に加えて、これが任意のもの
であるとしても、パートナーシップ証明書を発行するに当たっては、広く区民の理解が、得られるこ
とが必要であろうと思っておりまして、このことを考えるならば、渋谷の文化や歴史あるいは風土、
そういったものも視野に置きながら、この問題を考えていく必要がある、こういうふうに思っており
ますので、その方向をとるとしても時間のかかる問題だと、こういうふうに思っております。

2012/6/8 長谷部健 国際都市として、ダイバーシティの要素を含んでいるというのは丸必です。多様性を受容する都市と
して、ＬＧＢＴ、これはレズビアン、ゲイ、バイセクシャル、トランスジェンダーという頭文字を
とった総称なんですが、それをＬＧＢＴといいます。そのＬＧＢＴの方々についても考えていきたい
です。
　僕の友人知人にもＬＧＢＴの人がいます。まあ全くもって普通だし、むしろいろいろな分野でその
感性が生かされ活躍しています。昔に比べてだんだんと市民権を得てきていますが、国際都市の中で
は東京はこの分野ではまだまだ遅れをとっています。特に結婚ということではいまだに意見が割れて
いるというのが現実です。日本の法律でも結婚は認めていません。
　そこで、渋谷区は、区在住のＬＧＢＴの方にパートナーとしての証明書を発行してあげてはいかが
でしょうか。いまだに式場で同性同士は断られることがあるそうです。行政がパートナーとして認め
ているとなれば、その壁を崩すいい材料になるでしょう。また、法律でＩＣＵ、集中治療室にも家
族、つまり一親等の親族しか入れないため、自分のパートナーがＩＣＵに入った場合、断られるとい
うケースもあるようです。病院関係者に話を聞くと、臨機応変に対応はしているといいますが、断る
場合もあるということ。非常に難しい問題ですが、区が証明書を出すことで少なくとも渋谷周辺の病
院に区が掛け合い、証明書を持っているカップルは安心して暮らすことができる環境を整備してはい
かがでしょうか。この証明書を発行することでＬＧＢＴの方々の区民が増えると思います。ファッ
ション、アートを盛り上げるには、彼らの感性は大きな要素となるでしょう。「おかまやおなべが近
所に住んでいて嫌だ」という声も上がるでしょうが、もうそんな時代じゃありません。パートナー証
明を発行するということを御検討されてはいかがでしょうか。区長の御所見をお伺いします。

桑原敏武区長 それから、ＬＧＢＴ、難しいんですけれども、レズビアン、ゲイ、バイセクシャル、トランスジェン
ダーのパートナー証明についてというお話でございました。
　渋谷区では、平和国際都市として多様な方々を受け入れる中で、その中ではＬＧＢＴの方々も含め
て、この方々を受け入れる共生社会でなくてはならない、このように思っている次第でございます。
　今日では、国においても平成十六年七月には性同一性障害の性別取り扱いの特例に関する法律が施
行されまして、家庭裁判所の審判により戸籍の性別変更が認められるようになってきた、それも一つ
のこのステップかなと、このように思いますけれども、議員提案のこのパートナー証明の発行でござ
います。これが一体どういうような意味を持つのか、あるいはこれを、難しいことを言うようでござ
いますけども、自治事務の範囲内として考えることはできるのかどうか、その辺についても研究する必
要があるだろうと、このように思っております。貴重な御意見として承らせていただきたいと存じま
す。

そして、最後の質問は、ＬＧＢＴパートナーシップの証明書について、病院の利用や手術の立ち会
い、不動産、区の証明書の代理手続などについて配慮が可能になるような仕組みを提供してほしいと
いう提案です。
　ＬＧＢＴパートナーシップについては、ちょうど一年前の平成二十四年第二回定例会において、無
所属クラブの長谷部議員から初めて質問があったのは、皆さんも覚えていらっしゃるかと思います。
　再度ＬＧＢＴについて説明をすると、ＬＧＢＴのＬはレズビアン、Ｇはゲイ、Ｂはバイセクシュア
ル、Ｔはトランスジェンダーの人々をまとめて呼称する頭字語で、セクシュアルマイノリティとも言
われています。
　さて、この一年間で世界では、同性同士で婚姻ができる同性婚の合法化は、オランダを初めスペイ
ン、アルゼンチン、最近ではフランスが成立し、十四カ国となりました。既に婚姻に近い法的権利が
与えられるというパートナーシップ法は約三十カ国で成立しています。現在、アメリカでは、最高裁
が、結婚は男女間に限ると定義した二つの法の合憲性について、今月、六月に判決が出る予定です。
　日本でも、メディアや雑誌でも話題になったり、携帯電話会社がファミリー割引の対象に同性カッ
プルを対象にした例や、企業においても「セクシュアルマイノリティの基礎知識」や「職場での性的
少数者への対応について」といったテーマで勉強会などを実施しています。最近では、大手結婚式場
で同性パートナーによるウエディングプランも企画され始めています。
　そんな中で、渋谷区において、ＬＧＢＴの人たちに理解を持ってもらうという目的も含めて、ＬＧ
ＢＴパートナーシップについての提案です。
　ここで、事実婚について説明をさせていただきます。
　事実婚は、夫婦（パートナー）との世帯・続柄の記載については幾つか方法がありますが、その中
で、住民票を同一にするもので、一方が世帯主となり、もう一人の続柄を「妻（未届）」または「夫
（未届）」と記載する方法があります。この住民票の記載により、事実婚の場合は、健康保険、年金
関係、行政サービスなどにおいて、一定の範囲で法律婚と同様の保障を受けることが可能となってい
ます。
　さて、翻って同性同士のパートナーにとっては、こうしたサービスが一切受けられないというのが
現状です。そこで、渋谷区独自にパートナーシップ証明書を発行するという提案です。健康保険、年
金関係、行政サービスなど、法にかかってくることは難しいにしても、証明書により、彼ら、彼女ら
が生活するに当たって様々な面で配慮されることにつながります。例えば、入院や手術の立ち会いが
可能になったり、部屋を借りるときも、通常は同性で借りるとなかなか困難なケースがあるようです
が、証明書があることにより借りやすくなるとか、さらに区が発行する住民票などの証明書も、代理
で手続も可能になったりするでしょう。区民住宅等に証明書を持つ同性のパートナー同士でも、申請
を可能にするとか、同性間のカップルでのＤＶ相談も受けられるようになるなど、今後、セクシュア
ルマイノリティの人たちにおいても、行政の各サービスが受けやすくなるよう、区としても対応して
いくべきと考えます。
　セクシュアルマイノリティの人たちは、学校や職場等でいじめを受けやすかったり、自殺率が高い
とも言われています。そんなセクシュアルマイノリティの人たちには、制度がないという不安が常に
つきまといます。特に渋谷区はＬＧＢＴの人たちが多く在住・在勤している地域です。渋谷区が証明
書の発行やセクシュアルマイノリティの人たちへの支援を行うことによって、その存在の理解につな
がるだけでなく、彼ら、彼女らが生きていく上での大きな勇気を与えることにもなると思います。
　世界では、ＬＧＢＴの法律が速いスピードで整いつつあります。遅かれ早かれ、ＬＧＢＴ支援の制
度は行政機関でも整え出すという流れに向かっていくことでしょう。まさに時代は多様性の時代で
す。「平和・国際都市渋谷」として、ダイバーシティ、多様な人たちがいるということも、ここ渋谷
区の特徴の一つであることでしょう。この多様な人たちの中の一員であるＬＧＢＴ、セクシュアルマ
イノリティの支援にも力を入れ、この渋谷区から大きな一歩を踏み出し、今後、日本においてパイオ
ニアとなっていくことでしょう。御所見を伺います。

最後に、ＬＧＢＴパートナーシップについてのお尋ねがございました。
　病院利用や手術の立ち会い、不動産、区の証明書の代理手続などに配慮して、区独自のパートナー
シップ証明の発行を検討してほしいと、こういうお話でございました。
　渋谷では、平和・国際都市として多様性の人々を受け入れているところでございますけれども、ＬＧ
ＢＴの方々も含め、様々な人たちが、それぞれ能力を生かしながら、活躍、生活できる場所でなくて
はならないと、このように思っております。
　委員御指摘のように、先ほどございましたけれども、オランダやスペイン、アルゼンチン、最近では
フランスも同性婚が合法化されたということでございます。他方、国におきましては、平成十六年七月
に性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関する法律が施行され、家庭裁判所の審判により戸籍の性
別変更が認められるようになりましたが、いまだ日本の法律では、結婚ということでは意見が割れ、
認められていない状況でもございます。
　このような中で、議員御提案のパートナー証明の発行につきましては、国内法や国際法などの関係
を考え合わせるとき、制約も大きく、検討すべき課題が多くあると思いますけれども、今後、専門家
の御意見等も聞きながら前向きに検討してまいりたいと思いますので、どうぞよろしくお願い申し上げ
ます。

渋谷区　定例会

最後に、「（仮称）渋谷区多様性社会推進条例の制定にかかわる検討会」について伺います。
　今定例会で「多様性社会推進条例」の制定に向け、調査、研究するための検討会の経費が補正予算
で計上されました。区長発言の中にも、「ダイバーシティは外国人や女性の社会参加のみならず、文
化や宗教、言語の違い、性同一性障害を含めて、一人一人の違いを受け入れ、その違いが創造性やエ
ネルギーを生む社会でなければなりません」とありました。
　以前、無所属クラブの長谷部議員が提案したのを皮切りに、私もＬＧＢＴパートナーシップについ
て提案をした経緯から、検討会の補正予算については大いに期待するものであります。
　二〇二〇年のオリンピック・パラリンピック開催に向けて、まちも整備がされ、バリアフリー化も
期待されます。文化・ファッションと、ここ渋谷もますます注目される都市の一つとなり、多様性に
富んでいます。
　しかし、日本はセクシュアルマイノリティーの人たちについての法的な権利は、まだまだ一線が引
かれている状態です。今、先進国では、男とか女とかゲイとかレズビアンという線引きをなくしてい
くという方向に大きく前進しています。
　今年も去る四月二十七日に、「東京レインボープライド二〇一四」が代々木公園で開催されまし
た。ＬＧＢＴを初めとするセクシュアルマイノリティーのパレードとフェスタが行われました。
　フェスタでは、同性婚が合法化された各国大使館のブースも含め、たくさんのブース、ステージイ
ベントなど、多くの人たちでにぎわっていました。ホームページによると、約一万五千人というこれ
までで過去最高の動員数でした。私も今年はパレードには参加しませんでしたが、沿道で改めてその
盛り上がりを肌で感じました。パレードでひときわ大きな歓声が上がったのは、安倍昭恵首相夫人が
乗ったフロート車が通ったときでした。こうした様子は、世界中のニュースでも流されたとのことで
す。
　セクシュアルマイノリティーの人たちは、日常では差別的言動を受けることも見受けられます。
パートナーとの部屋探しは物件が限られたり、ルームシェアのふりをして入居をしたほうがよいと勧
めるなど、賃貸物件を探すだけでもハードルが高くなったり、女性パートナーと一緒に育てている女
性が子どもの親と認めてもらえず、「家族であれば普通に受けられる家族割引などが受けられなかっ
た」などという声を実際に聞いています。
　夫婦、家族であれば健康保険・年金関係、税金の配偶者控除、住宅購入の際の共同ローン、手術の
同意書の保証人、入院の際の身の回りのお世話、そしてお墓の管理の権利などがありますが、同性
パートナーでは難しいのが現状です。
　当区でも、夫婦であるからこそできること、例えば区民住宅の申請や証明書類の受け取り、さらに
は保育園のお迎えや保護者会の出席などが考えられますが、区独自にパートナーシップ証明を発行す
ることにより セクシュアルマイノリティーの人たちが行政や民間の各サービスを受けやすくなるよ

　

岡田麻理2014/6/19 最後に、差別的言動を受け、または日常生活を送る上で多くの支障があるＬＧＢＴの方々へのパート
ナーシップ証明書の発行や、渋谷区多様性社会推進条例の制定に係る検討において、大きな課題とし
て検討をしていくべきだという御提言をいただきました。来るべきグローバル時代におきまして、男女
平等にとどまらず、文化や宗教、言語の違う外国人など、多様なアイデンティティーを受け入れ、一
人一人の主体性が生かされる社会でなくてはなりません。
　そのためには、性同一性障害の方々も含め、多様性を受け入れられ、全ての国民の人間性が尊重さ
れ、差別のないまちづくりが進められることが必要であると考え、このたび検討会を設置することに
いたしたものでございます。
　御意見にございましたＬＧＢＴの方々につきましても、個人として尊重されるべきことは言うまでも
ございません。
　お尋ねのＬＧＢＴの方々へのパートナーシップ証明書につきましては、法制上の制約等もございます
ので、多様性社会を推進するこの検討会において、さらなる検討を進めてまいりたいと存じます。
　六月十四日には、性同一性障害の子ども、小中学生六百六人について、文科省からその対応結果に
ついて発表がございました。服装やトイレ、あるいは更衣室、宿泊研修等、様々な形でこの配慮がさ
れていることを知りまして、私もさらなるこのことを、渋谷区内でそのことについて広めていく努力
をしなくてはならない、このように思っているところでございます。
　以上、答弁といたします。

桑原敏武区長



桑原敏武区長 次に、私どもの男女平等及び多様性を尊重する社会を推進する条例について、このお話がございまし
た。

初めに、渋谷区男女平等及び多様性を尊重する社会を推進する条例について申し上げます。
　本区では、今後さらに進むグローバル化社会や多様性社会を見据え、また区議会議員のこれまでの
本会議における御提言を踏まえ、一人一人の個性の違いが受け入れられ、尊重されるまちづくりを行
うための指針となる条例を制定するため有識者や法律家を招いて検討会を設置し、九回にわたる調
査・検討をいただき、今回、本条例案を提出いたしました。検討会においては広く諸外国の状況や法
制について研究され、真摯に議論を重ねられました。海老原委員長初め各委員に心からお礼申し上げ
ます。
　振り返ると、渋谷区の文化は他者を思いやり、尊重し、互いに助け合って生活する伝統と、多様な
文化を受け入れ発展してきた歴史があります。とりわけ渋谷区は様々の個性を受け入れてきた寛容性
の高いまちであります。その中で一人一人の違いが新たな価値の創造と活力を生むことを期待し、発
展してきたまちであります。このことから、渋谷区は男女共同参画社会の実現を目指した行動計画を
策定・推進し、男女平等尊重に積極的に取り組んでまいりました。
　しかし、他方で性同一性障害（体の性と心の性が一致しない人）など性的マイノリティの問題は、
特定個人の問題として教育あるいは職場、あるいは家庭内で取り扱われてまいりました。そのためマ
イノリティの子どもたちは周辺の人々や友人に温かい理解も得られず、異端視、否定、揶揄、嫌悪の
対象とされるため、あるがままに生きることに恐怖心を持っております。また、未来の展望も描け
ず、自殺、自殺未遂、不登校に至る事例もあると検討会に出席した参考人のお話であります。
　性的マイノリティの問題はいまだ医学的に解明されておらず、自己責任の問題として社会的な温か
い支援もなく、孤立して、絶望のままに生きております。それゆえ早い段階から教育や職場などの社
会において、人間の性の多様性について肯定的な啓発が重要であると考えます。区も社会も、さらに
国もこれらの声の上げられない人々に温かいメッセージを発信し、性的マイノリティの子どもたちの
自尊感情や自己肯定感を高め、あわせ人権感覚を育む大切な機会にしなければなりません。
　また、成人となった後も入居や病院、住居や選挙など、生活において様々な差別や社会的な困難が
想定されます。このためパートナーシップ証明は、法律的拘束力はありませんが、発行要件、発行手
続を明確にし、区民や事業者の施策への協力を積極的に働きかけてまいります。
　そのため、男女差別のみならず性的少数者のために相談窓口を設け、当事者の方々から悩みを受け
とめ、かつ専門的な事項については「渋谷区男女平等・多様性社会推進会議」の助言を受けながら的
確に進めてまいります。

桑原敏武区長2015/3/2

最後に、二十七年度予算案について、新規事業を中心に幾つかお聞きしたいものがありましたが、諸
般の事情により一点に絞り込んで、「渋谷区男女平等及び多様性を尊重する社会を推進する条例案に
ついて」伺います。
　二月十二日、二十七年度の当初予算のプレスリリースの日、お昼のニュースを見て目が点になりま
した。一つは、議会が補正予算を通し設置された条例制定・検討会の経過が委員会に報告されること
もなく、かかる条例案が三月議会に提出されたということに対してであります。二つ目は、区が結婚
と相当の関係として同性パートナーシップ証明を発行するというセンセーショナルな報道にでありま
す。
テレビを見て、思わず、「ちょっと待ってよ、区長さん。全然聞いてないんですけど」とつぶやい

てしまいました。
それはそれとして、本条例案を見て、むしろこの条例の前文の理念が、渋谷区から日本中に世界中

に発信されることは大きな意義があるものと感じております。
個人的には、ＬＧＢＴと四つの頭文字を並べる表現は余り好きではありませんが、個人的な感情と

して、当事者を余り理解されていない人が、表層的に使用されていると感じる「時」があるからで
す。
ただ、分類することによって人は理解を深めるという意味では、また当事者も分類することによっ

て理解が深まるのならという価値観の一致によってこの表現がされているものと思っております。
性の多様性や性の連続性は実に複雑で、あえて言うなら、恋愛の対象まで考慮すると、ＬＧＢＴの

“Ｔ”（トランスジェンダー）にＬＧＢＴの四つが一つも欠けずに“Ｔ”（トランスジェンダー）に具足
すると言われます。ですから、性の多様性と連続性のほとんどは、Ｔであるトランスジェンダーの中
にあるということです。これは人数の問題ではなく、多様性の量としてです。
トランスジェンダーは性同一性障害の一つという議論がありますが、私は当事者との交流によっ

て、トランスジェンダーの中に性同一性障害が含まれると考えています。
性同一性障害当事者の心の性は揺らぎます。揺らぎが小さいほど体の性への違和感は増します。で

すから、トランスジェンダーの中にこそ障害を持った当事者がいるということです。ＬＧＢは、基本
的には心の性の揺らぎはなく、心の性と体の性に関しては障害はありません。
公明党はセクシャルマイノリティの対応として、まずは「診断」と「治療」を必要とする性同一性

障害当事者の深い悩みをどう解決するかを早くから取り組んでまいりました。
第一次自公政権時代、公明党は「性同一性障害に関するプロジェクトチーム」を自民党と立ち上

げ、その主な目的は、性同一性障害当事者の性別変更を可能にするための法整備でありました。その
後、平成十五年七月十日、「性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関する法律」、いわゆる性同一
性障害者特例法が成立、翌十六年七月、施行されました。
そして、日本精神神経学会の性同一性障害に関する診断と治療のガイドラインにより、性同一性障

害当事者の診断と治療が、特例法が定める性別変更の五つの条件のうち、第四要件「生殖腺がないこ
と又は生殖腺の機能を永続的に欠く状態にあること」、第五要件「その身体について他の性別に係る
身体の性器に係る部分に近似する外観を備えていること」の、いわゆる性別適合手術による二つの要
件を満たすための大きな役割を果たしてきました。
現在でも党内に、性同一性障害に関するプロジェクトチームを持ち、性同一性障害の当事者の団体

や個人からの相談や要望、そして対話を通じ、相談窓口の設置や一部治療の保険適用、幼少期や思春
期の当事者の対応等、明確なテーマを持って議論を進めております。
また、平成二十年の性同一性障害者特例法の見直しにおいても、「現に子がないこと」から「現に

未成年の子がないこと」と第三要件の緩和を実現させてきました。
これまで話した性同一性障害当事者は、いわゆる中核群というコアグループ、失礼しました、今間

違いです。中核群（コアグループ）と呼ばれる典型的性同一性障害当事者で、心の性の自己意識に揺
らぎがなく、身体的性別への決定的な違和感と嫌悪感を持ち、身体を心の性に近づけるためホルモン
療法や性別適合手術などの医学的な治療を強く求め、多くは性別変更を目指す当事者のことでありま
す。
このようなコアグループの「心は女性、体は男性」、いわゆる「ＭｔＦ」の当事者から聞いたこと

があります。ガイドラインによる診断は「まるで化け物扱いにされた感じだった」。でも泣きながら
我慢し、治療のプロセスに従い、女性ホルモン投与が始まる。しかし、性別変更までホルモン投与は
保険がきかない。しかも、女性ホルモン投与によって時に情緒は不安定になり、さらに段階的な性別
適合手術による身体へのダメージと経済的な負担は、まさに想像を絶します。そのため、男性パート
ナーに身体的、経済的ともに支えてもらいながら治療している当事者もいます。戸籍上は同性ですか
ら結婚はできません。当事者が性別変更できて結婚が実現しますが、三年先か五年先かそれ以上か、
その支え合う道のりは苦難の道のりでもあります。いわば特殊な「婚約状態」と言えます。
私は、本条例案の十条に、この特殊な婚約状態へもパートナーシップ証明発行の一項目を入れてい

ただきたかったと強く思った次第です。数は少ないでしょう。セクシャルマイノリティの中のマイノ
リティ、その中のまれなカップルですが、確かに存在します。まさに本条例案の前文が示す対象者で
あり、障害を乗り越えようとする人です。
辛い診断と治療、そして特例法によって性別変更は条件を満たせば可能になった。しかし、その過

酷な過程を支え合うカップルに渋谷区はどう手を差し伸べるのか、本案四条四項が示す全国への発信
される強いメッセージになったでありましょう。このような「特殊な婚約状態」にあるカップルに
パートナーシップ証明発行の条件は、やはり十条二項が定める公正証書の発行と登記が必要なのか、
窓口相談とカウンセリングによる個別判断なのか、区長が認めるその限りにあらずなのか、はたま
た、いずれ結婚できるのだから対象とならないのか、非常に気になるところであります。
そこで、日本精神神経学会のガイドラインにのっとった診断と治療を行い、性同一性障害者特例法

の五要件を満たすべく、性別変更を目指し障害を乗り越えようとしているものの、まだ性別変更前の
当事者を取り巻く環境へ、本条例案十条はどう対応しているのか、区長のお考えを伺います。
次に、十条が示すパートナーシップ証明の発行条件について伺います。
任意後見人契約をお互いに交わし登記するというパートナーシップ証明の発行条件を知ったのは新

聞報道でした。そのとき一瞬混乱し、証明書を発行するのは高齢者サービス課なんだと思いました。
いやいや、対象が二十以上なんだからそんなことはない。しかし、理解するまで、自分が抱いていた
イメージを一旦壊す作業が必要でした。
それは、任意後見人制度に対するイメージです。高齢化社会を迎え、認知症問題を抱える我が国に

とって、高齢者あるいは中高年の方の将来へ安心を持っていただくための制度だと思っていたイメー
ジです。
確かにこの制度を利用し、例えば二十代、三十代の同性の当事者同士が五十年後、六十年後のお互

いの後見を誓い合うことは、その本気度を推し量るには余りあるとは思います。
そして、任意後見人契約を結び、あるいは同居のための生活上の合意契約を結び、公正証書として

登記され、区が発行する同性パートナーシップ証明が発行されたとします。そして、この証明書は二
人に有形、無形の価値、何らかのベネフィットを与えることになります。
区のプレスリリースや新聞報道を見ると、解決されることとして、病院を舞台とした手続や配慮、

民間住宅での同居の際の配慮、区営住宅への入居などが発信されています。うーん、ほかにないのか
考えたとき、あるじゃないか、最も大きなベネフィットは二人の心の充足度ではないか。法的根拠は
なくても、何か結婚したような、何か認められたような「幸福感」にこそ最も大きい二人にとっての
ベネフィットだと思いました。
しかし、このことが発信されなかったことはちょっと忘れ物をしたような気がします。
偏見や差別を乗り越えて理解し合うダイバシティ渋谷の建設のため、本条例案の十条が二人に与え

る「幸福感」こそ、本案十条の目的であるとの考えに至りました。
実は、この考えによって私は「任意後見人制度」のイメージを壊すことができました。
そこで伺います。区が発行する同性パートナーシップ証明書によって、当事者の二人にどのような

有形、無形の価値が生まれるのか、区長のお考えをお聞かせください。
最後に、本条二項にある「ただし、区長が特に理由があると認めるときは、この限りではない」の

考え得るケースを具体的に示してください。というのは、ここでいう「区長」は、桑原区長ではない
わけでございますので、提案者としての明快な方向性を示しておく必要があると考えますので、伺い
ます。

栗原順彦

芦沢一明 それから二番目、新規事業についてですけども、男女平等・多様性尊重推進条例の点でございます。
　婚姻、結婚とは法的に別のものだ、その点は改めて理解をいたしましたけれども、同性パートナーシップと

　まず、男女平等及び多様性を尊重する社会を推進する条例の制定についてです。
　差別を禁止し多様性を尊重する社会の創造に向けて、区が自治体の立場から役割を果たしていこう

芦沢一明

ることにより、セクシュアルマイノリティ の人たちが行政や民間の各サ ビスを受けやすくなるよ
う、区としてもサポートできるのではないでしょうか。
　こうした当たり前のサービスが受けられない、できないというハードルをクリアするために、是非
検討会ではパートナーシップ証明書の発行について大きな課題として対応していくべきと考えます
が、いかがでしょうか。今回の区長の（仮称）渋谷区多様性社会推進条例とその制定にかかわる検討
会について、区長のお考えをお聞かせください。

桑原敏武区長 渋谷区男女平等及び多様性を尊重する社会を推進する条例について、三点にわたってのお尋ねであっ
たと存じます。
　議員の御提言の中にもあったとはいえ、この時間的制約のために、議会への十分な説明もなかった
まま報道が先になったことについては、ここでおわびを申し上げたいと、このように思っておりま
す。
　初めに、パートナーシップ証明書の発行に当たり、性別変更前の性同一性障害者へどう対応するか
というお尋ねでございます。
　このパートナーシップ証明は、生活する上で様々な困難に直面している性的少数者の人権尊重の施
策として条例に規定をしているわけでございます。
　条例案の第二条においてパートナーシップの定義を設け、その対象を「戸籍上の性別が同一のカッ
プル」としているところでございます。そのため、性別変更されていない性同一性障害者の方が戸籍上
は同性の方とパートナーシップを営む場合も含まれてくるわけでございます。
　特に、議員の御指摘のございました、御質問にありました性同一性障害の場合には、性別違和から
実際には性別変更が行われるまで、精神療法からホルモン療法、手術療法を経なければならず、精神
的にも身体的にも当事者の負担は非常に大きいものと伺っているところでございます。そのため、性
別変更に至らない段階の方々に対しても、本条例によるパートナーシップ証明により、少しでも生活の
改善が進み、当事者の負担や苦悩が軽減されることを期待しているところでございます。
　次に、区が発行する同性パートナーシップ証明によって、当事者の二人はどのような有形、無形の
価値が生まれるのかということでございました。
　先ほど、この条例案の十条で、二人に与える幸福感こそその目的であると、こういうような御指摘
をいただいたところでございますけども、このパートナーシップ証明は、婚姻制度を利用できない同
性カップルが一定の要件を備えた場合に、区が公的機関として「結婚に相当する関係」と認め、証明を
行うものであります。
　この証明の有形の価値としては、住宅の入居、病院への入院、手術の際などに、証明によりパート
ナーとしての関係が理解され、手続が円滑に進むことを想定しております。民法上の婚姻制度とは別の
制度であり法的効果はございませんが、条例の中に区民や事業者に対して、この証明への尊重規定を設
け、周知、啓発することにより、社会的認知を高め、事業者等への理解を得て、実効性を高めてまい
りたいと思うところでございます。
また、無形の価値といたしましては、この証明自体が性的少数者への存在を可視化し、区民や事業

者の意識改革の契機となるものと考えております。さらに、パートナーの二人にとっても、この証明
が自分たちの関係を深め、「真摯な愛情と信頼で結ばれた関係」であることを周囲へ宣言する契機と
もなることが想定され、そのことにより社会の理解が一層進むことになれば、まさに議員の申されて
いらっしゃる、当事者にとっての幸福感を与えることになるものと存じます。
次に、本条例十条二項のただし書きに関する具体的なケースについてお尋ねでございました。
本条例案の第十条には、区が行うパートナーシップ証明について規定をし、第二項において確認事

項として、任意後見契約に係る公正証書と共同生活にかかわる合意契約の公正証書の二点を挙げてい
るところでございます。
法的に認められる異性間の婚姻と異なり、同性間については法的な保障がないため、二つの公正証

書の信用力により二人の真摯な関係をより確かなものとして確認しようとするものでございます。
しかしながら、任意後見契約の公正証書につきましては、判断能力が低下したことに備え、あらか

じめ後見人を定めておくものであるため、若いカップルにとっては作成が困難な場合も考えられるわ
けでございます。そのため、ただし書きの規定を設け、公正証書が二点用意できない場合も、それに
かわるもので柔軟に対応しようとするものでございます。
なお、このパートナーシップ証明の申請手続においては、別途規則で定めることになりますが、議

員の御指摘の点も踏まえ、性同一性障害者などの実情も考慮し、具体的な運用方法を定めてまいりた
いと存じます。

栗原順彦 　また、同性パートナーシップ証明に関しては、当事者からいただいた御意見を中心に細かいことなんですけ
れども、今後の「区規則」、もう区規則ができるということを前提でお話ししていますからね。今後の「区規
則」策定に当たり、制度設計のさらなる完成度を上げる御参考にしていただきたいとの目的で幾つか列挙させ
ていただきます。これは意見です。
　一つ、公的機関が「証明」するからには、失効、解消の手続も明記すべき。
　一つ、パートナーシップが解消された後、任意後見人契約等が続行している場合は、いわゆる復縁的パート
ナーシップ証明の再発行は可能なのか。あるいは、第三者との再婚的パートナーシップ証明は可能なのか。
一つ、法的根拠はないとはいえ、特に親類などからの取り消しの申し入れや訴訟への対応。
一つ、住民登録要件に「生活実態」は調査されるのか。
また、性別変更前の性同一性障害当事者からは二点ありました。
一つ、続柄を問われる文書において、夫、妻以外の表記の配慮はあるのか。それを区内事業所に伝えるの

か。
一つ、国民健康保険の性別欄に男、女以外の表記、例えば「性別＝その他」、あるいは、そのような表記を

裏面に記載する配慮はあるか。
また、一つ、窓口相談とカウンセリングはどのような専門性を持った方が担当するのか。
一つ、パートナーシップ証明以外でも当事者の相談に乗ってくれるのか。
一つ、この制度の肝は、「窓口相談の専門性」と「カウンセリングの充実」にあると思うというものでござ

いました。
最後に、私から二つお願いがございます。
一つは、区規則策定に当たっては、少なくとも二回委員会に報告をしていただきたいと思います。中間報告

と策定後の運用前の報告であります。
もう一つは、規則の運用に当たっては丁寧に、公平に、また厳格に運用されることをお願いいたします。
以上でございます
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つきまして、総務区民委員会の審査経過並びに結果を報告いたします。
　本案は、男女平等と多様性を尊重する社会を推進し、多様な個人を尊重し合う社会の実現に向けて
条例を制定しようとするものであります。
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　その中の質問として、同性パートナーシップについて区長は会見で結婚とは全く別のものだと、こ
う発言されたけれども、プレス資料には結婚に相当する関係と、こういうことによってニュアンスの
違いがある、こういうことで誤解を招きかねない、このことについて整理する必要がある、こういう
ようなお話であったと思います。
　このことについては栗谷順彦議員さんのやり取りの中でもおわかりであろうと、こう思っておりま
すけども、このパートナーシップ証明は性的少数者の人権尊重の施策として条例に規定をさせていた
だいているわけでございます。結婚という制度を利用できない同性カップルが一定の要件を備えた場合
に、区が独自に結婚に相当する関係を認めて証明を行おうというものでございます。このことは民法
上の婚姻制度とは別の制度であって、法的な効果はありませんけども、条例の中に区民や事業者の
パートナーシップ証明の尊重規定を設けることによって、さらに啓発することによって社会的認知を
高め、事業者等への理解を得ることができる、そういうことの実効性を高めていきたい、そういうこ
とで、そのようなことを申し上げました。御理解をいただきたいと思っております。
　それから、男女平等について別立てがよかったんじゃないかというお話がございました。
　この条例検討段階におきましては、関係する区民団体もその意見を聞きまして、その中からこの方向
を出させていただいた、すなわち、男女も性的少数者も性別に基づく共通の課題であることのため一
つの条例にまとめた、検討会でそういうふうに相なったんだと、こういうふうに聞いているところで
ございます。
　この中には、もちろんそのことを言われた民間団体の代表も入っていらっしゃって、そのまとめ方
について御了解をいただいた、こういうふうに聞いておりますので御理解をいただきたいと、このよ
うに思います。

薬丸義人

佐々木弘明

一点目は、男女平等及び多様性を尊重する社会の推進であります。
　平成二十七年度の渋谷区当初予算案の概要では、施策別事業のトップで取り上げられており、これ
は桑原区長の熱意のあらわれに違いないと我が会派では理解をしております。この事業につきまして
は今定例会に条例案も提出されており、詳細は所管の委員会で審議されますので、ここでは事業に関
する区長のお考えやこれまでの経緯について、改めてお伺いいたします。
　今から三年近く前になりますが、平成二十四年第二回定例会の本会議代表質問において、私たち無
所属クラブの長谷部　健議員が「ＬＧＢＴなど性的マイノリティへの理解や、パートナー証明を発行
していただきたい」と初めて提案いたしました。当時はＬＧＢＴという言葉も余り世間に浸透してい
なかったと記憶しておりますが、桑原区長からは「渋谷区は平和・国際都市として様々な方々を受け
入れる共生社会でなくてはならない。パートナー証明についても研究する必要がある」と、質問に
立った長谷部議員が驚くほどの前向きな答弁をいただきました。
　無所属クラブではその翌年にアメリカ視察を行い、ＬＧＢＴについての調査も項目に入れて、その
先駆エリアであるサンフランシスコのカストロ地区を視察してまいりました。説明を受けた現地日系
企業の社長からは「ＬＧＢＴの人権尊重などこちらではごく当たり前のことだが、もし渋谷区での
パートナー証明が実現すれば、ダイバーシティ渋谷の名を世界に発信するすばらしい出来事になるだ
ろう」との話がありました。おととし受けた言葉が今まさに現実のものとなっていることに驚きであ
ります。
　その後も長谷部議員が中心となって調査・研究を進めてきました。それだけに、今回のパートナー
シップ証明が盛り込まれた事業案には大いに期待をするものでありますし、日本だけでなく世界が
今、渋谷を注目しています。
　また、この事業の真の目的は性的マイノリティの人権を尊重するだけにとどめず、性別、年齢、人
種、国籍、障害の有無にとらわれない本当の意味でのダイバーシティ、すなわち多様性の実現にある
と私たちは考えますが、いかがでしょうか。会派を代表して、長谷部　健議員に成り代わりお伺いし
ます。これまでの経緯と、この事業に関する区長のお考えを改めてお聞かせください。
（中略）
次に、男女平等及び多様性を尊重する社会の推進について、今度は教育長にお伺いいたします。
　この事業では、学校教育などの場において性別による役割分担意識を変え、ＬＧＢＴなど性的マイ
ノリティに対する理解に取り組むことを推進していきます。区長の所信表明の中でも「早い段階か
ら、教育や職場など社会において人間の性の多様性について肯定的な啓発が重要である」との発言が
ありました。
　ここでＬＧＢＴについて改めて考えてみたいと思いますが、日本の人口の五％強がＬＧＢＴだとい
うデータがあります。長谷部議員がわかりやすい例えを教えてくれました。ある調べによれば日本人
で多い名字ベストフォー、佐藤さん、鈴木さん、高橋さん、田中さん、この四つの名字の方々の合計
がなんと日本人の五％強なのだそうです。そう考えるとマイノリティ、少数者といっても結構身近に
いると思いませんか。
　では、学校で考えてみましょう。五％といえば二十人に一人です。統計上から見れば一クラスに一
人二人はＬＧＢＴという可能性があります。そうであるならば、中学校からと言わず小学校のうちか
らしっかりと理解を深めて偏見をなくしていくことが肝要と考えます。つまり、同性愛者だとから
かったりするのは、それはもういじめなんだと。教科書や副読本などは恐らく現在はないでしょうか
ら、教える先生も大変だと思いますので渋谷区独自のガイドを作成するのもよいと考えますが、いか
がでしょうか。ＬＧＢＴ教育のあり方、進め方について、ガイドの作成も含めて教育長の御所見をお
伺いいたします。
　また、所信表明において、区長は「性的マイノリティのために相談窓口を設ける」とも述べられま
した。それであれば学校でも、例えば保健室など当事者がそっと相談できる場所を設けるべきと考え
ますが、いかがでしょうか。学校における相談窓口のあり方について教育長にお伺いいたします。
　また、トランスジェンダーに対してはさらなる対策が求められます。トランスジェンダー、すなわ
ち性同一性障害の場合、大きな問題となるのはトイレだそうです。見た目で判断されるため、例えば
心は男なのに女子トイレに入らなくてはならないというのは精神的にかなり辛いとのことです。そこ
で、だれでもトイレを活用してはいかがでしょうか。現在、渋谷区ではバリアフリーの観点から、区
立の小学校においてだれでもトイレの設置が進んでいると伺いました。これなら障害の有無だけでな
く性別も関係ありませんから、利用しやすいと思いますが、学校現場ではいかがお考えでしょうか、
教育長の御所見をお伺いいたします。
　それから、だれでもトイレの現在の小中学校への設置状況と、未設置校についての今後の見通しに
ついてもあわせてお伺いいたします。

桑原敏武区長 次に、この二十七年度当初予算についてということで、最初に男女平等及び多様性を尊重する社会の
推進ということについて御質問でございます。
　これまでの議会の経過、そしてまた御自身が同僚議員とともにアメリカ・サンフランシスコにも御視
察になられ、調査・研究を進めてこられたことに敬意を表したいと存じます。
　パートナーシップが盛り込まれた事業案に期待をするけれども、この中には人権尊重だけでなくて
性別、年齢、人権、国籍、障害の有無にとらわれない本当の意味のダイバーシティ－－多様性の実現
にあると考える、これまでの経緯とこの事業に関する区長の考えをと、こういうお話でございまし
た。
　本区では今後さらに進むグローバル社会や多様性社会を見据えまして、また貴会派の区議会議員を
初めこれまでの本会議の提言を踏まえまして、一人一人の個性の違いが受け入れられ、尊重されるま
ちづくりを行うための指針となる条例制定を目指してまいりました。そのために有識者や法律家を招
いての検討会を昨年七月に設置、九回にわたり真摯で熱意あふれる論議、検討を重ねていただき、そ
の結果をもとに本条例案を提出したところでございます。
　本区が目指す多様性を尊重する社会とは、男女の別を超えて誰であっても個人として尊重される社会
のことであり、その生き方や価値を受け入れる環境を整えることで全ての人が生きやすい、暮らしや
すい社会をつくっていくことであります。そのためには教育や職場などの社会において人間の性の多
様性について肯定的な啓発を進めるとともに、区も社会も、さらに国も、声を上げられない性的少数
者に温かいメッセージを発信し、各々が自尊感情や自己肯定感を高めていく、そういうものでなくて
はならないと考えております。
　この条例の施行により男女平等のみならず性的少数者への社会的理解が広がり、多様な個人が尊重
される社会が実現されるよう、施策を総合的かつ計画的に進めていくことが大切だと、このように思
う次第でございます。
　先ほども御提言いただきましたけども、このことについては安易なことではなく、厳しくかつ公平
的に、また慎重に進めていくことが大切だと、このようにも思っているところでございます。

　
いうことで、いわば行政が御墨付きを与えるということになるわけですから、これは先ほど他の議員からもご
ざいましたけども、運用を開始する前にですね、あるいは規則というものをつくる前に、改めて議会に対して
もしっかりと、どういう運用を行っていくのか、どういう規則を定めていくのかという点はお示しをいただき
たいというふうに思います。

初めに、男女平等及び多様性を尊重する社会の推進についてのお尋ねがございました。
　渋谷区独自のガイドも作成し、しっかりと理解を深め偏見をなくしていくことが大切だと考える
が、ＬＧＢＴに関する教育のあり方、進め方についてどのように取り組んでいくか、また、性的マイノ
リティのため、学校における相談窓口のあり方についてどう考えるのかとのお尋ねがございました。
　今回提出されております条文の前文では、「性別、人種、年齢や障害の有無などにより差別される
ことなく、人が人として尊重され、誰もが自分の能力を活かして、いきいきと生きることのできる差別
のない社会を実現することは、私たち区民共通の願いである」と述べられております。このことは、
教育委員会の基本方針の一つである人権尊重の精神の育成に相通ずる理念であると考えております。
　教育委員会といたしましては、男女平等・多様性社会推進会議での計画、方針を踏まえ、区全体の
方向性と連携しながら、御質問にありましたＬＧＢＴに関する教育のあり方、進め方、また相談窓口
のあり方など取り組んでまいります。
　次に、小中学校におけるだれでもトイレの設置についてのお尋ねでございます。
　議員のお尋ねにもありましたように、これまでも区立小中学校においてはバリアフリーの観点から
だれでもトイレの設置を進めてきており、現に大部分の学校において設置されております。未設置校
につきましては、これまでと同様にバリアフリーの観点に立ちつつ、あわせて議員の御提言の趣旨に
も留意をし、トイレ整備工事の機会を捉えてだれでもトイレの設置を順次進めてまいりたいと考えてお
ります。

森富子教育長

　
　
という一歩を踏み出したこと、何よりも当事者の苦悩に寄り添っていこうという立場を明確にした点
に敬意を表するものです。
　区が国や全国の自治体に先がけてこうした決断をしたことは、内外からも注目を集めているところ
です。この条例案の提出を公表された直後には新聞各紙の社説でも渋谷区の姿勢、取り上げられまし
たし、二月二十七日の毎日新聞では社会面で、多くの紙面を割いて当事者の方々の思いも報じられて
います。各自治体には今、渋谷区に続けという動きも現実にあらわれているところです。
　ただ、性的少数者と言われる人たちに関しては、いまだ根強い偏見や理解不足も社会に残っている
ことから、誤解を解く丁寧な対応が必要なことは言うまでもありません。そこで、今回の条例提案に
際して二点伺います。
　まず、同性パートナーシップについて、区長は会見で「結婚とは全く別のものである」と発言され
たようであります。法的には確かにそのとおりだと思いますけども、ところが、プレス発表の資料に
よると「同性パートナーシップを結婚に相当する関係と認め、証明を行う」とされています。ニュア
ンスの違いとして受けとめられていることを残したままでは混乱を招きかねないと思いますので、
パートナーシップ証明の扱いについて、改めて整理した考えを是非この場で明らかにしていただきた
いと思います。
　二点目は、男女平等について。
　区内の女性団体などからは、男女共同参画社会を目指す条例を別立てで制定してほしいとの要望が
従来から出されていたことは区長も承知をされていることと思います。数年かけて調査・研究、学習
会などを重ね、区議会議員との意見交換も企画をし、素案もまとめられています。今回は女性セン
ター・アイリスの名称変更が提案をされていますが、それにとどまらず多様性社会の尊重という、今
回は大きなテーマに包含されるという考えがあってのことと思いますが、ジェンダーフリーという固
有の問題の解決を目指すには、やはり独自の条例が欲しいという声に対しても答えていく必要がある
のではないでしょうか、区長の見解を明らかにしていただきたいと思います。

2015/3/3 その次が、男女平等・多様性社会の推進について、パートナーシップ証明に関するお尋ねでございま
す。
　パートナーシップ証明については、貴会派の岡田議員より、これまでに何度か御提言を賜ったとこ
ろでございますし、議員の性的少数者の課題へのお取り組みに敬意を表したいと存じます。
　このパートナーシップ証明は、生活する上で様々な困難に直面している性的少数者への人権尊重の
施策の一つとして、本条例案に規定するものでございます。法的に認められている異性間の婚姻と異な
り、同性間においては、制度として保障がないため、二つの公正証書の信用力により二人の関係を確
認することとしております。
　一つは、任意後見契約に係る公正証書でありますが、二人のうち片方の判断能力が衰えたときのた
め、あらかじめもう片方が代理人となることを決めておくものでございます。もう一点は、共同生活
において取り決めた合意契約の公正証書でございます。結婚式などで使われる誓いの言葉、「病める
ときも健やかなるときも」ということに対応するものでございます。
　しかしながら、任意後見契約の公正証書につきましては、若いカップルなどには作成が困難な場合も
想定されます。そのため、ただし書きでは、「区長が特に理由があると認めるときは、この限りでは
ない」との規定を設け、公正証書は二つ用意できない場合でも、それにかわるもので柔軟に対応でき
るようにしたものであります。
　なお、申請に必要な詳細な要件については、別途規則で定めてまいります。
　このパートナーシップ証明については、民法上の婚姻制度とは別の制度であり、相続や配偶者控除
などの法的効果はありませんが、住宅の入居、病院での入院、手術などの際に、この証明によりパー
トナーとの関係が理解され、手続が円滑に進むことを期待しております。そのため、条例の中で、区
民や事業者のパートナーシップ証明への尊重規定を設けるとともに、周知、啓発を進めることにより
社会的認知を高め、事業者等の理解を得て実効性を高めてまいりたいと考えているところでございま
す。
　また、この証明自体が性的少数者の存在だけでなく、二人の関係が真摯な関係であることを明らか
にし、区民や事業者に対する意識改革の契機となるとともに、パートナー二人にとっても、この証明
により自分たちの関係に自信と責任を持つことにつながるものと考えております。さらに、この証明
を契機として二人の関係が周囲へ公表され、社会の理解が一層進むことを期待するところでございま
す。

最後に、男女平等・多様性社会の推進について質問いたします。
　これまで当会派の岡田議員がパートナーシップ証明の提案や「渋谷区多様性社会推進条例の制定に
かかわる検討会」について定例会で質問をしてきました。そして、今定例会において「渋谷区男女平
等及び多様性を尊重する社会を推進する条例（案）」が提案されました。
　今回の条例案は、男女平等と多様性を尊重する社会の推進に関して基本理念を定め、区、区民及び
事業者がそれぞれの責任を明らかにするとともに、区の施策の基本的事項を定めることにより、その
施策を総合的かつ計画的に推進し、もって多様な個人を尊重し合う社会の実現を図ることを目的とす
ると伺っております。
　昨今の女性の社会進出で共働き夫婦世帯も一般的となっており、男性と女性がお互いを尊重しなが
ら助け合う社会を推進する重要性が高まっております。
　一方で、渋谷区が全国初のパートナーシップ証明を提案したという件についても、報道が日本中を
駆けめぐり、改めて性的マイノリティの認識が当事者にも、そうでない人にも深まっていると感じま
す。
　区長発言では、マイノリティの方々が子どものころから悩み、苦しみ、未来への展望を描くことが
困難であること、さらには、成人になった後に入居や病院、住居や選挙など、生活においても様々な
社会的困難に直面していること、そういう状況を改善するために、教育や職場など社会において、性
の多様性について肯定的な啓発が重要であると触れています。
　今回のパートナーシップ証明の発行の提案は、彼ら、彼女らが住みよい社会をつくる上で必然的な
流れであったと思います。
　マイノリティのために「相談窓口」を設け、当事者の方々から悩みを受けとめ、かつ専門的な事項
については「渋谷区男女平等・多様性社会推進会議」の助言を受けながら進めていくという流れや、
この附属機関の設置ということも非常に画期的な提案です。
　多岐にわたっている今回の条例案ですが、渋谷区に追随する動きも出てきているようです。この条
例案制定により、多様な個人を尊重し合う社会の実現のためのさらなる意識改革へとつながることで
しょう。
　そこで、改めて、このパートナーシップ証明について、その中でも条例案の中に記載されている二
種の公正証書の位置づけについて伺います。
　まず、二種の公正証書は、具体的には、任意後見契約に係る公正証書、及び共同生活を営むに当た
り、当事者間において区規則で定める事項についての合意契約の公正証書とありますが、今回のパー
トナーシップ証明の発行に際して、なぜこれらの公正証書が必要なのかについてお聞かせください。
　次に、公正証書について区長が特に理由があると認めるときは、この限りでないとも記載されてい
ますが、考えられるケースとしてどのようなものがあるかをお聞かせください。
　最後に、パートナーシップ証明の法的効果についてもお聞かせください

桑原敏武区長



議案第三号　渋谷区男女平等及び多様性を尊重する社会を推進する条例について、反対の立場で討論
を行います。
　私たちは、様々な心を持った人々とともに生きています。今回の条例は幾つかの問題を抱えたま
ま、本日、条例案の決定という日を迎えてしまいました。私は、議論が尽くされたとは思っておりま
せん。それは余りに自分勝手だからです。
　渋谷区には幾つもの女性団体が男女平等を求めて研究を重ね、事例への対応を進めてこられまし
た。女性の選挙権を獲得しようとして普選運動が、渋谷区代々木の地で今もなお、半世紀以上の時を
重ね、進められてきました。しかし、いまだ男女の共同参画すらこの渋谷区は達成できていないので
す。
　この条例案が審議された渋谷区議会総務区民委員会には、女性の議員はおりません。私の左側は渋
谷区における管理職の皆様ですが、女性はお二人しかおられません。
　この条例では、同性によるパートナーシップが注目されておりますが、現在の婚姻制度にも、法律
による婚姻と事実婚の間にすらまだ大きな壁が存在しています。女性団体の検討による指摘のとお
り、やることはまだ余りにも多いのです。
　今回の条例にある、多様性という言葉そのものの定義が曖昧です。残念ながら、傷ついた人は自分
よりももっと弱いものを傷つけることで、自分の存在価値を保とうとする面があります。それが差別
の連鎖です。今、私たちが考えるべきは差別の連鎖をとめることです。しかし、今回の条例案はその
器ではなく、その理念さえも打ち出してはいません。
　附属機関の構成員の報酬の話には熱心で、男女平等の部分は、区内の女性団体が自分たちで講師を
呼んで勉強を重ねてつくり上げたものを横取りしたかのようです。（仮称）渋谷区多様性社会推進条
例制定検討会のメンバーと参考人には議員の関係者を入れ、参考人にはさらに別の議員も加わり進め
たことは、出し渋った検討会の議事録要旨で発覚いたしました。
　答申をつくるはずだった検討会が、なぜ最後になって、公表が求められる答申ではなく報告書に変
わってしまったのか。一月二十日、海老原委員長は最後の仕事として桑原区長に報告書を手渡したと
き、彼女はきちんとおっしゃったはずです。女性の貧困や非正規労働の問題をまず実行、有効性が大
事、そのような社会にしてほしいと。文字どおり命をかけた委員長の言葉が、この条例案にはない。
　条例案をぎりぎりまで発表せず、十分な審議を尽くさず決めるというのは、これまでの桑原区長の
区政運営と同じように非常に乱暴な扱いです。自腹での勉強会を重ねてつくられた区民条例案は、男
女共同参画や男女平等について、これまでほかの自治体に誇れることなどなかった渋谷区が恥ずかし
くないほどのすばらしいものであり、私の目から見ても完璧と言える条例案でした。それでも彼女た
ちは、まず、区民案をもとにアンケートをとったり、パブリック・コメント制度を用いて広く意見を
聞き、区民の意見が醸成された後で十分な検討を得て、それから渋谷区に条例化してほしいと願って
おられました。桑原区長の進め方のように、発表してたった一カ月で施行してほしいなどとは、何年
もの労力をかけた彼女たちすら望んでおられませんでした。苦労して区民条例案をつくった方々は御

議案第三号　渋谷区男女平等及び多様性を尊重する社会を推進する条例につきまして、賛成の立場か
ら討論をいたします。
　本条例は、女性団体の作成した条例案をベースに、男女平等と多様性社会推進という二つの理念を
統合し、一人一人の個性の違いが受け入れられ、尊重されるまちづくりを行うためのものでありま
す。
　まず、女性センター・アイリスを中心に活発な活動を続けられ、その中で男女平等条例が必要だと
自ら立ち上がり、他区市の先進的な取り組みを参考に、区議会議員とも対話を重ねられ、性的少数者
への配慮を盛り込んだ先進的な条例試案をおつくりになられた女性団体の皆様方に、本条例の基礎を
つくっていただいたと心より敬意を申し上げますとともに、本条例が男女平等社会の進展に寄与する
ことを願うものであります。
　加えて、多様性を尊重する社会の推進という理念も崇高なものであります。特に同性間のパート
ナーシップ証明書発行は日本国内初の取り組みであり、長年ＬＧＢＴパレードなどの開催実績がある
渋谷区から証明書発行に踏み切るということは、象徴的で大きな一歩でもあります。
今回の証明書発行は、承認によるアナウンスメント効果が非常に大きいと考えます。共生のメッ

セージが渋谷から日本中に発信され、地域、職場などでも理解が深まり、受けとめられやすくなるこ
とが期待されます。また、差別解消の一つとして区営住宅への入居資格ができたのも、社会生活の基
盤となる住宅を保障するという意味で極めて重要であり、性的少数者にとって貴重なセーフティー
ネットとなっていくでしょう。
もちろん、同性のカップルだけではなく、多くの性的少数者の方々が差別されないよう取り組むこ

とを定めた条例の理念は、極めてすばらしいものでございます。ある当事者の方からは、「やっと日
本で隠れなくても、隠さなくてもよい時代が来た」と、感謝の言葉をいただきました。本条例は、性
別等にかかわらず、全ての方が渋谷区民として当たり前に、堂々と生きられる社会の実現に大きく寄
与するものになると考えます。
とはいえ、本条例には課題も多く、付帯決議も付されております。多様性社会推進という理念は意

義があるものの、それのみに偏ってしまい男女平等の活動をおろそかにしないこと、事業者等に対し
過度な制裁を与えないよう公表は避けること、規則策定に当たっては慎重に、慎重に検討することな
ど、付帯決議を十分考慮していただくよう強く求めます。

鈴木建邦
賛成

議案第三号　渋谷区男女平等及び多様性を尊重する社会を推進する条例について、反対の立場から、
自由民主党議員団を代表し、討論いたします。
　まず、本条例案の提出に至る経過と手法について申し上げます。
　本来、議会と行政は車の両輪、唇歯輔車の関係だと私は常々考えておりました。そのような中で議
会と行政機関の関係が維持されてきましたが、今回はその良好な関係を根底から揺るがすものであり
ます。すなわち、一言で言えば議会軽視も甚だしいものと言わざるを得ません。
　第一として、（仮称）渋谷区多様性社会推進条例検討会が昨年七月に検討を開始して以来、本条例
案が今定例会に提出されるまでに、所管である総務区民委員会に一切報告も行われておりません。条
例制定という重大な議案に対し、一度や二度の議論ではコンセンサスを得ることはできません。まし
て渋谷区の平成二十七年度当初予算案がプレス発表された当日、二月十二日に一部報道機関の朝刊で
突然報道されたのでした。
　なぜこのようなことが起きたのか説明を求めましたが、区側は謝罪するだけで、明確な答弁はあり
ませんでした。区長は他会派の代表質問においても同様の答弁を繰り返すだけでした。昨年七月から
二月十二日のプレス発表まで、七カ月以上の期間があったにもかかわらずです。
　加えて、マスコミの過剰な報道の仕方にも疑問がありますが、この条例が及ぼす社会的な影響は十
分想定できたはずであり、その重大性を鑑みるとき、区民に対する説明責任を有する議会に対し重大
な問題を残しています。
　第二は、本条例は重要な部分において、規則に委ねるとか、今後検討する項目が多くある中、その
規則案も示されておりません。まさに拙速極まりない未完成の条例案と断ぜざるを得ません。
　具体的に申し上げれば、条例案第十条は、主眼の一つであるパートナーシップ証明書についての規
定であります。厳格性を担保するため二種類の公正証書の確認を求めています。しかしながら、本会
議や委員会での質疑の中で、公正証書、特に任意後見契約の公正証書は作成が難しいとし、それにか
わる柔軟な対応が可能であるとして、「区長が特に理由があると認めるとき」とただし書き規定を設
けています。これも規則に委ねる中で、その規則案すら示されておらず、議論を経てコンセンサスを
得る状況ではありません。
　そもそも本区のプレス発表資料においては、「同性パートナーシップを結婚に相当する関係と認
め、その証明を行う」とあり、このことで憲法第二十四条に違反しているのではないかとの指摘も生
じており、非常に重要な文言でありながら規則に委ねることであり、議会が責任を持って議論できな
い状況はまことに由々しきことであります。
　委員会の中で、規則制定に際しては当該委員会へ二回以上の報告をすべきとの発言もありました
が、これだけでは不十分であり、納得できません。
　第三は、条例案第十五号において……
　　　〔「十五条」の声あり〕
　十五条において、パートナーシップ証明書を認めない事業者がある場合、その名称等を公表するこ
とができるという規定を設けていることであります。
　このことは区規則でも定まっておらず、運用や具体的整備等で事業所への混乱は避けられず、各事
業者の個人情報の侵害などの問題も惹起されるものです。
　また、条例制定検討会ではＬＧＢＴ等の関係者を参考人として意見聴取をしていますが、パート
ナーシップ証明の尊重、協力を求めることとなる事業者である不動産関係や病院関係者などからの意
見聴取は一切行われずにその規定が設けられていることも、公平性に欠けており、大きな問題と思う
ところであります。
自民党の谷垣幹事長は、渋谷区の条例案について、「家族関係は社会生活の根幹。そのような法が

ないときに、地方自治体が条例で対応していくことはいろいろな問題を生むのではないか」と発言さ
れています。一方、区長は所管である総務区民委員会において、「制度の枠組みをまずつくり、推進
会議をやりながらよりよいものをつくっていきたい」と発言しましたが、このような条例は進行しな
がら策定するものではありません。
渋谷が様々な個性を受け入れてきた寛容性の高いまちであることは十分に承知しております。ま

た、セクシュアルマイノリティーの方々の苦悩を考えるとき、一切の差別、偏見など、私ども自民党
は微塵も抱いておりません。むしろ性同一性障害で悩んでいる方々に対し、早期にその解決のための
法律を立ち上げていくべきであり、法整備がなされないまま条例制定を行うことは地方自治法にも抵
触するおそれがあります。まず憲法第九十四条をしっかりと見据え、整えていくことが肝要と考えま
す。
さらに、もう一つつけ加えておきますが、女性の活動拠点として女性センター・アイリスがありま

す。これは、「女性の活動拠点が渋谷区にも欲しい、是非設置してほしい」と多くの女性団体から強
い要望を受けて設置されたことは承知のはずにもかかわらず、登録している百三十九の活動団体の皆
さんから、今回の条例制定に伴い活動内容の変更、さらに歴史と伝統の渋谷女性センター・アイリス
という名称を変更するということについて、活動団体の皆様の意見も聞かないまま条例案が提出され
ております。各女性団体の皆様にとっては、突然、渋谷男女平等ダイバーシティセンターになるのか
と違和感を持たれていることと思います。
いろいろ申し上げてまいりましたが、本条例案は複雑な要素ばかりが表に出てきています。今後、

訴訟の嵐が四方八方から起こることも懸念されます。本条例案は十分時間をかけて議論し、結論を導
くことが肝要と思います。
冒頭申し上げましたとおり、拙速な条例制定は渋谷区民のためにならないことを申し上げ、反対討

論といたします。

佐藤真理
反対

笹本由紀子
反対

　審査の中で、反対の立場から、パ トナ シップを同性婚に準ずるものと位置づけようとするもの
で、認められない。この問題については国民的議論を経て、憲法第九十四条を見据えた上で検討を行
う必要があり、現時点では協議が調っておらず、本条例は未完成条例である等の意見がありました。
　また、賛成の立場から、男女平等と多様性を尊重する社会の推進を目的とする本条例の趣旨を高く
評価し、賛成する。性マイノリティーの方々の人権を尊重するもので、世界の人権保障の流れにも合
致する。運用に当たっては丁寧な対応に努められたい等の意見がありました。
　本委員会は慎重審査の結果、原案のとおり可決すべきものと多数をもって決定いたしました。
　なお、本条例については厳格な運用が求められる等の意見が出され、付帯決議を付すことと多数を
もって決定いたしました。
　以上、総務区民委員会の報告といたします。



無所属渋谷を代表しまして、議案第三号　渋谷区男女平等及び多様性を尊重する社会を推進する条例
に賛成の立場から討論いたします。
　この条例の制定趣旨は、区、区民及び事業者がそれぞれの責務を果たし、協働して男女の別を超え
て多様な個人を尊重し合う社会の実現を図り、もって豊かで安心して生活できる成熟した地域社会を
つくることを決意し、この条例を制定するというものです。
　内容について申し上げますと、まず、男女が個人として平等に尊重されること、例として申し上げ
ると、これまで子育てをされている親御さんの中には、子どもを授かり出産し、職場に復帰の予定
だったはずが、解雇というつらい経験をされた方もおられました。また、ドメスティックバイオレン
スは決してニュース、報道の中のものだけではありません。
　性的マイノリティーについては、行政として、社会として偏見をなくしていくということが明記さ
れており、学校などの教育現場において児童・生徒への配慮についても触れられております。昨年六
月に文部科学省が性同一性障害の小中学生六百六人について対応結果を発表したことも記憶に新しい
ことと思いますが、渋谷区が子どもたちへの配慮についていち早く取り組むというものです。
　さらには、同性パートナーへの証明書の発行。この証明書により、今まで不便を感じていたことの
一部が解消される。ほかにも、区営住宅、区民住宅への申し込みも可能になります。また、相談窓口
の設置、男女平等・多様性社会を推進するために恒常的に活動される組織が設置されるなど、多岐に
わたっている条例です。
　まず、この条例がこうして日の目を見ようとしているのは、渋谷区男女共同参画委員会、アイリス
で活動されている皆様の、長年にわたる御努力によるものと言っても過言ではありません。変わり行
く日本社会において、男女平等参画の推進に長年にわたり御努力された皆様がいてこそ、平成二十七
年、非常に意義のある条例が日本で初めて制定されようとしております。
　この条例は、皆様御存じのとおり、人権尊重の理念を、男女平等とともに性的マイノリティーへも
拡大することをうたっている条例です。今回、この条例案が報道されて以来、日本では着実にウエー
ブが起こりつつあります。大手企業の人事では、同性パートナーの福利厚生適用についての議論が始
まったと聞いておりますし、二〇一六年卒業予定の学生の就職活動、いわゆる就活の時期となり、今
年はＬＧＢＴ学生のための金融業界セミナーが開催されたとも聞いております。また、今回の渋谷区
の条例の話が背中を押して、勤務先に自分のことを話し、ＬＧＢＴのカップルが配偶者向けのサポー
トが受けられたという話も聞いております。全国的に、大学においてもＬＧＢＴのサークルが活発に
活動しているとのことも聞いております。
　ＬＧＢＴの人たちは、幼いころから周りの人と違うことに戸惑い、いじめに遭うなどし、不登校に
なったりする人も多いのが事実です。自分の存在が大好きな親を悲しませることになるかもというこ
とから、親にも相談できず、友達もつくりづらく、孤立してしまう状態にあることも多いようです。
小さいころ童話で読んだことがあるかもしれませんが、よく耳にする、お姫様と王子様が幸せに暮ら
していましたというような幸福が望めそうにないと自覚し、明るい未来の展望が描けない中での孤立
というものは、本当につらいことではないでしょうか。
　今まで行政の立場でＬＧＢＴの人たちについて理解がされなかった中、今回、渋谷区による条例制
定ということで、そうしたつらい思いをされてきた方々にどれだけ希望の光がともったことでしょ
う。この条例は、今、当事者であるマイノリティーの方たちはもちろん、これから大人になる若い世
代のＬＧＢＴ、また子どもたちのＬＧＢＴたちへの大きな希望となります。また、マジョリティーの
人たちにとっても意識改革への第一歩になります。
　反対意見が根強いのも理解しております。ただ、この条例は現行の婚姻制度を変えるとか手を加え
るとか、そういうものではありません。困っているマイノリティーの方たちの不便を少しでも解消し
たいという性質のものです。当事者にとっては意義のあるものである一方、この制度に関係のない大
多数の人たちにとっては何ら影響のない制度です。
　しかし、事業者側の心配もあろうかと思います。例えば、マイノリティーの人が職場にいたとした
らどうしたらよいのか、どうしてほしいのか。まずは話し合い、理解を深める努力をお願いします。
　男女についても同様です。仕事をしながら出産、子育てと様々な人生のシーンに立つ女性の同僚に
ついては、両立しやすいようにワーク・ライフ・バランスについて話し合い、お互いが理解をしてい
くことが必要です。働きやすい環境の整備は、社員の働くモチベーションにもつながることでしょ
う。こうして、少しずつのお互いの意識改革から始まることが重要ではないでしょうか。
　区としても、理解形成のために条例の周知と啓発、相談窓口の設置などでバックアップをしていた
だきたいと思います。今回、桑原区長はマイノリティーの人たちに温かな、そして強力なメッセージ
を送りました。このメッセージは、苦しい思いをしてきた当事者たちにとって強い希望になっている
ことでしょう。そして、このメッセージは渋谷区を越え、全国に広がり、日本を動かそうとしていま
す。
　もちろん、前例のない条例ですから、運用が始まり、実情や利便性、また社会の情勢などにより改
正もあるかもしれません。ただ、この条例は、これからの渋谷の多様化社会の実現に向けて大きな道
しるべとなる条例であることは間違いありません。こういう道しるべを立てていくことこそ、政治に
かかわる我々の使命であると考えます。
　この条例は、今まで行政から理解されなかった人たちや、目に見えない差別や偏見に苦しむ人たち
に手を差し伸べる、画期的な提案です。この条例をきっかけに、区、区民及び事業者の心のバリアフ
リーへとつながりますよう心から期待をいたしまして、岡田麻理の賛成討論といたします。

無所属クラブを代表して、議案第三号　渋谷区男女平等及び多様性を尊重する社会を推進する条例に
ついて、賛成の立場から討論をします。
　平成二十四年の六月の定例会でこのパートナーシップ証明書の提案を本会議でしました。そこから
三年がたちました。ここまでの道のりはすごい長いものであったと感じています。
　ＬＧＢＴの方々の人権を守るというポイントと、これから平和国際都市として発展していく渋谷区
にはこのパートナーシップ証明書の発行が必要だという、二つの論点で提案しました。この内容につ
いては既に述べたことなので、この場では多くは語りません。
　二十三年前に初めてアメリカに行ったとき、ニューヨーク、ワシントンＤＣの美術館でゲイの男性
にナンパされ、大変驚き、サンフランシスコではモヒカン頭の男性とスーツを着た真面目そうな男性
が仲よく手をつないで横断歩道を渡っている姿を見て、衝撃というほど驚きました。日本とは違うと
正直、感じました。
　でも、帰国後よく周りを見てみると、美容師さんだったり、それっぽい人はいるんだなと、今まで
意識していなかったことを意識するようになりました。会社に入ると、広告会社だったせいか、デザ
イナーやスタイリスト、ヘアメイクといった職種にゲイの方々がいて、しかも仕事ができる方が多
く、性的趣向が違うだけという存在に変わってきました。
　ＮＰＯ活動を始めてからトランスジェンダーの友人ができ、幼少時から悩みに悩み生きてきたこ
と、カミングアウトの道のり、家族との関係、彼の抱える問題を間近に見続けてきました。そこで感
じたのは、この問題は病気でも障害でもなく、周りがそれを普通だと認識することで解決するんだと
いうことがわかりました。
　また、ある調査で出ていた、人口の五％ぐらいの人数がＬＧＢＴの方々であるという数字にも驚き
ました。人口の五％というと、日本人の名字のベストフォー、鈴木さん、佐藤さん、田中さん、高橋
さん、この名字の合計とほぼ同じ数です。え、そんなにというのが実感だったためです。でも、よく
考えてみると、僕が今までそうじゃないかと気づいたりカミングアウトされたりしたのは、ゲイの方
ばかり。テレビで見かけるのもゲイの方ばかり。同じようにきっとレズビアンの方もいて、バイセク
シュアルもトランスジェンダーも気づかなかっただけでいるんだろうなと考えたら、五％という数字
は実感のある数字に変わってきました。
　また、気づかないというのは見た目ではわからないということで、子どものころから悩んだり、家
族との関係など相当に内に秘めた葛藤や悩みがあったはずです。鈴木さん、佐藤さん、田中さん、高
橋さんと同じぐらいの数の人が、周りの人がそれは普通なことなんだと認識するだけで楽になれるの
です。
　パートナーシップ証明書の発行に推進的な立場にある僕も、正直二十年前は違和感を感じました。
そんな僕もだんだんと考え、なれてくるだけで、今や超推進派です。今、反対されている方も、なれ
るだけなのです。
　世界を見渡すと、このトレンドはもっと進んでいきます。七十年前に女性の権利についての議論が
され始めたときに似ていると話す方もいます。当時は、女性が参政権を持つということだけで、かな
りの違和感を抱いた方もいたようですが、今現在、そのことに違和感を感じることは少ないです。
　二、三十年たてば、このパートナーシップ証明書も普通のことになります。世界的に見て、この流
れはとまることはないでしょう。先進国、先進都市ではもう既に普通のことなのです。
　今日、二〇一五年三月三十一日は、渋谷区が国際平和都市として、来るべき多様性を認め合う社会
に向けて大きな一歩を踏み出す、記念すべき日となります。是非とも全会一致でこの条例を可決して
ほしいと願っています。
　反対の意見では憲法違反ではと指摘がありますが、先日の報道によると、法務省からは違憲になら
ないとの見解も出ています。多くの弁護士も違憲ではないと声を上げています。渋谷区を世界に誇る
都市として、東京を、日本をリードする都市としてより発展させるため、良識ある判断を皆様にお願
いしたいです。
　是非とも全会一致で、まだ採決までには時間があります。反対されている方ももう少しだけ考えて
みてください。どうぞよろしくお願いします。

長谷部健
賛成

岡田麻理
賛成

　

　

　

　

　

　

　

　

　

存じだったからです。誰かが強権で条例をつくっても差別はなくならないと。必要なのは、押しつけ
ではなく、人々の深い理解だと。
　なぜこの条例案がたった一カ月と急いで、男女共同参画を進める分野では計画をたなざらしにして
実行しなかった、二十三区中一番遅れていると言われていたこの渋谷区なのに、つくろうとするの
か。桑原区長が御自分の引退の前に何かを慌てたからのように見えます。
　根本的疑問を積み残したまま、ずれた積み木のままで高さを重ねれば、傷つく人があらわれます。
人々の心にかかわるデリケートな問題だからこそ、静かに、そして時間を重ね、最初からつくり直そ
うではありませんか。
　私たちが未来につなぐ条例は、これまでの性差の漆黒を解き放ち、真に人権を尊重する社会を望む
ものです。残念ながら本条例案ではないと申し上げ、反対の討論といたします。

最後に、男女平等及び多様性を尊重する社会の推進についてです。
　新規事業としては最もインパクトのある、また、公の機関として全国初の取り組みとなる同性パー
トナーシップ証明を発行する施策、まさに画期的な事業として高く評価し、桑原区長の取り組んだ
数々の施策の中でも区政史に残る、特筆に値するものと高く評価するものであります。
　ソチ五輪では、世界中の多くの国の首脳が開会式をボイコットしました。ロシアで成立した同性愛
に対する差別的とも思える法律に抗議したからです。先進八カ国でセクシュアルマイノリティーの権
利を保障する法律がないのは二カ国だけです。そう、日本とロシアだけなのです。
　このような状況の中、渋谷区でセクシュアルマイノリティーの人たちをサポートする体制を整える
ことは、今までどの公の機関でもなし得なかったことでもあります。このことをきっかけに全国的に
広がりを見せて、多様性を認め、人権を尊重することを社会が自然と受け入れるきっかけとなると考
え、この取り組みに大いに期待するものであります。
　今事業には、区長の附属機関として推進会議が設置されます。様々な議論をしていただき、前向き
な考えのもとに運用されますよう期待しています。

小栁政也



このたびの定例会には、平成二十七年度当初予算案を初め多くの重要議案につきまして御審議をお願
いしましたところ、提案どおり御議決をいただきましてまことにありがとうございました。
　とりわけ、今回御議決をいただきました渋谷区男女平等及び多様性を尊重する社会を推進する条例
は、広くマスコミの注目するところとなり、区民のみならず、区の内外からも賛否の意見が寄せられ
ました。また、国政に対しても人権上の課題として一石を投じ、新たに歴史的な一ページを開くもの
となりました。
　今、性的少数者の方々は、長く社会から阻害されており、人の目の届かぬところで多くは孤独に生
きています。そのため、性的マイノリティーの方々は教育現場や職場、さらに社会において人知れず
苦しみ、親にすらあるがままの自己を表現することができない状況にございます。社会の温かい手も
なく、異端視、否定、嫌悪の対象とされ、未来に自己の展望を描くこともできず、自殺さえも考えた
と、性マイノリティーの方々は発言されています。しかも、この状況は一部の方のみの問題でなく、
広く社会に隠された問題でございます。
　渋谷区は法のもとの平等をうたった憲法のもと、人の意識を変え、社会環境の改善が必要です。こ
こにこの性マイノリティーの問題に対し、勇気を持って重い扉を開くことを試みるものであります。
すなわち区民、事業者ともども、性マイノリティーに温かい手を差し伸べ、全ての区民に希望ある人
生となるよう肯定的なメッセージを発信する仕組みづくりを行おうとするものであります。
　また、パートナーシップ証明も、少数者を支援する仕組みとして有効に活用し、社会の一員として
ひとしく活動し、個性の発揮できる社会とするものでございます。そのため、本区は今後、相談窓口
を開設するとともに、講演等、広く啓発活動に努め、あるいはパートナーシップ証明については、区
民、事業者の協力を得るために最大限の努力をしてまいる所存でございます。

桑原敏武区長
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人権教育の推進につきましてお答えを申し上げます。
　人権尊重の精神を広く社会に定着させ、あらゆる偏見や差別
をなくすためには、学校教育の果たす役割は極めて重要である
と認識してございます。教育委員会では、管理職に対する研修
を通しましてこうした事柄を徹底するとともに、人権教育の推
進役といたしまして、各学校に人権教育の担当教員を置きまし
て、各教科、道徳、特別活動の時間など教育活動全体を通しま
して人権教育を進めております。
　また、既に全職員に配布してございます人権教育プログラム
などを活用いたしまして、校内でも継続的に研修を実施するな
ど、指導をしてございます。
　また、本年度は東大原小学校、千歳小学校、若林中学校の三
校が東京都教育委員会の人権尊重教育推進校の指定を受けてご
ざいますので、こうした推進校を中心といたしまして、その実
践や成果を各学校へ普及、啓発できるように努めてまいりたい
と考えてございます。
　教育委員会といたしましては、管理職から初任者まで幅広い
職層で研修の実を図るほか、学校訪問やさまざまな機会を通し
まして教職員の人権感覚がより一層高められますように指導、

高山
教育改革担当部長

人権施策の推進のお尋ね二点についてお答えいたします。
　一点目は、担当所管の設置についてのお尋ねでございます。
　すべての人の人権が最大限尊重される社会を実現することは
大変重要なことだと認識してございます。区におきましても、
世田谷区基本構想で人権尊重のまちづくりを基本理念として掲
げ、すべての組織でこの基本理念を念頭に各種施策に取り組ん
でいるところでございます。
　具体的な取り組みといたしましては、高齢者、障害者、子ど
も、外国人に関する事業や、男女共同参画、ＤＶなどに関する
事業を通して、人権尊重のまちづくりを進めてきております。
また、こうした人権施策を所管する課を構成メンバーとして、
人権施策関係課連絡会を設置し、人権施策の関係所管課の連
携、協力を図るとともに、人権週間における啓発事業など、共
同して取り組んでいるところでございます。
　人権施策を推進する組織のあり方につきましては、区のすべ
ての分野でより一層人権施策の充実が図られる視点から検討す
る必要があると考えてございます。
　二点目は、人権尊重の理念条例の制定についてのお尋ねで
す。
　基本的人権につきましては、憲法で保障されている権利であ
り、最大限尊重されなければならないものと認識しておりま
す。今申し上げましたとおり、区の基本構想において人権尊重
のまちづくりの理念を明確に掲げており、区が取り組む人権施
策推進の指針となっているところでございます。
　また、今年度を初年度とする新たな世田谷区基本計画におき
ましても、将来目標の一つである「区民が創るまち」の中で、
人権尊重の視点に立って、区民の手により、すべての人に開か
れた地域社会をつくることを目指すとしております。こうした
理念や考えのもと、子ども条例や福祉のいえ・まち推進条例な
ど個々の条例におきまして人権尊重の趣旨を掲げております。
　また、バリアフリーやユニバーサルデザインの視点からのま
ちづくりや、子ども、高齢者、女性に対する虐待、暴力への対
応など、ハード、ソフト両面から関係機関と連携しつつ人権施
策の推進を図っているところでございます。
　今後とも、区の基本構想や基本計画に掲げる人権尊重の理念
に基づき、さまざまな人権施策に取り組んでまいりたいと考え
ております。

齋藤
総務部長

次に、人権施策の推進について質問します。
　二十一世紀は人権の世紀と言われています。社会を構成する
すべての人が個人として尊重される社会をつくるためには、人
権が守られることは基本的なことです。ところが、社会全体を
見てみると、子ども、女性、高齢者への虐待の増加や、障害者
や外国人、セクシュアルマイノリティーへの差別が根強くある
ことなど、人権侵害は後を絶ちません。人権施策をどのように
進めていくかは、区民一人一人を尊重していくための大切な視
点であり、施策であると考えます。
　ところが、この世田谷区には総合的に人権課題に取り組む所
管がなく、人権課題へは個別に該当所管が対応をしていくとい
う状況です。例えば、以前は子どもへの虐待も女性への暴力も
人権侵害とはとらえられていませんでした。時代とともに人権
課題は変わります。新しい人権課題が出てきたときにも即座に
対応を決め、区の考えを打ち出し、人権施策推進のリーダーと
なる担当所管が必要です。
　世田谷区の人権施策を統括的に推進するための所管、課など
の設置をすることが必要と考えますが、区の見解をお聞きしま
す。
　今回、海外派遣で視察したカナダのバンクーバー市では、
ちょうど同性愛者を祝うプライド週間でした。多様性をあらわ
す虹の旗が市庁舎にはためき、正面階段は虹色に塗り分けら
れ、セクシュアルマイノリティーへの共感を示すバンクーバー
市のスタンスをアピールしていました。多文化都市のバンクー
バー市では、一人一人の人権が尊重されることを目指し、一年
を通してさまざまな人権課題に対しプライド週間を設定し、差
別問題に取り組んでいます。そこには、多文化であり、国際都
市である責任を全うするという覚悟が感じられました。
　しかし、振り返って世田谷区を見ると、区はどのようなスタ
ンスに立って人権課題に取り組んでいくのかという統一した理
念や計画が明らかにされていないので、人権施策に対する区の
姿勢が消極的という印象を受けます。
　他自治体を見ると、今後の人権施策の推進について、条例を
制定したり、計画を立て取り組んでいる自治体は政令指定都市
に多く、八十二万人の区民を抱える大きな自治体である世田谷
区も同じように人権施策へのスタンスを明確にし推進する責任
があると考えます。人権を尊重することは当たり前だという考
えではなく、当たり前だからこそ丁寧かつ積極的に扱っていく
ことが大切です。ぜひ世田谷区としての人権施策に対する理念
をはっきりと示し、施策を進めるためにも人権施策推進に関す
る条例をつくり、区の考えを明確にするべきと考えますが、区
の見解をお聞きします。
　人権意識をはぐくむために重要な役割を担うのが、教育で
す。子どものころから人を尊重し、人に尊重されることを身に
つけていくことが、成長し社会人になったときの人権意識に大
きな影響を与えていきます。
　世田谷区では、教育ビジョンに人権教育の重要さを明記し、
人権教育を進めていくとしています。この人権教育を進めるに
当たっては、その教育を進めていく大人、教職員の人権意識が
重要であり、つけ焼き刃では身につけられない人権意識をどの
ようにレベルを統一し、子どもたちへ教育可能なものにしてい
くかは課題です。
　世田谷区では二年前に、重大な人権侵害の事件が教育現場で
起きています。だからこそ、強い決意を持って人権教育の推進
を掲げていると受けとめています。教育長は、教育は人だと
おっしゃっています。まさに、人権教育を進めるためには教職
員の人が問われます。肝心の教職員への人権教育をどのような
覚悟で行っていくかで、お題目ではない中身の伴ったものにな
ると思います。
　教育委員会は、教職員への人権教育をどのように進め、教育
現場での人権教育をどのようなイメージで行っていこうとして
いるのか、具体的な考えをお聞きします。

桜井純子
内容 内容 内容

世田谷区　定例会



　

　

　

　

助言をしてまいりたいと考えてございます。
初めに、性的少数者とその人権課題について取り上げます。
　まず、性的少数者という言葉について説明いたします。性同
一性障害という言葉は皆さんもご存じかと思います。性的少数
者といった場合には、性同一性障害のほかにさまざまな人が含
まれます。例えば先天的に男女の中間的な体を持つインター
セックスです。これは二千人に一人と言われます。また、男女
どちらの性に引かれるのかという方向性を性指向、または性的
指向といいます。性的少数者の中で最も多くを占めるのは性的
指向が同性に向かう人、あるいは男女の両方に向かう人、すな
わち一般に言う同性愛者や両性愛者です。これは人口の数％に
上ると言われます。潜在的には区内にも万単位でいるはずのこ
うした人々について、ふだんその存在が見えづらいのは、何よ
り偏見や差別の激しさの裏返しであります。
　このうち、性同一性障害については二〇〇三年に性同一性障
害特例法が成立し、戸籍の性別変更に道が開かれましたが、社
会の偏見もなお根強いのが現実です。同性愛や両性愛について
も、その存在を異端視する空気が社会に蔓延しています。
　九九年に国内で行われた男性の同性愛者及び両性愛者への調
査によれば、過去に自殺を考えた割合は六四％、自殺未遂を実
際に経験した割合も一五％に達しています。ここにいらっしゃ
る方々の多くは性的指向が異性に向く異性愛者かもしれませ
ん。典型的な体を持ち、心と体が調和しているかもしれませ
ん。しかし、それはみずから選び、決めたものではないはずで
す。性同一性障害も、インターセックスも、同性愛者も、その
点は同じです。恣意的に選択した結果ではなく、まして趣味や
酔狂ではありません。私が問題にしているのは、一人一人のあ
り方を少数派というだけで不自然と決めつけ、排斥する社会の
あり方です。
　これは私自身の経験にもつながる痛みです。子どものころの
私に性を読み解くヒントは何一つ与えられることはありません
でした。心と体の性を分ける概念は知りません。違和感を隠
し、家族や友人の前でも男らしさを装って大きくなりました。
自然にわき起こった恋心が男性に向かっていたときの驚きと絶
望は忘れることができません。自然にわき起こる恋心が異性に
向いていれば、人は無邪気でいられます。しかし、同じ自然に
わき起こる恋心でも、それが同性に向かっていれば、口を封じ
られ、露見すれば非難され、矯正を迫られ、異端視される現実
があります。これは人としての尊厳の問題なのです。
　今回、この問題を取り上げようと思ったきっかけは、せん
だって明らかにされた仮称男女共同参画プランにあります。プ
ランの中で性的少数者に関する記述はただ一カ所、「社会的少
数者に対する人権尊重の意識を高める」という課題の中で「性
同一性障害等への理解促進」とあるのみです。しかも、性同一
性障害以外の性的少数者については「等」の一文字に集約して
終わりです。
　男女共同参画の目標は、性に起因する差別や偏見をなくして
いくことにあるはずです。その基本は、人はひとしく同じ権利
を持って生まれてくるという人権の視点にこそあるはずです。
性指向を理由とする差別、すなわち同性愛者などへの差別は、
法務省人権擁護局の掲げる人権週間の強調事項にも明記されて
いるものです。
　性的少数者は、まさに典型的な男女の概念に当てはまらない
という理由で根強い偏見を受け続けています。性に関する平等
意識をはぐくむはずの男女共同参画プランがそのような差別に
触れないとすれば、それらの差別は一体何をもって解消すれば
よいというのでしょうか。
　そこで、以下、性的少数者の人権に関連して幾つかの質問を
いたします。
　第一に、性同一性障害、インターセックス及び同性愛者、両
性愛者について、その医学的位置づけ、メンタルヘルス、課題
を保健所はどのようにとらえているのか、見解をお聞かせくだ
さい。
　第二に、区長は性的少数者に関する人権上の課題をどのよう
に考えているのか、その見識をお伺いしたく思います。
　第三に、区政の担当所管についてです。当区にはそもそも、
人権を専門に扱う部署がございません。性的少数者に関する区
政の主管はどこになるのかお答えください。
　第四に、職員の認識であります。性的少数者への行政対応を
めぐる司法判断としては、九七年に東京都の敗訴で確定した東
京高裁判決が知られています。判決は、行政の同性愛者への対
応について無関心であったり知識がないということは、公権力
の行使に当たる者として許されないと断じました。区の職員に
正確な知識はあるでしょうか。研修の必要もあると考えます
が、区の見解をお伺いします。
　第五に、区政における相談体制です。多くの性的少数者の悩
みは深く、その一方で安心して相談できる窓口は極端に不足し
ています。区の相談窓口に正確な知識があるでしょうか。約百
五十に細分化された相談業務の中で、一体どこに相談すればよ
いのかとあわせて、ご見解をお聞かせください。
　第六に、男女共同参画プランへの配慮ある記述を求めます。
性に関する平等意識をはぐくむはずの男女共同参画プランが、
典型的な男女の概念に当てはまらないという理由で差別を受け
続けている人々、特に異性愛とは異なる性的指向を持つ人々を
無視するのかどうか。これを判断する上で、「性同一性障害
等」の「等」という一文字は余りにもあいまいです。性的指向
という言葉は、性同一性障害と同様に人権擁護の文脈で法務省
も掲げている用語であります。これに従って明確な記述を求め

　

　

　
　

　

　

性同一性障害、同性愛、両性愛、インターセックスの医学的位
置づけ、メンタルヘルス、課題についてのお尋ねでございま
す。
　性同一性障害は、医学上の概念で、身体的性別と自己の性別
の意識とが一致せず、その不一致により著しい精神的な苦痛が
ございます。一九九七年に日本精神神経学会が診断と治療のガ
イドラインを定め、違和感の緩和を図る治療が公に行われるよ
うになりました。また、同性愛、両性愛は人口の数％を占める
との調査結果もあり、同性に引かれることは病気ではなく、異
性愛と同様に正常とされております。世界保健機関、ＷＨＯ
も、同性愛はいかなる意味においても治療の対象とはならない
としています。
　インターセックスは、先天的に身体的性別が典型的な男性、
もしくは女性とは異なる状態をいいます。原因も多様で、症状
もさまざまです。外見上、インターセックスとして判断できる
新生児は一般に二千人に一人の割合で生まれるとされておりま
す。
　性同一性障害や同性愛、両性愛については、国内外で多くの
調査や研究がなされておりまして、岡山大学が行った性同一性
障害の調査によりますと、自殺未遂や自傷行為を行ったり、不
登校を経験した人はそれぞれ約三割に達すると報告しておりま
す。特に第二次成長を迎え、身体の変化があらわれる思春期に
自殺願望が強くなる傾向があるため、専門医からは学校医など
の協力が必要との意見も出されております。
　男性の同性愛・両性愛者についての国内の研究では、一般集
団などと比較して不安、孤独、抑うつの傾向が多く見られ、約
一五％に自殺未遂の経験があったと報告がされております。そ
の背景には、同性愛に関して差別と偏見がある社会の中で、異
性愛者を装うことやいじめなどにより多大なストレスを抱えて
いるということが明らかになっております。
　インターセックスについては、幼小児期に医師や保護者によ
り性別が決定され、外科手術やホルモン療法がなされており、
本人の意思が反映されない医療に対する批判もございます。医
学的に見た人間の性には、男性と女性に単純化できない多様性
が認められるとされております。これらのことから、性的少数
者に対する社会の正しい理解が求められております。
　次に、歯科医師の歯科診療についてのご質問でございます。
　歯科医師法には「診療に従事する歯科医師は、診察治療の求
があつた場合には、正当な事由がなければ、これを拒んではな
らない」と定められております。正当な事由については、それ
ぞれの具体的な場合において社会通念によって判断されます
が、人免疫不全ウイルス、ＨＩＶに感染しているということだ
けでは、診療を拒む正当な事由には該当しないと考えられま
す。
　なお、この調査に関して日本歯科医師会は、ＨＩＶ感染者と
いうのは正当な理由に当たらず、感染に対する注意事項を遵守
し、診療を遂行すべきだとしております。
　三点目、差別的取り扱いを解消するための助言についてでご
ざいます。
　ＨＩＶ感染については、医学や医療の進歩により、感染して
も、早期発見、早期治療によって長期間社会生活を営むことが
できるようになっております。口腔症状に適切に対応し、快適
に食事をとれるようにすることは、体調の維持、生活の質の向
上にも有益です。ＨＩＶ感染者から歯科診療の求めがあった場
合は、エイズ診療を行っている主治医が東京都歯科医師会に問
い合わせをして、職場やお住まいの近くの歯科診療所を紹介し
ております。区としましても、ＨＩＶ感染者の歯科診療体制が
より充実するよう、歯科医師会にもＨＩＶ感染症の歯科治療マ
ニュアルの周知を図ってまいりたいと考えております。

上間
世田谷保健所長

上川あや2006/9/21



ます。見解を伺います。
　第七と第八は教育委員会にお伺いいたします。まず、性的少
数者が直面する問題について、教育委員会は教職員研修で取り
上げているのでしょうか。取り組みの現状と今後の方針につい
てもお聞かせください。
　次に、医学的には、同性愛は決して異常なものではないとさ
れていますが、前出の調査によると、学校教育で同性愛に関し
てどのような情報を得たのかという質問に、否定的情報が一
二・九％、異常なものが七・三％となっています。また、ホ
モ、おかまなどの言葉によるいじめを体験した率は五九・
六％、言葉以外の一般的ないじめも八二％が体験しています。
典型的な性でないことで孤立し、みずからの存在さえ否定しが
ちな児童生徒を教育はどのように支え、どのように無理解や偏
見を変えていくのか。特に異性愛を絶対視し、それとは異なる
性的指向について否定的情報を与えたり、異常だとすることが
ないように求めます。見解を伺います。
　続きまして、ＨＩＶ感染者の歯科診療について伺います。
　一昨年五月、厚生労働省研究班がＨＩＶ感染者の歯科診療に
関し、歯科医五百人にアンケートを実施したところ、二八％が
原則として断る、四〇％が他院を紹介すると回答したと報じら
れています。その第一の理由は、消毒滅菌が困難、次いでス
タッフの対応が不十分だったそうですが、一方で、はるかに感
染力の強いはずのＢ型肝炎ウイルスの感染者の受け入れについ
ては、わずか一・六％が原則として断るとしたにすぎません。
このことについて厚生労働省の報告書は、ＨＩＶへの誤った理
解の影響があるとしています。
　都では、二〇〇一年からＨＩＶ感染者を受け入れている最寄
りのクリニックを紹介する事業をスタートさせましたが、区内
に七百六ある歯科クリニックのうち、この事業に賛同し、登録
しているのは三カ所にすぎません。私の友人も渋谷区で登録医
をしておりますが、この登録医であることを広く公表している
のは彼が唯一のようです。
　昨年五月、厚生労働省は適切な診療体制を確保するよう特別
区にも通知を出しています。歯科医師法は、正当な理由がなけ
れば診療を拒否してはならないとしています。区は、現状をど
うお考えでしょうか。差別的な取り扱いの解消に向けて助言も
必要と考えます。あわせて区のご見解をお伺いいたします。

性的少数者について、四点ご質問いただきました。
　まず初めに、区長は人権上の課題としてこれらをどう認識し
ているのかというご質問に、部長の方から答弁させていただき
ます。
　ご案内のように、昨年四月にスタートした新しい基本計画に
は、性別にかかわらず、互いに人権を尊重し合う社会を目指す
ことを明記しております。私どもも、性同一性障害などの方が
周囲の偏見や差別に苦しんでいる現実があることを十分認識し
ており、男女共同参画委員会でも議論の上、社会的少数者に対
する人権尊重の意識を高めるということを課題として取り上げ
たところでございます。すべての区民が互いの人権を尊重し、
一人一人がその人らしく生きることのできる社会を目指してま
いります。
　続きまして、人権担当部署、また区政における本課題の主管
部署、それと相談体制についてのご質問にお答えいたします。
　人権関連施策については、全体調整組織として総務部が担当
しており、そのもとで人権施策関連課連絡会を開催しておりま
す。こうした体制のもと、関係各課が相談や啓発などさまざま
な事業に取り組んでいるところでございます。性的少数者に対
する主管場所やこれらの相談体制についてのご質問ですが、性
にまつわる差別や性的少数者の人権については、男女共同参画
という視点から私ども生活文化部が対応させていただいており
ます。
　最後に、男女共同参画プランについて、性同一性障害等を明
記せよというお話をいただきました。
　お話にもありましたが、平成十六年七月に性同一性障害者の
特例法が施行されて以来、法務省人権擁護局では人権週間に掲
げる重点事項に、性同一性障害のほか、同性愛者など少数派へ
の根強い差別について啓発を図っているところでございます。
このような背景もあり、先ほどご答弁申し上げましたように、
今回の素案に明記しているところでございます。
　ご案内のように、現在私どもは、この素案を公表し、議会を
初め区民の皆さんのご意見を伺っているところでございます。
詳細な記述についてご意見を伺いましたが、それらも踏まえま
して素案を確定してまいりたいと思っております。

堀
生活文化部長

性的少数者の人権問題に関しまして、職員に対する研修が必要
ではないかというご質問についてご答弁申し上げます。

柳澤
研修調査室長



今回作成しております仮称男女共同参画プランでは、少数者の
人権ということを初めて取り上げました。その背景もあります
し、先ほど特例法ができて法務省がＰＲしているということも
踏まえまして、質問に対する答弁ではありませんが、当たり前
ですが、差別を受けている方の立場に立って事業を進めてまい

りたいと思っております。

堀
生活文化部長

続いて、同性パートナーの権利、尊厳の回復に向けてと題して
伺います。
　昨年六月二十六日、アメリカ連邦最高裁は、結婚は男女に限
るとしてきた連邦法の結婚防衛法を、法のもとの平等を定めた
憲法に違反すると断じ、その無効を宣言しました。これを機
に、連邦政府は同性同士の婚姻を公に認め、その権利を異性間
の婚姻と同等に扱う方針を示しています。現在、同政府は婚姻
で得られる法的権利について、全法令の見直し作業を進めてお
りますが、連邦会計検査院が公表したデータによると、結婚状
態にあることを前提に得られる法的権利を定めた連邦法は、二
〇〇四年時点で実に千百三十八件に上り、いかに多くの法的権
利が同性カップルから奪われてきたかがこの数字からも明らか
です。
　また、連邦法におけるこうした差別が人々の偏見、差別を下
支え、助長する原因ともなってきました。全米ではこの判決を
機に、同性カップルの権利の平等をめぐる訴訟が活発化、八十
件以上の訴訟が起こされ、十二州で同性婚支持の判決が下って
います。同判決から一年半のうちに同性婚を認める州は一気に
十州もふえ、今後もこの傾向は続くと見られています。
　また、欧州議会も、一九九四年に欧州共同体内における同性
愛者の平等な権利に関する決議を可決しています。同決議に
は、全ての市民は、性的指向にかかわりなく平等な処遇を受け
るべきであることを確認すると書かれ、二〇〇二年には同性間
パートナーシップの登録に関する法整備がＥＵ全加盟国に勧告
されました。現在、同性同士の婚姻を認める国は八カ国、パー
トナーシップ法など準婚姻制度を持つ国も十カ国に上り、残る
加盟国も同性パートナーの円滑な入国、居住を認めるまでに
なっています。
　現在、婚姻に性別を問わない国は、悪名高い人種隔離政策ア
パルトヘイトを廃止し、新憲法で明確に同性愛者差別を禁じた
南アフリカ共和国、南米のアルゼンチン、ブラジル、ウルグア
イの三カ国、アジア太平洋のニュージーランドを含め世界十七
カ国に上り、準婚姻制度を持つ国はさらに二十カ国前後に上り
ます。本年七月には、国連が全職員に同性結婚を認めたことが
広く報じられました。先進七カ国、いわゆるＧ７中、同性同士
の婚姻を全く認めない国は日本ただ一国しか残らない状況で、
先般、国連の自由権規約委員会からも差別解消を求める勧告が
出されました。
　こうした中、青森市内に住む女性カップルがこの六月、婚姻
届を提出し不受理となったことが報じられました。不受理の理
由は、憲法二十四条の婚姻は両性の合意のみに基づいて成立の
条文に合致しないためとされましたが、憲法学者の間からは、
両性の合意のみの文言は、家長の許可がなければ結婚ができな
かった過去の風習に異を唱えたものであり、同性結婚を認めな
いなどとは全く言っていない。同性の共同生活を法的に保護し
ても憲法二十四条に違反しないというのが通説との反論が出て
います
　同性愛者も他の国民と変わらず納税義務を果たし、この町に
暮らし、社会に貢献する存在です。性的関心が同性に向かうこ
とは現代医学において異常ではく正常な性のあり方で、ＷＨＯ
も日本の厚生労働省も同じ見解をとっています。性的指向を理
由とした婚姻差別というものは不条理であり、当然に平等が保
障されるべきと考えます。
　そこで以下、区長に問います。
　第一に、同性愛者が家族を持つ権利、その社会的承認や諸権
利の平等を区長はどのように捉えるでしょうか。彼らは婚姻に
伴う全ての権利、保護を生涯剥奪されてしかるべき市民なので
しょうか。
　

上川あや 保坂区長 まず、同性パートナーの権利、社会的承認や諸権利の平等につ
いての考えをお尋ねになりました。
　世田谷区基本構想では、多様性を認め合い、自分らしく暮ら
せる地域社会づくりということを掲げております。あらゆる差
別や偏見をなくしていく取り組みが重要であると考えていま
す。その実現のためにも、性同一性障害、同性愛者の方々など
いわゆる性的マイノリティーに対しての偏見、差別は解消すべ
きものであり、諸権利の保障という視点からも、議論や制度改
革が進められるべきであると認識をしております。
　同性間パートナーシップにつきましては、議員御指摘のアメ
リカやヨーロッパ等海外の動向は、私は必ず日本国内の制度の
見直しにつながってくるだろうと認識をしています。同性間の
パートナーシップをめぐり、社会的に認知され、差別のない社
会を実現していくことを目指したいと私は考えています。この
ことにつきまして、法整備の課題もあると思いますが、区民に
御理解いただくような啓発がまず第一歩として必要ではないか
と認識をしております。
　次に、そのために自治体としてできることがあるはず、区と
してできる方策についてのお尋ねがございました。
　同性カップルの存在を区として認める方策を検討できないの
かというお尋ねに対して、これまでにも区は、セクシュアルマ
イノリティーの方々の人権尊重という視点から、例えば申請書
類の性別記載事項を削除するなど、改善に取り組んでまいりま
す。
　セクシュアルマイノリティーの方々への人権保障と差別をな
くすためにも、広くセクシュアルマイノリティーの方々が直面
する課題などを理解し、多様性を認め合うことが必要です。区
としても、性的指向による差別を払拭するために、さまざまな
啓発や理解促進の取り組みを行うことがまずは自治体としての
第一歩であると認識をしております。
　同性カップルの存在を区として認める方策はないのかと、御
提言を頂戴いたしました。
　基本構想、そしてさらに具体的にセクシュアルマイノリ
ティーの差別の解消ということをうたった基本計画の内容を具
体的に実現するために、自治体としてどのような取り組みが必
要なのかという観点から、所管部には国内外の自治体の取り組
み事例などを調査、参照して、研究、検討するように指示し、
対応を立てていきたいと考えております。

2014/9/18

　現在、来年度の特別区職員研修所移転にあわせ、研修の見直
しを進めております。今後は、新任研修、主任主事、係長など
職層に対応した研修のほとんどを区が実施することになりま
す。このため、人権・同和問題の研修につきましては、これま
では主に職層研修において特別区職員研修所と役割を分担し、
実施してまいりましたが、これからは区が主体となって行うこ
とになります。研修に当たりましては、女性、子ども、高齢
者、障害者などの人権問題や同和問題、また性的少数者に対す
る人権問題も重要な課題の一つであると認識しておりますの
で、職員が正しい認識と理解を深め、鋭敏な人権感覚を持てる
ような研修として取り組んでまいりたいと考えております。

二つ質問したいと思います。恐縮ですが、区長、改めて伺いま
す。人権はすべての基本であろうと思います。人間の尊厳は、
命と同様に尊重されるべきと思っておりまして、少数派だから
といって軽視してはならないものと考えております。一人一人
の痛みに理解があるのであれば、ぜひ立ってご答弁をいただけ
ればありがたく思います。お願いいたします。
　あと、生活文化部長に質問いたします。全体にいろいろ答弁
いただきましたけれども、一番保守的な答弁だなということを
思いました。差別を受けている側に立って施策を進めるのか、
それとも偏見に寄り添ってそのままいくのかどうか、どちらを
選ぶのかもう一回お答えください。

上川あや 私に性的少数者の人権の問題についてのお尋ねでございますけ
れども、先ほど部長から答弁がございましたけれども、人は性
別や障害の有無によって差別をされてはならない、そのことは
昨年作成されました新たな基本計画の中に、性別にかかわら
ず、お互いが尊重し合える社会を目指すとうたっております。
私もその趣旨に沿いまして、お互いが尊重し合える社会、その
実現に向けて努力をしてまいる考えでおります。

熊本区長



　

　

　

　

　

　

　
　

　第二に、区としてできることがあるはずです。欧米では、多
くの自治体が独自に同性パートナーの登録認証制度を運営し、
市内の病院、刑務所での面会権、学校に通う子の情報を同性
カップルの両親で得る権利を認める等、さまざまな便宜を図っ
ています。区でも第一歩として同性間パートナーシップの名義
的な届け出を受け付ける等、できる方策を検証、検討していた
だけないでしょうか。あわせて区長の見解を問います。

　

　

　

　

　

　

　

また、今定例会の一般質問で私が取り上げたテーマの一つは、
市民の本質的平等にかかわる課題、同性愛者の平等の権利でし
た。今、その権利がアメリカでは人種差別解消に続く第二の公
民権運動と捉えられています。さきの本会議でその改善策を提
案した時点で、アメリカ国内で同性同士の婚姻を認めていた地
域は十九州と首都ワシントンＤＣだけでした。しかし、あれか
ら一カ月、事態は大きく動いています。
　今月七日のアメリカ連邦最高裁決定で、婚姻に性別を問わな
い州は一挙に三十州に拡大。その二日後、九日の最高裁判断
で、さらにその数は三十五州にふえ、アメリカ国民の実に六
四％が婚姻に性差別のない州に住むこととなりました。
　本会議では、先進七カ国、Ｇ７中、同姓カップルを全く認め
ていない国は日本一国だけであると述べましたが、他の先進国
も過去を振り返れば、二〇〇四年、アメリカ・サンフランシス
コ市やフランス南部のマメール市が独自に同姓カップルの婚姻
届を受理したことが、国民的な支持、議論が深まるきっかけと
なりました。
　婚姻制度は法定受託事務でありますので、区単独でその婚姻
を即座に認めよとまでは申しません。しかし、区独自に同姓
パートナーシップのステータス、名義的なステータスを認める
程度のことは、欧米の多くの都市が実践してきたように、可能
であることです。リップサービスにとどまらない実質的な検討
を急ぐよう、改めて求めます。

上川あや2014/10/17

　ことしも世田谷区内で性的マイノリティーを中心に「なりた
い自分になる」とＬＧＢＴ成人式が行われました。日本が婚姻
制度を続けるのならば、同性同士でも配偶者として認め、同性
婚を制度化する必要があります。
　先日、渋谷区では、同性カップルをパートナーとして認める
証明書を発行する条例案を提出予定と報道がありました。同性
婚を認める証明書等の発行については、これまでも取り上げて
きましたが、改めて区長に見解をお聞きします

次に、男女共同参画社会に関連をして、同性婚を認める証明書
などの問題についてお尋ねをいただきました。
　さきの第三回定例会で、区の基本構想、基本計画に掲げてお
ります多様性を認め合い、自分らしく暮らせる地域社会、性的
マイノリティーに対する偏見や差別についても解消すべきであ
り、人権尊重の視点から、幅広く議論が深められるべきである
ということを受けまして、御答弁申し上げたところでありま
す。
　区では、平成二十九年から始まる仮称第二次男女共同参画プ
ランの策定を予定しております。その基礎データとなる男女共
同参画に関する区民意識調査、実態調査を昨年の秋に実施いた
しました。この間、社会経済情勢は大きく変容しており、性別
役割分担意識や女性の働き方、男性の家事参画に並んで、性的
マイノリティーに関する項目もあわせてお聞きした次第であり
ます。
　例えば性的マイノリティーという言葉の認知については、全
体の七割が知っていると回答をしています。また、全体の七割
の区民が、人権に関する啓発や施策が必要であるというふうに
答えておりまして、必要ないは四・三％というふうになってお
ります。自由意見においては、育ってきた環境が意識、思考に
影響を与える。今まで以上の教育や教育者への学びが大切な
ど、教育を含めた啓発の重要性を指摘する声も寄せられまし
た。
　性的マイノリティーの方々も含め、全ての人々の人権が尊重
される社会に向け、啓発も含め、あらゆる差別、偏見をなくし
ていくための取り組みを進めていくことが自治体として大きな
役割であると認識をしております。
　これまで性的マイノリティー理解のための講座、また職員研
修、相談窓口の設置を進めてまいりました。お尋ねの件につき
ましても、実現可能な具体策について準備を進めるよう指示を
したところでございます。

桜井純子 保坂区長2015/2/24

2015/2/25 また、今月話題となった、お隣渋谷区が同性カップルに結婚に
相当する証明書を発行するという報道にはびっくりしました。
世田谷区ではなく渋谷区が先陣を切ったとは驚きです。なぜな
ら、保坂区長は今月十五日に玉川区民会館で行われたＬＧＢＴ
成人式に出席するなど、二十三区の中でも先進的な自治体だと
思われているからです。そして実際に昨年の秋にそういう指摘
が議会からなされたわけです。しかし、結局、検討するという
逃げ口上で真剣に取り組んでいなかった。片や、渋谷区では有
識者による検討委員会を開き、条例案作成まで事を進めていた
のです。
　ここに保坂区長がいかに表面的な話題にのみ関心があり、実
務についてはほったらかしとまでは言えないまでも、適当に話
を合わせているようにしか思えません。もちろん、条例案だそ
うですから渋谷区議会の動向がどうなるのかはわかりません
が、性的マイノリティーへの偏った見方やまなざしに対して公
共が声を上げていくことだけでも先進都市を標榜する世田谷区
としては率先して行うべきだと考えます。
　基本計画のどこどこに書いてありますなんて、当事者にとっ
ては何の意味も持ちません。実行行為としての現実を当事者は
求めています。だとすれば、ＬＧＢＴの皆さんに向けて応援都
市宣言をしたらどうでしょうか。世田谷区が応援を宣言する、
世田谷区が声を上げる、そのことに意味があると考えるからで
す。まずはそこからなのです。このことには議会の同意は必要
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ありません。まさに保坂区長の決断でできるのです。いかがで
しょうか。
　とはいえ、他会派のテーマについて分け入るつもりはありま
せん。答弁は求めませんが、いささかでも保坂区長が本気であ
るならば議会中に決断を表明することを求めておきます。

次に、性的マイノリティ、ＬＧＢＴの当事者である区職員の環
境改善について伺います。
　区が性的マイノリティの環境改善を目指し、渋谷区と並んで
先進諸国ではむしろ当然の同性カップルの公的認証並びに支援
策を検討していることを高く評価します。しかし、外に働きか
けるばかりで、区役所で働く当事者の方々からは、役所の中で
は依然偏見や差別的言動があり、セクシュアリティは安心して
語れない、明かせないと耳にします。とても残念なことです。
　そこで、区内最大の事業者である区役所みずから率先して庁
内の環境を変えてゆくことを求めたいと思います。
　まず、ＬＧＢＴへのやゆ、不愉快な言動をハラスメントであ
ると明確に位置づけるよう求めます。
　経済誌「東洋経済」によるＣＳＲ、企業の社会的責任、行動
規範づくりの調査では、ＬＧＢＴの権利尊重や差別禁止などの
基本方針を既に定めた国内企業は、調査対象六百四社のうち一
三・二％、今後予定しているとした企業も四・八％を占めまし
た。
　基本方針ありとした百十四社のうち、例えば資生堂では、行
動基準のあらゆる差別や虐待、セクシュアルハラスメントやパ
ワーハラスメントなどのモラルハラスメントは絶対に行わず、
決して許しませんの項目の中に、人種や性別などと並び性的指
向、つまり同性愛者の差別禁止を明記しています。野村證券を
傘下に持つ野村グループでも、その倫理規程で、国籍、人種、
民族、性別、年齢、宗教、信条、社会的身分、性的指向、性同
一性障害の有無等を理由とする一切の差別やハラスメントを行
わないと定めています。同性愛や性同一性障害への差別を明確
に禁じています。今や多くの国公立大学も私立大学もハラスメ
ント防止のガイドラインを持ち、その中にＬＧＢＴへの無理解
な言動をハラスメントと定義し、啓発、相談を行っています。
　ところが、区が定めるセクシュアルハラスメントの基本方針
にそれとわかる記述は一切ありません。そこに配慮ある記述を
求めます。この点を改善するつもりがあるのか、それともこの
まま、うやむやに過ごすおつもりであるのか見解を問います。
　第二に、同性愛者である区職員の処遇の改善です。
　アメリカ政府は、二〇一〇年より、同性愛の連邦職員に対し
ても家族向けの手当支給を認めるなど、職員間の権利の平等を
期しております。昨年七月、国際連合も同性婚をしている事務
局職員に異性との結婚とほぼ同じ待遇を保障すると発表し、話
題となりました。潘基文事務総長は、人権尊重は国連の使命の
中核、全職員のさらなる平等な待遇を支持すると全職員四万三
千人に通知を出し、同性愛者への嫌悪や差別を拒絶するよう呼
びかけております。
　国内でも、日本ＩＢＭが二〇一一年から同性カップルにも結
婚祝い金の支給を始め、十組近くが申請したと報じられまし
た。また、化粧品のＬｕｓｈも、先日同性カップルに結婚祝い
金を出し、家族向け休暇等、福利厚生を平等にすると決め、報
道されました。
　さて、区でも区の職員の処遇、福利厚生は当人のセクシュア
リティにかかわらず平等であるべきです。区役所では、婚姻し
一定の要件を満たした職員には扶養手当、単身赴任手当が支給
されます。また、出産支援休暇、慶弔休暇、介護休暇、配偶者
同行休業もあります。職員親睦会からは結婚祝い金や貸付金な
どが支給されます。これらは結婚休暇を除き、法的婚姻をして
いない事実婚のカップルにも認められると言います。事実婚の
確認方法は、例えば手当であれば連名の署名による申し立てだ
そうですが、ならば同性カップルにも適用可能であるはずで
す。福利厚生、休暇、手当等の処遇で性的マイノリティの職員
にも適用可能なものの洗い出しとその適用を求めますがいかが
か、区の見解を問います。

上川あや 保坂区長 まず、性的マイノリティの皆さんに対する差別解消の取り組み
について、区みずからが足もとから環境を変えよという御質問
でございました。
　基本構想では、多様性を認め合い、自分らしく暮らせる地域
社会を築き、差別や偏見のない社会を実現していくことを掲げ
ていまして、行政の最上位計画である基本計画では、性的マイ
ノリティの方々の人権尊重も明確に記しております。
　したがって、世田谷区の組織を支える職員は、一人一人がこ
の基本構想に掲げる理念を理解し、基本構想に明記されている
人権尊重をしっかりよく理解して日々の職務に当たっていくこ
とが必要だと思います。
　御指摘の性的マイノリティの問題に対して、区組織の中にお
けるセクハラ対策の観点からも大変重要な点だと受けとめまし
た。職員研修の内容充実なども含め、今まで以上に職員の意識
啓発に取り組んでいくとともに、何らかの対策について考えて
まいりたいと思います。
　具体的な取り組みについて、所管部長より答弁をさせていた
だきます。

私からは、性的マイノリティに関して二点お答えいたします。
　初めに、性的マイノリティへのやゆ、不愉快な言動をハラス
メントと位置づけよとのお尋ねでございます。
　区では、平成十年に職場におけるセクシュアルハラスメント
に関する基本方針を策定し、この間、庁内での研修を行うなど
全庁挙げてセクシュアルハラスメント防止に取り組んでまいり
ました。平成二十六年十月には、セクシュアルハラスメントに
関する国の指針が改正されたことに伴い、区の基本方針を改正
し、新たにセクシュアルハラスメントには同性に対するものも
含まれることや、性的な言動には、性別役割分担意識に基づく
行動も含まれることを盛り込んだところでございます。
　性的マイノリティに関する不快な言動等については、セク
シュアルハラスメントの禁止を規定する世田谷区職員服務規程
に当然に抵触するものでございますが、御指摘の点について
は、区としてハラスメント対策を進める上でも大変重要である
と考えております。
　区では、セクシュアルハラスメントに関する基本方針の制定
以後、職員向けのハラスメント防止研修を継続的に実施してま

　
　

　

　



保坂区長 まず、私も、平成十年につくられた職場におけるセクシュアル
ハラスメントに関する基本方針、区の方針ですが、これを拝見
いたしました。職場におけるセクハラは、同性に対するものが
含まれるなどの記載もありますが、議員おっしゃるように、明
確にセクシュアルマイノリティの当事者に関する不愉快な言
動、これがセクハラであるということが読み取れない、あるい
は非常にそこは不十分な中身となっております。これは早速、
セクシュアルマイノリティの当事者の皆さんに対する不愉快な
言動はセクシュアルハラスメントであるということの明記をし
ていきたいと思います。
　二番目に、職員の福利厚生面における例えば同性愛の方々に
不利益な扱い、あるいは差別などがあってはならないと思いま
すが、現在のところ制度が想定をしていないということで、い
ろいろな不利益扱いと思われることがあろうかと思いますが、
法や人事制度で動いていることについて、すぐ手をつけるのは
難しいこともありますが、まず区としてできること、区長とし
て判断できることから始めるべく、所管部長と相談して検討し
てまいりたいと思います。
　なお、昨年九月の上川議員とのやりとりで示された性的マイ
ノリティの方々のパートナー証明については、なるべく早く実
現可能な具体策を準備するように現在指示をしていることもつ
け加えさせていただきます。

萩原
総務部長

　

　

　

　

いりましたが、今後は、例えばこの研修の中で職員服務規程で
禁止される性的な言動の一つの例として、性的マイノリティへ
のやゆなどを具体的に盛り込むなど、性的指向や性同一性など
に関する区職員の理解がさらに進むよう、しっかりと意識啓発
を進めてまいりたいと考えております。
　次に、当事者職員の処遇改善についてのお尋ねです。
　職員に対する手当て制度や休暇制度、また福利厚生制度の中
には、配偶者がいることを要件としたものが幾つかございま
す。これらの制度の要件にある配偶者は、基本的には法律上の
婚姻関係にある配偶者のことを指しておりますが、御指摘のと
おり、その多くが法律上の婚姻関係にはない、事実上婚姻関係
と同様の事情にある者も配偶者に準じて対象とされておりま
す。
　同性カップルにもこうした制度を適用できるようにするべき
との御指摘でありますが、さきの区長の答弁にもありましたよ
うに、区は基本構想においては、多様性を認め合い、差別や偏
見のない社会を実現していくことを掲げており、基本計画にお
いても、性的マイノリティの方々の人権の尊重を記しておりま
す。
　これらのことから、どのようなことができるのか検討の課題
だと認識しております。

上川あや 区長に再質問いたします。性的マイノリティの職員の処遇改善
についてです。
　一つ目に、性的マイノリティへの不愉快な発言はセクハラに
当たると認めながら、セクハラの基本方針に明記をしないとい
う答弁、それはおかしいので、しっかり明記するというお約束
をいただきたい、これが一点です。
　二点目に、個人の努力で変更不可能な性的指向によって職員
の中に処遇の格差がある、これは差別だと私は考えておりま
す。検討の課題とするという棚上げの答弁には納得できません
ので、区長から、しっかりこれは改善していくというお約束を
いただきたいと思います。お願いいたします。

2015/3/27 最後に、性的マイノリティーの尊厳と権利の回復についてで
す。
　今月五日、区長と担当部長のもとに、世田谷区内に同性同
士、家族として暮らす方々ら十六名の区民の方々をお連れいた
しました。本当に困っている区民がいることを知ってもらうた
め、皆さん勇気を出して、住民票と納税証明書を持参の上、実
名、実住所の書かれた要望書を持っていらっしゃいました。各
人がつづった体験や思いが非常に切実であったことも印象的で
した。この場をかりて、その一部を御紹介したいと思います。
　アパートを借りようとしたとき、不動産屋に、男同士には貸
さないけれども、管理費を倍払えば大家にかけ合ってやると言
われ、仕方なく六年間払い続けた。警察官に巡回連絡カードを
出したとき、宗教とかしているのとしつこく聞かれた。これ
は、北沢支所管内に二十三年間同居する四十代と五十代の男性
公務員同士のカップルの話です。
　二〇一四年にパリで結婚式を挙げた。日本で効力がないこと
はわかっているが、少しでも二人の関係を証明するものが欲し
かった。三十七年間交際してきた同性パートナーの友人が、以
前病院で面会謝絶を経験して助言してくれた。北沢支所管内に
二十一年間同居している日本人とフランス人男性お二人の声で
す。
　以前交際していたパートナーが倒れて入院し、病院にすんな
り入れず、とても悲しい思いをしたことがありました。パート
ナーが意識不明の状態ですぐに手術が必要だったとしても、私
は手術同意のサインをすることができず、肉親の方が来るまで
待たなければならない。いざというとき、家族として扱っても
らえないことが将来の一番の不安です。玉川支所管内に住む三
十代の女性の方からの声です。
　パートナーが同性であるために、守られない区民の権利や尊
厳があります。昨日午後、渋谷区議会の委員会では、同性パー
トナーに公的なパートナーシップ証明書を発行する条例案が、
二対六の賛成多数で可決されました。三十一日の本会議でも三
分の二の賛成多数をもって可決される見通しとなり、早ければ
夏にも証明書が発行されると見られています。当区もなるべく
早く実現したいと区長がその改善をメディア向けに表明し期待
しておりますが、今回もその言葉が不発にならないよう、空手
形とならないよう速やかな改善を求め、私の意見といたしま
す。

上川あや

さらには、昨日渋谷区議会の委員会で、いわゆる同性カップル
をパートナーと認め、区が証明書を発行する条例が可決され、
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この春、要望をいただいた性的マイノリティーの方々のパート
ナーシップを区で受けとめる方法については、議会の御意見も
伺いながら、早期に結論を出していきたいと考えています。ま
た、長期にわたる検討が必要な課題については、男女共同参画
プラン検討委員会の中に作業部会を設置して議論してもらいま
す。

保坂区長2015/6/15

本会議で可決の見通しということです。このニュースを、昨
日、そして本日も保坂区長はツイッターでリツイートしていま
す。保坂区長、一体あなたは誰なんですか。渋谷区の出来事を
論評する暇があるのなら、御自分の仕事に向き合うべきでしょ
う。あなたは当事者であり、この世田谷区におけるたった一人
の執行機関ではないですか。
　渋谷区よりも先に、この世田谷区議会ではＬＧＢＴの問題は
取り上げられ、同様の要望がありました。それをよしとしたの
も保坂区長です。しかし、事ここに至り、渋谷区は結果を出し
た。世田谷区は言いわけだけです。
　政治は結果が全てとは、誰の言葉でしょうか。これほど言葉
をもてあそび、自分を美化することでしか保たれない自己肯定
感の持ち主、常に誰かに責任を転嫁できないか、そのことばか
りを考えている区長が予算を着実に実行できるか、甚だ疑問で
す。予算は予算書があれば誰もが同じ行政が行われるものでは
ありません。反対の理由は、言動の一致しない保坂展人氏その
ものにあります。
これまで、誰もがありのまま暮らせる排除されない人権尊重社
会の実現を求めてきました。例えば障害者への無理解による差
別や偏見により、地域の障害者施設の建設計画が頓挫するよう
な状況が世田谷区内には起きています。地域で双方の理解を深
めていくためにも、障害があってもなくても同じ教室に学ぶイ
ンクルーシブ教育の必要性を強く感じ、その実現を主張してき
ました。また、性的マイノリティー、婚外子、外国人など、さ
まざまな偏見差別を放置することは、社会の一員として安心し
て暮らせない社会を生み出しています。あらゆる偏見差別をな
くすため、人権政策の推進を求めます。
　男女が自分自身の人生に希望を持って生きていくために、対
等な働き方の保障が必要です。そのためには、子育てや介護な
どへの社会や企業の理解と支援の保障が求められます。来年度
から策定作業に入る男女共同参画プランでは、ドメスティッ
ク・バイオレンス、ワークライフバランス、拠点などを柱に区
民参加を保障した丁寧な策定を求めます。

桜井純子

ことしの三月、区役所を訪ねていただいた性的マイノリティー
の区民の方々とお会いをしまして、社会生活上さまざまな制約
があるという切実な思いをお聞きしました。その場で自分たち
の思いと存在を小さな一歩でもいいから具体的に受けとめるこ
とを示してもらえないかとの要望を受けたことで、まずは区長
の裁量の範囲内で実現可能な範囲から取りかかりたいと検討を
進めてきました。
　そこで、同性カップルの方々の思いをパートナーシップ宣誓
書として提出していただき、区からパートナーシップ宣誓書受
領証をお渡しする取り組みを要綱という形で実施する準備を進
め、ことしの十一月からスタートさせることにいたしました。
この手続は、法的な拘束力を伴うものではありませんが、性的
マイノリティーの方々を含む多様な皆さんが個人として尊重さ
れ、自分らしく暮らしていくことのできる社会への新たな一歩
となればと考えています。一方、十分な検討を要する課題につ
いては、第二次男女共同参画プラン検討委員会の中に作業部会
を設けて区としての課題を整理してまいります。

保坂区長

次に、男女共同参画の推進についての課題です。
　一つは、第二次男女共同参画プランの策定についてです。Ｄ
Ｖ対策、生きづらさ、ＬＧＢＴ等、女性の活躍推進、ワークラ
イフバランス等の分科会を設置し、議論を深めることについて
評価をいたします。しかし、検討を進めながらも、例えばＤＶ
被害者支援として相談しやすい環境をつくることは急務です。
相談体制の窓口を広げることを求めます。区の見解を伺いま
す。
　あわせて、男女共同参画政策を推進する拠点であるらぷらす
の機能とあり方について検討を進めるべきと考えます。検討に
当たっては、拠点の持つ役割として区民参加で進めていくこと
が重要課題です。区の見解を伺います。
　さて、区は、同性間のパートナーシップの存在を認めるとい
うパートナーシップの宣誓の取組みを開始すると示しました
が、誰もが自分らしく生きられる社会をつくるための重要な取
り組みとして評価をいたします。改めて区長の考えを伺いま
す。

羽田圭二

2015/9/16

保坂区長 　次に、同性間のパートナーシップの存在を認めるパートナー
シップ宣誓の取り組みについて区長の見解のお尋ねがございま
した。
　先般の基本構想において、個人の尊厳や多様性ということを
明確にうたうとともに、昨年の基本計画におきましては、まさ
に性的マイノリティーなどを理由に差別されることがあっては
いけない、人権の理解を深めるために人権意識の啓発や理解の
促進を行っていくことを明記しております。
　世田谷区パートナーシップの宣誓の取り組みは、こうした区
の方針を踏まえて、人権尊重の観点に立ち、区長の権限の範囲
内で実施するものであります。具体的には、同性カップルの
方々がみずからの意思で、区に対してお互いの御署名をいただ
いた宣誓を出していただき、区はその宣誓書を確かに受領しま
したということで受領書を発行することによって、当事者の
方々のお気持ちを受けとめようという取り組みであります。宣
誓書に法的な効力はございません。しかしながら、自治体から
の第一歩として、こうした取り組みを進めることで差別解消に
向けた着実な一歩にしたいという思いを込めております。性的
マイノリティーの方々にとっての生きづらさを解消し、誰もが
自分らしく生きられる社会の実現に向けて、自治体から改善に
取り組んでいきたいと存じます。
　今後、男女共同参画プラン検討会作業部会で、少し時間をか
けて区の事業の検証、検討も進め、報告をいただき、取り組ん
でいく予定です。もちろん自治体の範囲内でできることは限ら
れております。いずれ国の制度や法改正の必要性、こういった
議論が出てくるかと思います。国会内の超党派の議員連盟の動
き、情報を得ながら、区の現場からの発言、提案も行っていく
つもりでございます。



世田谷区パートナーシップ宣誓の取り組みについてです。
　十一月五日より世田谷区は、同性パートナーシップを受けと
める取り組みを始めました。希望される方々にパートナーシッ
プ宣誓書を提出していただき、パートナーシップ宣誓書受領証
をお渡しするもので、世田谷区パートナーシップ宣誓の取扱い
に関する要綱に基づくものであります。十一月一日から受け付
けを開始したところ、十一月十日までの間に十組の方から申し
込みをいただき、十一月五日には最初のパートナーシップ宣誓
書受領証を申請をいただいたパートナーの皆さんにお渡しいた
しました。同じ日に渋谷区でも条例に基づきパートナーシップ
に関する証明書の交付が始まっています。こうした自治体の動
きを受けて、同性のパートナーに異性のパートナー同様の家族
サービスを提供することを表明する民間企業もあらわれていま
す。
　昨年開催されたオリンピック・パラリンピック、ソチ大会で
は、アメリカ、フランス、ドイツなど欧米各国の首脳がオリン
ピック開幕式を欠席しましたが、同性愛宣伝禁止法の制定など
が人権侵害とされたものであります。世田谷や渋谷で始まった
この取り組みがさまざまな形で拡散し、全国的な取り組みにつ
ながっていくことを期待しています。

保坂区長

　

　

　

2015/10/21

一つ目は、パートナーシップ宣誓についてです。
　区は、十一月に同性カップルによるパートナーシップ宣誓を
開始しました。これは同性カップルが互いをその人生のパート
ナーとすることを宣誓した宣誓書を区に提出、区は受領証を渡
すものです。同時に、区は、区長を先頭に医師会や不動産業界
にこの制度の周知、啓発活動を行っていると聞きます。
　日本共産党は、誰もが自分自身のセクシュアリティーに誇り
を持ち、違いを認め合える社会の構築が必要と考えており、
パートナーシップ宣誓について評価をします。同時に、実効性
など課題も多いと考え、さらにＬＧＢＴの人権向上と区民理解
が広がるよう、啓発、広報に取り組むことを求めます。区の見
解を伺います。

江口じゅん子

最後に、区長、関係所管、議員の皆さんの御理解と御協力で、
来月五日より、同性カップルの宣誓を認める事務が始められる
こととなりました。ここに改めて感謝を申し上げます。しか
し、この事務は尊厳と権利回復の第一歩、まさに第一歩目で
す。
　異性を愛することが選んだ結果でも、努力で変えられるもの
でもないように、同性愛であることも選べず、恣意的に変える
ことができない属性です。そもそも現代医学は同性愛を異常と
はしておらず、彼らも同等な市民であるはずですが、現実には
その尊厳は奪われ、行使できる権利も異なります。その尊厳と
権利の回復には区の皆さんの引き続きの御努力が欠かせませ
ん。ここに改めて、区議会を含めての御理解を申し上げまし
て、私の意見といたします。

上川あや

2015/11/24

齋藤
生活文化部長

パートナーシップ宣誓を踏まえた人権意識の向上と啓発につい
てでございます。
　パートナーシップ宣誓の取り組みは、基本構想の理念に基づ
き、個人の尊厳を尊重し、多様性を認め合い、自分らしく暮ら
せる地域社会の構築を目指したもので、本年三月に同性のパー
トナーシップの方々から要望書が提出され、当事者の方々を地
域の一員として存在を認めてほしいという切実な声を受けて実
施の運びとなったものです。
　この取り組みは、同性のパートナーの方々がその自由な意思
により行うもので、法定拘束力はございませんが、人権尊重の
視点から差別や偏見の解消の第一歩となることを区として願っ
ております。要望書の中には、住まいを借りる際の困難や病院
での面会を断られることなど、日常生活における不便な状況が
述べられており、こうした生きづらさの解消には地域社会にお
ける理解が何よりも重要であると考えております。そのために
は、関係事業者の方々へ御理解をいただく取り組みを進めると
ともに、広く区民の皆様への理解講座や当事者である区民の
方々の居場所づくりなど、さまざまな形での啓発の取り組みを
一層強化するとともに、仮称世田谷区第二次男女共同参画プラ
ン検討委員会においては、支援策等について徹底した議論を進
めてまいりたいと考えております。

　

　

　

　

そのほか、将来的に地域経済を支える重要な役割を担う建設業
の産業ビジョンにおける位置づけの明確化、原子力発電に依存
しないための再生可能エネルギー普及促進に向けた取り組みの
強化、同性カップルの宣誓を認める公的書類発行に当たっての
偽造防止対策など、多岐にわたった質疑や要望がありました。
　このようにして、延べ七日間にわたる審査を終了し、態度表
明に入りましたところ、自由民主党、公明党、世田谷民主党・
社民党、せたがや希望の会、無所属・減税せたがや無所属連
合、生活者ネットワーク、レインボー世田谷、せたがやすこや
かプロジェクト、世田谷無所属より「一般会計外四件の決算認
定全てに賛成する」、日本共産党より「一般会計、国保会計、
後期高齢者医療会計、介護保険会計には反対し、中学校給食費
会計には賛成する」、無所属・世田谷行革一一〇番・維新より
「一般会計には反対し、外四件には賛成する」との表明があり
ました。
　引き続き採決に入りましたところ、認定第一号から第四号に
至る四件はいずれも賛成多数で、認定第五号は全員異議なく、
それぞれ認定と決定いたしました。

三井みほこ
決算特別委員長



日時 発言者 返答者 発言者 返答者 発言者 返答者 発言者 返答者 発言者 返答者 発言者 返答者 発言者 返答者 発言者

（前略）それから、全国３番目となる同性パートナー
シップ宣誓制度導入もさせていただきまして、誰もが住
みやすいまちづくりというのを目指しております。（後

岡本栄
市長

（前略）まず最初の質問でございますが、４年前の市長
選挙の際に市民と約束された政策の達成率と自己評価で
あります。（後略）

2016/3/10

ここに列記をしていただいたようなことのほかにも、い
ろんな分野において、よそではやれなかったようなこと
もさせていただきました。例えば人権教育というような
分野でありますれば、先般、皆様にも御理解をいただい
たＬＧＢＴ、これ日本で３番目、東京に続けば、地方で
は初めてというようなことでありました。しかし、これ
は、それまでに皆さん方が人権教育や、あるいは人権と
いうものに対して積み重ねてこられたことの上にこそで
き上がったことであったので、これは大変、皆さん方の
これまでの御努力にも感謝をいたしたいというふうに思

岡本栄
市長

2016/9/8

森正敏2016/9/12

岡本栄
市長

前田孝也岡本栄
市長

今回は性的少数者LGBTについて（中略）、これをもとに
質問をさせていただきたいというふうに思います。
まず、壇上から、性的少数者LGBTについてでございます
けれども、LGBT、最近までほとんど聞きなれない言葉で
もございました。基本的人権を守り、らしさを生きる、
差別のない社会を確保する、人権を守ること、これは非
常に大切なことであり、行政機関としても最も精進をし
ていただきたい、こういう案件の一つでもございます。
（中略）
基本的人権を尊重すること、差別のない世界をつくるこ
と、これは先ほど申し上げたとおり、私は推進していか
なければいけない事業であり、早急にやらなければいけ
ないことというふうに考えています。そして、友人が
語ってくれたこの性的少数者、この人たちの本当に悩み
を抱えてるということを、これは理解をしてるつもりで
おります。理解をしておりながら、片一方ではこれを条
例要綱で結ぶというのはいかがなもんかなという、こう
いう考え方もしております。この2つの二面性を自分の心
の中で整理をしながら、このLGBTについて質問をしたい
と思います。御答弁のほどをよろしくお願いいたしま
す。
まず、伊賀市の実態についてでございます。伊賀市は、
性的マイノリティーに関して社会の中でしっかりと認識
をしてほしいとの当事者の思いを受けとめたとして、こ
とし4月から同性カップルのパートナーシップ制度を施行
することを条例要綱で取り組んでいくことにいたしまし
た。
まず一つお聞かせいただきたいのは、条例に至った経
緯、どういう経緯でこの条例に至ったのか、これを聞か
せてください。
2つ目に、今後は条例へ移行しようとする方向を見据えた
上で条例の要綱を施行しようとしてるのかということを
聞かせてください。
3つ目として、伊賀市のこの条例要綱について、伊賀市の
市民のほうから声が上がったのかということも聞かせて
ください。
4つ目として、なぜ今、条例を施行しようとしてるのか。
条例といっても条例要綱なんですけども、条例要綱をな
ぜ今施行しようとしてるのかを聞かせてください。
最後に、伊賀市の中で現在どれだけの当事者の方がおら
れるのか、実態を教えてください。

前田孝也 いや、私が申し上げたいのは、ここで
うたわれてるのは両性というものをきち
んとうたっています。この両性という
のは男女のことであるということを申
し上げたいんです。

だから、結婚というのは憲法24条に書いて
あるように両性の合意によってのみ成立す
る、これは正しい話でありますし、現在、
日本ではそのように理解し、行われてるも
のであります。これは当市において行われ
るパートナーシップは結婚ではございませ
ん。

岡本栄
市長

前田孝也岡本栄
市長

実体験を踏まえて、大変そうした事柄に理解はしていた
だいてるというふうに感じさせていただきました。なぜ
要綱なのか、至った経緯は何なのかというようなことで
ありますけれども、以前、私どもの行政組織の中でアン
ケートをいたしました。その中には、性別を書き込む欄
がございました。男女、それから、そのときにもいろい
ろな相談をしたようでしたけれども、その他という項目
をつけました。そのアンケートの内容はそうしたこと
じゃなかったけど、性別の欄に庁内のアンケート結果で
男女以外、その他としっかりと書き込まれた方が何名も
何名もいらっしゃいました。私はその結果を聞いて立派
だなというふうに思いました。これは今の状況の中では
そうしたことを本当に世間に対して訴えていける方とい
うのは強い方だなというふうに思います。
またそれから、ある民間リサーチ会社の統計が発表され
ました。全体の人口の中のおよそ、いろいろありますけ
れども５％から7.6％、私が聞いたのは7.6％という数字で
ありました。これは目に見える形でいいますと、左きき
の方のレートと大変近いということでありますから、皆
さんも左ききの方をたくさん目にされるはずでありま
す。実数、伊賀市の人口に当てはめてみますと、例えば
９万人だとしたときに７％を掛ければ3,600、4,000とい
うような方がいらっしゃるというわけになるわけです。
多文化共生のまちと言われて、外国の方がやはり4,000人
ぐらいいらっしゃる。そうした方々もしっかりとケアし
ていかなければいけない、しっかりと私たちと手を結び
合っていかなければならないということで多文化共生の
まち、多文化共生センターというのも今度提案をいたし
ているところでありますけれども、そうしたことでいい
ますと、伊賀市民の中にそうした状況の中に置かれてい
る性的マイノリティー、ＬＧＢＴの方というのは4,000人
いらっしゃるというのは大変な数字であるということで
ありますし、これはやはり行政としては手を差し伸べる
べきであると。しかも、早くしなければいけないだろう
というふうに思うわけであります。そうした方々は社会
的な不利益をこうむったり、あるいはいわれなき差別を
受けているというふうに私は感じております。
したがいまして、なるべく早くということでございま
す。先行事例としては、渋谷区や世田谷区というのがご
ざいます。それぞれの事情によって条例であったり要綱
であったり、あるいは東淀川区も宣言というようなこと
でやっておりますけれども、いろいろ考えた中で、とり
あえず早くそうした方々を救済すべきであるということ
で、要綱にさせていただきました。また、全員協議会の
中でもそうしたことを皆さんに御説明し、御納得もいた
だいてきたところであります。
そして、４月１日、きょう告示をさせていただきました
けれども、４月１日からそうしたパートナーシップ宣言
というような制度を設けていくわけであります。しか
し、これは取りかかりであります。これを彫琢を加え、
そして磨き上げて多様性のある社会、誰もが暮らしやす
い社会をつくっていくということが最終的な目標であろ
うかというふうに思います。
そうした中で、いろいろな市民、あるいは市外からもお
声をいただいているのも事実であります。よくやってく
れたとかうれしいとかという当事者からのお声は当然ご
ざいますけれども、やはり私が気になるのは、その中
で、これは差別以外の何物でもないと思うんですが、も
ちろん匿名でありますけれども、同性愛者は異常であ
る、あるいは同性愛者は社会の片隅で生きるべきだとい
うようなことを堂々と書いてこられる。さればこそ、私
は今こうしたことについての認識を社会全体で考えて、
そして誰もが住みやすいまち、誰もが自分らしく堂々と
生きられる社会をつくっていかなければならないのでは
ないかなというふうに思っているわけであります。
社会的不利益でいきますと、例えば市営住宅に入居がで
きない、あるいは病院において親族と同様の扱いではな
いためにいろいろな説明責任を受けられないというよう
なこと、あるいは手術の同意というようなこともありま
す。そうしたことを市としてできることはしっかりとサ
ポートしていこうということであります。
では、窓口でそっとそうした人たちに対応してそういう
ことをやればいいんじゃないかというふうに言われる方
もいるかもわかりませんが、私はそうではないというふ
うに思います。今も申し上げたそうしたことに対する中
傷、誹謗というようなものが行われる中で、やはりこれ
は社会全体で正々堂々やっぱり向き合っていくべきなこ
とであろうというふうに思います。弱者というものを
しっかりと一人の個人としてその社会が認めるというこ
とが大事であろうかなというふうに思っております。
さて、じゃあもう一つ、今なぜかというようなことであ
りますけども、皆さん御存じのとおり、ことし５月の26
日、27日に伊勢志摩サミット、三重県内で開かれるわけ
であります。先進７カ国、Ｇ７がここに集うわけであり
ますが、その中で、Ｇ７と言われる中で日本を除いたそ
のほかの国々では既にもうこうした事柄はしっかりとケ
アされている、やっていないのは日本だけであるという
ことであります。伊勢志摩サミットを県内で開かれると
いうことについて、県民みんなで盛り上げていく、これ
は大変な大事なことでありますけれども、それだけでは
なくて、じゃあその先進国と言われる国々のそうした人
権に対する感覚は、国際感覚はどうなのかというとき
に、我々もこの機会を捉えて、しっかりとそうした先進
国の水準に合わせていくといういいきっかけになるんで
はないかというふうに思っているわけであります。

経過については、今御答弁をいただきまし
た。なぜ今なのかというものをいただいてお
ります。ただ、条例要綱から条例へ移行する
という考え方を今持ち合わせているのかとい
う、この質問に答えておりません。
それから、これは伊賀市の市民のほうから条
例要綱というもの、声が上がってきたのかど
うかというものをお答え願います。

条例を目指すのかということは、その前のお答え
の中でまとめた中で、取りかかりは要綱であるけ
れども、それに彫琢を加えていく、要するに磨き
上げていくということの中で申し上げたつもりで
ございます。
また、市民の中からの要望があったのかというこ
とでありますけども、今そうした市民であるのか
市民でないのかわかりませんけれども、こうした
ことに対する誹謗中傷があるような中で、市民の
中からそうした声を上げるということはそういう
状況にはないということであるからこそ、行政が
率先して走らなければならないというふうに考え
ております。以上でよろしゅうございますか。

これは差別意識というものを考えたときに
は、私もさっきも申し上げたとおり、条例、
伊賀市の中で取り組むという、こういう内容
は理解できます。ただ、条例要綱として今回
４月からスタートするというものは抵抗を感
じます。と申しますのは、伊賀市の実態とい
うのはまだまだわかってないんですよね。当
事者は、今、市長言われました、実態という
のはこうですよという答弁はありませんでし
た。

一つ御理解願いたいのは、誰しもそういう
方々、声を上げられる状況にはないということ
はまず押さえておきたいということと、それか
ら、統計というのはですね、伊賀市であれ名張
市であれ、これは有効なサンプリングを行えば
日本国中どこでも同じような分布をまずするで
あろうということは学問的に言えることであろ
うかというふうに思います。
そんなことでありますし、じゃあ伊賀市の市民
の方からどんな声があったのかなかったのかと
いうことでありますけれど、これは要綱を発表
した後、これは私はお手紙をいただきました。
これは今は市外にお住まいの方ですが、伊賀市
の市民の方であった若い方であります。その方
がいろいろと書いていただいておりましたけれ
ども、伊賀市ではそうしたことに耐えられなく
て、そして都会に出ましたと、今回そうした話
を聞いて大変うれしく思っております、私はそ
の手紙を書いたその翌日手術をしようというふ
うに思っておりますというようなお手紙を頂戴
をいたしております。ですから、伊賀ではそう
したことをなかなか口にする、できるような状
況にはないということは、そうした私へのお手
紙から、直接いただきましたけれども、明らか
なことではないかなというふうに思っておりま
す。

前田孝也 前田孝也岡本栄
市長

前田孝也岡本栄
市長

考え方はどうしても平行線になりますけ
れども、要は両性という扱い方という、
この考え方が随分違うなと、２人とも違
う路線を走ってると、こういうふうに受
けとめます。
時間がありませんので先へ進みますけれ
ども、この条例要綱を制定するについ
て、ワンクッション置くことということ
は考え方として捉えなかったのかどうか
というものを聞かせていただきたい。

これも最初の答弁で申し上げてあるとおり
でございます。窓口だけでひっそりと処理
すればいいのではないかという御指摘かと
思いますが、そんなことで果たしてこうし
た差別というものがなくなっていくのか、
人権の尊重というものが担保されていくの
か、あるいは全部市民において、社会にお
いてそうした課題が共有できるのかという
ことが大事なことであって、そうしたこと
を共有するには、やはりこうした制度のも
とで行わなければならないということであ
ろうかと私は思っておりますので、おっ
しゃるようなワンステップというのは、私
は考慮をいたしておりませんでした。

基本的に地方公共団体、今、全国で
1,742団体があるというふうに言われて
います。この団体のうちに、東京の渋谷
区、世田谷区、そして伊賀市、兵庫県の
宝塚でですか、そして４月に那覇、こう
いったところ、確かに条例要綱として上
げていこうという、こういう動き、また
制定されたところもあります。がしか
し、伊賀市の実態もわからないのに伊賀
市で先端を走ってこれを施行していくと
いう考え方というのは、私はやはり拙速
な考え方ではないかなと、こういうふう
に思わさせていただきます。

前田孝也岡本栄
市長

前田孝也私がお尋ねをしてるのは、伊賀市の実態、
数量的にどれぐらいなのかということで、
今言われてる個人的な話をお伺いをしてる
わけではありません。
それから、ＬＧＢＴ条例要綱の取り組み
に関しては、夫婦間の考え方、それから家
族構成、こういったものを覆すということ
で反対であるという意見と、いやいや、
社会的な流れからするとこれは賛成をすべ
きだよねという２つの二面性を聞かせて
いただいております。伊賀市の行政当局
にも当然市民の皆さん方からいろんな意
見があろうと思いますけれども、どんな意
見が、またどんな考え方が人権政策課に届
けられてるのか、少し聞かせてください。

何遍も申し上げますが、伊賀市の実態と
いうのはなかなか声に出しにくいという
ことは御理解をいただきたい。そして、
統計というものはよほどのことがない限
り誤差はないということも御理解いただ
きたいというふうに思います。
また、どんな意見がということでございま
すが、先ほども申し上げましたように、
異常であるというような差別的な発言、
あるいは憲法24条にいうところの結婚は
両性の合意のみによって行われるという
ようなお話もございます。しかし、私ど
もがこの要綱で定めておりますのは、結
婚の話ではございません。これは社会的
不利益を克服し、そして誰もが堂々と生
きられる、そうした人権を大事にしよう
ということでありますので、御理解をい
ただきたいというふうに思います。

ただいま憲法24条について、その考え方と
いうものを聞かせていただきました。私は
この憲法24条については、まず頭から読ん
でいきますと、婚姻は両性合意のみに基づ
いて成立をすると、こういうことでくくら
れて、最後に相互の協力によって維持しな
ければならない、こういう文言でくくられ
ております。憲法24条の解釈についてです
けども、市長はこれは合憲だという、こう
いう考え方を今、示されました。最後まで
聞いてください。私は違うというふうに考
えています。この両性っていう扱い方、そ
れそのものが要は男女のことをいってるん
であって、市長の考え方でそれは合憲であ
ると。私の考え方では違うと、こういうふ
うな考え方をしてるところであり、一方的
にそういうふうに解釈をされても困ると、
こういうことを申し上げたいというふうに
思います。

しっかりと御理解をいただきたいと思いま
すが、私は結婚という制度に足を踏み込んで
いることでは決してございません。憲法判断
をする最高裁判所でもございません。これは
単にパートナーシップ宣言ということで、
そうしたＬＧＢＴの方々が社会的不利益を
受けないように、そして人権もしっかりと担
保できるようにというようなことであっ
て、決して結婚の制度というようなことでは
ございません。それはもしそうであるなら
ば、それは国のほうで将来的にわたってい
ろいろとまた改憲手続も経てされることで
あろうし、どうなるか、それは私は申し上
げることでも何でもないことであります
し、ぜひぜひこれはそういう話ではないとい
うことだけは御理解をいただければよいか
なというふうに思います。

稲森稔尚2014/3/6

藤森尚志
建築部次長
兼建築住宅

課長

市営住宅の条例におきましては、同居できる親族と規定
してございますので、同性愛カップル様については親族と
いうふうなことでみなしてませんので、適用外というこ
とで判断しております。

性的マイノリティーに関して、社会の中でしっかりと認
知し、理解してほしいという当事者の思いを受けとめ、
ことし、4月1日から、同性カップルのパートナーシップ
宣誓に係る制度をスタートさせるほか、心理的な差別や
実生活上の困難に対しては、理解促進や課題解決のため
の具体的な取り組みを進めます。

岡本栄
市長

2016/3/3

内容 内容

性的マイノリティーの方々への行政サービスということ
で伺いたいと思います。
性的マイノリティーというのは、LGBTというふうに言わ
れておりまして、これは伊賀市の人権施策の計画の中に
も人権課題として位置づけられています。LGBTは、Lは
女性の同性愛者でありますレズビアン、それからGは男
性の同性愛者であるゲイ、それからBはバイセクシュア
ル、それからTは性同一性障害のトランスジェンダーとい
うことなんですけれども、特に伊賀市の中の公営住宅の
入居要件の中には、事実婚の異性間のカップルだったら
入れるけれども、同棲カップルは入れないという規定が
ありまして、これは国連からも指摘されまして、公営住
宅法の見直しも行われました伊賀市でも、この条例の規
定を撤廃するべきだと考えますけども、いかがでしょう

内容 内容

三重県伊賀市　定例会
内容 内容 内容 内容 内容内容 内容 内容 内容 内容内容



日時 発言者 返答者 発言者 発言者 発言者 返答者 発言者 発言者 発言者 返答者

中川智子
市長

市営住宅についての同性パートナー同士の入居についてだ
が、現在、市営住宅の入居者の資格条件として、宝塚市営住
宅管理条例第6条において、「現に同居し、または同居しよう
とする親族」と規定している。親族には、事実婚や結婚予定
の方も含まれているが、同性パートナーについては親族に当
たらないことから、市営住宅への入居はできないことになっ
ている。
この同居親族要件については、公営住宅法で定められていた
が、国から地方自治体への権限移譲を目的とする地方分権一
括法第32条において、2012年4月1日をもって規定が削除され
たことに伴い、本市条例の入居資格要件については、公営住
宅法で定められていた内容が適切であると判断し、その内容
を継承したものである。
同性パートナーや親族以外の単身者同士が入居可能なハウス
シェアリング、高齢者における共同生活など、住宅困窮者に
対する入居要件の緩和などについては、今後、国や先進地の
動向にも注視し、あわせて来年度予定の住宅マスタープラン
の策定段階において、有識者の意見も参考にしながら調査研
究に努めていく。

市営住宅について。
2008年、国連の自由権規約人権委員会から、日本の公営住宅
法23条1項が性的マイノリティに対する差別、同性同士の
パートナーが公営住宅を賃借することを妨げる差別があるこ
とを懸念すると勧告を受けた。それを受けて国では2011年、
公営住宅法が地方分権一括法により改正され、2013年に施
行、同居親族要件が廃止された。そして日本政府は国連への
報告で、法改正により、親族関係にない同性の同居も含め、
同居親族による入居の制限はなくなっていると回答してい
る。
また全国の公的住宅管理団体の例を見ると、独立行政法人都
市再生機構が2004年から友人同士の入居が可能なハウスシェ
アリング制度を導入している。大阪府住宅供給公社も、一部
の公社住宅に同様の制度を適用しており、同性パートナー同
士の入居が可能となっているようだ。
宝塚市においての同性パートナー同士の市営住宅入居につい
ての状況と市の見解を伺う。

北野聡子2014/12/9

内容 内容 内容

寺本早苗 性的マイノリティについては、先ほど御答弁いただきましたけ
ども、子どもの問題、必ず子どもっているんですよ、一定の割
合でそういう子どもがいることは御理解いただいていると思い
ますので、報道にありました子どもさんなんか６歳のときか
ら、入学の１年前からの相談だということですので、教育委員
会の相談窓口での対応というのが非常に大事になると思います
し、しっかりと見ていっていただきたいと思います。
　ちなみに、きょうしてますリストバンドは、これはその性の
多様性を認めようというキャンペーンでされてるレインボーバ
ンドと言うんですけども、ここに「プライド」という文字が刻
まれてるんですね。やっぱりこれもすごく人権というところで
しっかりと考えていかないといけない問題だと思いますので、
これを機会にいろんなところでマイノリティの人権というのを
取り上げていただけるようなので、期待しております。

2006/9/6

次に、性的マイノリティの人権についてのうち、性同一性障
害を持つ子どもへの対応についてでありますが、現在のとこ
ろ、本市の各学校、幼稚園において、具体的に性同一性障害
に関する相談はありませんが、児童生徒の服装や言葉遣いな
どに関する相談が数件ありました。学校園における男女共生
教育につきましては、教職員資料「自分らしく生きる」の中
で、「生き方を学ぶ性の教育の推進」において、単なる男女
の身体的な特徴を取り上げるのではなく、人間尊重及び男女
平等の精神に基づき、男女の関係や将来における性の諸問題
に対して、適切な意思決定や行動の選択ができるようにとし
ております。今後とも、この資料を活用して人権教育の視点
に立ち、子どもたちの性別にとらわれず、一人一人の個性と
能力が十分発揮できるよう、教職員の理解と認識を深める取
り組みを進めてまいる所存であります。

勝山浩司
教育長

次に、性的マイノリティの人権についてでありますが、まず
理解を深めるための取り組みにつきましては、これまで本市
の人権教育及び人権啓発基本方針や女性プランに基づき各種
施策を推進してまいりました。
　特に、平成１５年７月、性同一性障害者の性別の取り扱い
の特例に関する法律が成立した以降、幾つかの取り組みを行
いました。男女共同参画センターにおきましては、「多様な
性と生を考える」をテーマにした講演会や「性教育を考える
講座」を開催しました。また、「広報たからづか」の人権特
集号におきましても、性的マイノリティの人権に関した啓発
記事を掲載し、理解を深めてきたところであります。
　次に、公文書の性別記載欄削除の進捗状況についてであり
ますが、本市では、戸籍上の性別と自認する性別に強い違和
感を抱く性同一性障害者の人権への配慮と、性同一性障害に
対する一層の社会的理解の向上を図るという観点から、平成
１６年４月１日から、公文書等で性別記載欄がある申請書や
交付書類等２０１件のうち、法律等の制約がなく、実務上支
障のない７４件について、性別記載欄を削除したところであ
ります。
　また、削除しないこととしたもののうち、法律の規定によ
るもの以外で実務上支障が出るとして、当面、性別記載欄を
削除しなかった５２件につきましても、実務を進める中で削
除が可能と判断した場合は、その都度、削除していくことと
いたしております。
　その後、その進捗状況について調査等は行っておりません
が、本年５月に策定しました宝塚市男女共同参画プランに性
的マイノリティに関する理解の浸透を深めるという施策を掲
げ、その個別事業として公文書等の性別記載の見直しや、性
的マイノリティの人権尊重に関する啓発を行うこととしてお
ります。
　今後とも、この男女共同参画プラン等に基づき、性同一性
障害者を含めた性的マイノリティの人権擁護に関する取り組
みを進めてまいりたいと考えております。

坂上善秀
市長

３つ目は、性的マイノリティの人権についてです。
　性の多様性について、メディアを通じて少しずつではあり
ますが、一般に認識されるようになってきました。性同一性
障害者の性別の取り扱いに関する特例の法律、いわゆるＧＩ
Ｄ特例法の施行からちょうど２年になります。ＧＩＤの人や
同性愛者であることをカムアウトする例もふえていますが、
まだまだ多くの人々が少数者であるがゆえの偏見や差別の中
で苦悩の日々を過ごしておられます。
　そこで１点目、人権尊重宣言都市である本市は、性的マイ
ノリティへの理解を促進するためにどんな取り組みをしてい
るのでしょうか。
　２、１５年６月議会で、私は性同一性障害者の苦痛の一つ
である公文書などの性別記載欄をできるだけ削除するよう訴
えました。市の対応は早く、翌年４月から段階的に性別記載
欄を削除していく方針が示され、姫路市に次いで県内２番目
の動きと新聞にも大きく取り上げられました。その後の進捗
状況をお聞かせください。
　３、播磨地域に住む小学２年生の男児が女児として通学す
ることを認められていることが５月に報道されました。７月
１日の神戸新聞では、同じく女児として通学している県外の
小学校４年生の男児のことが紹介され、２人の希望で面会が
実現した記事が載っていました。フリルやリボンのいっぱい
ついた服を着て、女の子であることを精いっぱい主張してい
る２人が握手をしている写真に胸を打たれた人も多いと思い
ます。心の性と体の性が一致しない状態を子どもがこんなに
早い時期から自覚し悩むとすれば、学校や幼稚園、保育所な
ど、関係者の理解と適切な対応が求められることになります
が、現状はどうか、お尋ねします。

寺本早苗

2013/5/28

宝塚市男女共同参画プランの進捗状況についてのうち、基本
方針Ⅱ、女性に対するあらゆる暴力の根絶と女性の健康の確
保の推進についての性的被害防止に関する学習啓発などにつ
いてですが、学校では日常の人権教育や命を大切にする教育
の中で互いを認め、思いやる気持ちを育成することに勤めて
いる。
性的マイノリティーへの理解を深める教育についてだが、自
分が自分らしく生きることは人として大切なことだ。しか
し、性的マイノリティーについては、一般社会同様、学校現
場でもまだまだ理解が浅く、教職員に対して啓発を進め、理
解を促しているところである。
その取り組みとして、本年1月に、学校園の管理職と養護教諭
等を対象に、「学校で配慮が必要なセクシャリティ～いじ
め・自殺未遂の背景要因としての性的指向～」をテーマに講
師を招き、当事者の方にも来ていただいて研修会を開催し
た。また８月には全教職員を対象として、同じ内容の研修会
を開催した。
今後も、教職員一人一人が、学校にも悩んでいる子どもたち
がいるかもしれないという気付きや認識をしっかりと持ち、
自分が自分らしく生きていくことのすばらしさを子どもたち
が実感して学校生活を送ることができるよう、取り組んでい
く。

井上輝俊
教育長

質問事項1、宝塚市男女共同参画プランの進捗状況につい
て。
３、基本方針Ⅱ、女性に対するあらゆる暴力の根絶と女性の
健康の確保の推進について答えてください。また次の5つの
観点の教育面の取組状況についてもうかがいたい。
３、日本の若者に急増しているHIV、４、性的マイノリティー
への理解を深める養育について。
今こそ、性的指向の違いを否定的に捉えない指導、とりわけ
人権教育として偏見や誤解のない知識、態度を身に着ける必
要や教材の見直しなどの対策が急務だが、本市での取り組み
は進んでいるのか。

北野聡子2013/10/1

性的マイノリティー理解のための取り組みについては、男女
共同参画プランにおいて性的マイノリティーの人権尊重に関
する啓発の必要性を掲げている。このことを踏まえ、性的マ
イノリティーに関する正しい理解や認識を深め、その人権を
尊重するため、今年度の憲法週間記念事業において性的マイ
ノリティーをテーマとする講演会を実施することにしてい
る。このほか、公文書等における性別表記の見直しにも取り
組んでいる。
今後とも性別にかかわらずお互いの人権が尊重され、社会の
あらゆる分野に男女がともに参加でき、多様な生き方を認め
合える男女共同参画社会の実現に向けて積極的に取り組んで
いく。

男女共同参画施策の推進について。
男女共同参画といえば宝塚、関係者にはそう認識していただ
けた時代があった。しかし直近の市民意識調査によると職場
や地域活動における男女の公平感は、この宝塚においても残
念ながら低い値にとどまっている。まだまだ啓発やジェン
ダーの視点を取り入れた実践画筆王なのは明らか。しかし、
今年度の施政方針からは、女性市長として期待されているに
もかかわらず、その認識や意識が十分にはうかがえない。改
めて本市の男女共同参画施策の推進について尋ねる。

中川智子
市長

北野聡子

一つの世帯で算定するということは、一人が一人ずつで払って
いた時よりも負担が減るという解釈でいいか。

北野聡子 今、実際に結婚のことを聞いていないので、同居するにあたっ
ての住民票に同一世帯として登録することができる。世帯主と

中西
市民交流部長

同一の世帯ということになるので、一つの世帯ということでの
算定という形になる。

北野聡子

公営住宅法ということの改正があって、1次答弁の中で、国
の法律は一応なくなったというか、その制限はなくなった
と。しかし本市が従来どおりが適切と判断したということ
で、国の法律がないのに、宝塚市の住宅法でそういう同性
パートナーの入居を制限している、それを適切だと判断した
ということの根拠を改めてお伺いしたい。

北野聡子 井ノ上
都市整備部長

公営住宅法において、地方分権一括法により規定が削除され
た、当時の社会情勢から、入居資格要件についても、法律の
内容をそのまま条例に継承することが、本市の住宅行政にお
いても混乱を生じないだろうという判断をしたということで

ある。

法律ではその要件がもう取り除かれているのに、そのままに
しておくことが混乱を生じないということのちょっと理解は

北野聡子 中西
市民交流部長

同性パートナーとの同一世帯の住民登録の件、法務局の住民
基本台帳事務処理要綱によると、一般的には数人の者が一つ

宝塚市　定例会
内容 内容 内容 内容 内容 内容 内容

中西
市民交流部

別々の世帯よりは、おそらく同一世帯のほうが負担は軽くな
るというのが一般的であろうと思う。



東京都とか、ほかの自治体でもそのようなことが出てきてい
て、やはり一人ずつで支払っているより、世帯としてのほう
が負担が軽くなるということで、とてもそのようなマイノリ
ティの方たちが経済的な不安を抱えている人同士のなんとい
うか、パートナーという人もいて、そのような場合に、貧困
に苦しんでいるそのような人たちが、同居することによって
助け合っていくという状況が間れてきているので、そして保
険料も負担軽くなるということであれば、これからもそうい
う形で同性パートナーとの同一世帯の住民票を作るというこ
とが増えてくると思う。
性同一世帯を営むということが認められるのであれば、その
ような方たちが、後の市営住宅に入居の要件の所得の部分で
あったりとか、ほかの要件も満たすことになれば入居を認め
ていくという方向性が出てくるんじゃないかと思うが、どう
でしょうか。
パートナーというか、ハウスシェアリングとも重なってくる
かなと思うんですけれども、今後、そういうようなことの可
能性というものが出てくると思うのでお伺いする。

1次答弁でも述べたように、まだまだ研究していかなければな
らない事項はたくさんあると思う。また住宅マスタープラ
ン、来年作成していくことにしている。そういった中でも議
論をしていきたいと考えている。

北野聡子 井ノ上
都市整備部長

2015/6/19 性的マイノリティ支援方策についてのうち、基本方針につい
て、性的マイノリティに関しては、本市の人権教育及び人権
啓発基本方針や男女共同参画プランにおいて、性的マイノリ
ティに対する差別や偏見をなくしていくための啓発活動の推
進などの必要性を位置付けている。
国においては2003年に性同一性障害者の性別の取扱いの特例
に関する法律が制定されている。これらの計画や法律の趣旨
を踏まえて、様々な人々が自分らしく生きていくことができ
る社会づくりに向けて、孤立感を抱えている可能性のある性
的マイノリティの方々について理解するとともに、当事者の
方々に対する支援方策を検討することを目的として、関係課
長などで構成する庁内検討部会を設置した。
この部会では、性的マイノリティとはどのような方々なの
か、またそれらの方々が抱えている悩みや問題について理解
することから始め、その解決、支援のため何ができるのか、
どのよう取り組みが必要なのかについて検討していきたいと
考えている。今後、当事者の意見を伺うとともに、専門家の
意見も踏まえて、支援に関する基本的な方針を10月をめどに
策定していく。
次に当事者支援のあり方について、本市としては、性的マイ
ノリティの方々の視点に立ち、当事者の方々に寄り添った地
道な施策に取り組んでいくことが最も大切であると考えてい
る。
まずは性的マイノリティについて、すべての職員が理解を深
めるための職員研修に取り組んでいく。
次に市民に理解を広め深める人権教育の重要性について、市
民向けの啓発事業として、2013年度の憲法週間記念事業にお
いて、性的マイノリティをテーマとする講演会を実施した。
その際の参加者アンケートでは、性的マイノリティについて
知ることができて勉強になったという意見が多くあり、市民
啓発は重要であると認識しており、引き続き、市民の皆様に
性的マイノリティについてご理解いただくための啓発事業に
取り組んでいく。

中川市長質問事項1、性的マイノリティ支援方策について。
宝塚市においても、性的マイノリティ支援に向け、検討会が
設置されたので、その方向性を伺う。
（１）宝塚市の基本方針について
（２）市として、行政職員としての、当事者支援のあり方に
ついて
（３）市民に理解を広め深める人権教育の重要性について
（４）さらに文部科学省は4月30日付で全国の国公私立の
小・中・高等学校などに、性同一性障害に係る児童生徒に対
するきめ細かな対応の実施等についての通達を出した。本市
ではその通達を受けて各学校における支援体制をどう構築し
ていくのか

重なるが、今後そういう同性パートナーの同一世帯での住民
票の作成というものも出てくる可能性があるし、またそこで
一緒に市営住宅に申し込みたいという人も当然出てくると思
うので、研究していただく問うことなんだけれども、現実的
にやっぱり。
今の法律では結婚は、宝塚市において婚姻届けな出せないん
だけど、お二人が人生のパートナーとして歩んでいくことは
祝福したいというような温かい気持ちで対応できるような接
遇というかな。市の職員全体がそのような対応に向けて努力
できる点があると思うので、市役所挙げての研修、偏見や差
別なくスムーズな温かい対応ができるようにしていただきた
いと思っている。

北野聡子

今、超高齢化社会の中で、一人暮らしの高齢の方というの
は、男性、女性にかかわらず、大変増えてきていると思う
し、若い世代においても結婚しない選択をして、一人暮らし
の方というのはやっぱり今すごく増えてきていると思うけれ
ども、この社会の仕組みの中で、そういう一人の人がみんな
例えば医療や介護の対象になっていったときに、大変な状況
になってくると思われる。
本人同士がお互いに支えあっていこうという、結婚と負いう
ところまでいかないとしても、（中略）いろんな形の助け合
いとか支えあいの社会になっていけるようにすることは望ま
しいと思う。
だから、広い視野に立って、そういう一緒に同居するという
状況の方たちに温かく対応するということは、介護予防で
あったりとか、あるいは医療の充実についてでも重なってき
て、豊かな暮らしにつながっていくと思うので、そういう性
的な、あるいは自分の生き方の中でいろんな選択をした人
が、そうじゃない人たちから普通じゃないよというようなこ
とで、数が少ないとしても、何かの面で差別をされている、
それを一つ壁を取り除きたいということで、そういうことを
一つずつすることが大事という中で、当事者たちがこうやっ
て声をあげています。そのことにしっかりと心を向けて暖か
く対応できるようしていただきたい。
同性同士のパートナー同士が子育てをちゃんとしているとい
うこともある。そういう子供たちの育ちの部分においても、
いろんな家族の形を作り上げていく方向をしようとしている
人たちを決して阻害することないようにしていただきたい。
今までの何となく慣習的な部分であったけれどもその方たち
の当事者が声をあげることによって気づかされたことを、こ
れからもしっかりと差別を解消して、宝塚において人権尊重
のまちになってほしいと思う。

北野聡子

市営住宅の入居に問題敵を頂戴した。それを受けて答弁させ
ていただくが、決して制度とか考え方というのは、一度ス
タートキルトそのままずっと続くというものじゃなく、やは
る、それぞれの社会情勢の変化により見直していく必要があ
ろうかと思っている。
そういう中ではこの入居条件等について今、提言をいただい
たが、URのことだとか、あるいは他市の事例もスタートを
切っているところもある。そういう制度上のことについて、
この入居条件だけじゃなく、市がとっている行政事務につい
て、改めて今日のありようの中での考えということでは見直
しをしていく、あるいはもっと理解を深めていくという、そ
ういう職員の意識の見直し、取り組みも必要かと思っている
ので、沿いうことには挑戦をしていきたいと思っている。

山下
副市長

中川
市長

ヨーロッパでは法律的にも同性婚がどんどん認められるとい
う状況の中で、日本はまだ民放改正、夫婦別姓も、国のほう
の法律では長い間、多くの方たちが望みながら法制度もしっ
かりできていないという、極めて残念な、非常に遅いという
ことを感じている。
今の市営住宅の問題は、やはり自治体でできることであると
思うので、人権も含めて、多様な生き方を認めていくという
か、そのような一つの突破口になればいいなと私も思ってい
る。どのような形で前に進められていくか、今後しっかり検
討していきたいと思う。

性的マイノリティ支援方策についてのうち、文部科学省通
達、性同一性障害に係る児童生徒に対するきめ細かな対応の
実施等についてを受けて、学校における支援体制をどう構築
していくのかについて、教育現場においても、性的マイノリ
ティの子どもたちがいるという意識をもって教育活動に取り
組むことが大切であると考えている。現在、教育委員会で
は、学校・延長や教職員に対して、性的マイノリティへの理
解と特有の支援の必要性について文書などで周知を行い、子
どもたちに係る職員の意識改革を進めているところ。
またこれまでに、管理職や養護教諭を対象に、宝塚大学看護
学部の日高教授を招いて、性的マイノリティへの理解を啓発
する講演会を実施したり、全教職員を対象とした現職研修会
においても、日高教授の講演と、性的マイノリティの方から
の話を聞き、身近な課題として考える機会を持った。本年度

井上輝俊
教育長

北野聡子

北野聡子 都市再生機構のハウスシェアリング制度についての見解はどう
だろうか。

井ノ上
都市整備部長

私もインターネットのほうでいろいろな情報を得ているが、今
後、そういう展開も研究していかなければいけないと思ってい
る。

同居人という形で一つの世帯として登録できるということだか
ら、そういう家族のあり方というものがあったときにどういう
風に対応していくかということを考えておくべきだと思う。
単一世帯、女性と女性、あるいは男性と男性が一人ずつで済ん
でいる場合と、同居して世帯主と同居人という形の中で一つの
世帯として住む場合には、国民健康保険料とかの差はどうなる
のか。

北野聡子 中川市長からもあったように、様々ないろんな生き方をする人
たちを支援する宝塚市であってほしいと思う。

私はできない。その立場の方々によると。
同性同士の結婚という風な、そこまでの話は今していないの
で、入居に当たっての要件だけれども、男女であれば、婚姻
関係になくても、事実婚でも。実際の戸籍に入っていなくて
もすんなり認めていると思う。それがなぜ、同性であれば排
除するのかというところで、今の世界の情勢、他市の状況、
あるいはいろんなことを考えながらですね。
まだまだ、市の条例においてそれを認めているところはまだ
ないけれども、やはりこの課題において、それによって差別
を受けている、そして国連の自由権規約委員会が、まず最初
にはそういう状況ということの差別があることは懸念します
よという勧告が8年にあって、そして14年にはそういう条例
の入居を妨げている制限も取り除くべきですよという、そこ
までの強い感覚をしている。
そこで、次に、住民票のことをお聞きしたいんですけれど
も、同性の方同士が一緒に住んで、居住と生計を共にしてい
る場合、同一世帯の住民票作成は可能か。

の住宅を居住の場所としている場合、あるいは生計をともに
する同居者も世帯の構成員となりえるということになる。
しかし、憲法では同性婚が認められていないので、世帯主と
の続柄については同居人という登録をしていただくというよ
うな状況になっている。

長



教職員以外の子どもにかかわる人々への性的マイノリティに
ついての啓発だが、先般、文部科学省の通知を各学校園に周
知し、教職員が十分に配慮した対応ができるように、啓発は
したが、さらに教育支援課のサポーターや教育相談員、ス
クールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、介助員
等に対しても、この通知の羞恥を行い、子どもにかかわるす
べての人々が性的マイノリティの子どもたちがいるという意
識を持って、学校生活全体の中で受け止めるように取り組ん
でいく。
また本年度開催する人権講座では性的マイノリティに関する
講座を予定しており、保護者、地域人権教育活動推進員、補
導員、民生児童委員など社会教育にかかわる市民の方々にも
案内をし、啓発の場としていきたいと考えている。

学校の中には様々な学校関係者、いらっしゃると思うが、そ
ういう様々な子どもたちにかかわる関係者への啓発も必要だ
と思うが取り組みはどうか。

文部科学省の通達の中身によって動きはじめたというこは大変
動きやすくなってきたなとおもうので、ぜひとも取り組みを強
化していただきたい。
学校生活の中での、あるいは学校の施設設備の面なんかでもこ
れから動いていけることがあるんではないかと思うのだが、服
装、髪型、トイレの問題、呼称など、学校で具体的に見直しが
できること、いろいろあると思うが、取り組みをしていただけ
るかどうかお伺いしたい。

学校生活での不安や生きづらさを性的マイノリティを理由とし
ている可能性も顧慮し、まずは悩みや不安を教職員がしっかり
と受け止めて、学校としての支援を行っていかなければならな
いと考えている。
具体的には水泳のラッシュガード、誰でも使える多目的トイ
レ。
今後も性的マイノリティの子どもたちへの配慮を念頭に個々の
状況に応じて、学校園での支援を進めていきたい。

五十嵐孝
学校教育部長

北野聡子五十嵐孝
学校教育部長

北野聡子

北野聡子

当事者に対する支援の取り組みであるが、今現在は、まだま
だ市の組織、あるいは職員自身も理解がいたっていないとこ
ろは多々あると思っている。今回発足した庁内での検討部会
というのを発足させていただいた。そういう中で多くの職員
が改めて性的マイノリティに対する方々の悩みだとか、ある
いは問題について、まず理解をすることが必要ということ
で、職員研修もスタートを切ったところである。そういうと
ころから、具体的な課題というのも少しずつ出てくるのでは
ないかなと思っている。
この検討部会では、10月を目標に基本的な方針を取りまとめ
るということにはしているが、決してそれで終わるのではな
く、その基本的な方針に基づいて具体的な一つ一つの取り組
みを各部局で増やしていけるようにしていきたいと思ってい
る。そのためには職員研修だけではなく、改めてそういう具
体的に取り組んでいる専門家の方々の見識だとか、あるいは
当事者の方々のご意見、そういう聞く場も増やしながら、具
体的な内容について増やしていきたいと思っている。

山下
副市長

は、性的マイノリティについて教職員が市民、保護者、市職
員とともにワークショップや講演を通して学ぶ講座を開催す
る予定。
また学校図書館司書が中心となり、小・中学校の図書室への
性的マイノリティに関する書籍の導入を進めている。これは
他市の事例で、性的マイノリティの子供たちが図書室で関連
書籍を見つけ安心できたという話を参考にしたもので、この
ほか、教育総合センターにも、教職員が個別に学ぶことがで
きるよう関連書籍を配備している。
今後も、教職員が子供たちの思いを受け止め、校内でのサ
ポート体制を気付くことができるよう、研修を行いながら取
り組みを進める。

2次質問。性的マイノリティの支援についての質問。
自殺未遂、あるいは自殺念慮、そのようなことを多く抱えて
いるかこの方たちをこれから支援していくためにも、自殺予
防対策との関連についてしっかりと取り組まねばならないと
思うが、いかがか。

北野聡子

そう言う事例がないということで、宝塚にはいないという認識
は絶対持ったらいけないと思う。本当に自分の身近な人にそう
いう人を知らないとしても、言えないだけかもしれないし、そ
ういうことを抱えている人が必ずいるんだということの認識を
まず持たないといけない。今までなかっただけではなくて、そ
ういうことを対応する準備が、あるいは受け入れの状況ができ
た時にこそ、私はこうなんですということを安心して言えるか
もしれない。今はもう拒否されるかもしれないとか、認められ
ないこと思えば、もうそのことを打ち明けられない。家族にさ
えも打ち明けられないというような状況ということをよく認識
しておいていただきたい。

個別の案件は、現時点では窓口で当事者の方がいらっしゃっ
たというふうな状況は把握してないけれども、先ほどから答
弁させていただいているように、10月をめどに、この検討部
会の中で窓口対応、それから市営住宅の関係、それから自殺
の予防というふうな観点でも、それぞれ関係する部署の職員
がこの部会のメンバーとなっているので、本当に、具体的な
事例を出し合いながら、個々の対応について検討していきた
い。

森本操子
総務部長

全ての職員が同じように研修していくということも必要だ
し、もしも、同性カップルの人が例えば市営住宅申し込みと
か、あるいは婚姻届を持ってきた場合、申し出があった場
合、相談があった場合、どういう風に対応していくのか、こ
のことは全体のこととはまた別に、そういう窓口対応という
ことについては早急に準備する必要があると思うが。

大河内茂太 中川市長

それでは次、性的マイノリティの支援方策についてお伺いし
たいと思います。
　性的マイノリティ、ＬＧＢＴの話につきましては、渋谷区
が４月に条例が制定されましたし、５月に入ってからはアイ
ルランドで同性婚が認められると、国民投票で決まったとい
うことで、どんどん世界的に進んでいっているわけなんです
けれども、これが果たして進んでいるということになるの
か、日本も追いつかなければいけないのかということにつき
ましては、私ひとつ疑問に思っているところでございまし
て、慎重に審議していただきたいなという私は立場で今から
質問させていただきます。
　先ほども申し上げましたけれども、インタビューの記事
で、市長が同性パートナーシップの条例を本市でも目指して
おられるということは明確なことだと思います。そして、で
きたら同性婚の立法にもつなげていきたいと思っておられる
ということなので、そういったことも含めまして、性的マイ
ノリティ支援全般につきまして、私のほうからはこういった
問題点があるんじゃないかということを個別に取り上げさせ
ていただきまして、それについて質問をさせていただきたい
と思います。
　当然、私のほうも勉強もしてまいりました。例えば、昨年
５月に本市が開かれました性同一性障がいの講演会にも参加
させていただきました。本当につらいお立場とか苦しんでお
られるということを理解させていただきましたし、また性同
一性障害特別法でそのために戸籍上の性別を変更して、事実
上というか異性になってしまうわけですから、結婚が認めら
れるという意味での救済が得られているということも理解し
ております。
　ただ、私ちょっと確認しておきたいのが、要するに性同一
性障がいというのはトランスジェンダーの一種でありまし
て、ＬＧＢＴのＴの部分です。ＬＧＢというのはレズビアン
とゲイ、あとバイセクシャルというＬＧＢなんですけれど
も、この方々を全く性同一性障がいの方と同じような同程度
の保護の必要性を認めておられるのか、またそのあたりのと
ころというのはまだ議論が煮詰まってないんじゃないかなと
思うところなんです。
　そこで、まず確認で聞かせていただきたいのが、ＬＧＢＴ
全体に占める性同一性障がいの方々の割合と、また本市はＬ
ＧＢとＴの区別についてどう考えているのか。特に区別せず
全体として今後保護を考えていこうとされているのか、ここ
をお聞かせください。

2015/6/24 まず、性的マイノリティ支援方策についてのうち、市の考え
についてですが、性的マイノリティの当事者について知り正
しく理解した上で、当事者の方々の生きにくさ、生きづらさ
に寄り添った地道な支援に取り組んでいくことが最も大切で
あると考えています。
　次に、検討部会の進捗状況についてですが、さまざまな
人々が自分らしく生きていくことができる社会づくりに向け
て、孤立感を抱えておられる可能性のある性的マイノリティ
の方々について理解するとともに、当事者の方々に対する支
援方策を検討することを目的として、関係課長など１３名で
構成する性的マイノリティ支援方策検討部会を設置いたしま
した。現在までに２回の部会を開催し、本市や先進自治体に
おける性的マイノリティに関する取組状況の共有や、専門家
による講義や意見交換を実施しました。
　今後は、当事者の御意見をお伺いするとともに専門家の御
意見も踏まえて、１０月を目途に支援に関する基本的な方針
を策定してまいります。
　次に、条例制定についての市の考え方についてですが、現
在、性的マイノリティの方々が抱えておられる課題の解決、
支援のために何ができるのか、どのような取り組みが必要な
のかについて検討部会で検討しているところであり、条例の
制定については先行して策定された渋谷区の状況も注視しな
がら議論が必要であると考えています。いずれにしまして
も、当時者の方々にとって真に支援となるよう、一つ一つに
取り組むことが大切であると考えています。

本市は、性的マイノリティの支援方策に関することを検討事
項とし、性的マイノリティの支援方策に関して基本方針を策
定することを当面の目標として、ことし４月末から性的マイ
ノリティ支援方策検討部会を設置しました。
　そこで、（１）支援方策に関する市の考えと、（２）検討
部会の進捗状況についてお聞きします。
　次に、６月５日付の時事通信に掲載された本市中川市長の
インタビュー記事によりますと、検討部会の設置に関して、
将来的には自治体同士が連携して世論を盛り上げ同性婚を認
める法律、これは国の法律ですが、制定につなげたいとのこ
とです。ことし４月に同性パートナーシップ証明書を発行
し、結婚相当の権利を与える条例を全国で初めて制定した東
京都渋谷区について、社会に問題を提起したことは非常に意
義があると評価した反面、相続などの際に法的拘束力を持た
ないなど課題も多いと指摘しております。
　宝塚市での同性パートナーシップ証明書条例制定について
も「必ず必要。議会対策は、社会的に明確に反対する理由が
見つけにくく、過半数はとれると思う」とのことで、本市が
条例を制定した場合、カップルが不利益をこうむらないよう
不動産業など事業者に要請し、違反した場合は事業者名を公
表する内容を盛り込むことも検討しているそうです。
　そこで、（３）同性パートナーシップ証明書条例制定につ
いての市の考え方について確認させてください。

１点目の割合ですけれども、ことし４月に民間企業が実施を
しました全国２０歳から５９歳までの男女約７万人を対象と
するインターネット調査の結果によりますと、ＬＧＢＴに該
当する人は全体の７．６％ということでございまして、その
うちトランスジェンダーと回答した方は０．７％ということ
になっております。
　それから、本市の性的マイノリティの方々への支援につい
てでございますが、トランスジェンダーの方もＬＧＢの方も
含めてというお話ですけれども、このＬＧＢＴ、性的マイノ
リティの方々ということですけれども、ことし５月８日に私
ども検討部会を開始しまして、すぐに職員向けの研修を行い
ました。南弁護士という方に講師として来ていただいたわけ
ですけれども、その際にも南先生の話の中には、むしろ性と
いう問題についてはＬＧＢＴに限らず、もっと広い意味で
の、性的少数者というよりも一人一人の問題であるというふ
うなお話もございました。
　私ども、今、議員おっしゃったように慎重に、勉強をしな
がらどのような支援が必要かということを考えているただ中
でございますけれども、まだまだ全体として性的マイノリ
ティの方々に関する理解というのはこれからだと感じており
ますけれども、一方では、私どもが市民の皆様にも御理解い
ただけるように発信していく立場に行政としてはあるのでは
ないかというふうに思っております。広く、性的マイノリ
ティの方々に寄り添った支援を考えていきたいというふうに
思っております。

ＬＧＢＴに限らず、さらに性的マイノリティ全般に広範に広
げていくというお考えだということだと思います。ただ、特
にＬＧＢＴに関しましては、障がい者と言い方、疾病なんで
すよね。トランスジェンダーに関しましては、特に性同一性
障がいの方については。それと、ＬＧＢの皆さんというのは
健常者でございますので、おのずと保護のニーズが異なって
くるんじゃないかなというように思います。
　

　

　

　

森本操子
総務部長

大河内茂太

不利益を全く生じておられないということであれば、それは
それにこしたことはないんですが、現時点で私どものほうで
そういう不利益をこうむられたという事態は把握しておりま
せんけれども、そのことすら言いにくいというふうな、言い
出せないというふうな今、世の中ではないかと思います。私
たちの周りで言い出せずに、自分がそのことも言い出せな
い、社会的にははみ出たような存在というふうに感じておら

　

森本操子
総務部長

大河内茂太

北野聡子



性同一性障がいの人が疾病だ、障がい者だということ。それか
ら、機会的同性婚を誘発するような教育という言葉。■■■■
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ことの議論の
話なんですけれども、適切な表現ではないというふうに感じま
した。

北野聡子

今の答えなんですけれども、確かにそれで苦しんでおられる児
童・生徒に対してそういった措置をとっていくということは非
常に重要なことで、今後の課題だということも理解しているん
ですけれども、その反面、今の答えは特にそういうことのない
ように教師に対して啓発しているんだというお答えだったんで
すけれども、実際には子どもたちに対する啓発活動もさらにそ
の先にはされるわけなんですよね。そういったときの副次的な
効果ということもしっかりと配慮しながら議論を進めていただ
きたいと思うわけなんです。
　どんどん、この問題については進んでいる市がありまして、
県とかもありまして、例えばレインボープライド愛媛さんです
よね、愛媛県はかなり進んでいるということで、こういったチ
ラシを子どもたちに配っているということなんです。この中
で、愛にはいろんな形があるよと、多様性を認め合う社会は多
くの人にとって生きやすい社会ですと、こういうことが言われ
ているんですが、例えばこういった啓発資料も子どもたちに配
られている。
　これは、こういう漫画なんですね。今、これは生徒同士が、
男の子同士が抱き合っているという中で、むしろ僕はこいつに
抱きしめられたいほうというかなんというかと、こういった漫
画を使うんですね。これは、ボリューム１１と書いていますか
ら、ほかにもいろんなパターンが提供されているということな
んです。
　いろんな啓発の仕方はあるかと思うんですけれども、先ほど
も言いましたけれども、行き過ぎといったらあれなのかもしれ
ません。副次効果が出てきて、機会的同性愛を誘発してしまう
ような危険性ということもしっかりと把握されながら進めてい
ただかないといけないんじゃないのかなと思うんですね。特
に、小学校、中学校の児童・生徒というのは自分で判断能力が
ない時期ですから、しかも教室という密室の中で、性の多様性
ということについてはまだ国民の議論も煮詰まっていない価値
観なんですね。それを一方的に密室で、判断能力のつかない子
どもたちにどんどん啓発していくということについて、非常に
私、いかがなのかなと思うわけなんです。どんどん教育の分野
だけ先行して進んでいくんじゃなくて、国民的な議論を待っ
て、慎重にやっていく必要があるんじゃないのかな、このよう
に思うわけでございます……
どうお考えですか。

本年度、文部科学省から教職員が性的マイノリティの子ども
たちの悩みや不安を受けとめ、個々の状況に応じた支援を行
うよう通知が出されましたが、さまざまな支援を必要とする
子どもたちに教師がしっかりと向き合って支えていくことは
教育の基本であると考えております。しかしながら、性的マ
イノリティにつきましては、教職員の認識がまだ十分とは言
えず、まずは教師が性的マイノリティの子どもたちが学校・
園にいるという可能性を前提といたしまして、性的マイノリ
ティ全般についての心ない言動を慎むこととか、さまざまな
子どもたちの生きづらさに気づくことができるように研修会
等で学んでいく予定でございます。
　教師としましては、ありのままの子どもたちの姿を温かく
受けとめられる、そういうまなざしが子どもたちの健全な育
成に寄与すると考えておりますので、学校・園で教師の研修
も進めていきたいと考えております。

　ただ、今も聞きましたけれども、私５％だと思っていたん
ですけれども、全人口の７．６％というのは非常に多いな
と。こういう皆さんですから、保護施策を進めていくとかな
り社会に影響力が出てくるかと思いますので、保護すべきな
のはどの範囲の人で、一体どんな不利益からの保護なのか、
そして保護することによって社会的にどんな影響が起こっ
て、どんな問題点が生じるのかということをしっかりと慎重
に検討していっていただかなくちゃいけないのかなと思いま
す。
　そういう意味では、一体どんな不利益が生じているのかと
いう点なんですけれども、主に不利益として出てくるのがア
パート入居拒否と病院での面会というのがよく具体例で挙
がっております。こういった記事がございまして、某全国紙
の記事です。渋谷の条例が出た後に出たんですけれども、
「渋谷区は４月１日から同性カップルに結婚に相当する関係
を認めるパートナーシップ証明書を発行できる条例を施行さ
せた。同性カップルが法律上の家族ではないため、アパート
などの入居や病院での面会を断られる事例が多いとの指摘が
あったためといい、全国初の取り組みだ。だが、別の不動産
会社も同性カップルの場合もルームシェアという扱いでこれ
までも全て受け入れている。入居を断られるといったトラブ
ルは聞いたことがない。区内の複数の病院からは、入院患者
が拒否しない限り誰でも面会できるようにしている。同性
パートナーであっても面会を断っていないと戸惑いの声が聞
かれた。区は施行に当たり、不動産会社へのヒアリングを
行っておらず、病院からは質問に対する回答が得られていな
いといい、区議会では拙速との反対意見も出た」と。こう
いった記事が出ております。
　確かに、「同性カップルです、私たち。一緒に住ませてく
ださい」と正面からそういうことを言う人がいるかどうかな
んですけれども、例えば我々旅館に泊まるときでも、結婚し
てない２人がそこに泊まろうとしたときには、そのことを言
わないで結婚しているとか言うわけですよね。何もプライ
ベートのことを普通は言わないんですね。仮にルームシェア
ということで住んでいるんであれば、個別具体的に不利益は
生じていないはずなんですよ。こういった意味でも、本当に
強調されている不利益があるのかどうかというところなんで
すね。
　そこでお尋ねしたいのが、本市で同性カップルが賃貸住宅
で入居を断られたとか、病院での面会を断られたというよう
な不利益が今まで報告されているのか。何もこれに限りませ
んけれども、何か不利益があるということであれば教えてく
ださい。

れるというふうな方々もいらっしゃるのではないかと思いま
すので、御自身がまずは安心してそういうことを言い出せる
社会づくりが大事なのではないかというふうに思っておりま
す。
　以上です

お騒がせしておりますけれども、あと９分間残っております
ので、恐縮ですけれども最後までやらせていただきたいと思
います。
　最後、議事進行がかかる前に私が言っておりましたこと
は、市民にとって重大な利害関係のある問題、重大な関心
事、これについて言葉狩りのように何も言えなくなってしま

　

　

　

　

北野聡子

五十嵐孝
学校教育部長

大河内茂太 大河内茂太本市では、そういった事例は把握していないということなん
ですね。また、そういった、ただ全体としての生きやすさづ
くりということに関しては、国がまず率先してやるべきこと
かなとも思いますし、例えば本市で条例をつくるということ
は、本市で何の不利益も生じていないのに一体その条例で何
を守るのかということにもなってくるわけです。本市で不利
益がないものを、条例をつくっていくということを本当に必
要なのかどうか、ちょっとそういう疑問を持ちます。こう
いったことも検討部会でしっかりと議論していただきたいと
ころでございます。
　また、金曜日の一般質問でもこの問題が取り上げられまし
て、学校現場ではＬＧＢＴ理解の取り組みを積極的に行って
いくという答弁がございました。これにつきましても、どん
どん進めていっていいものかどうかということについては一
定の、私は懸念をしております。
　例えば女子校とか男子校、あるいはよく言われるのが刑務
所とか軍隊といった主に同性しかいない環境の中では、同性
カップルが多いとよく指摘されるところなんですけれども、
これはなぜかといいますと、恋愛を思春期の人はしますけれ
ども、全員しますけれども、相手が同性しかいないからそう
なるんですよね。ということは、環境によって後天的に同性
愛者になるというパターンがあるということなんです。これ
は、厳密には機会的同性愛、オポチュニティーのほうです
ね。機会的同性愛といいまして、厳密な意味でのＬＧＢＴ
じゃないと言われているんですが、実際にはそれが契機に
なってバイセクシャル、両性愛に進んでいくというようなこ
ともあるということなんですね。
　例えば、学校での児童・生徒への啓発活動がこのような後
天的な機会的同性愛を誘発する可能性が否定できないんじゃ
ないのかなと、このように思うわけなんです。本来のＬＧＢ
Ｔの児童・生徒に対しては適切な支援と周囲への理解の呼び
かけをすることが必要かもしれませんが、機会的同性愛のよ
うに適切な指導により性的嗜好を変えられる児童・生徒につ
いて、異性との恋愛・交際を指導していくのが健全な教育な
んじゃないのかなと、私などは思うんです。同性への性的嗜
好がなかった児童・生徒にあえて同性愛や両性愛という選択
肢もあるよ、性愛の形はさまざまだよと啓発する必要はない
と思うんですけれども、このあたりについてどうお考えで
しょうか。

今今の大河内議員の発言の中に幾つか不適切な発言があると
思います。■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
■■■■■■という仮の話かもしれませんけれども……
（「議論だからおかしくないわ」と呼ぶ者あり）
　おかしくないかもしれませんけれども、おかしくないとい
う人もあるかもしれませんけれども、私は今、人権の問題の
中で誤解を生じて、ＨＩＶ感染者がふえている、その実情の
中から教育面での配慮が必要であるという宝塚大学平田教授
の研究の成果もあり、より市民に理解を広める……
（「具体的に、何をしたいと言っているの」と呼ぶ者あり）
　それでは、今までの中で、「性同一性障がいの人はこれは
疾病なんです。障がいなんです」という言葉も今、人権的な
配慮の中から医療的なケアをとるための部分だったと思うの
で、そこにもちょっと違和感がありますので、幾つか不適切
な発言について訂正していただきたいと思います。

伊福義治
副議長

具体的にどういう言葉ですか

中川市長 言葉の細かいところを言われると、例えば、ないというわけは
それはないでしょう。しかし大人と同じ判断能力があるのかど
うかということでございますね。
　それから、今おっしゃっておられた話というのは私、全く理
解してないわけじゃない、最初から話をさせていただいている
ように、性同一性障がいについてもＬＧＢの皆さんについて
も、やはりさまざまな苦しみがあるからこういった話が出てく
るんです。ただ、それは人権よりの、だけに配慮した話なんで
す。人権さえあればほかのことは考慮しなくてもいいのかとい
うことじゃない。私は大きな社会の利益のところもバランスよ
く考えていかなくちゃいけないと今、話をさせていただいてい
て、特に反対する立場からはそういった項目について上げさせ
ていただいているということも御理解いただきたいと思いま
す。
　その中で、これは特に性風俗とか業務の適正化に関する法律
を専門分野とする小西一郎弁護士という方がこのように書かれ
ております。「ここで同性婚について、単に自由が認められ
た、人権が守られたということについて、私は法律家として疑
問を投げかけます。なぜなら、確かに当時者同士の問題であっ
て好きにすればという意見もあるかもしれませんが、法は単に
人に直接的な迷惑をかけないでおればいいというのではなく、
例えば売春防止法や風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関
する法律においても保護すべき法益として健全な性道徳や清浄
な風俗環境といったものがあげられるように、単なる当事者の
問題だけを調整するのが法律ではないからです」と、このよう
なことでございまして、人権は大切なんですけれども、全体と
しての性道徳とかまだ伝統的な価値観残っております。そう
いったことの配慮ということが必要だと私は思っているんで
す。法律については、それこそ憲法２４条に反しているんじゃ
ないか、９４条にも反していますよとか、いろいろ出ていま
す。民法の現行の家族制度の考え方とも違うもので、こういっ
たことについても全体の部分を調整していかなくちゃいけない
話なんですね。
　■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
■■■■■■■■■■■■■■
　■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

大河内茂太根本的な誤解があるまま質問と答弁を終えるのはよくないと思
いまして、大河内議員、今おっしゃいましたが、子どもたちに
判断能力がないということは、私は決してそうは思っておりま
せん。子どもたちもしっかりと考え、自立した存在です。自分
の思いというのをきっちり持っています。子どもたちに判断能
力がないという言葉に対しては、私は強い違和感を覚えます。
　いま一つ、国での議論というか、まだ議論がなされていな
い、だからやっているんです。議論するために、みんなで考え
るために、私たちはこのような検討会を開き、当事者の方の声
も今まで伺えなかったので、当事者の方にも来てもらい、そし
て専門家に来ていただいて、そして勉強していくというのが検
討会です。国民的議論がないからこそ必要なわけですね。大河
内議員のようなお考えもある。でもやはり、人の痛みに寄り
添って、声を出せない人たちの生きづらさということをしっか
り理解していくということが、私たちが議論している大きな理
由です。
　そして、先ほども何か質問で不利益をこうむった人がいない
とおっしゃいましたが、総務部長の答弁の中で、それさえ出せ
ないから見えないんです。今の世の中で、やっぱりその声は上
げられない方が調査では７．６、５．３という、大体すごい人
数ですよね、２０人に１人。もっとという状況にあるというこ
とも、これも私たちは勉強してわかったし、そういう議論が
今、まさに起こりつつあるので議論しようじゃないかというこ
とです。
　そして、国がやるべきだとおっしゃったのは、本当にそうな
んです。やっぱりこの日本という国で、法治国家ですから、法
律がやっぱり大事です。今、議員連盟ができていて、馳浩さん
が会長でいらっしゃいますけれども、やはり国の議論も起こし
ていただくという意味でも、一番市民に近い基礎自治体がその
ことに対してみんなと一緒に考えていこうと、そのように行動
をしているわけです。
　そして、当事者の、この間の南弁護士のお話をお聞きになっ
たかどうか、あのときはお三方だか議員さんが３人か４人だっ
たので大河内さんのお顔はちょっと探せなかったんですけれど
も、当事者の方々がおっしゃったのは、先ほど学校でそういう
密室で寝た子を起こすような、そのようなことはよくないん
じゃないかとおっしゃいましたけれども、寝た子を起こすなと
い議論というのは過去に結構ありました。それが、やはり差別
に対してみんなが知らないうちに差別をしていくということに
つながっているということだとも思うんですね。ですから、も
う少し広い気持ちで、もっと御自身に有利な情報だけではなく
もっと広く私どもも勉強会ちゃんとやっていますし、きっちり
と御案内も差し上げていますので、そのような勉強をしていた
だい
てからやはり議論をすべきだと思います。■■■■■■■■■
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

反対派といいますか、先ほどもお答えさせていただきました
けれども、私ども今、性的マイノリティの方の生きづらさと
いうのに当事者の方の話とか、それから専門家の方の話とか
を聞く中で気づいて、それに対してどのような支援があるか
というようなことを検討しなければならないと思っておりま
す。その検討に際しましては、職員の研修の際のアンケート

大河内茂太 森本操子
総務部長

大河内茂太 本当に小さい穴からどんどん決壊して大きな洪水になっていく
ということがありますけれども、我々、保守的な立場からしま
すと、堤防の小さい穴も防いでいくというような慎重な取り組
みをお願いしておきたいと思う次第でございます。
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そういうことなんで、やっぱりそれが当然やと思います。新
たな問題、もう時間ないですが、その性的マイノリティの問
題でありますとか、今、社会的に大きな問題に認識されつつ
あることについて、やっぱり力を入れてやっていかなあかん
という部分も一面ではあるかと思うんで、どれかを優劣つけ
るようなやり方はよくないと思いますので、その点について
は、今後、見直していただくように求めておきたいと思いま
す。
性的マイノリティの件についてなんですが、前回の議会で
も、ある議員の発言でも、大きな問題になりましたけれど
も、やはりその問題に対する認識不足、理解不足というのが
根本的に社会の中に大きくあるということで、やっぱりそう
いう啓発というのが非常に重要だと思います。

今年度、教育委員会では文部科学省の通知を受けまして、学
校園長や教職員、さらには子どもにかかわる図書館司書やス
クールサポーター、介助員などに対しまして、性的マイノリ
ティへの理解を深めることができますように、文書での周知
や研修を通しての啓発を進めております。
また、性的マイノリティについての子どもの理解を助けるた
めに、学校図書館司書が中心となりまして、小・中学校の図
書室へ性的マイノリティに関する書籍を購入いたしました。
さらに、教育総合センターにも、教職員が個別に学ぶことが
できるように関連書籍を配備しております。
本年度は、人権講座１、２、あるいは人権ワークショップ講
座において、教職員が性的マイノリティについて、市民、保
護者、市職員とともにワークショップや講演を通して学ぶ講

五十嵐孝
学校教育部長

となき正勝

性的マイノリティの人権保障について、一人一人の人間の性
的指向や性自認は実に多種多様です。社会の中には、異性愛
者のほかにも、ＬＧＢＴと呼ばれる人たちもいます。これら
の人々は性的マイノリティと総称されますが、その割合は、
日本人の場合は５％とも言われています。欧米などでは性的
マイノリティを保護し、その人々の性的人権を守り、社会的
地位を向上させるための施策の整備が進んでいます。
例えば、同性同士の共同生活を事実上夫婦同様のものとして
公認し、権利を保障する登録パートナーシップ法やパート
ナーシップ契約を制定している国は、ドイツ、フィンラン
ド、英国、フランスなど、世界各国に広がっています。
ＮＰＯ法人ＥＭＡ日本によると、同性婚及び登録パートナー
シップなど同性カップルの権利を保障する制度を持つ国、地
域は、世界中の約２０％の国、地域に及んでいます。
一方、社会の中にはいまだに性的マイノリティへの誤解や偏
見が根強く存在します。そのもとで自分の自然な性的指向や
性自認を否定的に捉え、強い疎外感や社会不信、自己否定の
気持ちにかられる人もいます。こうした人たちも、同じ一人
の人間として堂々と自分らしさを主張でき、個性豊かに暮ら
せる社会をつくることが求められています。
性別や性自認、性的指向を理由とした就労や住宅入居などの
あらゆる差別をなくし、生き方の多様性を認め合える社会を
つくっていくことが必要です。
公的書類における不必要な性別欄の撤廃、性同一性障害特例
法の見直し、性同一性障害の適合手術の負担の問題解決、公
営住宅、民間賃貸住宅の入居や継続、看護、面接、医療決定
の問題など、同性のカップルが一緒に暮らすに当たっての不
利益の解消、欧米各国の制度を参考に性的マイノリティの人
権と生活向上、社会的地位の向上を図っていくことが求めら
れます。
学校現場でも、ＬＧＢＴの存在を知らせるとともに、性の多
様性を尊重し、全ての人間が個性豊かに、自分らしく生きら
れる社会のあり方について認識を深められる教育が大事であ
ると考えます。
そこで、本市における人権を守る取り組みについてお伺いし
ます。
（１）第５次宝塚市総合計画後期基本計画の見直しについ
て。この計画では、人権の項目の表題が人権・同和となって
います。ほかの障がいのある人、女性、高齢者などといった
項目とは別に同和問題が記載されています。この同和問題に
ついて、他の人権問題との表記の違いがあるのはなぜか、答
弁を求めます。
（２）について、宝塚市人権教育及び人権啓発基本方針の見
直しについて。性的マイノリティについては、その他の人権
問題の中に位置づけられているが、見直しが必要ではない
か。
（３）上記の総合計画と人権啓発基本方針との関係について
答弁を求めます。

次に、宝塚市人権教育及び人権啓発基本方針の性的マイノリ
ティの位置づけの見直しにつきましては、近年、性的マイノ
リティの人権に関して、社会において認識される機会がふえ
てきていることや、世界のさまざまな国や国内の他の自治体
における当事者への理解や支援、多様性尊重に向けた取り組
み推進の動向を踏まえて、本市におきましても、当事者に対
する理解の促進や支援に関する基本的な方向性について検討
しているところです。
基本方針における性的マイノリティの人権の位置づけにつき
ましては、人権審議会の中でも同様の意見をいただいている
ところで、これらの状況を踏まえて、方針見直しの際には位
置づけを検討したいと考えています。
次に、後期基本計画と方針の関係についてですが、第２次宝
塚市人権教育及び人権啓発基本方針に関しては、２００７年
の策定から期間が経過していること、人権問題をめぐる社会
情勢が変化していることなどから見直しを行いたいと考えて
います。
見直しに際しましては、上位計画である総合計画との整合を
図るため、性的マイノリティの人権について、他の人権問題
と同列に位置づけて検討するとともに、市民の人権に関する
意識、本市における人権問題の動向、人権問題をめぐる社会
情勢の変化などを勘案する必要があります。
これらの検討を踏まえて、基本方針を見直し、新たな課題に
対応したより一層人権が尊重される社会づくりを目指してま
いります。

中川市長

　

うということは大変危険なことだということを最後言わせて
いただいておりました。これはまさに、議論ができなくなっ
てしまうということ、民主主義が死んでしまうということな
んです。しっかりと議論ができる、言葉狩りをしないでいた
だきたいと思います。
　それから、先ほど市長がまずは条例からということを言っ
ておられましたけれども、これは私、まず条例、法律に規定
のないものをまずは条例ということは憲法９４条に反してい
ると思っています。これを本当に推し進めるのであれば、憲
法をまず改正していただきたいなと思っております。
　それから、先ほども申し上げましたけれども、人権、大切
なんですけれども、人権だけを守ったらいいんじゃない。憲
法も全体の利益の中でバランスをとっていくということが明
記されているんです。だから、全体とのバランスが必要なん
ですね。そういった意味で非常に興味深い記事がございます
ので、御紹介しておきたいと思います。「米国では現在、同
性婚の是非が連邦最高裁で争われている。同性婚に反対する
専門家１００人を代表して最高裁に意見陳述書を提出した
ジーン・シェア弁護士は、結婚を性別と無関係なものに再定
義すると結婚に対する既存の社会的概念が崩れ、男女の婚姻
率を引き下げると指摘する。シェア氏によると、最初の同性
婚合法化州となったマサチューセッツ州では６年間で８．
９％、アイオア州では９．２％、コネチカット州では７．
３％、それぞれ男女の婚姻率が低下した。これに対し全米の
婚姻率は２００９年から１２年にかけて横ばいで推移してい
る。欧州の同性婚合法化国で男女の婚姻率下落が最も著しい
のがスペインだ。ほぼ横ばいで推移していた男女の婚姻率
は、同性婚を認めた２００５年を境に９年間で３６％も下落
した」と、こういう記録がございます。
　婚姻率が３６％、最大下落してしまうと、当然子どもがそ
の分だけ生まれなくなってしまうわけです。我々地方議員、
何とかして少子化を食いとめたいといろんな提案をします
し、それでもそれは食いとめられなくて、下落の速度を落と
すぐらいのことにしかならない。国もたくさんのお金をかけ
て、こういったことに対策に取り組んでいるところを、こう
いったものを灰じんに帰してしまう、それほどの社会的な影
響力があるということなんです。
　また、同じシェア弁護士はこのように言っています。シェ
ア氏は、「男女の結婚の枠組みが人類歴史を通じて存続して
きたのは、子どもたちに莫大な利益をもたらすからだ。同性
婚によって結婚を再定義することは、家庭社会に破滅的影響
を及ぼす」と言っておられます。社会に甚大な影響力を及ぼ
す同性婚でございますから、これについては本当に慎重な議
論をしていただきたい。先ほど、くしくも市長、反対派の立
場もしっかりと勉強してくださいということでしたけれど
も、推進の検討部会におきましても、一方的な推進派の意見
だけを聞いてどんどん進めていくということではなくて、反
対論者の意見を聞いたり、勉強したりする機会もしっかり設
けていただいて、バランスよく進めていただきたいと思うん
ですが、これについて当局のお考えをお聞きしたいと思いま
す。

2015/6/29 先日、発言の取り消しの申し出のあった大河内議員の一般質
問に関する性的マイノリティ支援方策についての大河内議員
の発言中、■■■■■■■■■■■■■■■から■■■■■
■■■■■■■■までの部分、及び中川市長の発言中、■■
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
■■■■■の部分を取り消します。これに異議ありません
か。
　　　　（「異議なし」と呼ぶ者あり）

石倉加代子
議長

とか市民向けの講演会のアンケートとかでいろんな御意見を
頂戴しながら、そのことについてのまた専門家の御意見もい
ただきながら慎重に検討していきたいと思っております。



その少し経過につきましては、先日の会派代表者会でも経過を
整理するようにということで御意見を頂戴しまして、今経過を
整理しているところでございます。

経過ではありません。マスコミへの発表しますのでということ
で、行政のほうからマスコミの報道機関のほうにいつ記者会見
をしますよという通達を出されたのかということをお聞きして
いるんです。

経過といいますのは、私が経過と申し上げましたのは、この
間の策定からそれから記者への説明をするというふうな都市
経営会議後のスケジュールもあわせて、資料として提出する
ようにということでございました。

全く質問の意味が違っていると思います。これを記者会見を
しますというので、何月何日に集まってくださいということ
を通達をされたのはいつですかということをお聞きしている
んです。

御質問の趣旨は理解しているつもりでございますけれ
ども、そのあたりの都市経営会議前後の経過について
も資料としてまとめるようにということでございます
ので、今整理をしているところでございます。

これ公の一般質問でございますので、しっかりお答え
いただきたいと思います。それがまた後にあるかどう
かということは、こちらには別のことでして、最初に
もう通告はしているわけですから、しっかりとお答え
をいただきたいと思います。
これをマスコミのほうに記者発表しますということを
言われたのは、１１月の何日でしょうか。

そのあたりの議員の皆様への説明の時期と、それ
から記者発表の時期ということで、１１月１７日
に最終の検討部会がございました。それを踏まえ
まして、１１月３０日に都市経営会議がある予定
でございましたので、市議会への正副議長への御
説明をした後に市議会に配らせていただくという
ことと、記者に発表ということをあわせて、１１
月１８日には最終の検討部会が終わりましたの
で、１１月３０日の都市経営会議で決定ができれ

森本操子
総務部長

山本敬子 森本操子
総務部長

山本敬子 森本操子
総務部長

山本敬子 森本操子
総務部長

山本敬子 森本操子
総務部長

この私どもの性的マイノリティの方々に対する取り組みにつ
きましては、１１月３０日の都市経営会議で、これは午前中
に開催をいたしました。午前中の都市経営会議で市としての
方針決定をいただきました。その後、記者発表ということ
で、議員の皆様方にはその後になったということにつきまし
ては、申しわけなく思っております。
都市経営会議での議論の内容につきましては、さまざま私ど
も検討会を７回開催しまして検討してきたわけでございます
けれども、この都市経営会議での決定後の市議会への説明等

そうしましたら、質問事項の４番のＬＧＢＴの今後の対応に
ついてということでお尋ねをしたいと思います。
　宝塚市の将来的な行き先についてということでしたけれど
も、一応行き先のことのほうは要綱ということで私たちの手
元にもいただいております。都市経営会議が発表されます３
０日の日にあったように思います。それについての内容をお
聞きしたいと思います。
宝塚市の重要施策として位置づける施策であれば、職員も市
民の皆様への説明をしていくお話でありますし、議員のほう

後ほどまた質問をさせていただきますけれども、対応とその着
地点ということですけれども、これは記者会見を開かれるとい
うことを１１月３０日、マスコミへの発表をされたわけですけ
ども、それの報道機関に対しましてこの日の１１月３０日の何
時に記者会見をしますということを伝えたのは、行政側のどの
部署から何月何日に伝えたのでしょうか。

山本敬子

発言の機会をいただきましてありがとうございます。
６月議会の一般質問において、私は発言の一部を取り消し、
マスコミと自身のブログを通して謝罪をいたしましたが、重
ねて議場でも謝罪をさせていただきます。
当該取り消した発言につき、性的マイノリティ及びＨＩＶ感
染者に対して否定的なニュアンスを伴ったことについて、当
事者の立場に立った目線を欠いた発言であったと反省してお
り、謹んで謝罪申し上げます。
その後、研修会や勉強会へ参加するなど、私なりに性的マイ
ノリティ及びＨＩＶ感染者への理解を深める努力を続けてお
ります。９月初旬にはＬＧＢＴ勉強会を開催し、今後は１１
月に学校教育現場で啓発活動を続ける講師を招いて再度ＬＧ
ＢＴ勉強会を開催するなど、たゆまず研さんを深めてまいり
ます。
このたびは、まことに申しわけありませんでした。

大河内茂太2015/10/7

質問項目の４番、ＬＧＢＴの今後の対応についてをお尋ねい
たします。
今回の一般質問の通告を出すに当たりまして、市長からの発
表の前になりました。通告及びヒアリングを終えておりまし
たので、それに向けて質問させていただきます。
要綱として出されるに当たりまして、どのような経緯をた
どったのかをお聞きいたします。
議会との話し合いもなく、そして市民からのパブリックコメ
ントもとっておられず市民不在の施策となってしまいまし
た。市役所内のみにとどまって進められた施策であれば、こ
れは私たち議会にとっても市民への説明責任がどうなるのか
ということが、非常に心苦しい事態となっております。
一般質問の提出時と状況が少し変わってしまいましたけれど
も、それについて内容は同じだと思いますので、お聞きした
いと思います。
（１）宝塚市の対応と将来的な行き先についてをお尋ねしま
す。
宝塚市がどう対応してきたのか、そして今後どういうものを
目指していくのかについての経過や内容を聞く質問を出しま
したけれども、記者会見後、１１月３０日の夕刻になりまし
て、やっとこの要綱が議会に配付をされました。
その宝塚市の状況と経緯についてをお聞かせください。
（２）解決すべき点や訴訟がある問題等についての質問をい
たします。
ヒアリングにおきましても２件のトランスジェンダーの方の
トイレの関係の訴訟問題を挙げまして、それを宝塚市として
はどうされますかということの対応を質問させていただいて
おります。これは、要綱におきましてだれでもトイレとあり
ますけれども、この内容がどうなっているのかをお聞かせく
ださい。
（３）宝塚市が宝塚歌劇団に与える影響についてをお尋ねい
たします。
先日、他会派の議員と話し合いをする機会を得ましたけれど
も、その方もやはり現役のお母様のほうから、宝塚市でこの
パートナーシップをやることについて、何とかということを
頼まれたとのお話がありました。
宝塚歌劇団は、清く正しく美しくを掲げた小林一三翁の理念
のもと、厳しい戒律を守って日夜努力をしてまいりました。
宝塚歌劇団は、女性だけの劇団であるとよく言われますけれ
ども、一口に宝塚歌劇と言いましても多くの阪急の社員がお
り、演出部、作曲、アレンジ、そして大道具、小道具、装
置、衣装、帽子、靴、着物、床山さんなどの多くの職員がお
ります。そして大劇場側には多くの阪急社員がおりますし、
宝塚歌劇団は東京の宝塚劇場、東宝劇場を入れれば大変な大
所帯となります。宝塚歌劇といいましてもこれをひっくるめ
た全体が宝塚歌劇なのです。
舞台上で表現するのは現役の劇団の生徒だけですけれども、
その作者のつくったイメージの作品の世界の中で、作曲家の
つくった美しい曲への厳しいレッスン、その作者の世界をつ
くり上げていくために血のにじむような激しいレッスンや、
演出や振りつけを通しまして夢を織りなす舞台を一つずつつ
くり上げていくいわば全体の総合芸術の世界なのです。
宝塚の生徒、ファンの皆様、そしてＯＧたちにとりまして、
宝塚大劇場に観劇に通うだけではなく宝塚のまちに来てその
空気に触れることそのものが、憧れの地であり壊してはなら
ない聖地であることは、まずはしっかりと認識をお願いした
いと思います。
同性パートナーシップ証明の件が新聞紙上で発表されまして
からネット上では、宝塚市は宝塚歌劇団のある特殊なまちだ
からだ。あのような同性愛劇団はキモいんだよなどとの心な
い誹謗中傷の書き込みが見られました。女性だけの劇団と見
られがちなところから世間からいろいろとやゆされることも
多く、それは現役の生徒たちがいる劇団側が、いわゆるすみ
れコードとしてイメージをしっかり守っているところです。
しかし、このような世間からの誹謗中傷を受けて最も傷つく
のは、やはり宝塚歌劇団の生徒にほかなりません。
これについて宝塚市がどうお考えなのかをお聞かせくださ
い。

次に、ＬＧＢＴの今後の対応についてのうち、本市の対応と
将来的な行き先についてですが、本年４月から性的マイノリ
ティの方々に対する支援について具体的な取り組みを検討し
てまいりましたが、先日、ありのままに生きられるまち宝
塚、性的マイノリティに寄り添うまちづくりの取り組みとし
てまとめたところです。
取り組みの方向性を人権尊重のまちづくりと当事者に心を寄
せるまちづくりとし、具体的には市民の方などに向けての啓
発、理解の促進に力を入れるとともに、全職員が２年間を目
途として早期に性的マイノリティに関する研修を受講するこ
とを目標としています。また、子どもから大人まで誰でも相
談できる電話相談窓口を開設するほか、同性パートナーを尊
重する仕組みづくりにより、性的マイノリティの方々の生き
づらさの解消につなげていきたいと考えています。教育・保
育現場においては、啓発リーフレットの作成・配布や、教職
員を対象とする研修などの取り組みを盛り込んでいます。
こうしたさまざまな取り組みにより、性の多様性の理解が広
がり、誰もが安心して自分らしく過ごせる社会を目指してま
いります。
次に、解決すべき点や訴訟がある問題などについてですが、
性的マイノリティの方々にとってトイレの問題は、生活をす
る中で重要な問題の一つであると認識しています。本市で
は、まず公共施設の多目的トイレの表示を、だれでもトイレ
といった表示に変えることで、誰もが使いやすい環境を整え
たいと考えています。
次に、本市が宝塚歌劇団に与える影響についてですが、性的
マイノリティの方々に対する本市の取り組みは、性の多様性
を理解し全ての人が個人として尊重され、人と人が互いにと
うとび合い、誰もが自由で平等な社会で安心して暮らすこと
ができる人権感覚にあふれたまちづくりにつながるもので、
誰もが暮らしやすいまちづくりを目指そうとするものです。

文科省が出された通知によりますと、これ新聞報道の記事で
すけれども、具体的な支援策として、人権教育の年間指導計
画に位置づける、校内研修や職員会議で取り上げる、一方的
な調査や否定をしない、保護者に隠していたり、保護者が受
容していなかったりする場合に注意するということを何か提
案されているようなんで、これに従う形で、しっかり計画的
に今後の施策なり、そういう啓発、子どもたちへの教育も一
緒ですけれども、進めていっていただきたいなと思います。
あと、その教職員の研修ということで言われていたんです
が、最後にしておきましょうか、１点だけ、教職員にかかわ
らずなんですけれども、職員の研修の実施状況、その人権に
関する研修の実施状況というのを確認させていただいたとこ
ろ、さっきの同和問題にもかかわるんですけれども、非常に
同和問題は重点的にやられている。一方で、ほかの人権問題
は、それに比較しては数が少ないのかなというような形が
ちょっと見受けられるんですが、その辺についても、そのバ
ランスといいますか、そういう部分についても、いろいろ今
のこの性的マイノリティの問題もそうですけれども、やっぱ
りその時々で重視すべき面というのはやっぱりあると思うん
で、きちっとその過去やっているから、それを踏襲してずっ
とやっていくんやというんじゃなくて、やっぱりそういう計
画もきちっとその都度その都度見直しながらやっていくべき
かと思うんですが、これは両方に聞くべきなんかな。はい、
どうですか。

議員おっしゃいますとおり、人権課題につきまして、私ど
も、年間の中で計画をしていくときに、そのときそのとき、
重点的に取り組まなければならないテーマとか、市民の関心
の高いものとか、そういうふうなことを偏らずに選択してい
るのが、実態でございます。
職員研修の中で、同和問題というふうなことがこの平成２４
年度から、これは継続して実施をしておりますけれども、こ
れにつきましてはやはり職員の研修をするに当たりまして、
やはり最近の特に若い職員について、同和問題に関する認識
について、やっぱりさらに啓発、研修する必要があるという
ことでここ３年間は続けてきているというふうな現状でござ
います。

森本操子
総務部長

となき正勝

2015/12/8

それで、３月、４月ですか、文科省からそういう取り組みに
ついて、教育委員会のほうに対して文書が出されて、教育委
員会のほうで、一定、施策なり、進められてきているかと思
うんですけれども、その辺の状況と今後の、来年度ですね、
計画、どういうふうに取り組んでいくのかについてちょっと
簡単にお答えいただけたらと思うんです。

座を開催しておりますが、次年度は、管理職研修や教職員に
向けた研修の中で性的マイノリティについて取り上げ、理解
を深めることができるようにと考えております。
教職員が性的マイノリティの子どもたちの困り感や生きづら
さを受けとめて、校内でのサポート体制を築くことができる
ように取り組みを進めてまいりたいと考えております。

中川市長山本敬子

最後、意見にしますけれども、人権問題に関してはずっと言っ
ているように、どれかをという順位づけというか、それはない
と思います。
全て大事な問題ですし、共通して言えるのは、やはり人一人一
人が不当な取り扱いを受けることがあってはならない、それが
そもそもの人権の趣旨やと思います。
だから、きょう、社会保障の分野も質問しましたけれども、そ
れも同様です。人が当たり前に最低限度の生活をしていく、生
きていくということ、そういう人権、それも人権です。それを
保障するのは国の責任であるという考えに立って、やっぱりい
ろいろな施策、今、国が本当にもう憲法の理念を無視するよう
なことをずっとやっている中で、やっぱり自治体としてはもう
憲法の精神というのに立脚して、今後、いろんな行政運営を進
めていくべきだと思いますので、それを求めて終わりたいと思
います。

となき正勝



山本敬子

とりあえずは17日、18日に記者のほうに、この日に発表しま
すよという記者発表の日程が決まっていた。私たちは私もヒ
アリングが終わりました時点で出てきましたら、皆議員とし
ては市長室の前にたくさんの報道の方が集まっていらして、
テレビ局も来ているよ、何だろうかということで口々にいろ
んな方が出入りされたりとかしましたけれども、議会のほう
では全くそれを知りませんでした。
そういう状況があったのはちょっと不可解に思いますし、市
の行政のあり方としても問題ではないかなと思いますけれど
も、このような状況、もう一度お聞きしますけれどもそれで
どう思われますかということを市長にお聞きしたいんです
が。

この間、いろいろなことについて市が取り組んできた中で起
こしたミスであるとか、いろんなことについて議会への報告
がおくれたというふうなことについて、たびたびいろんな会
派代表者会であるとか、そういったところでおわびしてきて
いるとおりでございます。
そして、そのことについては当然今後におきましても、我々
行政が早く流せる情報については市議会のほうに早く流して
いくというふうなことで、みなさん、職員のほうでもそうい
う話をして確認をとっているところですし、今後についても
十分注意して運営していきたいとこのように思っているとこ
ろでございます。

応援というのはこの施策を応援していきたいということでの応
援ということですね。

はい。行政運営をしていきたいというふうに述べました。

わかりました。しっかりと本当に弱者であるその方にとっては
大変な問題だと思います。性的マイノリティというか性同一性
障がいの方たちにとっても、何とか私たちが手を差し伸べなけ
ればならない問題だと思います。
先天的、後天的なものにあって、それは非常に難しい問題かな
と思いますけれども、それでは市長は、憲法改正を訴えていか
れるんだなと理解をいたしまして、次の質問をいたします。
宝塚市が宝塚歌劇団に与える影響についてをお尋ねしたいと思
いますけれども、ＬＧＢＴについて国内では徐々に認知度が広
がりを見せております。調査によりますと、調査の半分、過半
数以上がやはりＬＧＢＴを認めるということをしております。
しかしそれとまた同様に、自分の近親者や友人などが同性愛だ
としたらこれは認められますかという質問に対しましては、こ
れも過半数以上がそれは認められないということも書いてあり
ました。
この調査からも、日本国内ではまだまだ発展途上の段階にあり
まして、今後の問題になっていくのだなということを感じる次
第でございます。
そして、これがヤフーの中でヤフージャパンの中で、１２月２
４日まで続けているという調査、たくさんの調査があります。
今ちょっと時間がありませんので発表いたしませんが、そこら
辺の調査でもずっと続いているようです。
私のほうには東京の同期生から、宝塚市でやる、東京はいろい
ろとこういう状況がたくさんあるのだそうです。でも宝塚市で
あればこそ、より注意をしてやっていただかないといけないこ
とが多い。東京でいろんな状況がありましたときに、同期生の
近隣のＯＧからも、どうしても御主人やなんかの会社におきま
して家内が宝塚の生徒だということを話しますと、あそこの奥
さんは同性愛者だよみたいないわれのないそういう誹謗中傷を
受けるということも聞いておりますので、何とかそれは、宝塚
市であればこそ慎重にやってほしいんだということを非常に強
く言われています。
ＯＧ３０人ほどのアンケート調査をしてみましたけれども、

山本敬子これは本来今、夫婦別姓のことなども国会で議論になってお
りますけれども、私は法律がなければまだまだ生きづらいこ
とが根本的に解消できないと思います。アメリカしかりヨー
ロッパでも法律を持っているからこそ、やはりそれが当たり
前の状態になってきているわけですが、それまでもたくさん
議論がありました。
やはり議論をしているということを国にしっかりと伝えて、
そしてその議論をしている自治体の首長で何人かで、国会に
立法化を目指してほしいという申し入れに行こうと思ってお
ります。

中川市長受領書を外すということになれば、市営住宅の件ですので市
営住宅の入居していらした状況をどうするのか。もしか、ま
た違う方とそこにそのまま住んでいらっしゃるという状況が
あったらどうするのかということをお聞きしたかったので
す。
ちょっともう時間がありませんので、次にまいります。その
ときの費用とかどういうふうにやっていくのかというのをも
う少し聞きたかったんですけれども、とりあえず。
市長は新聞紙上のほうでも、今後は国が同性婚を認めるその
ようなことで、他の自治体と協力をいたしまして働きかけて
いただきたいというコメントが載っております。他の自治体
と働きかけて国のほうへやっていかれるということの内容の
状況をお聞かせください。

山本敬子

まだ条例の改正の内容までは至っていませんけれども、今の現
在、当事者の方々が平等に公募できることを条件に整備しなけ
ればならないと思っております。
よって、優先枠の設定については現在のところは考えてないと
ころでございます。

井ノ上彰
都市整備部長

そうですね、新聞に活字として発表される、テレビに発表す
るということであれば、やはり宝塚市としてもしっかりとし
た内容を決めてから、世田谷ではありません、宝塚市がやる
んですから、そういうことをやってから発表されるべきだと
思いますし、議会としての意見もしっかりと踏まえた上でや
られる施策ではないかと思います。
もう一つ本当は質問したかったんですが、じゃちょっとこう
いうことも注意してねという意味でのお聞きをいただきたい
と思うんですけれども、パートナーシップを受領書というも
のを持っていかれまして、市営住宅をもし申し込みをされま
した。それで何回か申し込みをされて入れたといたします。
そうなった後の対応なんですけれども、その後パートナーと
別れた、どちらが宝塚市に住んでいらしてどちらが住んでい
らっしゃらない方かこれはわかりませんけれども、そうなっ
た場合、引き続きその方一人になって住んでいかれるという
こともどうするのか。もしくは市の住民票をきっちりと二人
がとっていかれるものなのかどうか、それの担保をしていか
れるのかどうか、そこら辺のこともしっかりとお聞きしたい
と思っていましたけれども、これお考えいただけますんで
しょうか、どうでしょう。

これからでございますけれども、パートナーシップの宣誓を
された方が、その同性カップルを解消するというときには、
しっかりと届けていただいてその宣誓受領書を破棄するとい
うふうなことを考えております。

森本操子
総務部長

世田谷区のやる施策ではなくて、これは宝塚市民に向けての
宝塚市の行政がやる施策であるということを非常に認識をし
ていただきたいと思います。
これ市営住宅についても、これがまた影響してくるのかなと
思うんですけれども、お聞きしたいんですが、市営住宅の発
表もされておりました。新聞のほうで。それにこれは条例改
正の必要というのはないものなんでしょうか。

このたび庁内検討部会で検討してきた取組方針では、啓発理
解の促進発信事業、相談事業に重点を置きまして、当事者の
声を聞くということを重点に置いております。その後要綱を
整備することとしていますけれども、要綱が今整備されてな
い状況の中で今現に市営住宅の管理条例の改正内容につい
て、ちょっと今どういうことで行うかということを言える状
況ではないことを御理解いただきたいと思います。
今後要綱が整備されましたら、そのような取り組みを進めて
まいりたいと考えております。

もう新聞発表していらっしゃるということは、行政として責任
を持って発表しないといけないことだと理解をいたします。私
の質問もこれについてのことでいろいろと聞いてみたいなと
思ったんですけれども、受領書を持った方々の入居申請に当た
りまして、優先順位などもどういうふうになるのかということ
を聞きたいんです。もしかしてその片一方の方が、性同一性障
がいということでの優先順位になるのだろうか、そこら辺もど
うお考えなのかということもお聞きしたかったんですが、どう
でしょう。

山本敬子 井ノ上彰
都市整備部長

山本敬子

井上輝俊
副市長

山本敬子井上輝俊
副市長

山本敬子

それでは、パートナーシップの受領書についてお尋ねしま
す。
宝塚市におけるパートナーシップの定義とは、いったいどこ
ら辺のどういうことを指しているのでしょうかということを
お聞きします。

私ども取り組みの中で、同性カップルの方が将来にわたって
人生をともに生きていくということを宣誓される、これが
パートナーシップの宣誓ということになると思っておりま
す。その宣誓をされた方に市長が受領書を交付しよう、そう
いうことを検討しているところでございます。

森本操子
総務部長

山本敬子

ちょっと答弁が理解できないんですけれども、またこの受領
書をとるに当たりまして、1人の方が宝塚市に住民票を持って
いればいいということなんですかね。もう一人の方は住民票
を持っていらっしゃらなくてもいいということになるのかな
と思うんですけれども、免許証と2人の署名だけでいいという
ことですけれども、もしこれが既婚者か否かの確認はどうさ
れるのかなということをお聞きしたいんです。
いただいたこの先日の資料の中の参考資料の資料2というと
ころの中にこんな文言がありました。国の動きとして、これ
は性同一性障がい、トランスジェンダーの方に向けての基準
というかそういうものではありますけれども、公の施設であ
る行政が発行するのでは、考え方として基準として同じなの
かなと思います。1番が20歳以上であること、そして2つ目が
婚姻をしていないこと、そして3つ目が未成年の子どもがいな
いということでした。
宝塚市としては既婚者に受領書を発行してしまうという危険
性はないのでしょうかというそこら辺のチェックはどうされ
ますかということで、お聞きしたいんです。

私ども要綱で、この宣誓書を受領するというふうな手続きを
定めていこうということでございますけれども、今の議員の
ほうでおっしゃいました免許証と2点おっしゃったんですけれ
ども、まだそのような必要書類というのはこれから議員の
おっしゃいましたような危険性も考えながら検討したいと
思っております。
大きくは世田谷区で取り組まれている仕組みを参考にして、
その仕組みづくりはしていきたいと思っております。

森本操子
総務部長

山本敬子

ば説明をさせていただく、また記者発表もさせて
いただくとそういうふうなタイミングであったと
思っております。

そうしたら、１７日ということでよろしいのでしょうか。
それから、こちらが申し上げたいのはよくおわかりだと思い
ますけれども、マスコミのほうにはその発表するということ
を通達をされた、そして議会のほうにはそれが全く通達もな
くいらっしゃったわけですから、その発表後ということに
なったのかなと。ここら辺の経過を聞きたかったんですけれ
ども。
とりあえずは３０日に都市経営会議の状況を先ほども少しは
お話がありました。そのときにもう少しどのような意見が出
たのかをお聞きしたいんですけれども、反対の意見、今回
ゴーしてしまうのはよくないんではないかという反対の意見
も多かったかに聞いておりますけれども、それについての内
容をお聞かせください。

都市経営会議の中でこの取り組みについて反対という意見は
ございませんでした

それでは、すんなりとというか、これでもうやってしまいま
しょうとオーケーしましょうということで記者発表をしたとい
うことで、認識してよろしいですか。

今申し上げましたとおり、１１月３０日の都市経営会議で市の
取り組みとして決定をいただきましたので、記者発表、市議会
への報告ということになったということでございます。

森本操子
総務部長

山本敬子森本操子
総務部長

のスケジュール、それからこの取り組みの内容につきまして
は、年次的な予定が記載されていないのでそういうふうな年
次的な取り組みをつけるべきじゃないかということで、議員
の皆様にお配りした資料については取り組みの経過を別紙で
つけさせていただきました。
また、取り組みの対象として私立の保育所・幼稚園・小学
校・中学校等も入れてはどうかというふうな意見があった。
それからまた資料の取り組みの中では、啓発理解の促進、こ
れが重要だということで掲載をしておりますけれども、まず
そこに力点を置いた上で、要綱について次のステップで取り
組んでいくことになるのではないかというふうな意見が都市
経営会議のほうでございました。

　

にも話していくことではないかと思います。記者会見前に資
料をもらうことができませんでした。これはまず市長から議
会や市民への説明責任をどうお考えになるか、お聞かせくだ
さい。

山本敬子



二、三人はやっぱりアメリカとこちらとで両方で仕事をしてい
るから、それはありだと思うという意見とか、あとダンスの
レッスンを教えているけれどもゲイバーなどにレッスンを教え
る。初めのころはどうかなと思って行ったんだけれども、今は
真剣に考えている状況を見まして、これはオーケーだよと思う
意見も二、三ありましたが、ほとんどの意見は、やっぱりＯＧ
であれば家族にとってもいろいろと影響のあることなので、宝
塚市にとってはより慎重に、他の地域よりももっとしっかりと
踏まえて、影響のないように何とか取り組みをしていただきた
いと思います。

性の多様性を理解し、誰もがありのままに自分らしく生きら
れるまちを目指し、職員研修、市民向けの啓発事業、相談窓
口の設置、同性パートナーを尊重する仕組みづくりなど、性
的マイノリティに寄り添う取り組みを進めます。

中川市長2016/2/16

次に、性的マイノリティに寄り添う取り組みについてです
が、さまざまな人々が自分らしく生きていくことができる社
会づくりに向けて、当事者の方々に対する支援方策を検討す
ることを目的として、昨年４月から関係課長など１３名で構
成する性的マイノリティ支援方策検討部会を設置いたしまし
た。
７回の部会の中で、本市や先進自治体における性的マイノリ
ティに関する取組状況の共有、専門家や先進自治体職員によ
る講義や意見交換、当事者ヒアリングなどを踏まえ、具体的
な取り組みを検討し、ありのままに自分らしく生きられるま
ち宝塚、性的マイノリティに寄り添うまちづくりの取り組み
をまとめました。
取り組みの方向性を人権尊重と当事者に心を寄せるまちづく
りとし、具体的には、市民を対象とした講演会の実施や、全
職員が２年間を目途として早期に性的マイノリティに関する
研修を受講することを目標として、啓発・理解の促進に取り
組みます。
また、子どもから大人まで誰でも相談できる電話相談窓口を
開設するほか、教育・保育現場においては、啓発リーフレッ
トの作成・配布、性的マイノリティに関する絵本や図書の配
置や教職員を対象とする研修などの取り組みを予定していま
す。
また、同性パートナーを尊重する仕組みづくりにより、性的
マイノリティの方々の生きづらさの解消につなげたいと考え
ています。
取り組みのうち、同性パートナーを尊重する要綱につきまし
ては、現在検討中ですが、市議会議員の皆様に対して説明
し、御意見をいただきたいと考えています。また、市民の皆
様に対しても要綱の趣旨や内容を御理解いただくよう努めて
まいります。
これらの取り組みにより、声を出せず、孤立感を抱えておら
れる可能性のあるマイノリティの方々に対する理解を深め、

中川市長性的マイノリティに寄り添う取り組みについてですが、市民
の中に賛否意見の多いこの問題について、市長は当初、条例
を提出すると述べておられましたのに、条例案を議会に提出
せず要綱で行うと昨年12月に突然記者発表をされました。こ
の件は、議会でも問題となり、市長は陳謝されましたが、い
まだ要綱案も示されないまま予算化されております。入口の
議論を飛ばして結論ありきの強引に推し進める手法は、議会
制民主主義の根幹にかかわることであると考えております。
まずは、丁寧な議論や市民が望んでいるかどうかアンケート
などをとるべきと考えますが、見解をお伺いいたします。

伊藤順一

これは、私は人権の問題だと思っております。一切そのよう
なことは思っておりません。

私が一番不安に思うというか、宝塚歌劇のおかげで我が市のイ
メージは非常に高い。でも、これがＬとひっついて想像される
ことの危険性みたいなことがあります。
私たち議員が、今でも、事業別財務諸表を早く取り入れましょ
うよと。それで、福永さんの答弁は、他市との状況を勘案しな
がら慎重に進めてまいります。新しいこと言うたら必ずそうい
う答えが返ってくるんです。でも、このＬＧＢＴ、いろんな議
論がある中で、どんどん宝塚が今進めなあかん理由というの
が、私はわからないんです。人権の問題やということは十分理
解しています。でも、宝塚が率先してやらなあかんのかな、国
内的な議論がまだ熟成されていないのに、そこで宝塚歌劇が市
内にあるこの宝塚市が率先してやることで、かえってイメージ
が損なわれてしまうんじゃないかな。そんな危険性が、私は一
番心配しているわけです。
この件に関しては、また予算委員会なんかも開かれますけれど
も、今までの市長の強引なやり方というのは、私はどうも納得
がいかない。特に、この件は慎重にやってほしかった。マスコ
ミに先行して、議会では何も話し合われず、どんどん前に進ん
でいくことのやり方自身に、すごく問題があると考えておりま
す。この議論は予算員会に譲りたいというふうに思います。

伊藤順一中川市長伊藤順一

2016/2/25

同性パートナーシップについて、渋谷区の条例、それから世
田谷区の要綱なんかが有名になってまいりました。これは、
今の議論の中では、憲法２４条、９４条に違反しているん
じゃないか、そんな議論があったり、ＬＧＢＴのうちのＬＧ
ＢとＴを区別したほうがいいんじゃないかみたいな話もあっ
たり、それから、運動が盛り上がれば盛り上がるほど、そん
なに大げさにせんといて、そっとしておいてほしいと、そん
な人からの声もあって、かえってその人たちの人権を阻害し
ているんじゃないか、そんな議論もあります。
困っている人を助けたいという市長の思いは、政治家として
は非常にとうといものやと思いますし、一人の人間としても
困っている人を助けなあかん、そんな思いは十分理解をして
おります。
私たち、この宝塚市、昨年９月議会で平成２６年度の地域ブ
ランド調査の結果を報告させていただきましたけれども、そ
れによると認知度、魅力度、居住意欲度とも宝塚市に対する
評価は非常に高くて、全国１，０００自治体の中で、いずれ
も去年の段階では６８位でした。中でも、学術・芸術のまち
というイメージは、１，０００自治体中、全国でナンバーワ
ンです。これはすばらしいことやと思います。
でも、この１，０００自治体というもののイメージは、やっ
ぱり宝塚歌劇のイメージの恩恵を受けながら、宝塚市の評価
が高い。ここを守り育てていかなあかんということで、議会
のほうでも歌劇を守るような条例を制定したんです。
ＬＧＢＴの問題に戻りますけれども、私はこの間の会派代表
者会議でもかなり文句を言わせていただきました。議会に何
も通っていないのにどんどんマスコミに発表されるやり方っ
て議会制民主主義に対する挑戦と違うのかというようなお話
もさせていただきました。今ここでお伺いしたいのは、宝塚
歌劇とＬＧＢＴの問題の中で、Ｌがひっつけられてイメージ
されるんじゃないかなみたいなことを、市長が困った人を助
けたいという思いの中で、宝塚のイメージを損なうんではな
いか。そんなことを意図されていたのか、されていなかった
のか、お伺いしたいと思うんですけれども。

2016/2/26

次に、教育現場においてＬＧＢＴに関する取り組みは進んで
いるのか。学齢期の早い段階で多様性について触れることに
より、当事者だけでなく、周りの子どもたちも人権感覚を磨
いていける。本市がマイノリティへの支援を発表したこと
で、心強く思っている人もいるのではないか。誰もが自分ら
しく生きていく市になっていってほしいがとの問いについて
は、文部科学省の通知に基づく取り組みはもちろん、それ以
外にも取り組んでおり、研修を行っている学校もある。今
回、校園長を通じて教職員に対し、再度リーフレットを配布
する。人権の問題は想像力を働かせながら寄り添うというこ
とが大切であると思う。本市がＬＧＢＴ支援の取り組みを進
めることによって、自分がいてもいいんだというような自己
肯定感につながる一助になるようにという思いで進めていき
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次に、性的マイノリティに寄り添う取り組みについてです
が、さまざまな人が自分らしく生きていくことができる社会
づくりに向けて、当事者の方々に対する支援方策を検討する
ことを目的として、昨年４月から庁内関係課長など１３名で
構成する性的マイノリティ支援方策検討部会を設置しまし
た。
７回の部会の中で、本市や先進自治体における性的マイノリ
ティに関する取組状況の共有、専門家や先進自治体職員によ
る講義や意見交換、当事者ヒアリングなどを踏まえ、具体的
な取り組みを検討し、ありのままに自分らしく生きられるま
ち宝塚、性的マイノリティに寄り添うまちづくりの取り組み
をまとめました。
具体的な取り組みを進めるに当たっては、性的マイノリティ
について、誰もが正確な知識に基づいて理解や認識を深める
ことが大切であることから、市民の皆様などに向けて講演会
を実施し、全職員が２年間を目途として早期に性的マイノリ
ティに関する研修を受講することを目標として、啓発、理解
の促進に取り組みます。
また、子どもから大人まで誰でも相談できる電話相談窓口を
開設するほか、教育委員会と連携しながら啓発用リーフレッ
トを作成し配布します。教育、保育現場においては、性的マ
イノリティに関する絵本や図書を配置するとともに、リーフ
レットを活用した教職員対象の研修を行うなどの取り組みを
予定しています。
民間企業でもさまざまな取り組みが進み、自治体における取
り組みの広がりもあり、本市においても同性パートナーを尊
重する要綱については現在検討中ですが、市議会議員の皆様
に対して説明し、御意見をいただきたいと考えています。
これらの取り組みにより、声を出せず、孤立感を抱えておら
れる可能性のあるマイノリティの方々に対する理解を深め、
誰もが生きやすい人権尊重のまちづくりを進めたいと考えて

中川市長性的マイノリティに寄り添う取り組みについて。学校教育現
場の取り組みについてお答えください。
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たいとのことです。
（中略）
最後に、性的マイノリティに寄り添うまちづくりの取組につ
いて、本事業は、性の多様性を理解し、誰もが「ありのまま
で」「安心して自分らしく」過ごせる、そんな、誰もが生き
やすい社会を目指し、性的マイノリティの方々への理解と支
援を行うとのことである。本事業の趣旨は理解するが、性的
マイノリティに対する市民の理解は様々である。課題解決に
は、市民などの意見を十分に考慮し議論を深めることが重要
である。そこで、本事業の執行に当たっては事前に議会への
報告を行い、議会との議論を経て決定するよう求めるもので
ある。

2016/5/24 決議案第１号平成２８年度宝塚市一般会計予算に対する附帯
決議にかかる「性的マイノリティに寄り添うまちづくりの取
組」について、より丁寧な対応を早急に求める決議につい
て、発議者を代表して提案理由の説明を行います。
本市が進める性的マイノリティに寄り添うまちづくりの取り
組みは、性の多様性を理解し、誰もがありのままで安心して
自分らしく過ごせる、そんな、誰もが生きやすい社会を目指
し、性的マイノリティの方々への理解と支援を行うというも
のであり、その趣旨は十分に理解するものです。
一方で、性的マイノリティに対する市民の理解は十分に浸透
しておらず、市民の思いはさまざまであり、課題の解決に向
けた取り組みを進めるには、市民などの意見を十分に考慮し
議論を深めることが重要である。
そこで、本市議会は、平成２８年３月１８日の予算特別委員
会において、平成２８年度宝塚市一般会計予算を可決するに
当たり、全員一致で附帯決議を付し、その執行に当たっては
事前に議会への報告を行い、議会との議論を経て決定するよ
う求めたものであります。
今般、市長は、宝塚市パートナーシップの宣誓の取扱いに関
する要綱を制定し、平成２８年６月１日から施行することを
公表されました。
本市と同様に、要綱でパートナー宣誓の制度を取り入れた世
田谷区では、６年の歳月をかけて市民講座や職員研修に取り
組み、市民や事業を進める職員の啓発に十分な力を注いでき
ました。３千人の区民を対象とした意識調査では、性的マイ
ノリティの方々の人権を守る啓発や施策が必要と答えた回答
は７０％近くに達し、必要ないと答えた回答は４．３％にと
どまっていることがその努力を示しているように思えます。
世田谷区では、平成２７年７月にパートナーシップ宣誓の取
り扱いに関する要綱を公表されましたが、その際、宣誓受領
証の交付によって全てが解決するわけではないことから、次
の段階として、ＬＧＢＴ当事者の参加を求め、今後、何をす
るべきかを提案していただくと発表されました。
そのような時間をかけた地道な、かつ計画的な取り組みが、
要綱の施行日に７組のカップルが宣誓受領証の交付を受けた
ことにつながっていると考えられます。
本市は、本年６月１日からパートナーシップの宣誓の取扱い
に関する要綱を施行するとしていますが、本市の取り組みは
緒についたばかりであり、市民や事業を推進する職員に対す
る本格的な啓発も行われておらず、市民に対する意識調査も
実施されていません。
市民からいただいた意見はごく少数の方が賛成しているにす
ぎず、市民に理解が十分に浸透しているとは言えません。
今後、具体的にどのように進めるかという行動計画も見え
ず、問題が生じてから考えればよいかのような姿勢に映らざ
るを得ません。
議会へは会派代表者会で報告を行い、その後、会派代表に順
次説明を行ったにすぎず、附帯決議に記された議会との議論
は、到底十分に果たされているとは言えません。
よって、改めて事前に議会との議論を十分に果たすよう求め
るものであります。

大川裕之 となき正勝大川裕之となき正勝 今の、大体答えていただけたかなと思います。
まず、ちょっと主張に微妙な話があるんですけれども、世田谷
が時間をかけた地道な計画的な取り組みで、宝塚市はそれと一
緒じゃないと言いながら、一方で条例にしなければならないん
じゃないかというふうに、世田谷区は要綱でしたね。そこは、
違いがあって当然だと思うんですけれども、地域によって。一
方で一緒のほうがいいと言いながら、一方で違った主張をされ
るという、そこの矛盾が今ちょっと気になったんですけれど
も。
いずれにしましても、世田谷の取り組みと全く同じでなければ
ならないなんて、どんな施策でもそうですけれども、先進地の
例を学んで、その自治体なりにやっていくというのが、どんな
施策でもそうやと思います。全く一緒である必要もないし、そ
れが当然の姿やと思います。
ちょっと、もう一つその辺の違いについて聞きたいんですけれ
ども、世田谷で６年かけてされていたということなんですけれ
ども、ちょっとお聞きした情報によりますと、世田谷では６年
かけていますけれども、年１回の講座を６年で６回でやってい
ました。３年ほど年１回ぐらいで職員の研修をされていたとい
うことなんですよね。その頻度ということでいえば、宝塚市で
この間やってきた講演会であったり、そういう取り組みという
のは、３年間の取り組みですれども９回ほど実施されていると
いうことで、回数という意味でいったら、宝塚市も、世田谷区
と比べて遜色ない取り組みはされていると思うんです。
６年というので、それを６年かけないとこういう要綱はしては
いけないのか、そういう問題でもないと思うんですけれども、
その辺の認識、ちょっと、もう一回改めてお聞きしたいという
のと、もう一つは、今後の行動計画ということで、先ほど言い
ましたけれども、条例化とかそういったこともどうするのかと
いうことが示されていないという話なんですけれども、この
間、代表者会で説明された中でも、今、当面の取り組みとして
いるのは啓発であったり、そういう講演会、相談活動というこ
とがメーンやと思うんです。
その先の取り組みというのは、それこそ代表者会の資料にも書
かれていましたけれども、当事者なり専門家なりの意見を聞き
ながら、また市民の声も聞きながら、何が必要なのか議論して
判断していくものかなと思うんです。逆に言うたら、そうやっ
て取り組んでいかないといけないものやと思うんです。最初か
ら、５年後には条例化しますよと決めてやるようなものでもな
いんじゃないかなと。それこそ、そちらが言われているよう
に、時間をかけて、理解を深めてというようなやり方をしてい
くべきことなのかなと。だから、現段階で条例化なんて言える
はずもなく、なんで、そこは、それが今後の行動計画も見えず
と言われるんであれば、それは違うんじゃないかなと思うんで
すけれども、そういう進め方をすべきものではないんですか
ね。市もそういうつもりでおるとは思うんですけれども、そう
いうことではだめなのかということを、その１問目の質問の関
係では２点お伺いします。
３回しか聞けないので、一遍に、また次の項目で聞きますけれ
ども、今回の決議案の提出についてなんですけれども、ちょっ
と、議員やって４期目になりますけれども、こういう内容の決
議案て見たことがないといいますか、極めて特殊な決議の内容
だなと思います。求めておられることも議会との議論ですか
ら、議会が主体になる話なんですよね。だから、誰に対する決
議なのか。議会が議会に対して決議を上げるみたいな、なんか
そういうふうにも受け取られかねないような内容のものなん
で、非常に違和感を感じます。
その経過についてちょっとお伺いしたいんですけれども、この
決議案の中身では、議会では会派代表者会で報告を行い、その
後、会派代表に順次説明を行ったにすぎずと書かれていますけ
れども、この間の経過を改めて振り返りますと、４月２５日の
代表者会でまず報告がありました。その後、各会派に対して説
明が行われました。５月１２日、また再度代表者会が開かれ
て、４月２５日の時点で提起されていた新たな資料等も出され
た上で説明があって、その際には質疑も行われていますという
経過なんですけれども、この文面では、その５月１２日の代表
者会が全くないかのように受け取れるんですけれども。ですよ
ね、順次説明を行ったにすぎずですよね。そう受け取れるん
で、その辺で、どういうことかを確認したいのが、まず１点。
５月１２日の代表者会では、この問題について、いろいろ質
疑、各委員さん意見も出されて、その最後に、議長のほうか
ら、この程度にしていいですかというような通常のそういう確
認がされますよね。そういう問いかけがあったときに、異論は
出されていなかったと思うんですけれども、提案者の会派の
方、異論を出しはったのか、その事実について確認をしたいと
思います。
３点目、５月１２日の代表者会の後、この問題について、先ほ
ど大川議員言われましたけれども、代表者会も一つだと。それ
だけではなく記録が残るような場所でということを言われたの
で、そういう会議を開くべきだと、誰か、例えば議長に対し
て、そういうのを持ってほしいんだというような申し入れとか
要望とかをされたかどうか。
次ですけれども、昨日５月２３日、代表者会が開かれました。
その際にですけれども、この問題について、何らかそういう会
議の場を設けるべきじゃないかといった意見は、提案者の会派
の方、出されましたか。

まずは、時間をかけた取り組みだとか本格的な啓発だとか、市
民に対する意識調査とか世田谷区のことについて御質問をいた
だきました。
基本的な考え方として、こういう人権にかかわるような、特に
マイノリティの人権にかかわるような問題の場合は、まずは、
この施策の肝になるところは、当事者の方々が、もちろん悩ん
でおられたり不安があったり悩みがあったりというところがあ
ると思うんですけれども、それを埋めていくために、当事者の
方々に対してどういうふうな施策をやるかということ以上に、
それ以外の他者の理解がどれだけ進むのかというところが、長
期で見た場合に、この施策の成功というか効果が出る部分の勘
どころになるんじゃないかなというふうに考えています。
そういう点で考えると、世田谷は、一応相談窓口の設置を始
め、それから職員の研修みたいなものを始め、６年ぐらいかけ
て、その後にマイノリティのパートナー制度というものを平成
２７年４月につくったという流れを考えたときに、今の宝塚
市、基本的に世田谷区の要綱についていろいろと研究もされた
というふうに聞いていますので、そこの違いというのは一体何
なんだろうかと、一緒に、同時にやらなきゃいけない理由とい
うのは何なんだろう、なぜ世田谷と同じではないんだろうかと
いうところは、逆に議会側としても、それは僕らに聞くのでは
なくて、当局側に聞くという機会を設けなければいけないと思
います。それは確認しておく必要があると思いますので、そう
いう意味で、議論の場をつくるというのは非常に大事かなとい
うふうに考えています。
賛成が少数であるというお話ですけれども、今回いただいた意
見に限って賛成は少数だということだと思います。基本的に、
賛成というものの中にもさまざまな賛成があって、賛成という
か、容認というような意味合いでの賛成というのもあるかと思
います。積極的にそういうことを進めていきたいという、支持
という意味での賛成であったりだとか、それから、そういうこ
とは自分たちに特に影響するわけではなく、本人の人たちがよ
く思うのであれば、助かるのであれば、その施策は容認してい
こうという形での賛成みたいな部分もあるかと思います。
そういう意味では、積極的な支持というのが今回少なくて、容
認みたいなところは、調査をやっていないですけれども、今回
出てきている以上にはあるのではないかなというふうには考え
てはいます。
ただ、ここで問題になるのは、賛成意見が多かった、少なかっ
た、反対意見が多かった、少なかったではなくて、先ほど言い
ましたように、他者の理解というところが、長期で見たときに
この施策の勘どころになりますので、反対意見の方たちがどれ
だけ歩み寄りながら理解を示していく、僕自身は、私自身は、
あなたに好きと言われたらちょっとそこは抵抗があるかもしれ
ないけれども、あなた自身がそういうふうに考えている、そう
いう思いを持っているということは理解できるわという形で少
しずつ進めていくことが、理解が広がっていくことが、この施
策の勘どころだと思いますので、賛成意見がどうかというより
も、むしろ反対意見の人たちがどれだけいるのかというのを考
えながら施策展開していくべき、慎重に取り組んでいくべきで
はないかなというふうには考えています。
行動計画の話なんですけれども、基本的には、どういう施策を
打っていくか、どういう啓発をしていくかというよりも、１つ
はパートナーシップを要綱で今回設置するという話を聞いてい
ます。基本的には、新たな制度をつくるものですから、条例で
やらなければいけないんではないかという疑問も一方ではあり
ます。渋谷のほうは、条例でそれをもちろんやっています。
いきなり条例でやるべきなのか、要綱でやるべきなのかという
議論も当然しなきゃいけないでしょうし、まずは要綱を設置し
て、その中でいろんな施策を進めていきながら、将来的には条
例に移行するという計画なのかどうか、それとも、ずっと要綱
でいこうというふうに考えているのか、そのあたりのところ
は、事前に施策を執行していく、事前に議会側としては本来聞
かなければいけない、しっかりと議論しておかなければいけな
いところだと思うんですけれども、そういう説明も当然ないで
すし、そういう議論もなかったと思いますので、そういう意味
で行動計画も見えないというふうに言っています。
あと、問題が生じるですね。
問題が生じるというのは、一体どういうことかというふうに考
えていますが、基本的には、他者の理解、第三者の理解という
ことがいかに進むかというところがポイントですから、反対意
見がこれだけ多くある中で、平行線だよと、反対意見と賛成意
見といったところでしょせん歩み寄れないよみたいな形で反対
意見の人たちを、反対意見は反対意見として聞きおきますよと
いう形で執行を進めることによって、本来理解をしていただか
なければいけないというか、その啓発の対象になるような方た
ちの反感を買ってしまうこともあるんじゃないだろうか。その
結果、制度を整えることで、それを待っておられる方が、それ
を執行して、そのときはいいかもしれないけれども、そこにい
くまで足を一歩踏み出せない方々にとって、それが批判された
としたら、その人たちはこの制度を利用するということ自体を
二の足を踏んでしまうとか、より一層、ちょっと不安を感じて
しまうとかということがあるのではないかなと。逆に、だから
じっくりと時間をかけて、理解を進めてやっていく世田谷みた
いなやり方のほうが、こういうような事案の場合は問題が生じ
にくいのではないかなというふうに考えていまして、問題が生
じるというのは、そういう意味で、反対意見の人たちが慎重に
議論したいと考えている反対意見にもかかわらず、それを無視
してしまうような形になることによって、そう思われてしまう
ことによって、批判する側に回ってしまうということが怖いの
かなと。それが、問題が生じるといううちの一つかなというふ
うには思っています。
あと、最後、議会との議論もどういうことなのかということな
んですけれども、議会での議論という形でいうのであれば、代
表者会で行われた議論も一つであるとは当然思っています。
ただ、この問題といいますか、こういう案件に関しては、議論
を積み重ねていくことによって、双方が歩み寄りながら理解を
進めていく案件であるということを考えると、節目節目で議論
をしていく必要があります。
そこで、どのような議論が行われたかということはきちっと記
録に残す必要もあると思っていますので、議会との議論という
のはどういうことかというふうにいいますと、公開で、かつ議
事録が残る場で質疑応答、当局と議会側、もしくは議員間で議
論をしていくという形がふさわしいのではないかというふうに
考えています。

それでは、決議案の内容につきまして、まず、１回目の質問
をさせていただきたいと思いますが、ちょっと数が多いの
で、８問ありますのでちょっとよく聞いていただけたらなと
思います。
決議案の中段で、世田谷の例を挙げられて、宝塚との比較を
されているんですけれども、まず１点目ですけれども、この
中で時間をかけた地道な、かつ計画的な取り組みという表現
で書かれていますけれども、具体的には、これは何を指して
いるのかが、まず１問目。
２問目ですけれども、職員に対する本格的な啓発という言葉
も出てきていますけれども、それは、本格的な啓発というの
はどういうものなのか。
３問目ですが、市民に対する意識調査も実施していないから
だめなんだといったような主張になっていると思うんです
が、市民に対する意識調査を実施しないと、要綱、今回の
パートナーシップの証明は実施してはいけないのかというこ
とを確認したいと思います。
４問目ですけれども、市民からいただいた意見はごく少数の
方が賛成しているにすぎず、市民に理解が十分に浸透してい
るとは言えないというふうに書かれてあるんですが、確か
に、いただいた意見というのは、会派代表者会の資料でも出
されたように少数の賛成やったとは思うんですが、だからと
いって市民の賛成がごく少数であるとは言い切れないと思う
んですが、その点についての見解はどうですか。
５問目、市民の理解が広がっていないということなんで、そ
の市民の理解ということの意味なんですけれども、何に対す
る理解を指しているんでしょうか。ＬＧＢＴ全般に対する理
解なのか、それとも今回の要綱の施行に関する理解について
なのか、ちょっと何に対する理解かを教えていただきたい。
次ですけれども、今後の行動計画も見えずというふうにある
んですけれども、この間の当局側の説明では、今後の計画と
して、当面、啓発活動とか講演会であるとか相談活動をして
いくというふうに資料としては示されていたと思うんですけ
れども、どういう行動計画が見えればいいと考えているんで
すか。
その次ですが、最後のほうになりますけれども、その行動計
画も見えず、問題が生じてから考えればいいかのようなとい
うふうな表現でありますので、問題が生じてとあるんですけ
れども、どのような問題が生じると考えられておられるの
か。
最後ですが、議会との議論ということで書かれているんで、
その議会との議論というのは何をすればよいと考えられてい
るのか。

お聞きしていて、ちょっとお考えが見えてきたなというか、
市長が同性婚の話をされていたということで、そんなことま
ですっ飛ばして考えているんじゃないかという、でもそれ
は、そういう想像というだけで、今現時点で、市が出されて
いる施策なり計画というのは全くそんなことは出されていな
いわけで、言われるように現実的にあり得ない話やと思うん
で、それは、想像が膨らみ過ぎなんかなというのが非常に受
け取れました。
市民の理解が進んだか確認してから次の段階というふうなこ
とを言われるんですけれども、基本的に、証明書を発行する
ということは、別に何らかその人たちに利益とか、ほかの人
たちに不利益とかという問題じゃないものですよね、そもそ
も。どういう意味があるかといえば、その証明書を市が発行
することによって、そういう人たち、悩んでいる、困ってい
る当事者の人たちに寄り添う、市としてはそういった人たち
を理解しますよ、応援しますよという、そういう姿勢を見せ
るという効果のものであると思うんです。
取り組まれる内容もやっぱり理解を広げていくための啓発事
業ですから、それをすることによって理解というのは進んで
いくものやと思うんで、理解が進んでいないと思うんであれ
ば、なおさらそういう取り組みが必要じゃないかなと、聞い
ていて思いました。
その間の会派代表者会なりの経過ですけれども、代表者会で
は会議の開催等を求めていない、議長に対しても、終わった
つもりでおったから申し入れもしていないということなん
で、それも、そちらの一方的なお考えですよね。
それは、今この宝塚市議会って非常にいろいろな場面で民主
的に運営されていると思っています。代表者会なんかでも、
少数の意見というのが強引に切り捨てられるような運営はさ
れていないと思っています。
だから、一定、議員間でのそういう話というのは非常に大事
なんじゃないかなと、それをすっ飛ばしてこういう形で決議
案として出されるというのは、議会の代表者会というよう
な、そういう調整の場ですか、そういうものの存在をないが
しろにしてしまっているんじゃないかなというように非常に
思います。その辺は、ちょっと思い込みで進めないでいただ
きたいなとは思いますけれども。
最後に１点だけ、今後もそうなんですけれども、この決議案
云々にかかわらずなんですけれども、改めて事前に議会との
議論を十分果たすよう求めるというふうに決議案には書いて
あるんで、発議者の方々が代表者会なりでそういった、さっ
き言われました議事録が残る形での会議の開催というのを、
別に今後も、だからといってそれをしないともう進んだらあ
かんねんとストップかける理由は何もないと思うんですけれ
ども、進めながらでも、その進捗なりというのは、その確認
は今後も必要でしょうし、その都度何らかの形でやっていく
ということは、それは当然あり得ることだと思うんで、そう
いうふうな提案を議会の中でしていけばいいんじゃないかと
思うんですけれども、その点についてはどう思われますか、
最後に１点。

話が戻っちゃいますけれども、疑念があるからこそ議論をし
て解決していかなければいけない、それが理解が進むという
第一歩だと思いますので、疑念を呼ぶようなことをやるとい
うのは問題かと思いますけれども、しっかりとそのあたりの
ところを、それぞれが思っているものがもし違うのであれ
ば、少しずつ理解を深めていくという意味では議論はしてい
く必要はあるかなというふうには思っています。疑念がある
のであれば、余計にしていくべきかなと思っています。
決議案の話ですけれども、昨日の代表者会等で御提案いただ
いた方、せっかくだから話し合いの場、この決議案が求めて
いるような場をつくったらどうだろうかと御提案いただいた
方もおっしゃっていましたけれども、代表者会と、それから
議運との時間的な関係もあって、もちろん議案を出すという
のは一つの手段ですからそれを否定されるものではもちろん
ないとは思いますけれども、イレギュラーであるということ
は確かにそうかもしれませんが、日程的な問題もあってこう
いう形でやらせてもらいました。
決して、だから、出して終わりやみたいなのりではなくて、
当然そういう場を設けていただけるのであれば、話し合って
いきながら代表者会の場で決めるという方向も同時並行で進
めていますので、その辺のところは御理解いただければなと
思っています。
今後の話なんですけれども、議事録に残る場で議論をしてい
こうというのは、当然必要だと思います。これからの話でい
うのであれば、それはしていくべきだと思います。
ただ、やっぱりこういう議論というのは、節目節目できっち
りとやるべき議論をやっていきながら、積み重ねていきなが
ら、それぞれ理解を深めていくというのが非常に大事だと
思っていますので、施策をやる事前もそうだし、やっている
途中もそうだし、国の何らか制度が変わっただとか支援策が
出たとかいう、そういう節目節目で、ちゃんとそのときその
ときの議論なりをしていって理解を進めていくということが
非常に重要だと思っていますので、今回は事前を求めていま
すので、何で６月１日なんだろうとかいうところも含めて、
本来は議論、ちゃんと公開の場で議事録が残る形で残してい
くからこそ、その次のときの議論につながっていくのではな
いかというふうに考えていますので、そういう意味では、決
議案というふうに御理解いただければと思います。

大川裕之となき正勝大川裕之 まず、１回目の質疑の内容のことで御質問いただいている件で
すけれども、全く世田谷と同じでなければならない、それから
渋谷と同じでなければならない、そんなことはないと思いま
す。宝塚は宝塚のやり方でやっていいと思います。ただ、世田
谷のやり方ということは、議論を積み重ねていって理解をして
いただいて、その上で、少し、一歩進んだ形での制度をやって
いくというやり方です。
それは、世田谷のやり方だからいいとか悪いとかではなくて、
一般的な常識で考えて、そのやり方は理にかなっているという
ふうに思われるんです。思えるんです。
なぜかというと、さっきも言ったように、少しずつ理解をして
いっていただきながら少しずつ進めていくというのがこの施策
の勘どころではないかなというふうに考えていますので、世田
谷のやり方が理にかなっているのではないかというふうに感じ
ています。
それとは違うやり方をもし宝塚がやるのであれば、その理由も
当然聞かなければならないですし、世田谷の例を聞いた上でそ
れを選んだのであれば、もっといい施策だと考えている可能性
もあるんですけれども、そうではなくて、ちょっと拙速にやっ
ぱり見える部分もあります。
なぜかというと、今、条例と要綱の話も出ましたけれども、市
長が記者会見をいろいろされていますけれども、そこで、要は
同性婚につながるような議論をしていきたいのような話をして
おりまして、要綱とか条例をすっ飛ばして、国で法律の議論を
してほしいだとか同性婚の議論をするみたいなところまで、記
者会見をされてお話をされているわけですよね。
現実的に考えて、まだまだ、そこのところをいきなりどうしよ
うという議論にはいかない段階で、もう少し議論を進めていか
なきゃいけない段階であるにもかかわらず、市長がそういうこ
とをおっしゃるわけですよね。ということは、これは拙速に進
めようとしているのではないだろうかという疑念が湧いてきて
当然だと思います。
ですから、なぜ議論を踏んだ形ではなくて、こういう宝塚のや
り方は宝塚のやり方で否定するものではありませんが、なぜこ
ういうやり方で、拙速に見えるやり方でやってしまうのです
か。ましてやそれを、記者会見でやった同性婚みたいな話を受
けて多くの反対意見が寄せられている現状で、なぜそういうふ
うな形でやってしまうのかということは当然議論をしなきゃい
けないし、聞いていかなきゃいけないし、本当にそれがいいの
かというのは議会側としても納得できる説明を求めるべきだと
思います。
そういう意味で、時間をかける世田谷の取り組みとの違いとい
うのは聞かなきゃいけないのかなというふうに思っています。
それから、じゃ、宝塚は全然取り組んでいないのかというと、
先ほど御紹介いただいたように、いろんな形での取り組みを
やっていっています。
この問題は、何回も言いますけれども、どれだけ理解が進んで
いるかというのは一つの指標でありますから、何を何回やった
かというインプットの情報ではなくて、アウトプット、どれだ
けの効果が得られたのかというのを確認した上で次に進むべき
です。だから、つまりは市民の理解がどれだけ進んだかという
ことを確認しながら、一歩ずつ進めていくことが本来のやり方
だし、慎重なやり方ではないかなというふうに考えています。
そう考えると、やっぱり、まだ市のほうで調査等やっていませ
んけれども、反対意見が多く寄せられているというのは一つの
結果でありますので、この状況の中で、なぜそういう形で進ん
でいくのかというのは、正直、理解しづらいところがあって、
この状況を受ければ、もう少し時間をかけてやるべきなんでは
ないかなというふうに思うのは当然かなというふうに思ってい
ます。
市民の声を聞きながらという部分は、当然そうだと思います。
そうだと思いますけれども、先ほど言いましたように、市長
が、もう同性婚みたいな話まで出してしまっていますから、
ちょっと飛び過ぎている部分もありますので、どういう形でや
ろうと考えているのか、ただ、それのバルーンを上げるためだ
けに要綱を設置しようというふうに考えているのかどうか、そ
の議論を国でしてほしいがために、アドバルーンを上げるみた
いなのりで要綱を設置しようというふうに考えているのであれ
ば、それは趣旨とは違うでしょうと。それを、いろんな悩みな
り葛藤なりを思いながらそこに宣誓した人たちを、ある意味宣
伝に使おうと思っているんだったら、それは違うんじゃないか
なというふうに今考えていますので、そこのところは問いただ
していきたいなと、するべきかなというふうには思っていま
す。
２つ目の質問のほうですけれども、決議案の内容についてです
けれども、５月１２日の代表者会が入っているかと言われると
基本的に除いているつもりはないので、２回の代表者会とも、
２回とは書いていませんけれども、基本的には含んでいると
思っていただいて結構です。
その５月１２日の段階で、最後、議長が閉めるときに異論を出
したのかどうかというところですけれども、出したか出してい
ないかというと出していません。
なぜかというと、代表者会というのは非常にいろんな議題を扱
う場ですから、調整する場であったりある程度意思決定する場
であったり、どこかで議論するのではないというか、そことは
違う場といいますか、なかなかここでと議論するのを決めるの
は難しいような議題を扱うような場ですから、いろんな解釈が
成り立つと思うんです。
今回提案させていただいている会派は、特にこれで議論は終わ
り、議会と当局との議論は終わりですというふうに打ち切った
とは全く考えておりませんでした、そのときに。きょうはこの
程度にというような程度で受け取っておりました。それが是非
があると、いろいろあるかとは思いますけれども、当然そうい
うふうに受け取っていますので、異論はそこでは出さなかった
というのが現状です。
その後、代表者会の後、議長に対して申し入れを行ったのかと
いう話ですけれども、まず、５月１２日の代表者会が終わった
後に、即、翌日ぐらいに、市長が都市経営会議を経て、それか
ら記者会見を開いたと。そのこと自体、５月１２日の時点で想
定していませんし、私たち自身が。議論も続くと思っているの
にそれをもって打ち切った。やっぱり打ち切ったのかみたい
な。これで終わりにしたいみたいなことは言っていましたけれ
ども、打ち切ってしまったんだという思いがあった後、どうい
う形で動いていくのかと、一方で決議案をつくりながら、実際
に、代表者会で本当に終わったのか終わっていないのか、全会
派に聞いて回りました。議長にも、当然、議会事務局のほうに
も私自身が聞いて、あれは終わったのか終わっていないのか
どっちなんだということを全部聞いて回りました。
聞いて回ると、議長、それから半分の会派は終わりだと言い、
半分の会派は終わっていないと言い、という形で、認識が半分
ずつに分かれているなという現状がありました。
その後、申し入れというのは行っても当然いいんですが、議長
は終わったと言っていますから、終わったものに申し入れした



大川裕之それでは、日本共産党市会議員団を代表しまして、平成２８
年度宝塚市一般会計予算に対する附帯決議にかかる「性的マ
イノリティに寄り添うまちづくりの取組」について、より丁
寧な対応を早急に求める決議に反対する討論を行います。
今回の決議案は、行政の取り組みについて、職員向けの啓
発、市民の意識調査の実施、市民の理解の浸透、行動計画が
見えないなどと指摘して、議会との議論を求めております。
まず、行政の取り組みに対する指摘についてですが、４月２
５日の代表者会に出された資料によりますと、職員向けの研
修については、７月、８月に４回程度実施していくというふ
うに書かれております。
先ほどの質疑でもありましたけれども、過去にも講座であっ
たり研修会であったりという取り組みが行われております。
市民の意識調査についてですけれども、世田谷のようなアン
ケート調査はしてはいないと思うんですが、今後もどうされ
るかちょっとわからないんですけれども、ちょうど今の時
期、人権教育及び人権啓発基本方針についての見直しが進め
られていくということになっております。その中で、毎回、
市民に対する人権に対する意識調査というのを実施されてお
りますので、その段階で、性的マイノリティについても人権
の方針の中でも、一定位置づけが、ウエイトが重くなってい
るわけですから、そういった項目も含めて意識調査をするこ
とは可能であると思うんで、その辺の問題については、また
当局が検討するものではないかなと考えます。
現時点で予定されている事業は、啓発、相談活動といったも
のが中心であり、これらは市民の理解の浸透を図るために実
施されている事業。
行動計画については、今後の取り組みは、先ほどの質疑でも
申し上げましたけれども、当事者や専門家の意見を聞きなが
ら進めるというふうなことも書かれてありますので、現段階
では具体的な行動計画、今出されているもの以上にはないと
いうのが事実だと思います。
さまざまな意見を取り入れて、よりよい計画、今後の取り組
みを進めていくことは、今後の課題であると思います。
しかし、言われるような、行動計画が見えないと言われます
ので、そういった計画がなければ今回の要綱は今施行したら
だめなのかという、そういう問題でもないと思います。啓
発、市民の理解を進めながら、順次いろんな取り組みを進め
ていくものだと考えます。
このように、決議案で指摘されている事項としては、行政の
現時点で予定されている事業によって、おおむね解決できる
問題ではないかなと考えております。
ただ、その時間的な進度というのは、確かに早い遅いという
のはあると思いますけれども、そこについても行政に頑張っ
ていただくということで進めていただけたらなと考えており
ます。
市民の意識、理解は、粘り強く啓発を続けていくことしか解
決の方法はないと考えます。逆に言えば、だからこそ、今こ
の取り組みを進めていくことが求められているものと思いま
す。
もう一つの点ですけれども、発議者が求めている議会との議
論についてです。
これは、議会運営の問題であると考えております。
発議者は、議論を求めるという言葉を記して決議案として議
員提案されておりますが、しかし、本当に議論を求めるので
あれば、議論する場、会議を開くことを求めることが第一に
すべきことではないかなと思います。
代表者会など議会の協議の場ではそのような提起を一切せず
に、先ほどの質疑でも明らかにされました、決議案を議員提
案するということは、会派代表者会などの議会の運営を円滑
に図るために設置されている議員間の協議、調整の場、その
意義をおとしめるものにほかならないと考えます。
よって、発議者には、通常の議会のルールに沿った提起をし
ていただくよう希望して、決議案には反対をいたします。

となき正勝 決議案第１号平成２８年度宝塚市一般会計予算に対する附帯
決議にかかる「性的マイノリティに寄り添うまちづくりの取
組」について、より丁寧な対応を早急に求める決議に対し、
賛成の立場で討論を行います。
さきの予算特別委員会での附帯決議では、本事業の趣旨は理
解するものの、性的マイノリティに対する市民の理解がさま
ざまであることから、それらを考慮し議論を深めることが重
要であるとの認識の上で、執行に当たって、事前に議会への
報告と議論を求めました。
当局が、この附帯決議に基づいて二度の代表者会と個別に各
会派を回って説明を行ったことは否定をするものではありま
せんが、本事業の趣旨や事業に対する市民の理解等を勘案す
ると、このまま事業の執行に当たるのは拙速と言わざるを得
ず、結果的に、誰もが生きやすい社会を目指すに当たって、
遠回りをすることになってしまうのではと懸念しています。
本事業に対し、市に寄せられた意見の内訳を見てみると、賛
成意見は１３件、反対意見は２，５４７件でした。反対意見
で多いのは、憲法や民法に反するのではという意見や、少子
化へつながるのでは、日本の社会秩序の崩壊につながるので
はという懸念からのものでした。それに対し、賛成意見やそ
もそもの施策の発生源としての考え方としては、性的マイノ
リティの人たちが持つ悩みや不安を少しでも解消してあげた
いというものです。
どちらの意見も一定理解できるもので、行政が施策として行
うものである以上、どちらかの意見のみを採用するべきでは
ありません。
そもそもの視点が、一方がマクロ、一方がミクロであるがゆ
えに意見がかみ合わないと考えるかもしれませんが、例えて
言うなら、年金生活者の視線に立てば、それだけでは生活が
厳しいというミクロの視点と、高齢化社会において、手厚く
してしまえば、財源等の問題からそれ以外の施策にも影響が
出るというマクロの視点のバランスをいかに保っていくかと
いうところが年金問題のポイントであるのと同様に、一方の
視点に偏るのではなく、いかにそれぞれが許容、認容できる
範囲でのバランスを保っていくかが行政の施策としての勘ど
ころであると言えます。
そう考えれば、性的マイノリティの方々にとっての生きやす
い社会というのは、それ以外の人たちの理解が進むことに
よって初めて実現できるものであり、行政がそれぞれの主張
は平行線だからと言い切ってしまい、反対意見を聞きおくだ
けで事業を拙速に進めてしまう、もっと言えば、丁寧に進め
ているつもりでも拙速に進めたと思われてしまうことすら
も、理解を進めることを妨げるおそれがあります。
だからこそ、世田谷区では６年の歳月をかけて啓発に取り組
んだ後、パートナーシップ宣誓の制度を導入したのではない
でしょうか。
一方、我が市では、反対意見のうち、市民や議会の意見を聞
かないで決めること、市長の独断で決めることに反対という
意見が５５７件ありました。これは慎重な議論とその議論の
積み重ねの上にさまざまな施策の執行を求めているもので、
言いかえれば、既に現状の施策の進め方が拙速であるという
意見にほかなりません。
このような意見が数多くあるということは、施策の推進、特
にパートナーシップ制度の導入に際しては慎重を期す必要が
あり、事業の執行の前に議会との議論を行うことは、附帯決
議に基づいて行われるということ以上に意味を持つはずで
す。
市民や議会における双方の意見は一見すると平行線のように
見えるかもしれませんが、これらを少しでも近づけることが
できる方法は、しっかりとした議論を行う中で双方の立場や
意見を理解することしかなく、理解には時間がかかるであろ
うからこそ時間をかける必要があるとも言えます。
私たちが目指すものが他者の理解に基づいた生きやすい社会
であるのであれば、急がば回れを実践すべきではないでしょ
うか。
ですから、この施策は、節目節目でしっかりとした議論を
行っていくべきものだと考えます。積み重ねた議論こそが他
者の理解が広がっていく土台となり、長い目で見た場合に有
効な施策となり得るはずです。節目節目で議論を行い、それ
らを積み重ねていくためには、議会で行われる議論は公開
で、かつ議事録として残る場で行われる必要があります。そ
ういう意味では、二度の代表者会と個別に各会派を回った説
明というのでは物足りないものだと言えます。
本決議案は、市民の議論や理解が熟成されているとは言えな
い状況下でのパートナーシップ制度の導入について、節目と
も言える導入前の段階での議論、公開の場で議事録が残る形
での議論を求めるものです。
相談窓口設置や職員啓発を行って、市民意識調査を行った上
でのパートナーシップ制度の導入に至った世田谷区を参考に
しているはずであるのに、それらを同時並行で行おうと考え
た理由や要綱から条例への移行について、今後の計画など、
執行前の段階で質疑を行っておく必要もあります。
単なるイデオロギー論争や感情論に終始するのではなく、生
きやすい社会を少しずつでも実現していくために、しっかり
とした議論を節目節目で積み重ね、現実的な施策へとしてい
くべきだとの考えから、この決議案に賛成します。

それでは、決議案第１号平成２８年度宝塚市一般会計予算に対
する附帯決議にかかる「性的マイノリティに寄り添うまちづく
りの取組」について、より丁寧な対応を早急に求める決議案に
対し、ともに生きる市民の会を代表して、反対の討論を行いま
す。
さきの討論で指摘されたとおり、予算特別委員会での総務費や
総括質疑での議論、そして提出された議案第１号平成２８年度
宝塚市一般会計予算に対する附帯決議は全会一致で可決されま
した。また、４月２５日の会派代表者会の長時間にわたる議論
も経ています。
また、さきの決議の中にある本事業の執行に当たっては、事前
に議会への報告を行い、議会との議論を経て決定するよう求め
るということで、副市長と総務部長が各会派を回り、丁寧に説
明、意見交換もされました。ですから、５月１２日の会派代表
者会でも、最終的に、全て代表者は納得されたのではなかった
のですか。
このたびの決議案には、議会との議論は到底十分に果たされて
いるとは言えないとありますが、では、なぜ会派代表者会で異
議の声を上げなかったのか、また市民からいただいた意見は、
ごく少数の方が賛成しているにすぎずともありますが、今回、
市民と特定できる方は１０人、うち賛成は８人です。
声なき声に応えるのが行政のあるべき姿勢ですが、守るべきは
声を上げにくい立場の弱い人々であり、名前を出さずに性的少
数者を誹謗する行為には、毅然として戦う姿勢を示さなければ
なりません。
性的マイノリティに寄り添うまちづくりの取り組みは、政治思
想やイデオロギーの問題ではありません。私たちが生きていく
上で欠かすことのできない、人として当たり前に生きる権利が
問題であって、決議案にある、市民に理解が十分に浸透してい
るとは言えないから、早急に対処しなくてはならないのです。
その手段として、灯台のように目標を掲げてから光を各所に届
ける方法と、年月をかけて土台を積み上げていく方法がありま
すが、性的マイノリティに関しては１３人に１人とも２０人に
１人とも言われ、対象は、決してマイノリティではなく、うち
３人に１人が自死を考えたことがあり、１４％は未遂の経験が
あるという、まさに命の危機に瀕している人々です。
まずは、一刻も早く対処すべき問題であり、取り組みは早急に
進めるべきで、議会の役割は、不都合を質問でただし、よりよ
いものにすることです。
この事業は、マスコミでも大きく取り上げられたことで、先行
市として２千通超えの反応もあったほど世間の耳目を集めてい
る事業ですから、一たび行政として目指す方向を決めたのであ
れば、不退転の覚悟で、漏れ落ちる人を一人も出さない気概で
頑張っていただきたいとエールを送り、同時に、私たち全ての
議員はよきアライとならんことを願い、反対の討論といたしま
す。

決議案第１号平成２８年度宝塚市一般会計予算に対する附帯決
議にかかる「性的マイノリティに寄り添うまちづくりの取組」
について、より丁寧な対応を早急に求める決議について、２つ
の視点で、市民ネット宝塚を代表して、反対討論を行います。
１点目は、セクシュアルマイノリティ理解についてです。
本市が進めるセクシュアルマイノリティの人たちに寄り添う、
ありのままに生きられるまち宝塚の取り組みは、誰もがお互い
の存在を尊重し合える社会の第一歩です。
しかしながら、セクシュアルマイノリティの多くは、その人数
が少ないことなどを理由に正しく理解されず、平等の権利を保
障されず、差別、偏見、誤解、時に暴力に直面しています。
この決議分の中にも、市民の理解は十分に浸透しておらずと
なっています。だからこそ、一日も早く、そのような無理解か
らくる差別をなくし、本当の理解を深めることが大切です。
２，５００の反対意見が寄せられたことについては、その多く
が匿名であったものの、内容については今後の啓発の参考にし
ていく必要があると思います。
一方、市民からいただいた意見はごく少数の方が賛成している
にすぎずとありますが、小学校区まちづくり協議会のブロック
研修でこのテーマでの取り組みが進んでいたり、宝塚市ＰＴＡ
協議会においても、理解し、賛成の声が届いています。徐々
に、理解は広がりつつあるのではないでしょうか。
また、既に民間企業では、同性パートナーを家族と認めて福利
厚生や顧客サービスや特典なども広がりを見せています。
確実に社会全体が変わり、動き始めています。
そして２点目は、会派代表者会の議論についてです。
議会へは、会派代表者会で報告を行い、その後、会派代表に順
次説明を行ったにすぎずとなっていますが、この認識は明らか
に間違いです。
４月２５日の会派代表者会では、説明の後、各代表者からの質
問などにも答え、長時間にわたって議論が行われました。
その際に要求された資料なども、後日出されました。そして、
その後は、副市長と総務部長が各会派を直接回っての再度の説
明や意見交換も行われています。
そして、５月１２日の会派代表者会では、議員総会の開催を以
前に提案された代表者から会派を回っての再度の説明も行わ
れ、会派の各議員とも話し合い、一定の納得を得たのでここま
でとしよう、議員総会は開く必要はないとのまとめ意見も出ま
した。
会派代表者会は、会派の全ての議員の意見を集約して、その代
表者が責任を持って出席し、議長、副議長のもとで進められる
公式の会議です。２回の代表者会でそれぞれ２時間以上の議会
との議論がなされ、一定の疑義の解明は行われたものと認識し
ています。
よって、予算特別委員会の附帯決議に示された議会との議論は
尽くされ、その場でのコンセンサスは得られたものと判断しま
す。
それでもなお、全体の判断に納得できない場合は、議会のルー
ルにのっとり、正式に議員総会開催を申し出るべきであり、そ
れをされずにこのような決議案を提出されたことは、宝塚市議
会会派代表者会の権威をみずからおとしめることにもつなが
り、大変遺憾に思います。
以上をもちまして、反対討論といたします。

北野聡子大島淡紅子

ところでというふうに考えている一方、やっぱり違うんじゃな
いかなと、終わっていないんじゃないかなという意見もあるの
で、今回、たしかにイレギュラーかもしれませんけれども決議
案という形で出しながら、同じように、どこかこの決議案を経
ないで、どこかの場所で公開で議事録が残る場所で議論をしっ
かりしていけないかという調整も同時に行わせていただいたつ
もりであります。
昨日の代表者会での話し合いの開催を求めたかどうかですけれ
ども、その場では私たち３人の中からは話は出していません
が、当然そういうことも想定しながら話は出していただけるよ
うにお願いした経緯もありますし、そのことは全く拒否するも
のではありません。
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古堅茂治2015/2/20

内容内容

７．ＬＧＢＴ・性的マイノリティーについて。
議長の許可を得て配付した資料も参考にしてほしいと思いま
す。社会のあらゆる面で憲法に保障された基本的人権が保障
され、１人１人が大切にされる社会をめざすことが求められて
います。県内では、2013年に日本初となる「ピンクドット沖
縄」が那覇てんぶす館前広場で開催され800人が参加、昨年も
開催され、ジュンク堂書店那覇店では「新聞を変える、ひら
く～ＬＧＢＴをめぐる視点から」をテーマにした元職・現職
の沖縄タイムス、琉球新報の新聞記者のトークイベントが開か
れるなど、ＬＧＢＴ・性的マイノリティーへの理解を高める
取り組みが前進し始めています。
東京都渋谷区では、同性カップルがアパート入居や継続、看
護・面会、医療決定などで、家族ではないと断られるケース
などが問題となっていることを踏まえ、区民や事業者に、証
明書を持つ同性カップルを夫婦と同等に扱うよう協力を求め
るために、同性のカップルに、結婚に相当する関係と認める
証明書を発行するなどの、男女平等及び多様性を尊重する社
会を推進する条例案を、来月の区議会に提出します。法的拘
束力はありません。
本市でも渋谷区の先進的取り組みを学び、ＬＧＢＴ・性的マ
イノリティーを保護し、その人びとの人権を守り、社会的地
位を向上させ、社会の理解を高める啓発や施策を推進するた
めに条例を策定し、積極的に取り組みを推進すべきです。見
解を伺います。

古堅茂治議員の代表質問のＬＧＢＴ・性的マイノリティーに
ついてのご質問にお答えいたします。
（中略）
本市の対応につきましては、これまで人権啓発講座の開催や
当事者からの相談対応、性的マイノリティーが生きやすい社
会をと願う人たちが集うピンクドット沖縄を共催し、また本
市広報誌で特集記事を掲載するなど、多様性を認め合う社会
的認知のためのさまざまな施策を行っております。
性的マイノリティーの方々への支援に関する条例制定につき
ましては、他の先進自治体の動向に注視しながら、当事者や
有識者らの意見を聞くとともに、検討を行う必要があると考
えております。
今後とも関係機関と連携し、性的マイノリティーの方々を取
り巻く環境の把握に努め、市民への理解を深めてまいりま
す。

最後に、ＬＧＢＴ・性的マイノリティについてです。
答弁で、当事者や有識者らの意見を聴くとともに、検討を
行っていく必要を表明されました。そして市民への理解を深
めていきたいと、しっかり施策展開への取り組みを述べられ
ました。当事者も喜んでおられるのではないでしょうか。
久場総務部長、高く評価いたします。あらゆる差別をなく
し、生き方の多様性を認め合える社会をつくることへ、この
課題でも、フロントランナーとして頑張ってほしいと思いま
す。期待いたしております。イッペーニフェーデービル。終わ
ります。

古堅茂治
久場健護
総務部長

清水磨男2013/3/1

そして３点目、タイトルが愛と行政についてということで、
ちょっとタイトルに悩んだんですが、「テーマは愛です」と
言うとだれかみたいになりますが、ＤＶと被害者への対応と
その取り組みの今後の展開についてお伺いをいたします。
これについては、ワンストップ支援の問題もありますし、こ
れまで議会で何度かお伺いしてまいりました。男性にとって
の窓口、男性が被害者となった際の窓口、またセクシャルマ
イノリティいわゆる同性愛などの方々にとっての窓口、そう
いった窓口が女性の窓口と、またそれと同じように準備いた
だけるのか、それについてもお伺いいたします。

ＤＶ等被害者からの相談については、男性被害者からの相談
が増加傾向にあるなど、相談内容が多様化している状況にあ
ることから、これまでの女性相談に加え、男性やレズビア
ン、ゲイ、バイセクシャル、トランスジェンダーなどからの
住民基本台帳事務における支援措置、いわゆる住基ロックに
ついても対応を行っております。
また、これまで設置が望まれてきた性犯罪、性暴力被害者の
ためのワンストップ支援センターについては、沖縄県が平成
26年度の開設に向けて、今年度検討会議を開催する予定であ
るということから、今後、どのように本市が連携していける
かを検討してまいりたいと考えております。

久場健護
総務部長

清水磨男2013/6/12

知念覚
総務部長

内容 内容 内容

そして、最後に、６．レインボー行政と、今回はあえて名を打
たせていただきました。
これはセクシャルマイノリティに対する那覇市の取り扱い
方、考え方、非常に言葉が難しい問題です。ゲイ、レズビア
ン、同性愛、バイセクシャル、さまざまな言い方があると思
います。しかし、これは日本ではある種タブー視されており
ますが、アメリカでは大統領選挙の重要な争点の１つでもあ
りますし、多くの観光客をこれから受け入れようとしている
沖縄にとって、那覇市にとって、そして、那覇市内でもこう
いった問題で苦しんで暮らしていらっしゃる市民の方々にとっ
ては、非常に重要な問題です。
これまで、この那覇市議会で４年以上質問に立たせていただ
いて、例えば女性の夜間就業の実態、その夜間保育や相談の
窓口、ＤＶ被害というと、かつては女性の窓口というのが一
般的でしたが、例えばＤＶ被害、ストーカー被害の男性の相
談窓口、そういったことについてもこれまで相談させていた
だきました。
それと併せて、このセクシャルマイノリティの方々に対す
る、この那覇市の取り組みをぜひお聞かせいただければと思
います。それではよろしくお願いいたします。

清水磨男議員一般質問のうち、セクシャルマイノリティにつ
いてのご質問にお答えいたします。
セクシャルマイノリティとは、一般的に、レズビアン、ゲイ、
バイセクシャル、トランスジェンダーなど、性にまつわる場
面において少数派であり、不登校や自殺など一見関係なく見
えるような社会問題と結びついていることも少なくありませ
ん。
セクシャルマイノリティに対する本市の対応につきましては、
これまでなは女性センターにおいて、社会的認知のため人権
啓発講座を開催し、また自殺への傾向が強いマイノリティの
方々への支援を行うため、本市の相談員等を対象に自殺対策
研修を行ったほか、この問題に取り組んでいるＮＰＯ団体の
活動に対する支援を行っております。
今後とも各機関との連携を強化し、セクシャルマイノリティ
の人権擁護、支援などに努めてまいります。

せっかく部長の決意をお伺いしましたので、総務部長にも一
言お伺いしたいんですが、この最後のセクシャルマイノリティ
の件、こういった窓口ですね。今専門の窓口、那覇市単独で
はやはり持っていません。これは前回の男性のときもそうで
した。男性の被害、例えばこのセクシャルマイノリティに対
する悩み、こういったことについては今自殺対策などの中で
「ダイヤルうない」などでも取り組んでいるということがあり
ましたが、これは上のデザインの件にもはっきり言って絡んで
きます。
こういった方々が、勇気がある方は、これ女性相談窓口だけ
どといって電話をかける男の人もいるかもしれません。けど
普通の人はそういうことになかなか踏み込めないから悩んで
しまって自殺をしたり、悩んでしまって行き場を失ってし
まったりしているんだと思います。こういったことについて
は、すぐに取り組むことは難しいかもしれませんし、さまざ
まな主義、主張はあるかと思いますが、ぜひとも取り組みを
進めていく、検討を進めていくということだけでもひと言決
意をお伺いしたいと思いますが。

再質問にお答えいたします。
セクシャルマイノリティに関する問題、非常にこれは難しい
問題ということで、我々も非常に認識しております。現在は
民間の団体の方に頼っているような状況もございます。
我々として今できることは、議員提案のように、どうやって
この方々に来やすい環境といいますか、相談しやすい環境を
つくりあげていくか、そのことも含めてもう少し力を入れて
検討していきたいと思っておりますのでよろしくお願いいた
します。

ありがとうございました。こういったことではアメリカでは、
本当にこれで殺人事件につながるぐらい宗教的価値観も、そ
して人としての価値観も伴った問題ではあります。そして、そ
れで映画になったりすることでもありますが、非常に重要な
問題ですので、那覇がぜひ率先して全国に先駆けてこういっ
た課題にも取り組んでいただきたい。そして、それと合わせ
て、やはりほかの課題、サッカー場についてもホームタウン
宣言についても、それにデザインやバリアフリーについて
も、この那覇市が一層発展していただければと思いますので
よろしくお願いいたします。
それでは、これで質問を終わります。清水磨男

知念覚
総務部長

清水磨男

そして３．市長の政治姿勢についてでありますが、この政治
姿勢(1)性同一性障害や同性愛者というようなセクシャルマイ
ノリティの問題、これまでも何度か取り上げさせていただき
ました。これを人権問題ととらえて取り組みや施策を行うの
か、これは非常に今後の重要な課題となってまいります。
といいますのも、今回、この問題をあえて政治姿勢の中で取
り上げましたのは、先の総選挙、2014年の総選挙におきまし
て、愛媛の民間団体がとったアンケート、これは朝日新聞の
記事にもなったんですが、現在、安倍政権おります、この自
民党本部の政務調査会の回答としては、これは人権問題として
取り組まなくてよい。施策の必要性については性同一性障害
者への施策は必要だが、同性愛者へは必要がない。アメリカ
やイギリスで同性同士でも夫婦と同等の社会保障を受けられ
るような制度が進んでいることについては、こうした制度は
異性間のものであるべきで、特に必要はないという、現安倍
政権自民党の答えが出ております。
ですので、那覇市として、これが国の考えと同じなのか、そ
れとも那覇市はしっかりとこういった問題に取り組むのか、
これは市長のお考えをぜひお伺いをしたいと思っておりま

それともう１つ。政治姿勢の点についてお伺いをいたしまし
たこのセクシャルマイノリティの問題、非常に大きな問題で
あります。
現在のこの安倍政権のもとで、自民党がこれを人権問題とと
らえないということでありますが、これについてはしっかり
と那覇市は人権問題として細かな取り組みを行っていくとい
うことでございました。
そして、こういった施策については行わないという現在の政
府の態度もありますが、しかし、実際に渋谷区で、このたび
こういった問題についての条例の制定に向けた取り組みがご
ざいます。世田谷区も同様の取り組みを進めているとありま
すが、こういったカップルを実際に保障していく、こういう取
り組み、那覇市としても取り組んでいくのか、ご質問いたしま
す。

久場健護
総務部長

議員が今おっしゃいました渋谷区男女平等及び多様性を尊重
する社会を推進する条例案というものが提案される予定とい
うふうに伺っております。
　その内容を見ますと、男女の人権の尊重、それから性的少
数者の人権の尊重、それから区・区民・事業者の各責務、そ
れから禁止事項や相談対応を公表規定等々となっておりま
す。
　那覇市としてもセクシャルマイノリティの方々への支援に関
する条例制定につきましては、他の先進自治体の動向に注視
しながら、当事者や有識者らの意見を聞くとともに、検討を
行う必要があると考えております。以上です。

久場健護
総務部長

清水磨男清水磨男議員の代表質問の３．市長の政治姿勢についての(1)
セクシャルマイノリティについてのご質問に、お答えいたし
ます。
本市では、第３次那覇市男女共同参画計画において人権が尊
重される社会づくりを目標に掲げ、１人１人が多様な生き方
を柔軟に選べ、それを認め合うことのできる社会を目指して
いることから、セクシャルマイノリティの問題も人権問題と
とらえております。
その対応につきましては、これまで人権啓発講座の開催や当
事者からの相談対応、セクシャルマイノリティが生きやすい
社会をと願う人たちが集うピンクドット沖縄を共催し、ま
た、本市広報紙で特集記事を掲載するなど、多様性を認め合
う社会的認知のための様々な施策を行っております。
今後とも関係機関と連携しセクシャルマイノリティの方々を
取り巻く環境の把握に努め、市民への理解を深めてまいりま
す。以上です。
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清水磨男

那覇市　定例会
内容



これはあえて聞いたのは、やはりその場で校長先生がこう
いった事前の協議なく判断するのではなくて、全庁的に対応
しておいていただきたいなという点があります。

清水磨男田端一正
教育委員会

学校教育部長

また大人だけではなくて、この問題は子どものころから言い
出せなくて大変な問題を抱えるという中で、福岡市では小学
校の帽子を男女別だったものを統一にするという取り組みが
ありました。
　例えば那覇市では、小学校の体育着、中学校の制服等で男
女差がありますが、これは本人や家族から申し出があった場
合、検討いただけるのかどうか、ご確認いたします。

清水磨男

す。

　

　

大阪市淀川区の「ＬＧＢＴ支援宣言」、きょう議員からも配
付されておりますけれども、その「ＬＧＢＴ支援宣言」は、
前文のほうで「多様な方々が生き生きと暮らせるまちの実現
のため、ＬＧＢＴ（性的マイノリティ）の方々の人権を尊重
します。そのためには」ということで、１つ目にＬＧＢＴに
関する職員人権研修の実施、２つ目にＬＧＢＴに関する正し
い情報の発信、３つ目にＬＧＢＴの方々の活動に対する支援
など、４つ目にＬＧＢＴの方々の声あるいは相談を受ける、
という内容となっております。
　本市では、先に述べた市民向けの講座の開催のほか、本市
広報紙で特集記事を掲載することや、ＬＧＢＴの方々の活動
支援としてピンクドット沖縄を共催し、当事者などからの相
談対応も行っております。
　本市の「ＬＧＢＴ支援宣言」につきましては、市長の附属
機関である那覇市男女共同参画会議などにおいて、当事者や
有識者の方々の意見をお伺いしていく必要があると考えており
ます。以上です。

久場健護
総務部長

もちろん那覇市では既に市民向けの講座を実施しております
が、やはり職員研修の中で足下からしっかりと認識を深めて
いく。当事者関係の団体から、那覇市役所の窓口で不快な思
いをしたという声も寄せられております。
　まずはなは女性センターや平和交流男女共同参画課だけで
はなくて、全庁的な意識を深めていく。それから市民へと広
げていく。そういった取り組みが必要かと思いますので、職
員研修の中でももうちょっと内容を再検討されて、しっかり
と取り組んでいただきたいと思います。
　続きまして、②那覇市でも「ＬＧＢＴ支援宣言」を発表して
はいかがでしょうか。見解を伺います。

前泊美紀

先ほどの啓発のところで、企業という視点の説明も抜け落ち
ておりました。大阪市淀川区のほうでは、大企業をはじめと
してさまざまな中小企業でもこういったＬＧＢＴの研修、要
望が結構あるということです。良好な職場環境を築くという
動きもあるということですので、こちらもご参考にしてくだ
さい。
　さて、宣言でございますが、実はこの淀川区の宣言を発表
した後、区役所にはさまざまな声が寄せられているというこ
とです。
　例えば「マイノリティに優しいまち淀川区に住みたい」だ
とか、「早速、淀川区に引っ越してきました」、または「ふ
るさと納税を淀川区にしたい」など、全国をはじめ世界中か
ら称賛の声と励ましの声が届いているということです。
　一つ一つの取り組み、これは足腰としてしっかりやってい
く。そして、市として表明をする。その意義というのは非常に
大きなものがあるかと思います。どうぞまた会議など検討し
ていただきたいと思います。
　

本市といたしましては、ＬＧＢＴの方々へ配慮した取り組み
を行うことは、当事者がより生きやすい社会の構築につなが
るものと考えております。
　平成16年に、性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関す
る法律が施行されております。その当時、性別違和の方々の
人権に配慮し、本市の各部局において性別を記載している申
請書などについて調査したことがございます。
　その当時の資料を見ますと、教育委員会で10、市長部局で
125、その当時の市立病院で６つ、消防本部で２つ、選挙管理
委員会で１つということで、合計で144の書類があったという
ことでございます。
　その中で、性別記載欄を削除することが可能という回答が
あったのが87、それから法令等に縛られていてできないとい
うのが57あったという過去の調査結果が残っております。
　その後、性別の記載が法令上求められているものを除い
て、本市独自の判断で廃止できるもの、例えば人事課におけ
る臨時職員採用申込書の性別記載欄の削除のように、見直し

　

　

久場健護
総務部長

前泊美紀

ハイタイ。おはようございます。前泊美紀です。
　きょうの一般質問を行ってまいりますが、１番目がレイン
ボー行政についてです。
　このレインボー行政という言葉、平成25年の２月定例会で
清水磨男議員が用いた言葉で、性の多様性を象徴するレイン
ボーから取っております。
　今回の議会では渋谷区の条例、後で触れますけれども、そ
の件もありまして、ＬＧＢＴ（セクシャルマイノリティ）と題
した質問も結構ありましたけれども、もうちょっと広い意味
で、明るく輝く意味で、レインボーという言葉を使わせてい
ただきました。
　それでは、早速、質問を進めてまいります。
　東京都渋谷区では、同性カップルを「結婚に相当する関
係」と認め、証明書を発行することなどを盛り込んだ男女平
等及び多様性を尊重する社会を推進する条例案を、３月の区
議会に提出するという。
　同様な条例の那覇市での制定については、今議会での質問
に対し、市は「ほかの先進自治体の動向に注視しながら、当
事者や有識者らの意見を聞くとともに、検討を行う必要があ
ると考えている」と答弁しております。前向きな取り組みを期
待するところであります。
　本市では、多様性を認め合う社会的認知のためにさまざま
な施策を行っていますが、さらなる取り組みについて、以下
を伺います。
　(1)大阪市淀川区では平成25年９月に、全国で初めて行政と
して「ＬＧＢＴ支援宣言」を発表し、当事者と区職員の意見
交換会や啓発活動、電話相談、コミュニティスペースの開催
等、ＬＧＢＴ支援事業に取り組んでいます。
　本市の見解を問います。
　①市民や企業、職員に向けた研修・講演の実施について伺
います。

久場健護
総務部長

前泊美紀 研修、講演につきましては、人権啓発講座として市民向けにＬ
ＧＢＴ基礎講座を開催しております。
　本市職員に対する研修につきましては、ワークライフバラン
スの研修、あるいは管理職特別研修などにメニューとして取
り組む方法等を活用して、前向きに実施を検討してまいりま
す。以上です。

学校におきましては、個人の持つ悩みにおいて担任や教育相
談担当教諭を中心に、養護教諭やスクールカウンセラーなど
と連携を密に行い、個人情報に配慮しながら慎重に対応して
おります。
　さらに学校や保護者、児童生徒から性的マイノリティの相
談を受けた場合、専門家の意見も取り入れ、児童生徒の心と
体の発達段階を十分に配慮した対応をお願いしているところ
であります。
　本人や保護者から制服を選びたいという要望があれば、本
人の意思を尊重できるよう柔軟な対応を心がけるように、学
校へ助言していきたいと考えております。
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　続きまして、(2)身体的な性別に強い違和感を抱く性別違和
のある方々に配慮し、また、個人情報の収集を最小限にとど
めるという個人情報保護の観点から、国の法令に定めがある
など特別な理由がある場合を除き、申請書や証明書等の性別
記入欄及び性別記載を廃止する自治体の動きがあります。本
市の見解を伺います。

　

　

　

　

を行っております。
　しかし、調査・見直しから10年余りが経過していることも
あり、再度調査を行ったうえで見直し作業を行うとともに、
再度の周知を図っていく必要があるものと考えております。
　法令等により書類様式が定められているものに、性別記載
欄があったために那覇市において独自に削除したものが再度
また復活した例もあるようですので、その辺もまた見直しを
していく必要があると考えております。以上です。

ありがとうございます。過去に調査を行って実施した例もあ
るということで、しっかりまた再度この機会に見直しを行っ
て、適切な対応をお願いいたします。
　(3)同性愛など性的少数者ＬＧＢＴの人々がより生きやすい
社会を目指すイベント「ピンクドット沖縄」が、一昨年に引
き続き昨年７月、那覇市で開催されました。そしてこのイベ
ントには約1,000人の参加者を集めたということなんですが、
このピンクドット沖縄ですけれども、那覇市が共催をしてお
りますね。自治体でこういったイベントの共催をするという
のは、全国的にも珍しいということで大変注目されていまし
て、称賛が集まっているところであります。
　主催者によりますと、海外からの参加者も多くあったとい
うことです。
　また、それに関してですが、２月１日付けの新聞報道によ
りますと、性的少数者も楽しめる観光旅行を目指す国際ゲイ
＆レズビアン旅行協会に、那覇市内のホテルが加盟しまし
た。
　そこで、お伺いをします。
　観光分野でのＬＧＢＴ支援について、本市の見解を問いま
す。

今回、那覇市内のホテルが、九州・沖縄地区では初めて国際
ゲイ＆レズビアン旅行協会に加盟したことは、多様性を尊重
する観光地として、本市観光のイメージアップにもつながるこ
とと認識しております。
　本市は観光交流都市として、国内・国外のさまざまな観光
客を温かく迎え入れる観光地を目指しており、ＬＧＢＴの
人々も含め、おもてなしの心で快適に観光ができる環境づく
りに努めてまいりたいというふうに考えております。

大城弘明
経済観光部長

前泊美紀

先ほどの新聞ですが、ちょっとご紹介をいたします。
　２月１日付け沖縄タイムスの記事なんですが、那覇市内のホ
テルパームロイヤルＮＡＨＡさんが加盟したということで、
九州・沖縄地域では初めての加盟ということでした。
　そのホテルの総支配人のコメントによりますと、「多くの
性的少数者が沖縄に来てくれれば、県全体の観光客増加にも
つながる。五輪を控え日本がさらにグローバル化しなければ
いけない中、性的少数者に優しい施設が当たり前になればと
意義を語る」ということです。
　確かにオリンピックもございます。今、国際化、そしてオリ
ンピックといえばまた人権も非常に重んじるイベントであり
ますから、今この時期、このとき沖縄がどう取り組むべきか
考える時期に来ているかと思います。
　さて、このＬＧＢＴのピンクドット沖縄などの集客力とい
いますか、かなり観光的なポテンシャルも高いというお話も
聞いています。
　例えば、この主催者の方にお話を伺いました。現在アジア
の中では台湾のＬＧＢＴのパレードが最大で、国内外から観
光客も多く集まり、６万人～７万人が集まっているというこ
とです。
　そして、世界の中で最大なのはサンパウロでのイベント
で、これには200万人が集まるということです。
　そして、また海外の同性カップルの間からは沖縄、特に那覇
が人気だと聞いております。アジアのリゾート地という中
で、ほどよい都会っぽさのある那覇がちょうどいいぐらいだ
ということで、非常に人気を集めているということです。
　もちろんこういった世界で行われているＬＧＢＴ関連のパ
レード、イベントには当事者だけではなくて、友人や家族、
そして彼ら・彼女らを支持する方々も観光目的も含めて多く
訪れるということですので、ぜひ誰でも安心して楽しめる観
光地那覇の形成のために取り組んでいただきたいと思いま
す。
　これまでるるＬＧＢＴの支援に関して述べてまいりました
が、もちろん従来の男らしさ、女らしさというものを重んじ
る価値観というものも尊重すべきであり、ここで言いたいの
は一人一人の個性を認め合い、尊重し合える社会をつくって
いくことが大切ではないのかということです。
　先ほど申し上げました那覇市は先進的に取り組んでいるほ
うではございますが、これは何も女性センターや平和交流・
男女参画課だけで取り組むことではありません。先ほどの観
光もそうですけれども、全庁的にまず職員の意識を高めてい
くことから始めていただきたいと思います。
　そして、第４次那覇市男女共同参画計画。これ2018年から
策定が予定されていると思いますが、ぜひこの中にも盛り込
んでいただきたいと要望するところであります。
　まずは、そのＬＧＢＴの支援宣言。それを発することに
よって、内外に人権先進都市那覇をＰＲする。実際そういっ
た都市になっていくことが望ましいと私は考えるわけです
が、そこで、やっぱり全体の取り組みですので、城間市長に
見解を伺いたいと思います。

本市の今後の総合的な取り組みについてですが、ＬＧＢＴの
問題については人権問題ととらえ、一人一人が多様な生き方
を柔軟に選べ、それを認め合うことのできる社会を目指し
て、今後も取り組みを行ってまいります。
　ＬＧＢＴの方々への支援に関する条例制定につきまして
は、他の先進自治体の動向に注視しながら、当事者や有識者
らの意見を聞くとともに、検討を行う必要があると考えてお
ります。以上です。

久場健護
総務部長

前泊美紀 先ほど資料でお配りした宣言の中では、結構シンプルなもの
ですね。「正しい情報を発信します」ということもありま
す。これも非常に重要なことです。
　どうぞ渋谷区の条例の事例も議会の中でも関心が高まって
おります。ぜひ前向きに検討されて、より一歩進んだＬＧＢ
Ｔ支援、人権の先に取り組んでいただきたいと、ここでは要
望でとどめておきます

前泊美紀



そして３．ＬＧＢＴについて。
　これも、これまで繰り返し質問をさせていただきました。
これにつきまして、那覇市は支援宣言を行うということを今
回、新聞報道等でもございましたが、宣言をするだけでは、
実際、具体的な取り組みを伴わないと、やはり効果的なもの
とは言えないと思います。
　そこで、これまでも繰り返し質問してきた内容と重複する
点もあるかと思いますが、この支援宣言、そして今後関連す
る取り組み、予算化まで含めて、どういった事業を、どう
いったことを今後考えていくのか、お伺いをいたします。

清水磨男

2015/6/22

ありがとうございました。ご答弁をいただきました。
　まず、市長につきましては、ＬＧＢＴの点については、こ
れはそれぞれいろいろなとり方があると思うんですが、マイノ
リティだからというよりは、やはり市長がおっしゃるとお
り、多様性を認めるということで、そういった表現をぜひ前
面に押し出して進めていただければと思います。

清水磨男清水磨男議員の代表質問のうち、私は３．ＬＧＢＴ支援宣言
と関連する取り組みについて、お答えをいたします。
　ＬＧＢＴの問題を私は人権問題ととらえております。これ
まで那覇市では、人権啓発講座の開催や当事者からの相談対
応、「性的マイノリティが生きやすい社会を」と願う人たち
が集う「ピンクドット沖縄」の共催、また本市広報紙で特集
記事を掲載するなど、多様性を認め合う社会的認知のための
さまざまな施策に取り組んでまいりました。ことしで３回目の
開催となる「ピンクドット沖縄2015」は、県内の複数の当事
者団体が実行委員会形式で運営実施されており、県内はもと
より国内外から多くの当事者や支援者が集うイベントとして
定着してきております。
　ＬＧＢＴを含む性的マイノリティに対する支援宣言につい
ては、平成27年７月19日、那覇市てんぶす前広場で行われる
「ピンクドット沖縄2015」に合わせて行うことが効果的であ
ると考えており、準備を進めているところです。
　支援宣言後の取り組みにつきましては、職員研修や相談窓
口の明示などが考えられますが、当事者団体との意見交換を
重ねながら取り組んでまいりたいと考えております。

城間幹子
市長

ハイタイ、グスーヨー、チューウガナビラ（皆さん、こんに
ちは）。社大党の平良識子でございます。
　まず初めに、本日は女性議員の登壇が重なっているという
ことでありまして、女性も男性もそしてＬＧＢＴの皆様方にお
かれましても、今まさに東京都渋谷区の取り組み、美紀議員
が今朝取り上げておりましたけれども、ＬＧＢＴ支援宣言も
含めて那覇市の取り組みに期待しておりますので、どうぞよろ
しくお願いします。（後略）

ハイサイ。宮平のり子議員の代表質問４．ＬＧＢＴ支援宣言
について、順次お答えをします。
　ＬＧＢＴ・性的マイノリティとは、一般的に性にまつわる
場面において少数派のことを意味します。本市では、ＬＧＢ
Ｔの問題を人権問題ととらえ、これまで人権啓発講座の開催
や当事者からの相談対応、「性的マイノリティが生きやすい
社会を」と願う人たちが集う「ピンクドット沖縄」の共催、
また本市広報誌で特集記事を掲載するなど、多様性を認め合
う社会的認知のためのさまざまな施策に取り組んでまいりま
した。
　(1)ＬＧＢＴを含む性的マイノリティに対する支援宣言の概
要につきましては、本市では、これまでの取り組みとして、①
市民を対象とした意識啓発講座の開催、②なは女性センター
「ダイヤルうない」での相談受付、③地域自殺対策緊急強化
事業による研修会の実施、④市広報誌での特集記事掲載、⑤
当事者団体イベント「ピンクドット沖縄」の共催などがあり
ますが、これらの取り組みをあらためてアピールする意味
で、平成27年７月19日、那覇市てんぶす館前広場で行われる
「ピンクドット沖縄2015」の会場にて宣言を行う準備を進め
ております。また、これまでの取り組みに加えて、平成28年
度以降に新たな施策を実施してまいりたいと考えております。
　(2)学校教育におけるプログラムにつきましては、平成27年
４月30日付け、文部科学省が各都道府県等に対し通知した
「性同一性障害に係る児童生徒に対するきめ細かな対応の実
施等について」において、性同一性障害に係る児童生徒だけ
でなく、いわゆる性的マイノリティとされる児童生徒全般に
対してもきめ細かな対応ができるよう、必要な情報提供を行
うことを含め指導・助言をお願いしていることから、教育委
員会と連携し検討してまいりたいと考えております。
　(3)行政窓口などの性別欄の記載につきましては、平成15年
度に実態調査を行っておりますけれども、10年余経過してい
ることから、今年度、各課に対し調査を実施したところでご
ざいます。現段階では、回答のあった申請書等が289件あり、
そのうち76件については性別欄を削除することが可能と回答
を得ております。今後は、調査結果を踏まえ、各課へ性別欄
の削除の実施を依頼してまいりたいと考えております。以上で
す。

平良識子

次に、ＬＧＢＴ支援宣言についてです。昨年７月、国際通り
テンブス館前に、大勢の「ＬＧＢＴがより生きやすい社会
を」という思いの市民が、ピンクを身につけて集まってまい
りました。ピンクドット沖縄のイベントが、実行委員会と那
覇市の共催で開かれているものでございました。
　さまざまな楽しいステージに加え、沖縄出身の男性と米国
出身の男性の里帰り結婚式も行われました。私もその場にい
て、祝福を送りました。
　ピンクドット沖縄がことし３回目を迎え、那覇市がその場
でＬＧＢＴ支援宣言を行うこととなり、県都として誇らしく
思います。県内では、女性行政が最も早く行われ、女性セン
ターの多彩な企画の中に、性的マイノリティーへの理解と差
別の問題を扱った講座が功を奏したものと思えます。
　おそらく皆さんのところにも、この女性センターだよりが
届いてると思いますが、差別の問題を扱った当事者の講座
が、レインボー講座としてこの７月４日から始まることも紹
介をされています。
　２月議会、前泊美紀議員の提案もあり、さらに誰もが生き
やすい那覇市にするために、ともに注視をし、応援をしてい
こうと前泊美紀議員とも確認したところであります。それで
は質問です。
　(1)ＬＧＢＴ支援宣言の概要について伺います。
　(2)学校教育におけるプログラムについて伺います。
　(3)行政窓口などの性別欄について伺います。

久場健護
総務部長

宮平のり子 今回、ＬＧＢＴの質問をするということで、市長はじめ総務
部長も、私もピンクドット沖縄のピンクでそろって大変うれ
しく思うところです。
　履歴書に性別欄を記入することができない。正社員になれ
ない。あるいは金融機関の申し込みに性別欄があるので通帳
がつくれない。あるいは保険証の性別記載があるために病院
に行けない。パスポートがつくれない。あるいは選挙の整理
券に性別があって投票に行くことが非常に難しい人がまだま
だ、このような性別欄記載が残されています。この性別欄に
ついての調査も全庁的なところを再質する予定だったんです
けど、76件可能ということで、細かくお示しをして早急に取
り組んでいただきたいというふうに思うところです。

宮平のり子

古堅茂治 古堅茂治株式会社電通が平成27年４月に全国約７万人を対象にＬＧＢ
Ｔを含む性的少数者に関する調査を実施しております。
　その調査結果によりますと、ＬＧＢＴを含む性的少数者に
該当する人は7.6％と算出されております。

久場健護
総務部長

次に、２月議会の代表質問で取り上げ、支援施策の拡充を求
めてきましたＬＧＢＴ・性的マイノリティーの人権保障、支
援強化について質問します。
　ことしの４月に電通が７万人を対象に行った調査で、レズ
ビアンやゲイ、バイセクシャル、性同一性障害などのＬＧＢ
Ｔに該当すると回答した結果を伺います。

まさにＬＧＢＴにつきましては、人権の問題でございます。
　これまで本市では、ＬＧＢＴを含む性的マイノリティーに
対する取り組みとして、市民を対象とした意識啓発講座の開
催、それからなは女性センター「ダイヤルうない」での相談
受付、地域自殺対策緊急強化事業による研修会の実施、那覇
市広報紙での特集記事掲載、それから当事者団体イベント
「ピンクドット沖縄」の共催がありますが、これらの取り組
みを改めてアピールする意味があります。
　支援強化の取り組みとしましては、職員研修や相談窓口の
明示などが考えられますけれども、当事者団体との意見交換
を重ねながら、さらに取り組んでまいりたいと考えておりま
す。以上です。

久場健護
総務部長

2012年の前回の調査では5.2％でした。ことしは7.6％、13人
に１人です。単純計算で本市に２万4,500人のＬＧＢＴの存在
が考えられます。
　また、ＬＧＢＴであることを誰にも明かしていないと答え
た人は56.8％もいて、無理解、偏見、差別が存在する中で当
事者の生きづらさも明らかになっています。
　そのもとで、自分の自然な性的指向や性自認を否定的にと
らえ、強い疎外感や社会不信、自己否定の気持ちに駆られる
人も多数います。
　自殺を考えた人が64％、その内14％が自殺未遂を経験した
との調査結果もあります。
　ＬＧＢＴの皆さんが、同じ一人の人間として、誰もがあり
のままに生きられる、堂々と自分自身の性的特質に誇りを持
ち、違いを認めながら生きられ、自分らしさを主張でき、個

　



古堅茂治 古堅茂治

古堅茂治 現在、市内小中学校の保健室や図書館においては、性教育の
ための図書やカウンセリング、人権などの図書を備えており
ます。
　ＬＧＢＴ・性的マイノリティーについての専門的な啓発資
料を備えている学校は少ないため、教育委員会といたしまして
は、小中学生の発達段階に応じた適切な資料について調査研
究してまいりたいと考えております。

2015/6/24

古堅茂治

城間市政のあたたかさ、多様な生き方を認め合う人権意識の
高さを反映した宣言です。総務部長、高く評価します。
　次に、７月４日からスタートするレインボー連続講座の概
要を問います。

再質問にお答えをします。
　本年度、なは女性センターでは、ＬＧＢＴを含む性的マイ
ノリティーに対する取り組みとして、市民を対象とした意識啓
発講座、当事者が語る性同一性障害、それからＬＧＢＴ基礎
講座、３つ目に、学校の中のＬＧＢＴを開催します。以上で
す。

久場健護
総務部長

古堅茂治

　
　

支援宣言の那覇市にふさわしい予算を確保し、パンフ作成な
ど、教育行政での支援施策を広げてください。
　次に、法務省では、人権啓発ビデオ「あなたが あなたらし
く生きるために 性的マイノリティーと人権」を作成し４月１
日に公表しています。30分ＤＶＤです。この人権啓発ビデオ
を学校現場で積極的に活用すべきではありませんか。

人権啓発が推進できますよう、各学校への情報提供に努めて
まいりたいと存じます。

古堅茂治田端一正
教育委員会

学校教育部長

初回に講話される澤岻良心さんの生き方は、６月５日のＱＡ
Ｂテレビのドキュメンタリー番組で放送され反響を呼んでい
ます。
　当事者の講話は、正しい理解と知識が広がります。連続講
座評価いたします。
　次は、教育におけるＬＧＢＴ・性的マイノリティーの人権
保障、支援強化について質問します。
　今週は、全国一斉「子どもの人権110番」強化週間です。学
校では、1クラスに約２人のＬＧＢＴの存在が考えられます。
　昨年４月「いのちリスペクト。ホワイトリボン・キャン
ペーン」は、ＬＧＢＴの学校生活に関する実態調査結果報告
書を公表しています。この調査に応じた当事者の実に７割が
いじめの被害経験を持ち、そのうちの３割が自殺を考えたと
いう結果です。子どもたちの無理解、偏見が、いじめ、不登
校、自殺などにもつながります。
　そこで、ＬＧＢＴについて、本市の学校での実態と、その
子どもたちへの配慮の状況、そして、授業で取り上げた状況を
伺います。

本市のＬＧＢＴ・性的マイノリティーの子どもたちの実態は
把握はしておりませんが、沖縄県の性（エイズ）教育及び薬
物（禁煙・飲酒を含む）乱用防止教育の取り組み状況調査に
よると、平成26年度は、各学校で性同一性障がいに関する相
談に対応した事案として、小学校では、保護者から相談２
件、中学校では生徒本人からの相談２件となっております。
　次に、その子どもたちにどのような特別な配慮をしているか
については、児童生徒の意思を尊重し、トイレや更衣室の使
用の工夫などの対応を行っております。
　また、授業で取り上げている状況といたしましては、平成
26年度は、性に関する指導の中で、性的少数者（性の多様
化）について、小学校は５校13.8％、中学校は２校11.1％。
ジェンダーフリーについて、小学校は６校16.6％、中学校は
４校22.2％。人権について小学校は17校47.2％、中学校は７
校38.8％となっております。
　さらに、学習活動の中で、男女差を感じさせない工夫を取
り入れるなどの対応をしております。

当事者に寄り添い、できることから始めてください。
　兵庫県西宮市では、ＬＧＢＴの正しい知識と理解、子ども
たちの悩み対応策を紹介するパンフレットを作成し、ことし
の新学期に全教員に配付しています。
　パンフレットには、西宮市内の中学校を卒業した20歳から
51歳のＬＧＢＴの当事者８人の声も載せています。
　本市としても、独自のパンフレットなど、副読本などを、
専門家、当事者などの協力を得て作成すべきではありません
か。

田端一正
教育委員会

学校教育部長

古堅茂治 田端一正
教育委員会

学校教育部長

パンフレット等につきましては、国や県、他市町村等の先行
事例を調査研究してまいりたいと考えております。

前泊美紀

配付資料５ページから８ページは、国の補助事業で専門家が
作成した教員向け資料です。参考にされてください。
　電通の調査では、自分がＬＧＢＴの当事者かもしれないと
気づいた時期については、13歳から15歳が最も多く18.6％、
次いで６歳以下が17.2％、10歳から12歳が16％です。
　そこで、いろんな生きづらさを抱えて悩み、苦しんでいる
子どもたちを支えるためには、ＬＧＢＴに関する本、資料を
学級文庫、保健室、図書館に置く、那覇市ＬＧＢＴ支援宣言
のポスター、チラシを学校に張るなど、すぐにもできること
から始めていくべきではありませんか。

2015/6/26 先ほどの（仮称）ＬＧＢＴ支援宣言でございますが、もちろ
んこれからまた細かいことを決めていくということでしたけ
れども、ＬＧＢＴという言葉を我々は使っておりますが、も
ちろんそれがすべてではありませんで、さまざまなグラデー
ション、さまざまな個性があります。虹色のようにいろいろ
なものがあるわけですね。
　なので、その名称というのは非常に大事になってくるもの
と考えています。
　ぜひ当事者の皆さん、そしていろいろな方々と話し合って、
すばらしい個性が輝くような宣言文にしていただきたいと思
います。
　この宣言は、来る７月19日に行われるピンクドット沖縄で
宣言されるというふうに聞いておりますけれども、そこに私
もしっかりと聞きに行きたいと思います。城間市長がきっと
宣言されるかと思いますが、楽しみにしております。
　そして、今後の取り組みについてでありますが、先ほど相
談窓口の設置や職員研修ということもございましたけれど
も、ご配慮いただきたいのが、相談窓口の設置の際などに、
やはり当事者が利用しやすいような配慮ということですね。
　カミングアウトをしていない当事者の皆さんからすると、そ
ういった場に行くだけで自分はそう見られてしまうんじゃな
いかと敏感に反応してしまうところがあるようですので、今
後また交流スペースなどの話も出てくるかもしれませんが、
当事者の皆さんとしっかり話し合って、利用しやすい個性が

続きまして６番目のご質問、レインボー行政についてお答え
いたします。
　ＬＧＢＴ・性的マイノリティとは、一般的に性にまつわる
場面において少数派のことを意味します。本市では、ＬＧＢ
Ｔの問題を人権問題ととらえ、多様性を認め合う社会的認知
のためのさまざまな施策に取り組んできました。
　これらの取り組みを改めてアピールする意味で宣言を行う
準備を進めており、正式名称につきましては、当事者団体や
本市附属機関の那覇市男女共同参画会議委員である有識者ら
の意見を聞きながら、現在検討しているところでございます。
　宣言後の取り組みにつきましては、職員研修や相談窓口の
明示などが考えられますが、当事者団体との意見交換を重ね
ながら取り組んでまいりたいと考えております。以上でござい
ます。

そして最後です。６．レインボー行政について。今回の議会
でもさまざまな議員が取り上げておりますが、（仮称）ＬＧ
ＢＴ支援宣言について、私、２月定例会で提案させていただ
きましたところ、早速の実現の運びとなり、大変うれしく
持っております。
　この正式名称決定へのプロセスと宣言後の取り組みについ
て問います。

久場健護
総務部長

前泊美紀

田端一正
教育委員会

学校教育部長

これが現状です。学校での対応の遅れは、全国的にも大きな
課題となっています。
　配付した資料３ページ、４ページをご覧ください。４月30
日、文部科学省は性同一性障害だけでなく、性的マイノリ
ティーの児童生徒に配慮を求める通知を全国の国公私立の小
中高校に出しています。
　子どもたちの不安や悩みを解消し、人権が保障されるに
は、正しい知識と理解が不可欠です。学校現場でＬＧＢＴの
存在を知らせるとともに、性の多様性を尊重し、すべての人
間が個性豊かに、自分らしく生きられる社会のあり方につい
て認識を深める教育を重視することが求められています。
　そこで、ＬＧＢＴに関する教員研修を積極的に行うべきで
はありませんか。

４月30日、文部科学省が発出した性同一性障害にかかる児童
生徒に対するきめ細かな対応の実施等について、教育委員会
といたしましては、市内全小中学校に周知しております。
　また、県教育長、保健体育科より地区別、養護教諭研修会
にて同通知の説明が行われました。教員の研修等に関しまし
ては、効果的な研修会の実施方法等について、研究してまい
りたいと考えます。
　また、なは女性センターで開設のレインボー講座などを紹
介するなど、教員の知識や理解を高めていけるよう、取り組
んでまいります。

田端一正
教育委員会

学校教育部長

　

　

　

　

　

　

性豊かに暮らせる社会をつくることが求められています。
　本市は、その第一歩として、７月19日、第３回ピンクドッ
トの日に、全国２番目となる「ＬＧＢＴ支援宣言」を行いま
す。画期的です。宣言の目的と支援強化の取り組みを伺いま
す。

この人権啓発ビデオ、インターネット上、YouTubeでも見る
ことができます。
　議員も、市の幹部もぜひ見てほしいと思います。教育委員
会、ＬＧＢＴ支援施策拡充に頑張ってください。



続きまして、一般質問の５番目、性同一性障害についてお答
えいたします。
　性同一性障害の児童生徒への配慮について、昨年度は教育
委員会といたしまして、校長連絡協議会、教頭連絡会におい
て、管理職に啓発依頼し、職員間の共通理解を図る研修等の
実施、児童生徒が相談しやすい体制づくりなどの取り組みを
お願いしております。
　県の平成25、26年度性・エイズ教育及び薬物、禁煙、飲酒
を含む乱用防止教育の取り組み状況調査によると、相談件数
として平成25年度１件、平成26年度４件であります。
　学校としましては、児童生徒の意思を尊重し、トイレや更
衣室の使用の工夫などの配慮を行っております。
　また、教職員の共通理解が図られた学校は、小学校は前年
度比11.5％増の27.7％、中学校は前年度比5.6％増の33.3％と
増えてきております。
　また、性に関する指導の中で、性的少数者、性の多様化に
ついて取り上げた学校も、小学校５校、中学校２校、ジェン
ダーフリーについて、小学校は６校、中学校は４校、人権に
ついて、小学校は17校、中学校は７校となっております。
　学校によっては、学習活動の中で男女差を感じさせない工
夫を取り入れるなどの対応をしている学校もあります。
　今年度は、４月の文部科学省の通知を各学校に周知し、県
教育庁保健体育課より、地区別養護教諭研修会にて同通知の
説明が行われました。
　今後も、なは女性センターで開設のレインボー講座等を紹
介するなど、教員の知識や理解を高める研修会の実施や性同
一性障害の取り組みに関する資料等を各学校へ提供し、校内
研修の実施と教育相談の充実を図るよう支援してまいりたい
と考えております。

次に、性同一性障害について伺います。
　文部科学省では、本年４月30日に性同一性障害にかかわる
児童生徒に対する、学校における支援の事例を示して、きめ
細やかな対応の実施等について県に通知をしております。
　平成26年６月議会で私も質問いたしましたが、学校におい
て、性同一性障害について職員間の共通理解をされているの
かとの質問に対して、本市で共通理解がされていると答えた学
校は、小学校で16％、中学校で28％となっており、共通理解
がされていない理由として、必要が感じられないや、対象者が
いないと答弁がありました。
　また、保護者からの相談が市内全小中学校で１件となって
いるとの答弁がありました。
　また、これから学校において、性同一性障害に対する認識
と対応の仕方について研修し、職員間の共通理解のもとで、
悩みを打ち明けられる環境づくりが必要であり、性同一性障
害に対する取り組みに関する資料などを各学校へ提供し、校
内研修の実施と教育相談の充実を図るよう支援していきます
との答弁がありましたが、その後の対応をお伺いいたしま
す。

喜舎場盛三

　

　

　

　

　

輝く人権先進都市那覇市を目指して頑張っていただきたいと
思います。

　

　

　

　

ハイサイ。宮平のり子議員の一般質問の４.教育行政について
順次お答えしたいと思います。
　まず(1)現在、那覇市内のほぼ全ての小中学校においては、
目的に応じた男女混合名簿を活用しております。そのことに
より、男女共同の教育活動が行われ、男女平等の意識づくり
につながっているものと考えます。今後も男女平等の意識づ
くりをさらに推進してまいります。
　続きまして(2)についてお答えいたします。
　今年度６月と８月に２度行った調査で、出席名簿に限定す
ると真嘉比小学校と神原小学校の２校となっております。
　続きまして(3)についてお答えいたします。
　平成27年３月16日に県教育長より男女混合名簿導入の推奨
についての依頼があり、各学校へ周知をいたしまた。
　那覇市内のほぼ全ての小中学校においては、目的に応じた
男女混合名簿を活用し、男女共同の教育活動を通して、男女
平等の意識づくりにつなげております。出席名簿もそのよう
な名簿の１つと考えております。今後も男女平等の意識づく
りに向けて取り組んでまいります。

ただいま部長のほうから、目的に応じた混合名簿を実施して
いるというふうに伺いましたが、６月定例会で目的に応じた
混合名簿の中に男女別名簿を混合名簿に出席名簿を改めると
いうことは入っているということを答弁をいただいています
ので、そのような前提でお聞きしたいと思います。
　まず、教育長のほうにお聞きします。西原町で100％出席名
簿の学校混合名簿ができていて、那覇市にこれまでできてな
いという理由、このことについてお聞きしたいと思います。

再質問にお答えいたします。
　那覇市内ほぼ全ての小中学校では、目的に応じた混合名簿
を活用し、男女平等の意識づくりを行っております。男女平
等の意識づくりをもたらすものは男女共同の教育活動という
ふうに考えております。
　那覇市では目的に応じた男女混合名簿を活用して、男女平
等の意識づくりにつなげております。今後もそれを推進して
まいりたいと考えております。

性同一性障害等に係る児童生徒の対応には、しっかり努めて
いきたいと思います。組織的に努めていきたいと思います。

田端一正
教育委員会

学校教育部長

次に、性同一性障害についてお伺いいたします。
　先ほどの答弁では、相談件数が小中学校合わせて４件とい
うのがありましたが、非常に少ないような気がいたします。
　ある調査によりますと、５％は性同一性障害の子がいる
と。例えば40人学級だったら２人、30人学級ならクラスに１
人は在籍する可能性がございます。
　それで、子どもによって違和感もかなり違うと思います。
成長によっても変動していくこともあると思いますが、学校
において、これを相談しやすい環境や態勢をつくることが重
要であると思います。
　文部科学省から、性同一性障害に係る児童生徒に対するき
め細かな対応の実施等について通知によると、サポートチー
ムを学校内外につくったり、支援委員会、そして校外のケー
ス会議等を次々に開催するようにして対応するようにとの通知
がございますが、見解をお伺いいたします。

喜舎場盛三田端一正
教育委員会

学校教育部長

宮平のり子
2015/9/10

宮平のり子

何度も申し上げていますように、目的に応じた男女混合名簿
の中にしっかりと出席名簿の男が１ページ、女が１ページと
いう、出席名簿の男女混合、これも入っているということを
前回の６月議会に答弁をしていただいてますので、そのこと
を前提に考えていただきたいと思います。ワーキングチーム
が、早ければこの後もまた取り上げてまいりますので。
　西原町の学校現場を訪問しました。そのときに新しい校長
先生は、「赴任してきたらここは学校混合名簿になってい
て、これもまた全く自然なことです」ということをおっ
しゃっていました。西原町の教育委員会を訪ねますと、「管
理職の一声ですよ」と、「教育長、市長の一声ですよ」と、
「一声で現場がすぐに動き出しますから」というお話を伺い
ました。
　次に再質問ですけど、那覇市内で実施をしている学校が神
原小学校、真嘉比小学校ということで挙げられました。この
２校をモデルに学習し合うということはいかがでしょうか。

再質問にお答えいたします。
　男女平等の意識づくりに向けて一番大きな力となるもの
は、男女共同の教育活動と考えております。男女共同の教育
活動を導く、目的に応じた男女混合名簿、出席名簿もその中
の１つでありますので、学校において男女共同の意識づくり
が強力に推進されるようにこれからも推進してまいりたいと
考えております。
　今後も２校も含めた市内全小中学校で、男女平等の意識づ
くりに向けて取り組むよう推進してまいりたいと考えておりま
す。

ぜひ、出席名簿の男女混合名簿も推進をしていっていただきた
いというふうに思います。教育長にお聞きしたところ、お返
事がほしかったんですけども、大変残念です。
　全国で２例目で、県内では初となるＬＧＢＴ支援宣言、大
変誇らしく思います。自分の性別や性的嗜好に違和感を持つ
のが、早いときは小学校からともいわれています。教師や児
童生徒にも今後理解を深める学習がおりていくものと思いま
すが、男女別名簿も当事者にとって自身の存在を脅かす１つ
の要因です。
　出席名簿を混合名簿にしていくことを、現場を含む教育委
員会内にワーキングチームを設置することを提案させていた
だきます。いかがでしょうか。

田端一正
教育委員会

学校教育部長

那覇市内ほぼ全ての小中学校で、既に目的に応じた混
合名簿を活用され、男女平等の意識づくりにつながっ
ていることから、議員ご提案の推進チームの設置は考
えておりません。
　今後も男女平等の意識づくりをさらに推進してまい
りたいと考えております。

次に、誰もが自分らしく生きやすい社会の実現を願って、那
覇市はこの７月ＬＧＢＴ支援宣言、「性の多様性を尊重する
都市・なは」宣言を行いました。男と女だけではない性自認
があり、自分の性別や性的指向違和感を持つのは13人に１人
と言われています。社会が変わり、誰もが生きやすくしよう
というものです。
　しかしながら、学校生活では男女の２つの性が前提にさ
れ、性的少数者はおのずと見えない存在にされ、最たるもの
は出席名簿の男女別名簿です。
　那覇市内で、出席名簿を混合名簿にしている学校名を挙げ
てください。
　次に、(3)出席名簿の男女混合名簿の実施については、この
３月、県教育長からも「男女混合名簿導入の推奨について」
という依頼が届いています。教育現場で本腰を入れる必要が
あると思いますが、教育長の見解を伺います。

宮平のり子宮平のり子 田端一正
教育委員会

学校教育部長

田端一正
教育委員会

学校教育部長

ＬＧＢＴ法、レインボー会というところに民間の団体が、
今、議員がおっしゃいましたＬＧＢＴ差別禁止法案というも
のを作成しているというのは認識しておりますが、まだ具体的
な議論はなされていないものと認識をしております。
　ただ、今回ＬＧＢＴに関しましては東京の渋谷区が先だっ
て条例を制定したときに、法を超えるような規定があるとい
うような批判が国からなされたということを承知しておりま
す。
　それを今回こういう法案が成立する中で、自治体の条例が
整備されていけば、有効な法律になるのではないかと考えて

清水磨男ありがとうございます。もちろんこれ功罪両面があって、正
しい情報、間違った情報、そういったところでさまざまな問
題がありますが、実際にこういったものになると、本当にい
なくなると我が子を失ったぐらい慌てて対応することになり
ますので、まず第一歩どういう行動をすればいいかという指
針だけでも決めていければ非常に助けになるかと思いますの
で、よろしくお願いいたします。
　同じ質問のところで、先ほど部署の名前をかえること、ま
た部署の再編の検討いかがでしょうかという話もいたしまし
た。
　

　

清水磨男議員の一般質問の３番目、共生の行政についての(1)
の平和交流・男女共同参画課の名称変更も検討すべきではな
いか、についてお答えいたします。
　本市では、ＬＧＢＴを含む性的マイノリティの問題を人権
問題ととらえ、これまで人権啓発講座の開催や当事者からの
相談対応、関連イベントの共催、本市広報紙に特集記事を掲
載するなど、多様性を認め合う社会的認知のためのさまざま
な施策に取り組んでまいりました。
　これらの取り組みを改めてアピールする意味で、去る７月
19日に「性の多様性を尊重する都市・なは」宣言（いわゆる

　

そして３点目に、これが共生の行政ってだじゃれなんですけれ
ども、それはいいとしまして。
　レインボー行政とかつて訴えていたところ、「レインボー
なは宣言」も出していただきました。しかし、これ今、実は
担当の部署が平和交流・男女参画課ということで、これかつ
て平和の部署、交流の部署、男女参画の部署と、そこが今統
合されてこのような名称になっております。
　今回このようなレインボーなは宣言も出したことでもあり
ますし、単純に男女というだけでもなくなってまいりまし
た。
　

久場健護
総務部長

何でもかんでも権利を認めていくとか、拡張してくということ
が、すべていいわけではないと思っておりますが、今回のも
のについてはこれまでこの男女間の中で差別やさまざまな取
扱いの違いがあったものを、できるだけ是正していこうと。
　そして、今度は、それは実はこういった差別やこういった
取り組みもあるんだよということを見直していこうというも
のでもあり、国会でもまだ法案の段階で審議や採決されたも
のでもありませんが、こういった点についてもしっかり議論
を継続していければ、これは那覇市が例えば条例など検討す
る、次なる事業展開を検討する際にも参考になるかと思いま

男女平等の意識づくりというのが、あるいは目的に応じた男
女混合名簿というのは、やはり男性の１番から20番まで呼ば
れるまで、女性はその次に待つという、こういうことがずっ
とこの日本の社会において、それを改めていこうということ
で、県外では80％、100％というふうな出席名簿の男女混合名
簿が進んでいるわけなんです。
　それが那覇市では50何校中２校ということで、三点何パー
セントにしかなっていないわけです。ですから、出席名簿の
男女混合名簿、これをぜひ推進をしていっていただきたいと
思って、そういうことを要望申し上げて、またこれからも議
論をしていきたいというふうに思います。

宮平のり子田端一正
教育委員会

学校教育部長

2015/9/14

清水磨男 清水磨男 久場健護
総務部長



　

　

おります。以上です。

　

　これについては、機構全体にかかわることでもあります
し、予算も伴うことでもあるかと思うので、今後しっかり検
討していただければいいと思いますが、例えばこのＬＧＢＴ、
差別禁止法といったような法律も法案の中で国会に出ており
ます。
　これについても、今回レインボーなは宣言を示した那覇市
として、こういった取り組みや法案についてもどのようにお
考えか、一言でいいですので、見解をいただければと思いま
す。

　

　

レインボーなは宣言）を行いました。
　今後は、これまでの取り組みに加えて、職員研修や相談窓
口の明示などの取り組みが考えられますが、課の名称変更を
含め、先だって前泊議員からもございました女性の職業生活
における活躍の推進に関する法律、それから男女共同参画基
本法等々を踏まえて、どこに軸足を置くべきか、そのような部
分から組織体制がどのようなものがいいのか、検討してまい
りたいと考えております。以上です。

　

　

　ですので、こういった部署の名称変更、もしくはこういう
いった部署の改めた統合整理についても考えたほうがいいか
と思いますが、この点について那覇市の考えをお伺いいたし
ます。

　

すので、よろしくお願いいたします。

本市は、市民と協働し、性に関するあらゆる差別や偏見をな
くし、誰もが安心して暮らせる都市を目指して、ことし７月に
全国で２例目となる「性の多様性を尊重する都市・なは」宣
言、通称レインボーなは宣言を行いました。それと同時に、
市役所本庁舎正面玄関の電子掲示板に、レインボーフラッグ
を掲示しております。
　レインボーなは宣言に対する反響としましては、「那覇市
の宣言をうれしく思う」、「お互い理解し合える日がきます
ように」「レインボーなはを応援します」など、市民や著名
人、芸能人から多くの応援メッセージが寄せられたほか、那
覇市公式フェイスブックなどにもたくさんの反響がございまし
た。
　また、新聞、テレビ、ラジオからの取材依頼や他自治体、
民間企業からの問い合わせ、他市議会からの行政視察、国際
人権ＮＧＯ団体からのヒアリング依頼などの反響もございま
した。
　市長部局での取り組みとしましては、市民を対象としたレ
インボー講座を２回開催しました。また、新たにレインボー
なは通信を３回発行いたしております。そのほか、当事者の
要望を受けて、レインボー交流会を２回開催しております。
　さらに、市職員がレインボーなはを理解し、市民対応につ
なげられるよう、職員を対象とした研修会を実施しておりま
す。一般行政職員のほか、保健師や市立病院の看護師など、
約80人が受講しております。今年度の管理職特別研修におい
ても、ＬＧＢＴに関する講義を盛り込む予定となっておりま
す。以上です。

久場健護
総務部長

ＬＧＢＴ・性的マイノリティーの人権保障、施策拡充につい
て質問します。
　城間市政の人権保障に対する取り組みの高さを示したの
が、全国２例目の「性の多様性を尊重する都市・なは」宣
言、レインボー宣言です。
　高く評価します。宣言の反響と宣言を活用した市長部局、
教育委員会での取り組みを伺います。

古堅茂治

2015/12/10

古堅茂治

古堅茂治 古堅茂治 今後とも、ＬＧＢＴ・性的マイノリティーの皆さんに寄り添
い、施策の拡充と新たな展開へ、さらに頑張ってください。

ＬＧＢＴ・性的マイノリティーへの対応ということで、教育
委員会の取り組みといたしましては、今年度は平和交流・男
女参画課が主催した10月のレインボー研修会に関係職員を中
心に参加し、ＬＧＢＴ・性的マイノリティーへの理解を深め
ました。
　次年度は教職員向けの研修を実施し、学校におけるＬＧＢ
Ｔ・性的マイノリティーへの児童生徒への理解を深めていく
予定であります。
　また、平和交流・男女参画課との連携のもと、学校におけ
るＬＧＢＴ・性的マイノリティーへの理解を深め、支援のあ
り方を調査研究してまいりたいと考えております。以上であり
ます。

田端一正
教育委員会

学校教育部長

すごい反響です。全国的、世界的にも高い評価をいただいて
います。このレインボーなは宣言をポスターにして、公共施
設、学校、事業所、商店などに張り出すなど、啓蒙活動に積
極的に活用すべきではありませんか。

施策の拡充・展開については、これまで実施してきた事業を
継続するとともに、まずは那覇市職員がレインボーなは宣言
を理解し、市民対応につなげていくため、職員研修の充実を
図ってまいります。
　また、他先進自治体が行っております同性間のパートナー
シップに係る施策につきましても、当事者や関係者との意見
交換を交えながら進めていきたいと考えております。以上で
す。

久場健護
総務部長

ポスターとパンフレットの作成、私もこれまでの質問で求め
てきました。高く評価いたします。市民の理解を高める啓蒙
活動へ大きな力を発揮することになるでしょう。
　次に、レインボーなは宣言を生かした、今後の施策の拡充
と展開について伺います。

次に、２点目のＨＩＶに関する本市の取り組みについてお答
えいたします。
　本市のＨＩＶ対策は、２つの柱を基本としております。１
つは、予防啓発・教育であり、２つ目は、検査を受けやすい
体制整備であります。
　１つ目の柱の中心となるのが、那覇地区エイズ予防対策連
絡会議でございます。これには養護教諭などの教育関係者、
性的少数者の方々の人権問題に携わるＮＰＯ法人、平和交
流・男女参画課等の関係課が参加し、今年度は、国立感染症
研究所よりエイズ専門家３人に参加していただき、那覇市の
ＨＩＶの現状の共有や今後の対策等について検討を行うとと
もに、関係機関との連携強化に努めております。
　さて、ＨＩＶ感染者は全国で毎年1,500件前後の報告があ
り、沖縄県では年間25件前後の報告がございます。依然とし
て減少傾向は見られず、高止まりの状況でございます。
　ＨＩＶはヒト免疫不全ウイルスというウイルスの名前でござ
いますが、感染していても特に症状がないことから、検査を
受けない限りＨＩＶ感染を知ることができません。
　ＨＩＶに感染し続けることで、免疫力が低下し、エイズと
いう病気になります。このため、ＨＩＶに感染した人が検査
を受け、感染に気づき、医療へつなげることが感染拡大を予

　

　

　

　

レインボーなは宣言を広く市民に浸透させるための啓蒙活動
は、非常に重要であると考えております。次年度に向けて
は、ポスターやパンフレットなどの制作を検討しているとこ
ろでございます。

久場健護
総務部長

亀島賢二郎大城弘明
健康部長

３．保健行政について。
　(1)天妃小学校で取り組まれているフッ化物洗口について、
参加児童数をお伺いします。
　(2)保健所を持っています本市、本県のＨＩＶ感染者の実態
と今までの取り組みについてお伺いします。

亀島賢二郎

2015/12/14

亀島賢二郎 大城弘明
健康部長

抜けていたのがあるので、すみません。ＨＩＶ感染につい
て。
　今回、市長の実績等々で言われています、全国で２番目と
なる性の多様性を尊重する都市なはを宣言いたしました。こ
の展開として、同性カップル施策等を推進していくとのことで
すが、一方で沖縄県の１年間ＨＩＶ感染者は35人に上がり、
統計開始最多となっております。全国に比べて増加傾向とい
う中で、あと１つの結果が、人口10万人当たりにエイズ患者
は報告数は全国１位と、最も多いという結果も出ておりま
す。
　私は、別に性的マイノリティとか人権を否定するとかでは
ないんです。今言った華やかな舞台のアピールの中で、一方
でこれらを抱えている沖縄の問題点もあるというのが事実な
んです。その中で、特に保健所をもっている那覇市、中核市
に移行して、その中でプロの知識を持った専門家もいます
し、そのプロの知識を生かしながら、正確な情報、知識を伝
えていく義務があると思うんです。宣言した裏には。その中
でこの正確な情報を与えるためには、どのような教育をやっ
ていくか。私は中学校ぐらいから取り組んでいくのはいいか
なと思っていますけど、そのへんのところの見解をよろしく
お願いします。

現在、保健所においては、中学校と高校への取り組みを行っ
ているところでございます。
　その取り組みといたしまして、毎年12月の世界エイズデー
に合わせたＨＩＶ講話を、学校を訪問し実施しているところ
でございます。今年度は中学校では石田中学校、松島中学校
の２校、高校では小禄高校、那覇国際高校の２校で実施して
おります。また、先ほども申し上げました那覇地区エイズ予
防対策連絡会議で、出席いただきました中学及び高校の養護
教諭の方々と、議員もご提案ございました若年者でもＨＩＶ
感染者等の性感染症が身近にあること、性的少数者の存在が
あることなど、課題を共有し、偏見をなくすなどの対策等を
検討し、今後もＨＩＶ講話を継続することなどを確認するこ
とができております。以上でございます。

教育の現場から、若年層からそういう教育をぜひ進めていっ
てください。確かに全体に広げるのは、１回でやるというの
は難しいかもしれないですけど、何回かに分けてもできると
思うんです。そのへんのところはうまくマンパワーを活用して
やってください。
　中学校の現場の意見も聞こうかなと思っていますが、
ちょっと時間がありません。実績は聞いておりますので、あ
りがとうございます。



　

　

　

　

　

防する対策になります。
　このことから、検査を受けやすい体制整備を本市のＨＩＶ
対策の２つ目の柱としております。
　その具体的な取り組みといたしましては、平成25年度に中
核市となり保健所をもつことで、無料匿名検査を毎週、月・
水・金と毎月第一水曜日に夜間検査を実施しております。さ
らに、６月と12月には検査拡充や休日検査を実施し、市民が
受けやすい検査の提供に努めております。検査で見つかった
感染者の方には確実に医療につなげるよう支援をしていると
ころでございます。
　なお、那覇市保健所でのＨＩＶ検査件数ですが、平成25年
度1,323件、うち７件が陽性となっております。平成26年度
1,599件、うち10件が陽性となっております。
　また、ＨＩＶ感染者には男性同性愛者が多い現状から、男
性同性愛者等にＨＩＶ予防啓発を行っている市民グループと
協力し、検査の周知や検査機会の提供を行うなどのハイリス
ク層への対策も実施しております。以上でございます。

2015/12/24

前泊美紀議員の一般質問１番目、レインボー行政についてお
答えをいたします。
　本市は昨年７月19日に、性の多様性を尊重する都市・なは
宣言、通称「レインボーなは宣言」を行いました。
　その後の取り組みとして、ＬＧＢＴを含む性的マイノリ
ティーとして生きづらさを抱える人々に注目したレインボー
講座の開催、性の多様性に関することをわかりやすく伝える
レインボーなは通信の発行、性的マイノリティー当事者やそ
の家族、性の多様性を応援する人などが交流するレインボー
交流会の開催、それから本市管理職をはじめとする職員研修
などの実施を行ってまいりました。
　また、本市のレインボーなは宣言の趣旨に賛同した日本プ
ロサッカーリーグ（Ｊ３リーグ）に所属するＦＣ琉球が、な
は女性センターにて新加入選手の紹介と併せて、性の多様性
のシンボルであるレインボーカラーを取り入れたユニフォー
ムを2016年シーズンに採用することを記者発表するなど、本
市の性の多様性を尊重する取り組みに対する賛同が広がりを
見せております。
　同性カップルのパートナーシップに関する証明書の交付に
つきましては、県内の性的マイノリティー当事者団体との意見
交換会を開催したところ、那覇市が証明書の交付を行うこと
について、象徴としての意味は大きい、当事者の存在が社会
的に容認されると感じられ、精神的な支えとなるなどの大き
な期待が寄せられております。
　そうしたことから、本市としましては早期の実施を目指して
取り組んでまいりたいと考えております。
　その他の施策につきましても、これまでの取り組みを継続
するとともに、職員研修の充実を図り、シンポジウムの開催
やポスター、パンフレットを製作し、広く市民に浸透させる
ための取り組みを図ってまいりたいと考えております。

久場健護
総務部長

三重県伊賀市は、同性カップルを市長が公的に認める証明書
にあたるパートナーシップ宣誓書受領証を４月から交付しま
す。これは全国で３番目、東京都の渋谷区、世田谷区に続い
て３番目となっておりまして、この後兵庫県の宝塚市で６月
に交付予定ということになっております。
　さて本市では、同様な証明書交付について調査検討中との
ことでありますが、進捗はどうなっていますか。
　また、同性カップルのパートナーシップに関するその他の
施策等、ＬＧＢＴ支援策についても問います。

前泊美紀

(2)人権意識の拡充について。
　①「人権意識の拡充」促進の位置づけを強調して盛り込んで
ほしい。全国２番目のＬＧＢＴ支援宣言を行った那覇市らし
く、性の多様性を尊重し、全ての人間が個性豊かに、自分ら
しく生きられる社会のあり方についての、正しい知識や認識
を深める教育を促進し、子どもたちの無理解による偏見やい
じめ、不登校、自殺などにつながらないよう性的マイノリ
ティーの児童生徒に配慮すべき取り組みを盛り込んでほし
い。
　②男女平等推進プランにうたっている出席名簿の「男女混
合名簿の導入」を目標に定め、推進することを盛り込んでほ
しい。
　③適正な性教育を盛り込んでほしい。正しい性知識の周知
が十分とはいえず、人はどのように生まれるのか等の生命の
誕生と共に、子どもを育てる責任についても盛り込んでほし
い。

金城眞徳
教育福祉

常任委員長

　

　

先ほど、前泊美紀議員から評価がございました。ありがとう
ございます。
　確かに今回、１月12日には性的多様性の尊重が進んでいる
ノルウェーから、ノルウェーの王国大使館の参事官が市長表敬
で見えられておりました。
　そのとき同席しました琉球大学の先生からも、那覇市みた
いにスピード感を持って進めているところは全国的にも珍し
いという評価をいただきました。
　それから、当事者団体からも、このパートナーシップにつ
きましては、我々のほうでも意見をお伺いしました。
　私たち、当初は、このパートナーシップ宣言をすることに
よって得られるインセンティブとか、そういうものの整備が
先かなというふうに考えて進めようと思ってましたところ、
実際当事者の皆様方からのご意見は、そういうことではなく
て、まずその多様性を認めてほしいんだと、自分たちもパー

　

　

　

　

　

　

　

ＦＣ琉球のニュースは、私もうれしく拝見をしたところであ
ります。
　さて進捗でありますが、レインボーなは宣言以降、非常に
スピーディーな施策の展開、非常に評価するところでありま
す。
　そしてパートナーシップ証明書についてなんですが、伊賀市
に問い合わせをしました。そのところ、ことし開かれる伊勢
志摩サミット、こういった国際的な会議が開かれるというこ
とで、人権への配慮ということで１つの契機になったという
ことでありました。
　そしてもう１つのポイントでありますが、渋谷区などは条
例でありますけども、伊賀市は要綱です。条例よりもハード
ルが低いということで、それでスムーズな交付の実施という
ことにつながったということでありました。
　それで、本市の取り組みなんですけども、先ほど部長の答弁

　

　

前泊美紀 久場健護
総務部長



2016/2/22

よりスムーズに進めるためにも、まず要綱でということの検
討だということがわかりました。
　そして時期なんですが、レインボーなは宣言を参考にという
ことですから、きっとことしのピンクドット、７月17日にあ
りますけれども、そのころには、その会場でというふうなお
考えかなと思いますけども、いかがでしょうか。

本来であれば、やはり当事者団体の皆さんのお声は、もう年
度明けにもというお声はあります。
　ただやはり、作業的にまだまだ慎重に進めなければいけな
い部分がありますので、７月17日を目指して頑張っていきた
いなと思います。

久場健護
総務部長

前泊美紀

　

　

　

　

トナーであることを社会的に認めてほしいという強い思いが
ございましたので、平和交流・男女参画課、特に女性セン
ターの職員、臨時・非常勤の職員の皆様も含めて、この声を
真摯に受けとめて、一刻も早くこれができるような方策はな
いかということで検討しております。
　当然、これまでも条例化をした自治体に、国から指摘が
あったりしました。本来であれば、国のほうが先に法整備を
なされるのが先かなという考えもございますけれども、先ほ
ど前泊美紀議員からございましたように、要綱という手法
で、政策法務という部分がございますので、ぜひ那覇市にお
いても、先進自治体の要綱を参考にして進めていきたいと
思っています。
　それから、実施時期につきまして、先ほど申し上げました
昨年の７月19日、実はこのレインボーなは宣言は、ピンク
ドットの時期に合わせて行うのが効果的、あるいは周知的に
もそのほうが一番よかろうということで、７月19日に行いま
した。
　今回パートナーシップ宣言をどういう形で、セレモニー的
に行うかどうかはこれから検討してまいりますけれども、ま
ずは要綱の整備、併せてその日付についていつがいいのかと
いう部分については、今回のレインボーなは宣言も参考にし
ながら進めていきたいなというふうに考えております。以上
です。

　

　

　

　
では、パートナーシップ証明書に関しては、早期の実施に向
けて、今鋭意調査検討中のことかと思いますけども、当事者
の皆様からも私のほうにも声が寄せられます。非常に、まだ
かまだかと待ち構えているわけです。
　これだけＬＧＢＴ支援、スピーディーに展開している那覇市
でありますから、もうそろそろ発表できるんじゃないかとい
う声も伺っております。
　この早期の実施ということについて、具体的なめど、いつ
ごろまでにはできそうかということをお伺いしたいと思いま
す。

前泊美紀 当事者、大学生からの声も参考にということで、しっかりと
進めていっていただきたいと思います。
　もちろんさまざまありますけど、教育現場での取り組みも
早急な対応が必要かと思いますし、またピンクドット沖縄、
これが１つの契機になっているわけですから、それも非常に
マンパワーもコストもかかるものでありますので、そこら辺
の支援も含めて、しっかりとパートナーシップ証明交付に向
けて取り組んでいっていただきたいと要望いたします。

前泊美紀再質問にお答えします。
　先ほど、パートナーシップ宣言をすることによるインセン
ティブというところで、公的に、あるいは不動産会社とか、
企業によるものというものも考えておりましたけども、しか
し７月19日にレインボーなは宣言をした那覇市、本市におい
て、やはりお膝元からまず足場を固めなければいけないだろ
うという考えを持っております。
　そのときに、職員のパートナーシップ宣言のときにお祝い
金だとかいう部分のお話がありましたけれども、やはり公費
でというのは、それは無理なものでございます。
　ただ那覇市には、厚生会という互助団体がございます。職
員がみずから負担をしている共済の部分の財源がございますの
で、そういう財源を使って、那覇市職員からまず何らかのこ
とができないのかとか、それも１つ。
　それから、那覇市においては旧姓使用を可としておりま
す。結婚した後も、婚姻前の名字を使うということを可とし
ておりますけれども、これにつきましても、実はある大学
で、大学の学生から学内での通称名、要するに自分が常日ご
ろ使っている名前を、学籍簿だとか、こういうもので使って
ほしいという願いが、実は那覇市が、性の多様性を尊重する
都市・なはという宣言をしたことに絡めて、学長宛てにそう
いう要望が出されております。
　これ、引いて見れば、私たち職員も、もしかしたら職員の
中にも通称を使いたいと考えている職員もいるかもしれませ
んので、その辺、我々行政処分という部分も行政としてはあ
りますので、その辺も十分に確かめながら、１つのツールと
して使っていきたいと思っております。以上です。

では７月17日、ピンクドットの会場で、高らかにまた市長が
宣言くださることを楽しみにしております。
　では、もう１つ再質問をさせていただきます。その他の施
策についてです。
　さまざまな施策を展開していらっしゃいますが、１つお伺
いしたいのが、例えば庁内にＬＧＢＴの方、いらっしゃるか
と思います。これは人数の割合からするとですよ。
　そういった方々への対応、施策について、例えば慶弔金の
件とか、もろもろ考えられるかと思いますが、その件につい
てはいかがでしょうか。

久場健護
総務部長

そして(2)は、もう既にくじ引き順から前泊議員のほうから、
もういませんね。最近、議員指名していないというのがは
やっているんですけれども、ありましたけれども、くじ引き
上、もう既に出ましたが、やはり那覇市、同性パートナーに
ついて大きな宣言をして進めていますが、実際、那覇市職員
同士でこういうものがあった場合、申請があった場合、場合
によっては役所のトイレの問題にもなりますけれども、こう
いった問題も全国的に問題になっております。那覇市として
どういう取り組みか、お伺いをいたします。

久場健護
総務部長

清水磨男議員の一般質問２．「つなぐ」行政についての(2)同
性パートナーがいると申告した職員への対応について、お答
えをします。
　現在、那覇市では、職員互助会団体の厚生会において、職
員の個人掛金で運営している互助共済会計から異性婚を対象
に結婚祝い金を支給しております。那覇市は昨年７月に、
「性の多様性を尊重する都市・なは（通称：レインボーなは
宣言）」宣言を発表いたしました。同性パートナーへの結婚
祝い金も、職員の立場から同宣言の推進・発展に寄与できる
検討事項として認識しているところでございます。

清水磨男

2016/2/23

２つの視点、２つといいますか、根本は一緒だと思うんです
けども、あると思うんです。

　これはＬＧＢＴに限らず、多様なニーズに応えるという見
方というのも１つあると思います。

　そのＩＧＬＴＡに加盟することによって、性的マイノリ
ティーの皆さんが那覇市を選んで、安心して楽しい旅行をして

いただけるといったメリットがあると思うんですね。
　今回に当たり、那覇市内で既に同協会に加盟をしているホ

テルパームロイヤルＮＡＨＡの高倉総支配人さん、そしてＩＧ
ＬＴＡの日本のアンバサダーであります小泉伸太郎さんにも

お話を伺いました。
　この世界のＬＧＢＴ市場というのは、実に2,020億ドル、円
にして21兆円余り、これはきのうのレートで105円換算であり

　

　

　

　

　

　

前泊美紀本市は、昨年の７月19日に「性の多様性を尊重する都市・な
は」を宣言したところでございます。
　先ほど議員からございました人権先進都市というお褒めの
言葉をいただきましたけれども、この部分につきましては、
長い年月にわたって、なは女性センターの相談員がこういう
部分について相談を受けながら固めてきたという実績のもと
に、昨年、宣言をしたところでございます。
　国際交流都市を目指す本市としましては、国内外のさまざ
まな観光客を温かく迎え入れる観光地として、安全・安心・
快適なまちづくりに取り組んでおります。
　議員ご提案の、国際ゲイ＆レズビアン旅行協会への加盟に
つきましては、その必要性や効果について、しっかり調査・
研究をする必要があると考えております。しっかり足元を踏

続きまして、３番目の質問です。レインボー行政についてで
す。
　(1)奈良市は、ＬＧＢＴなど性的少数者を、観光客として積
極的に誘致しようと、ＬＧＢＴの旅行を支援する国際団体、
国際ゲイ＆レズビアン旅行協会ＩＧＬＴＡに加盟する方針を
決めたとの報道がありました。これは２月の報道です。
　「性の多様性を尊重する都市・なは」宣言を発し、パート
ナーシップ制度導入を決めた人権先進都市として、また同時
に国際観光都市として、本市も積極的に取り組んではどうか、
市の見解を問います。

前泊美紀 久場健護
総務部長



久場健護
総務部長

前田千尋

　

　

　

　

ますけども、国内でも762億円というマーケットということ
で、自治体の加盟というのは日本ではまだですけども、海外

ではアメリカやヨーロッパで広がっているんですね。
　このＬＧＢＴマーケットをとりに行くということで、自治
体が手を挙げている。そして、国内でもここ数年急激に加盟
団体が増えたということで、ことし、何とそのＩＧＬＴＡ

で、日本のアンバサダーお二人が、アンバサダー・オブ・ザ・
イヤーに輝いたという日本の昨今の状況もございます。

　もちろん、今ご提案申し上げましたので、さまざまな調
査・研究が必要かと思いますが、これはやっぱり人権の問題

でございます。そして、観光的な経済効果も見込まれていると
いうことで、ぜひ観光の部署も連携して研究を進めていただ

きたい。
　ただいまのところ、奈良市にも問い合わせましたが、奈良
市さんのほうでは、まだ加盟には至っていないということで

ありました。
　しかしながら、別府市や北海道方面とかでも関心が高まっ
ているということで、手を挙げていけばクロス制度ができる

という波及効果もございます。
　まず１番にもし加盟をすれば、もちろんおのずと注目度が
上がりますので、そういった効果もございますので、ぜひ早

目に検討も進めていただきたいと思います。
　何と、この世界で総会が年に１回行われるんですが、こと
しはケープタウンであったそうです。ここ数年先には、ぜひ
このアンバサダーの皆さんの活躍もありましたので、日本で
開催してはどうかという話もあるそうです。これはぜひ、那
覇市が加盟すれば、那覇市でという話におのずとなってくる
と思いますので、ぜひ東京オリンピックもあります。チャン

スを逃さないようによろしくお願いします。

　

　

　

み固めながら考えていきたいと思います。以上です。

　

　

2016/6/16

前泊美紀

本市は、昨年7月19日に「性の多様性を尊重する都市・なは」
を宣言しました。
　宣言後の取り組みとしましては、１点目にＬＧＢＴを含む
性的マイノリティーとして生きづらさを抱える人々に注目した
レインボー講座の開催、２点目に、性の多様性に関すること
をわかりやすく伝える「レインボーなは通信」の発行、３点
目に性的マイノリティー当事者やその家族、性の多様性を応
援する人などが交流するレインボー交流会の開催、４点目に
管理職をはじめとする市職員研修の実施などを行ってまいり
ました。
　これらの取り組みを継続するとともに、今年度の新たな取
り組みとして、４月に、琉球大学大学院法務研究科と「性の
多様性の尊重」について連携・協力に関する協定を締結いた
しました。
　また、戸籍上の性別が同一である２人に対するパートナー
シップ制度の７月中の運用開始に向け、要綱の制定作業を進
めるとともに、性の多様性に関するシンポジウムの開催や、
ポスター・パンフレットの製作などを予定しております。以
上です。

命の尊さや一人一人の人間が、安心して生活ができる当たり
前の権利を保障するために、那覇市では、全国でも先進的に
取り組んでいるＬＧＢＴを含む性的マイノリティーの施策の充
実に向けて質問します。
　私たち日本共産党市議団は、これまで古堅茂治市議団長を
先頭に、施策を具体的に提案してきました。昨年行われたレ
インボー宣言では、全国からも多くの反響があり、当事者の
皆さんからは、さらに住みやすい社会になることの期待が込
められています。
　そこで、改めてお聞きいたしますが、本市におけるＬＧＢ
Ｔを含む性的マイノリティーへの施策について、これまで
やってきたことや今年度にスタートしたこと、さらにこれか
らの計画について質問いたします。

久場健護
総務部長

前田千尋

議長、すみません。ちょっと飛ばしましたので戻ります。
　レインボー行政についてです。失礼いたしました。(2)があ
りました。
　報道等によりますと、国際人権団体ヒューマン・ライツ・
ウォッチが公表した日本の学校でのＬＧＢＴの子どもに対す
るいじめの調査報告書では、子どもを学校でのいじめから保
護できていない実態を指摘し、教員研修の義務化等を政府に
求めています。
　学校教育現場での教員研修等の取り組みは急務と考えます
が、市の見解と対応を問います。

黒木義成
教育委員会

学校教育部長

教育委員会では、昨年10月に平和交流・男女参画課主催によ
るレインボー研修会に関係職員を中心に参加し、ＬＧＢＴを
含む性的マイノリティーへの理解を深めました。
　人権教育を行う意義は、児童生徒がみずからの権利を行使
することの意義、他者に対して公正・公平に接し、相手を尊
重し、思いやりの心を身につけさせることなどがあります。
　今年度、教育委員会といたしましては、各学校の管理職や
養護教諭等、関係職員を対象に、ＬＧＢＴを含む性的マイノ
リティーに関する研修会を予定しております。以上でございま
す。

お子さんがカミングアウトをしたという親御さんと話をした
ことがあります。やっぱり非常に学校の対応が重要になって
きますので、混合名簿の話もありますけれども、しっかりと
取り組んでいただきたいと思います。

前泊美紀

さまざまな当事者の思いに沿って頑張っていることを、改め
て応援していきたいと思います。頑張ってください。制度の

内容は、引き続き当事者の思いにしっかりと応えて、実現して
いただきたいと思います。

　最初の答弁の中で、ことし４月から琉球大学大学院法務研
究科と「性の多様性の尊重」について連携・協力する協定を
提携できたことも高く評価し、期待しているところです。

　そこで、ＬＧＢＴを含む性的マイノリティー当事者からの
相談について、本市の現状と対応を問います。

久場健護
総務部長

本市のＬＧＢＴを含む性的マイノリティー当事者からの性の
多様性に関する相談は、主になは女性センターのダイヤルうな
いで対応しており、パンフレットやホームページなどで相談

窓口の明示をしております。
　女性相談員３人で対応しており、統計を取り始めた平成27
年度１年間における電話・面接での相談実績は70件となりま

す。
　また、性の多様性に関する法的解決が必要な相談について
は、先ほど議員からもありました、琉球大学大学院法務研究

前田千尋

さまざまな取り組みをしていること、大変評価をしています。
頑張ってほしいと思います。
　今、お話がありました。いよいよ那覇市でもパートナー
シップ制度の運用が開始されるということで期待の声がさら
に広がっているわけですが、その制度の内容はどのようなも
のでしょうか。

パートナーシップ制度の主な内容は、戸籍上の性別が同一で
ある２人に対し、本市が要綱で定めた要件を満たす場合に
は、その２人をパートナーシップの関係にあることを認める
ものでございます。
　パートナーシップ制度は、法的効力を有するものではござ
いませんが、当事者から「存在が社会的に容認されると感じ
られ、精神的な支えになる」との早期導入を求める声に応え
たものでございます。
　今後、この制度の市営住宅への入居申し込みや医療機関で
の手続きなどでの活用について、関係団体等と調整してまい
りたいと考えております。以上です。



議員が今申されました平成27年に策定された婦人相談員相
談・支援指針は、婦人相談員に対する全国的な業務指針を示
したものでございます。
　その中で、セクシャルマイノリティー当事者からの相談や
支援における留意点、活用できる制度や連携団体の紹介など
が掲載されております。
　本市においても、性の多様性に関する相談対応等で参考と
して活用していきたいというふうに考えてございます。以上で
す。

前田千尋

今、部長がおっしゃいましたように、那覇市では、対象の相
談員というのは、なは女性センターの３人の相談員、また本
庁での女性相談員で活用されているとお聞きしております。
　この相談・支援指針の中には、ＬＧＢＴを含む性的マイノ
リティーの方の相談対応がしっかりと明記されていました。
　これまで全国の相談員の中でも難しい相談だと敬遠されが
ちだった相談を、今度は一緒に取り組もうとしている大変画
期的な内容になっていると、当事者の皆さんからも評価の声
が上がっておりました。
　この相談・支援指針では、性自認や性的指向は誰にでもあ
る属性であること、たまたま社会の多数派に属している人は
意識しないでいるだけのこと、またＤＶや性暴力被害など異
性間だけで起こるわけではないと明記をされています。
　今回の指針には、性の多様化によって幅広い支援が必要だ
ということも盛り込まれています。その中でも、相談を受け
る側の意識が大変重要だということが重く書かれていまし
た。電話相談であれば、声だけで性別を判断しないなどの注
意点も書かれていました。ぜひ多くの皆さんが活用していただ
きたいと思います。
　次の質問ですが、ＬＧＢＴを含む性的マイノリティー当事
者のＤＶ被害における対応について、現状と課題を問いま

久場健護
総務部長

本市では、ＤＶ被害・加害の問題を、異性間のカップルに限
定せず、同性間のカップルにも起こり得る問題と捉え、平成
25年に策定した「那覇市配偶者等からの暴力防止及び被害者
支援に関する基本計画」の中で支援の対象としております。
　同性間のカップルのケースでは、被害者が誰にも相談でき
ない状況があり、異性間のカップルよりも問題が表面化しに
くいことから、課題として相談しやすい環境の整備などが挙げ
られます。以上です。

引き続き、相談しやすい環境の整備、とても大切だと思いま
す。頑張ってください。
　今回、私がＬＧＢＴを含む性的マイノリティーの施策の充
実について取り上げたのは、これまで相談できなかった皆さ
んが相談できるようになって、さまざまな課題が見えてきた
からです。
　これまで男女間のＤＶであれば、県の女性相談所との連携
で身の安全を保つことができるシェルターへと入ることがで
きました。
　しかし、ＬＧＢＴを含む性的マイノリティーに対応できる
かは検討が必要だとされています。
　全国では、2014年にＬＧＢＴＩの方が利用できる民間シェ
ルターが、西日本に開設されたとのことでした。沖縄県は島
国です。ぜひ県と連携をして、那覇市からも命を守る取り組
みとして専用シェルターの設置を行ってください。今回は提
案と要望にとどめます。
　やはり、ＤＶ、虐待、いじめ、差別などをなくすには、取
り組みや人権教育です。性の多様性や一人一人の個性が大切
にされる人権教育は、全庁的に引き続き連携して行うことが
求められます。今後の計画を問います。

前泊美紀 久場健護
総務部長

性の多様性は、人権として尊重されるべきことであるとの認
識に立ち、全庁的な取り組みとして、本市職員に対する研修
を実施しております。
　昨年度は、管理職や教育相談支援員、保健師などを対象と
した研修を実施いたしました。今年度は新規採用職員を対象
とした研修を実施するとともに、相談や窓口対応職員を対象
とした職員研修を予定しております。以上です。

多様な性を伸びやかに生きるために、私たちはそれぞれの個
性を尊重し合える社会を実現していかなくてはなりません。こ
れからも取り組んだ施策がしっかりと反映できるように頑
張ってください。

前田千尋前田千尋

年々、相談件数が多くなっていると担当者からもお聞きして
おります。今も70件があったということで、本当に相談体制
の充実も求められていると思います。
　いつ、どこで、誰に安心して相談ができるのかが、当事者
の皆さんにとって情報が行き届くことがさらに重要だと思い
ます。今後もさらに広げてください。
　那覇市では、多様な性を伸びやかに生きるための法律相談
会を、６月18日の土曜日・14時～16時まで予定されていま
す。先ほど部長もおっしゃっていましたが、これがネットの
ほうでダウンロードしたんですけれども、こういうふうにお知
らせが出ていました。（資料提示）
　これは琉球大学の大学院法務研究科との連携ということ
で、こうした動きが本当に当事者の皆さんの声に寄り添って
いるものだと思います。
　私は、この情報をフェイスブックで見て知りました。１人
でも多くの方にこの情報が行き届くようにとの思いから、こ
の法律相談の案内のお知らせをシェアいたしました。こうし
た少しのことからも取り組みを支援していきたいと思ってい
ます。
　また、相談者は那覇市民だけではないとお聞きしておりま
す。ぜひ多くの方の切実な相談に引き続き乗っていただきた
いと思います。頑張ってください。
　先ほどの答弁では、女性相談員３人が電話や面接で相談を
受けているとのことでした。ここで相談の対応について質問
いたします。
　私、昨年11月に那覇市内で行われました全国シェルターシ
ンポジウムに参加してきました。ＮＰＯ法人・全国女性シェル
ターネットが主催し、性暴力をなくそう、性暴力禁止法の制
定に向けて、毎年全国で開かれている大変大きな研修会と
なっています。
　私は、これまで議会の中で、ＤＶ被害や子どもや高齢者へ
の虐待など、早期発見と支援の充実など連携した取り組みの
重要性や、県内での性虐待の被害者を24時間365日、いつでも
すぐに支援することができる性暴力被害ワンストップ支援セ
ンターの設置を求めてきました。
　昨年、県が設置をし、1年間で73人もの相談があったそうで
す。引き続き、こうした相談体制の充実を、県とも那覇市が
連携をして取り組んでいただきたいと思っておりますが、この
件はまた次回以降に質問したいと思います。
　私が参加したシンポジウムの分科会のテーマは「ＬＧＢＴ
への暴力と社会的支援、これまでとこれから」そして、「婦
人相談所相談支援指針におけるセクシャルマイノリティーへ
の主訴別対応を巡って」というテーマでした。ＤＶや性虐待
などが異性間だけの問題ではないこと、当事者がなかなか相
談できないなどの実態が報告されました。
　また、相談を受ける者の意識についても報告がありまし
た。相談員に対しては、昨年４月に制定された、ここにある
んですが、厚生省が出しています大変分厚いものですけれど
も、婦人相談所ガイドライン及び婦人相談員相談・支援指針
があることがわかりました。
　そこで質問いたします。この指針の内容はどういったもの

久場健護
総務部長

　

　

　

　

科との連携・協力により実施する法律相談等での対応を検討
してまいります。以上です。



日付 発言者 内容 返答者 内容

生島典明
副市長

伊藤牧子2014/2/20

４項目めの子ども・教育政策について、子どもが性の多様性を理解する取
り組みについての１点目、性的少数者の理解についてお答えいたします。
　札幌市としては、お互いの違いを認め、尊重し合う社会の形成のため、
子どもたちが性的少数者の方々を含めた多様な生き方を理解することが必
要であると認識をしております。今後も、教育委員会を含めた庁内連携を
図りながら、子ども向けの出前授業といった学びの機会の充実と、人権の

三つ目の質問は、性的少数者の方への支援についてです。
　２０１３年１２月１１日、最高裁が、性同一性障がいで性別を変更した
男性が第三者からの精子提供を受け、妻との間に設けた子を法律上の子と
初めて認めました。これは、血縁関係よりも家族の実態に照らして親子関
係を推定したものであり、大切な人たちと家族関係を築こうとする人を社
会が受けとめ、支えていこうとするものです。また、文科省は、２０１４
年１月より子どもの性同一性障がいについて状況を調査しており、学校の
受け入れ体制や相談しやすい環境づくりを進めるとしています。
　しかし一方、東日本大震災を契機に、被災県の首長らで設立した一般社
団法人社会的包摂サポートセンターが運営する、あらゆる悩みに答える、
支援につなげる、２４時間３６５日対応の無料電話相談よりそいホットラ
インの２０１２年度活動報告によれば、１年間で１，０００万本を超える
電話数のうち、セクシュアルマイノリティー専門ラインの相談は３．６％
となっており、心と体に関する悩みのほか、周囲の無理解、相談や医療の
不満、親子不和など、多くの相談が寄せられています。
　このような中、札幌市が第３次男女共同参画さっぽろプランにおける新
たな視点の一つに性的少数者の方への支援を盛り込んだことは高く評価す
るところであり、性的少数者の方への社会の無理解や偏見をなくし、自分
らしく自由に社会参加できるまちづくりに積極的に取り組むべきです。
　そこで、質問ですが、札幌市は、性的少数者の方々が安心して生活する
ことができるよう今後どのように取り組むおつもりか、伺います。

次に、性的少数者の方への支援についてであります。
　市民が安心して生活できるためには、ひとりで孤立しないで悩みを話
し、それを真摯に聞いてくれる機会が必要と認識をしております。性的少
数者の中には、どこに相談してよいのかわからない人たちもいることか
ら、相談を希望する方に対し、相談が可能な窓口を紹介するホームページ
を今年度内に立ち上げるよう準備を進めているところであります。

次は、だれもが自分らしく生きることを認め合う男女共同参画社会の実現
についてです。
　本来、男女共同参画社会は、性別による差別的扱いを解消し、性別にか
かわりなく、個人の人権が確立される社会を目指すものです。身体的・社
会的性別に違和感を持つ人、先天的に身体上の性別が不明瞭な人、性的な
意識が同性や両性に向かう人など、いわゆる性的マイノリティーの方への
理解や配慮が求められることは言うまでもありません。１９９７年、東京
都の宿泊施設、青年の家の利用をめぐり、同性愛者が利用を拒否されたこ
とから、性的マイノリティーの自助グループが東京都を訴え、裁判で勝訴
しています。２００３年には、性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関
する法律が制定されるなど、性同一性障がいを初め、性的マイノリティー
が徐々に社会的に認知されるようになってきました。
　しかし、依然として、当事者の多くはさまざまな生きづらさを抱えて生
活しています。例えば、性同一性障がいの方の場合などは、行政等の諸手
続や就職の際の性別記入、医師の理解不足、思春期、青年期には学校の制
服や水泳の授業などについての苦しみもあります。さらに、最近は、カミ
ングアウトした子どもを受容しようとする保護者のケアが必要とも聞いて
います。全国的にも性的マイノリティー専門の医療機関は非常に少なく、
札幌市内においても受診までに数カ月以上かかる上、安心して相談できる
公的窓口もないのが現状です。
　そのような中、２０１０年度に策定された国の第３次男女共同参画基本
計画に、初めて、男女を問わず、性的指向を理由として困難な状況に置か
れている場合や、性同一性障がいなどを有する人々に対し、人権尊重の観
点からの配慮が必要であること、差別や偏見の解消を目指して啓発活動や
相談、調査救済活動に取り組むことが盛り込まれました。また、既に川崎
市や鹿児島市、宮崎県都城市などでは、性同一性障がいや性的マイノリ
ティーに関して、ホームページなどを利用して相談窓口を明示していま
す。札幌市においても、性同一性障がいや同性愛など、性のありようにか
かわらず、だれもが自分らしく生きていくことができる社会の構築へ向
け、積極的に取り組むべきと考えます。
　そこで、質問ですが、札幌市は、現在策定中の次期男女共同参画さっぽ
ろプランに、性的マイノリティーの方への理解が深まるよう、相談支援等
の取り組みについて、当事者の意見を聞きながら盛り込むべきと考えます
がいかがか、伺います。

次に、だれもが自分らしく生きることを認め合う男女共同参画社会の実現
についてでございます。
　第３次男女共同参画さっぽろプランにつきましては、平成２５年度から
の実施を目指して、現在、男女共同参画審議会において検討を行っている
ところでございます。
　札幌市では、性的マイノリティーが抱えるさまざまな問題につきまし
て、現在においても、関連する相談窓口で個別の支援をしているところで
ございます。多様な価値観を認め合い、すべての市民が平穏な暮らしの中
で自己表現できるまちづくりは何より重要である、そのように考えており
ます。性にかかわるあらゆる偏見や差別のない男女共同参画社会の推進を
図るため、性的マイノリティーを含めたさまざまな市民の意見を聞き、次
期計画を策定してまいりたい、そのように考えております。

生島典明
副市長

小倉菜穂子2012/6/7

札幌市　定例会

質問の一つ目は、子どもが性の多様性を理解するための取り組みについて
です。
　誰もが互いを尊重し、自分らしく生きることのできる社会の実現は、全
ての人の願いです。性のあり方は一様ではなく、性同一性障がいの人や恋
愛感情などの性的な意識が同性や両性に向かう人、身体的な差別が不明瞭
な人など、ＬＧＢＴ、いわゆる性的少数者の方々の中には、日常生活や現

　

　

　

　

　



私からは、大きな５項目めの性的マイノリティーの施策について、６項目
めの子育て支援策について、そして、７項目めの不妊症及び不育症治療の
支援について、３項目についてお答え申し上げたいと思います。
　まず、性的マイノリティーの施策についてでありますけれども、性的マ
イノリティーにつきましては、日本では社会的に理解が十分ではなく、誤
解や偏見、差別意識が払拭されていない状況にありまして、当事者の皆様
はさまざまな困難を抱えているものというふうに認識をしております。こ
うした状況を踏まえまして、札幌市では、第３次男女共同参画さっぽろプ
ランの中で性的マイノリティーの方への支援を新たな視点として盛り込み
まして、悩み事などの相談窓口を案内するなどの取り組みを行ってきたと
ころでございます。
　性別や性的な指向などにかかわりなく、市民一人一人の人権が尊重さ
れ、個性や能力が十分に発揮できる社会を実現することが必要であると認
識しておりまして、今後とも理解促進に努めてまいりたいというふうに考
えております。
　自治体におけます同性パートナーシップ制度につきましては、当事者の
思いをしっかりと受けとめ、社会的な理解を促進するための一つの方策と
して認識しておりまして、今後、関係団体などのお話をよく伺い、国や他
の自治体の動向を踏まえつつ、制度の必要性も含めまして十分検討してま
いりたいというふうに考えております。

板垣昭彦
副市長

次に、いわゆるＬＧＢＴを含む性的マイノリティーの施策についてです。
　札幌市では、2003年１月に施行された札幌市男女共同参画推進条例に基
づき、同年４月に男女共同参画さっぽろプランが策定され、2007年には２
次プラン、2013年からは３次プランが施行されており、男女共同参画社会
の推進はもちろんのこと、時代とともに変化する価値観の多様化にも対応
することが求められています。特に、３次プランにおいては、性的マイノ
リティーを支援するための取り組みを新たな視点として取り入れていま
す。
　2015年４月に電通ダイバーシティ・ラボが行った調査によると、日本に
おける性的マイノリティーは全体の7.6％、960万人とされております。こ
の比率を札幌市に置きかえると、10万人以上に相当するとも言われており
ます。世界に目を向けると、性的マイノリティーに関しては、欧米を中心
に一般的な認知が進んでおり、人権尊重の観点からも、当事者に対して生
きづらさをなくす取り組みや制度づくりが進んでいます。
　一方、性的マイノリティーの当事者においては、例えば、同性のパート
ナー同士では法的に他人と扱われるため、パートナーの手術に立ち会いが
できなかったり、家主が同居を認めないケースも多く、住宅への入居に際
し、パートナーの存在を隠さなければならないなど、不自由な状況がある
ことが報じられています。
　他都市においては、同性間のパートナーシップの関係について、東京都
渋谷区では条例、世田谷区や三重県伊賀市では要綱が定められているほ
か、宝塚市や那覇市でもこうした制度の導入について検討していると聞い
ています。これらの制度は、同性パートナーシップ制度と呼ばれ、お互い
を後見人とする公正証書や同居を証明する資料を添えて申請すれば、パー
トナーシップ証明を発行することになっています 渋谷区においては 不

　

　

　

松原淳二2016/5/25

2015/3/10

　

理解に向けた取り組みを進めていくとともに、子どもアシストセンターに
おける相談受け付け等による当事者の児童等への対応を引き続き行ってま
いります。

井上唯文
副市長

2015/2/17

４項目めの子ども・教育政策の１点目の性的少数者について、そのうち、
まず、一つ目の性的少数者の理解についてでございます。
　教育委員会といたしましても、性同一性障がい等、性的少数者の理解に
関する教育については、人権教育における課題の一つとして、子どもの発
達の段階を踏まえ、進めることが重要であると認識しているところでござ
います。今後、各学校における差別や偏見のない社会の実現に向けた教育
活動の充実に向け、各種研修会におきまして性的少数者に関する内容を取
り扱うなど、教職員の理解を深められるよう取り組んでまいりたいと考え
ております。
　２点目の学校における適切な対応に向けた取り組みについてでございま
すが、各学校では、担任やスクールカウンセラー等の教職員が、児童生徒
本人やその保護者の悩みや困りを把握し、必要に応じて医療機関と連携す
るなどして、子どもの心情に十分配慮し、対応してきたところでございま
す。今後も、各学校におきまして、性についての不安や悩みを持つ児童生
徒が相談しやすい環境を整え、安心して生活を送れるよう、一人一人の状
況に応じたきめ細やかな対応に努めてまいります。

町田隆俊
教育委員長

性教育の手引が来年度改訂され、性に関する指導の手引となります。性被
害への対応の充実と性的マイノリティーの理解について盛り込んでいくこ
とを確認しました。いずれの場合も、当事者への十分な配慮と、安心して
相談できる体制、大人の適切な受けとめが重要です。今後、改訂作業が本
格化しますが、特に性的マイノリティーの方への理解促進に関しては、ま
ず、教員の理解の現状を把握するよう求めます。

小倉菜穂子

　

在の社会制度にさまざまな生きづらさを感じている人が少なくありませ
ん。
　2012年、電通総研が国内約７万人を対象に実施したＬＧＢＴ調査では、
その出現率が5.2％、自分は当事者かもしれないと感じた時期は中学生との
回答が約21％と最も多く、６歳以下も約11％と報告しております。しか
し、いまだ性的少数者の存在の認知や理解が進んでおらず、偏見やいじ
め、ひいては自殺に至ることがあるとされています。
　このような中、2012年改定の自殺総合対策大綱に、性的マイノリティー
について教職員の理解を促進することが盛り込まれたほか、法務省の平成
26年度啓発活動年間強調事項にも、性的指向や性同一性障がいを理由とす
る差別をなくそうとの項目が入り、国は性的少数者への理解を人権教育の
課題として捉えています。2013年、文部科学省は、全国の国・公・私立の
小・中・高校と特別支援学校を対象に、学校における性同一性障害に係る
対応に関する状況調査を実施いたしました。児童生徒本人が自分に性同一
性障がいがあると答えた件数は606件としていますが、これは、本人が回
答することを了解した数であり、実際はもっと多いと考えるべきです。ま
た、厚労省の研究事業として、性的少数者に関する教員等の意識などを調
べるため、2011年から2013年、保育園、幼稚園、小・中・高の教員等を
対象に行われた調査によると、約７割の教員が、性的少数者について、子
どもたちに教える必要性を感じているものの、授業で教えた経験があると
の回答はわずか14％であり、教員が授業として取り組めていない現状が明
らかになりました。
　札幌市においては、2013年策定の第３次男女共同参画さっぽろプランに
おいて、性的少数者への理解促進を掲げ、2014年３月に性同一性障がいに
関してお悩みの方へホームページで相談窓口の紹介が始まるなど、徐々に
取り組みが進んでいます。一方、札幌市子どもの権利条例第28条が、子ど
もが性別による固定的な役割分担にとらわれないこと及び性的少数者につ
いて理解することとしているにもかかわらず、新・さっぽろ子ども未来プ
ラン計画素案及び札幌市教育振興基本計画に性的少数者に関する記述がな
いことは問題です。今後、札幌市が共生のまちづくりを進めるに当たって
は、人々が性の多様性を理解し、認め合うことが不可欠であり、そのため
には幼児期からの学びが大変重要と考えます。
　そこで、１点目に、札幌市及び教育委員会は、性的少数者についての子
どもの理解の必要性についてどのように考え、今後どのように取り組んで
いくおつもりか、伺います。
　２点目として、学校においては、当事者である児童生徒に対し、適切に
対応するため、現在どのように取り組み、今後どのように進めていくおつ
もりか、あわせて伺います。

石川佐和子



　

　

　

　

　

　

　

トナ シップ証明を発行することになっています。渋谷区においては、不
動産業者などの事業者に夫婦と同等に扱うようにも求めており、違反した
事業者の社名を公表するなど罰則規定を定めているものもあり、同性パー
トナーシップ制度の導入は各自治体で検討が進んでいくものと考えます。
　ＬＧＢＴに関しては、単なる性的指向の問題ではなく、先天的に備わっ
た個人の特徴と考えるべきです。そういった意味では、みずからの性別に
違和感を感じている子どもたちを支える取り組みも必要です。札幌市にお
いても、秋元市長が掲げる誰もが安心して暮らし生涯現役として輝き続け
る街、世界都市としての魅力と活力を創造し続ける街の実現のため、性的
マイノリティーの方々の生きづらさをなくすため、札幌市としての周知・
啓発活動や条例の制定などの制度づくりが不可欠です。
　そこで、質問ですが、性的マイノリティーに対する認識について伺いま
す。
　さらには、同性パートナーシップ制度についてどのように考えている
か、伺います。

市長の政治姿勢についてのうち、LGBTに対する認識と人権擁護のための
環境整備について。
LGBTについては、社会的に理解が十分ではなく、誤解や偏見から来るさ
まざまな困難を抱えているというふうに考えられるが、誰もが性の多様性
を認め、人権を尊重する社会が必要であるというふうに認識をしている。
また渋谷区などの取り組みについては、当事者の思いを受け止め、社会的
な理解を促進する一つの方策であるというふうに認識をしているところで
ある。
札幌市としては、広くLGBTに関する周知・啓発を進めながら、関係団体
などの話をよく伺い、国などの動向も踏まえつつ取り組みを進めて行きた
いというふうに考えている。

板垣昭彦
副市長

質問の第４は、ＬＧＢＴについてです。
　ＬＧＢＴとは、自分の性別に対して認識する性自認や性的な魅力を感じ
る異性、同性の違いがある人など、性の多様性をあらわす総称の一つで
す。性的指向と性自認は、本人の意思や努力によって変えることはできま
せん。
　憲法第13条では、全て国民は個人として尊重されると、全ての人がそれ
ぞれの人格を持った存在であることを保障しています。しかし、パート
ナーと一緒に暮らすための部屋を借りるときの賃貸契約を結べない、住宅
購入時のローンが組めないなど、当事者にとっては暮らしのあらゆる場面
で偏見と差別にさらされ、苦しんでいます。
　市長は、このような実態をどのように認識されているのか、伺います。
　世界的には、ＬＧＢＴ当事者のための法律や制度など、人権擁護の環境
が進んでいます。東京都渋谷区を初めとし、男女平等及び多様性を尊重す
る社会を推進する条例が成立するなど、全国でＬＧＢＴなどの性の多様性
を尊重し、偏見、差別を解消しようという動きが広がっています。
　市長は、こうした動きをどのように受けとめていますか、さらなる人権
擁護のための環境整備が求められていると思いますが、お考えをお伺いし
ます。

池田由美2016/5/26

秋元克広
市長

さらには、性的マイノリティーに関する支援を進めるほか、結婚を望む若
者を後押しするため、出会いの機会を創出するとともに、多世代交流がで
きる子ども食堂など、地域における子どもの居場所づくりの取り組みを支
援いたします。

2017/2/21

次に、札幌市パートナーシップ制度についてお答えをいたします。
　まず、制度の位置づけについてでありますが、札幌市が導入を予定して
おりますパートナーシップ制度につきましては、性の多様性を尊重する取
り組みとして、自分たちの存在を公に認めてほしいとする当事者の気持ち
を受けとめるものであります。具体的には、性的マイノリティーの方が
パートナーとして宣誓する手続について要綱で定めるものでありまして、
法的な権利が発生するということではありませんことから、諸外国で認め
られている同姓婚とは異なるものと認識をしております。
　次に、市民理解のための周知期間についてでありますが、パートナー
シップ制度案をご説明した１月の財政市民委員会に前後いたしまして、多
くの市民意見が寄せられたところであります。1,000件を超える賛成意見
があった一方で、160件程度は反対を表明しているということがございま
して、中には、札幌市のパートナーシップ制度を同性婚と同様なものと誤
解しているものも見られたところでございます。
　性的マイノリティーに係るパートナーシップ制度につきましては、全国
的にも取り組み事例が少なく、余りこのこと自体が知られていないという
ことなどから、市民理解を深めるための周知期間をある程度設けた上で制
度をスタートさせたいと考えているところであります。

秋元克広
市長

次に、札幌市パートナーシップ制度について伺います。
　いわゆる性的マイノリティーに関しては、社会の理解が必ずしも進んで
いるとは言えず、いじめや差別、偏見をなくさなければならないものと認
識しております。しかし、同性婚やそれに相当する法制度については、国
民的な議論を経た国政での法律改正が必要であり、自治体の権限の範疇で
はなく、多くの市民もこのような認識に立っているものと考えるところで
す。
　日本国憲法や民法は、婚姻を男女の関係に限っており、これは、国の将
来の担い手である子どもを安心して産み、健やかに育つように、男女の親
の関係を強化して保護、優遇しているものであります。
　市の提案しているパートナーシップ制度については、さきの財政市民委
員会において、性的マイノリティー当事者の気持ちを受けとめる趣旨であ
り、法的な権利や義務を一切生じないものとの説明を受け、理解したとこ
ろであります。
　また、ＩＯＣ、国際オリンピック委員会が、オリンピック憲章におい
て、いかなる種類の差別も受けることなくと2014年に明文化したことな
ど、オリンピック・パラリンピック招致を目指す札幌市としてさまざまな
多様性を認めることは必要と考えます。
　しかしながら、内閣府などの調査からも、日本国内における性的マイノ
リティーの人権課題についての認知度は極めて低い状況にあり、加えて、
札幌市のパートナーシップを取り上げた報道の中の表現でさえ、結婚に相
当する関係として認める制度といったものもあり、市民の中には札幌市が
同性婚を認めるかのような誤解をした人も少なくないのではないかと思わ
れます。
　我が会派としては、パートナーシップ制度やその他の性的マイノリ
ティーに対する支援を円滑に進めていく上で、札幌市として、制度を利用
する性的マイノリティー当事者のみならず、制度を利用しないが、受けと
める立場となる市民に対し、その取り組みについて実態を把握し、理解を
求め、不安を払拭することが重要なことと考えます。
　そこで、質問ですが、改めて、いわゆる同性婚との関係でパートナー

　

佐々木みつこ



私からは、１項目めの市職員へのＬＧＢＴ施策についてお答え申し上げま
す。
　民間企業などにおける調査結果を踏まえますと、札幌市職員においても
一定数のＬＧＢＴの職員が在職していると想定するところでございます。
来年度、新たにパートナーシップ制度が始まりますことから、今後、さま
ざまな研修でＬＧＢＴの理解の促進を図るとともに、各種相談窓口の設置
やトイレなどのハード面の対応、また、福利厚生制度の適用について、当
事者の声や他都市の状況なども踏まえながら検討してまいりたいと考えて
いるところでございます。
　以上でございます。

パートナーシップ制度導入による効果についてでございますけれども、札
幌市のパートナーシップ制度につきましては、性の多様性を尊重する取り
組みとして導入するものでございまして、自分たちの存在を公に認めてほ
しいとする当事者の気持ちを受けとめるとともに、市民理解の増進につな
げてまいりたいというふうに考えております。また、冬季オリンピック・
パラリンピックの招致を目指します札幌市にとりましても、人権を尊重
し、多様性を認め合うまちとして国際的にもアピールできるものというふ
うに考えております。
　次に、今後の性的マイノリティーの方への支援の進め方についてでござ
いますけれども、性の多様性についての市民理解はまだ十分とは言えず、
そのことが性的マイノリティー当事者の深刻な困難や孤立化につながって
いるものと考えております。そのため、まずは、性的マイノリティーに開
かれたまちのシンボルとも言えるパートナーシップ制度を導入するととも
に、今年度作成いたしましたリーフレットなどを活用いたしまして、一
層、市民理解増進に取り組んでまいりたいというふうに考えております。
また、新たに電話相談を開始するなど、当事者の個々の悩みや困難を受け
とめまして、生きづらさを少なくするよう取り組みを進めてまいりたいと
いうふうに考えております。

板垣昭彦
副市長

次に、性的マイノリティーへの支援について伺います。
　新年度に導入する札幌市パートナーシップ制度に関しては、先月末の財
政市民委員会において説明及び質疑がなされましたが、性的マイノリ
ティーの当事者や関係者などから多くの注目や期待を集め、各メディアな
どからも高く評価されていることから、改めて、その方向性について伺い
ます。
　国際的にも性的マイノリティーに対する支援の声が広がっている中、国
連は、2010年12月、ニューヨークで性的マイノリティーの平等に関する演
説を行い、世界各国での同性愛の犯罪指定解除のほか、性的マイノリ
ティーに対する暴力や差別に取り組む措置を求めるとともに、私たちは、
良識ある人として、差別全般、特に性的指向や性同一性に基づく差別を拒
絶します、文化的な意識と普遍的人権の間に緊張がある場合には人権を優
先させなければならないと発表しました。
　また、ＩＯＣ、国際オリンピック委員会は、2014年12月の総会で、オリ
ンピック憲章に性的指向による差別禁止を盛り込むとの決議を採択いたし
ました。そして、アメリカの報道機関の発表では、性的マイノリティーの
権利保護に力を入れてきたことによって、昨年開催されたリオデジャネイ
ロ五輪には、少なくとも過去最高の41人の当事者が出場したと伝えられて
います。
　2026年に冬季オリンピック・パラリンピックの招致を目指している札幌
市においても、ＩＯＣの決議を踏まえると、性的マイノリティーへの対応
及び支援の充実が招致活動の大きな要素になると考えます。性的マイノリ
ティーに対する理解は、国内においても少しずつ広がりを見せており、ソ
ニーやパナソニック、ＩＢＭなどの大手企業が同姓パートナー同士を配偶
者とみなす社内規定を設けています。また、ＮＴＴドコモなどの各通信会
社においても、電話料金の家族割を導入しているほか、ＡＮＡやＪＡＬな
どの航空会社ではマイレージプログラムの共有を可能にするなど、日常生
活の中においても性的マイノリティーに対する支援制度がふえてきていま
す。
　2016年の第２回定例市議会において、我が会派は、同性パートナーシッ
プ制度を要望してきたところですが、札幌市が政令市として初めて性別に
かかわらないパートナーシップ制度を設けることは、差別や偏見のないま
ちを実現する取り組みであり、大変評価しているところであります。
　しかしながら、性的マイノリティーに対する理解は、まだまだ市民に浸
透しているとは言えない状況にあり、無理解や偏見などを理由に社会の中
で孤立し、みずから命を絶つことにつながってしまう事例も報告されてお
ります。宝塚大学の日高庸晴教授によると、異性愛男性の方に比べ、ゲ
イ、バイセクシュアル男性の自殺未遂の割合が約６倍になるとの研究結果
も発表されています。また、厚労省の自殺総合対策大綱においても、自殺
念慮の割合等が高いことが指摘されている性的マイノリティーについて、
無理解や偏見等がその背景にある社会的要因の一つであると捉えて、理解
促進の取り組みを推進すると明記されています。
　札幌のパートナーシップ制度は、同性パートナーに限らず、トランス
ジェンダーなども含めた多様な価値観を認めていることについて、当事者
から、誰もが理不尽に社会の中から追い出されるいわれがないことを感じ
たり、この制度があることで社会が自分たちにも開かれており、私たちも
居場所があると思えるといった感想の声とともに、当事者以外からも、こ
の制度に対する賛同の声が上がっており、今後の方向性に強く期待が持た
れているところです。
　そこで、質問ですが、札幌市パートナーシップ制度を導入することによ
り、どのような効果を期待しているのか、また、国内外において多様な価
値観への理解が浸透していく中で、今後、性的マイノリティーへの支援を
どのように進めていくのか、伺います。

小川直人

2017/2/27

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　
シップ制度はどのような位置づけになるのか、伺います。
　また、先ほどの報道などにより市民に混乱がある状況を踏まえて、性的
マイノリティー当事者のみならず、一般市民に対しても制度趣旨を知って
いただくために、一定の周知期間が必要と考えるがいかがか、お伺いしま
す。

質問の第１は、市職員へのＬＧＢＴ施策についてです。
　本市は、新年度からパートナーシップ制度を導入する決断に至り、当事
者や関係者から強い喜びの声が上がっています。しかし、社会全般にはま
だまだ根強い差別や偏見があり、理解が進んでいない状況です。市民の理
解を深めると同時に、まず、本市が率先して取り組み、性的マイノリ
ティーの方が生きやすい、いわゆるゲイフレンドリー、ＬＧＢＴフレンド
リーな都市、ダイバーシティーを目指すべきと思います。
　そこで、質問です。
　まず、本市として、率先して意識改革をして性的マイノリティーに対す
る理解を深め、当事者の悩みや苦しみに向き合うことができるように職員
研修等を充実させることが肝要と思いますが、いかがお考えか、伺いま

　

　

　

　



　

　

坂本きょう子2017/3/1

ＬＧＢＴにかかわって、本年６月からパートナーシップ制度が本市でも始
まります。市民への理解促進のためにも、市職員への研修を充実させるこ
と、民間企業などで既に行っている社員への福利厚生、同性パートナーに
ついても事実婚として配偶者と認め、結婚祝い金の支給や慶弔見舞金制
度、介護休暇など特別休暇を導入するなど、先進的な取り組みを本市でも
導入すべきと提言いたします。

坂本きょう子

　

　
　

す。
　2015年11月、戸籍上は男性のまま、女性として勤務していた経済産業省
の職員が国を提訴しました。性同一性障がいの治療を続けていたものの、
皮膚疾患から性適合手術を受けられず、容姿は女性になったにもかかわら
ず、女子トイレの使用を制限された上、さらに、手術を受け、戸籍を変更
しなければ異動させないと上司に言われるなど、精神的にも追い詰められ
たということです。
　本市職員の中にも、みずからのセクシュアリティーについての悩みを抱
えている方がいらっしゃり、専用の相談体制や心のケア体制を整えるべき
と考えますが、いかがでしょうか。
　また、トイレなどのハード面での整備を本庁舎などで進めていくべきと
考えますがいかがか、伺います。
　民間企業である資生堂や博報堂、ＩＢＭ、ソフトバンクなどは、顧客向
けのサービス提供を行うと同時に、社員の福利厚生にも力を入れていま
す。同性パートナーについても事実婚として配偶者と認め、結婚祝い金の
支給や慶弔見舞金制度、介護休暇などの特別休暇を導入するなど先進的な
取り組みを行っています。本市も、民間企業に倣い、ＬＧＢＴを福利厚生
に盛り込むべきと思いますが、今後どのように対応するおつもりか、伺い
ます。

町田隆俊
副市長

パートナーシップ制度導入の報道を受けて、市民から1,000件の賛成意見
と151件の反対意見が寄せられました。結婚制度の問題ではないか、少子
化を招くなどの市民意見について、本市は、権利や義務が生じるものでは
ない、制度導入は少子化に影響を与えるものではないと答弁しました。
　本市は、パートナーシップ制度について、新年度の４月１日から実施す
る予定だったものを６月１日に先延ばししました。当事者の声に応え、一
日も早くスタートさせるべきです。

太田秀子

性的少数者を支援するための取り組みを新たな視点として取り入れた第３
次男女共同参画プランの改定においては、性的マイノリティー支援の取り
組みを明確に位置づけ、具体的な支援を充実していくことを強く求めま
す。

石川佐和子

札幌市パートナーシップ制度に関連して、当事者の実態をしっかりと把握
し、市民に趣旨を正しく理解してもらうためには相応の期間が必要と考え
るが、どのようなスケジュールで開始するのか。導入の報道を受け、多数
の賛成意見が寄せられている一方、同性婚と誤解して反対する市民もいる
が、法律婚との違いをどのように認識しているのか。

よこやま峰子
予算特別委員長

2017/3/30

パートナーシップ制度についてでありますが、今回の制度について、報道
などではパートナー認証制度と表現されているところもあるため、市民に
正しく理解されるよう、制度開始前に十分に周知を図り、環境を整えた上
で制度のスタートをすべきと考えます。

松井隆文



日時 発言者 発言者 発言者 内容内容 内容
次に、人権教育の推進についてお尋ねします。
　人権とは、全ての人々が生命と自由を確保し、それぞれの
幸福を追求する権利であり、誰にとっても身近で大切なもの
です。福岡市においては、国の法律と基本計画に基づいて、
2004年１月、福岡市人権教育・啓発基本計画を策定、同年11
月に実施計画を策定し、人権を尊重し、人の多様性を認め合
うまち福岡市の実現に向けて、同和問題を初め、女性、子ど
も、高齢者、障がい者、外国人に関する問題など、さまざま
な分野における人権課題について、全庁的に人権教育、啓発
の取り組みを進めてこられています。しかし近年、インター
ネットや携帯電話などの通信手段を悪用した誹謗中傷や差別
落書き、障がい者問題にかかわるガイジ発言の増加など、人
権問題も多様化、複雑化してきています。差別という人権侵
害は、見なれないものや自分とは異質なものを認めず、ひい
ては排除しようとすることだと考えますが、特に社会的マイ
ノリティーの人たちにその目は向けられがちです。社会的マ
イノリティーの人たちの中でも、性同一性障がいや性的指向
を含む性的マイノリティーについて考える契機をつくったの
が、2002年に放送された人気ドラマ「３年Ｂ組金八先生」で
す。また、ＮＨＫ教育テレビで放送中の福祉番組「ハートを
つなごう」では、性同一性障がい、ゲイ、レズビアン、ＬＧ
ＢＴと、2006年から性に関するシリーズを継続的に放送し、
性の多様性について考えています。
　今議会では、さまざまな人権課題の中で、性的マイノリ
ティーと言われる方々の人権について質問してまいります。
性的マイノリティーと言われる当事者が、自分たちのことを
ポジティブに語る言葉として使っているのがＬＧＢＴです。
恋愛の対象を示すレズビアン、ゲイ、バイセクシュアルと、
心の性と体の性が一致しないトランスジェンダーだけでな
く、広く性的少数者の人たちを指す言葉として用いられてお
ります。そして、それは３％から５％はいると言われていま
す。それは、言いかえれば多様な性をあらわしていると言え
ます。東京都は2000年11月、東京都人権施策推進指針を策定
し、その他の人権問題として、性同一性障害のある人々など
に対する偏見があり、嫌がらせや侮べつ的な言動、雇用面に
おける制限や差別、性の区分を前提にした社会生活上の制約
などの問題がある。また、近年、同性愛者をめぐって、様々
な問題が提起されていると明記し、今後、さまざまな人権問
題を解決していく視点から論議を深める必要があるとして、
人間の存在と尊厳にかかわる問題として掲げています。国に
おいては、人権教育・啓発に関する基本計画で、性的少数者
の人権について、その他の人権課題の中で、同性愛者への差
別といった性的指向に係る問題として、人権教育、啓発の取
り組みが必要であるとしています。さらに、性同一性障害者
の性別の取扱いの特例に関する法律が2004年施行、2008年改
正となり、戸籍の性別が変更可能になるなど、性的少数者に
配慮した施策は近年進みつつあります。しかし、社会生活の
中では、多様な性であるがゆえに悩み、偏見や差別の中で、
いじめや不登校、ひきこもり、中には自死に追い込まれた子
どもや若者も少なくありません。
　そこで、本市における性同一性障がいや同性愛者など多様
な性の人々への人権については、福岡市人権教育・啓発基本
計画ではどのように位置づけられているのか、お知らせくだ
さい。また、文部科学省より2010年４月23日付で、児童生徒
が抱える問題に対しての教育相談の徹底について通知があっ
ていますが、その内容はどんなものか、また、各学校に対し
ては、この通知をどのように周知徹底をされたのか、お知ら
せください。

吉村展子
こども未来局長

池田良子

福岡市　定例会
性同一性障がいなどのセクシュアリティーに関する相談窓口
についてのお尋ねでございますが、20歳未満の子どもに関す
る相談は、一元的にこども総合相談センターでお受けしてお
ります。相談件数でございますが、平成21年度、本人１件、
保護者２件、友人１件、計４件でございます。22年度は、本
人38件、保護者８件、計46件でございます。23年度は、本人
３件、保護者２件の計５件、24年度は８月末現在でございま
すが、本人16件、祖父母１件の計17件となっております。な
お、匿名性であるため、同一架電者からの相談も多く、実数
については３名から８名程度と思われます。相談内容につき
ましては、性同一性障がいではないかと心配、診断をしてく
れる病院を教えてほしい、同性を好きになる、女の子になり
たいなどの内容となっております。20歳以上の方について
は、精神保健福祉センターでの御相談となります。

次に、多様な性の人権教育の推進についてお尋ねします。
　８月２日に福岡市人権教育研究会が開催した夏期研究集会
では、初めて「多様な性について」の分科会が行われ、午
前、午後合わせて約500人の小、中、高等学校の教職員が参加
されています。大学生を含む当事者の方々からは、自分のセ
クシュアリティーの問題を誰にも相談できず、自分が異常な
のではないかと悩み続けたことや、多様な性に関する正しい
知識、学校教育に望むことなどが語られました。参加された
先生からは、多様な性について初めて知った、親の育て方と
か本人の思い込みなど間違った情報を持っていたことに気づ
かされた、女らしく、男らしくという言葉で傷つけていたこ
とに気づかなかったなどの気づきの感想とともに、学級で相
談されたらどう対応すればいいんだろうなど不安の声も聞か
れました。文科省通知は各学校へ通知されたとのことです
が、ほとんどの教職員は知らなかった、具体的な対応はわか
らないという実態です。相談窓口に加え電話相談の件数をお
尋ねしましたが、文部科学省が通知を行う前年度の相談件数
４件に対し、通知を出した2010年度は46件と驚きの相談件数
です。実数についてもおっしゃられましたけれども、この件
数には大変驚いています。新聞報道で通知を知った当事者、
そして保護者の方々が相談をしやすくなった結果だというふ
うにも思われます。今年度においても、５カ月間で17件の相
談が寄せられています。このことからも、当事者やその家
族、学校関係者にとって、相談窓口の周知は早急に行うべき
と申し上げておきます。
　政府は８月９日、自殺総合対策大綱の見直し案を公表しま

　

　

　

　　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

池田良子 高島宗一郎
市長

性同一性障がいの方のお手紙、真剣に聞かせていただきまし
た。私も直接そういった性同一性障がいの方からお話も聞い
たことがありますし、大変苦しい思いをしているということ
も聞いたことがありますので、そういったことも思い出しな
がらお手紙を拝聴させていただきました。福岡市は、人権を
尊重し、人の多様性を認め合うまちの実現に向けて、福岡市
人権教育・啓発基本計画に基づいて取り組みを進めていると
ころでございます。社会情勢の変化に伴って、性同一性障が
いですとか同性愛者、また、両性愛者などの性的マイノリ
ティーと言われる皆さん、また、ホームレスや犯罪被害者な
どさまざまな人権問題がクローズアップされているほか、イ
ンターネットの掲示板などでの誹謗中傷、そして個人情報流
出の問題など、人権問題はますます多様化、そして複雑化を
してきてございます。このような中、福岡市では、「みんな
がやさしい、みんなにやさしいユニバーサル都市・福岡」を
まちづくりの目標像として掲げて、市政の柱の一つとして推
進をしているわけでございますが、その実現のためには、全
ての人の人権が尊重されなければならないと考えておりま
す。今後とも、さまざまな人権問題について現状と課題を十
分認識して、市民一人一人の人権が尊重される社会の実現に
向けて、福岡市人権尊重推進本部を中心とした全庁体制で、
人権の教育及び人権啓発を推進していきたいと考えます。

2012/9/11



　

　
したが、社会的少数者の直面する課題として、「性同一性障
がいや性別違和感を抱える人、性的指向を理由に社会的偏見
にさらされる人では、鬱や神経症等の精神科合併症の率が高
く、自殺念慮を抱えることも多い。自殺念慮の発生時期の第
１のピークは、第２次性徴による体の変化による焦燥感、中
学での制服の問題、恋愛の問題などが重なる時期の思春期の
ため、学校での対応として、性的マイノリティーの子どもへ
の支援、在校生全体の多様な性への理解を深めるための教
育、それぞれの家庭での理解を促進するために、保護者への
性同一性障がいや性的指向に関する情報提供を実施するとと
もに、学校や専門医療施設が協働する体制を構築。また、自
殺念慮の発生時期の第２のピークは、就業、結婚等の問題で
困難を感じる社会へ出る前後のため、企業や地域社会におい
て正しい知識を啓発し、偏見や誤解を解消するためのジェン
ダーやセクシュアリティーの視点に立った人権研修などの取
り組みを実施する。また、公的な相談機関において適切に対
応できる体制を整備する。同時に公的サービスに従事する職
員への研修を実施する」と学校教育や公務員への研修の必要
性についても明記をしています。
　2010年６月15日付の毎日新聞には、東京都のメンタルクリ
ニックで性同一性障がいの当事者1,138人を対象にした自殺関
連の調査記事があります。調査では、精神的な苦痛は思春期
にピークを迎え、自殺を考えたことがあるという人は62％に
上り、自殺未遂経験は10.8％、リストカットなどの自傷行為
経験者は16.1％と、自殺の危険性が高いことも示していま
す。この間、学校において障がい者問題にかかわるガイジ発
言が増加傾向にあることを受け、人権教育指導の手引き2012
年度改訂版にその指導の実践例を追記しています。新しい人
権課題に速攻対応していただいているというふうに思ってい
ます。性同一性障がいを含む多様な性についての人権教育を
推進していくために、オカマやホモ、キモイなどの言葉が性
的マイノリティーに対する人権侵害であると捉えるなど、ま
ず、教職員が正しい理解と認識を深め、事象に対する指導や
実践に当たることが求められます。そのためにも研修や指導
の実践例などが必要と考えますが、御所見をお伺いいたしま
す。
　学校に限らず、社会においてもこうした偏見や差別は、差
別する側の無理解や固定的な認識によって引き起こされま
す。そういう意味からも、男女平等教育や男女共同参画社会
の取り組みは重要です。国の第３次男女共同参画基本計画の
第８分野には、性的指向を理由として困難な状況に置かれて
いる場合や性同一性障がいなどを有する人々については、人
権尊重の視点からの配慮が必要であると基本的考え方を示
し、具体的施策が明記されています。男女二分法による性別
は広く社会に浸透しており、制度や法律を筆頭に、日々の生
活と密接に関係しており、慣習などは性別を前提に成り立っ
ていると言っても過言ではありません。学校における男女別
の名簿や並び方、トイレや修学旅行、着がえ、制服、健康診
断など、性同一性障がいの子どもはとてもつらかったと語っ
ています。文科省が都道府県教育委員会に通知を出したきっ
かけとなった埼玉県の公立小学校では、性同一性障がいと診
断された児童の訴えで、学校生活上の性別変更を認め、その
後、鹿児島県や神奈川県の学校でも、生徒の訴えで対応は
徐々に広がりを見せてはいますが、多くの当事者は声を上げ
られる状況にないのが実情です。性同一性障がい者など多様
な性の方々が自分らしく生きていくためには、多くの社会的
障壁があります。性同一性障がいであるがゆえの就職差別、
ＵＲや大阪府住宅供給公社は、高齢化を踏まえ、血縁でない
者同士、同性パートナーや単身者同士で入居できるハウス
シェアリングの制度を実施していますが、本市を含め多くの
公社賃貸住宅の入居要件は、血縁または婚姻関係にある人に
限られているなど、住居に関する問題も深刻です。残念なが
ら社会には、まだ無知からくるであろう偏見、差別が根強く
あります。本市においても、福岡市人権教育・啓発基本計画
の実施計画に性同一性障がいが取り上げられており、人権尊
重の視点に立った行政の推進に関する指針に沿った多様な性
の課題についても、あらゆる局で横断的な施策や支援対策が
必要と考えます。
　今回の質問に当たって、当事者の方からメッセージを預
かってまいりましたので、代読させていただきます。御本人
の手記によるものです。
　　９月３日で、私は28歳になりました。私にとって、28歳
になる今年の誕生日は、とても大切な意味をもつ日で
　した。10年前、18歳の私は福岡市内の高校に通う三年生
で、絶望の中で生きていました。私は女性の体に生まれ
　てきましたが、小学校一年生の時には、すでに、他の子ど
もたちと自分は違うのだとわかっていました。私は女
　性の体に生まれてきたので、女の子たちと仲良くするべき
であり、かわいらしい服を着て、お人形で遊ぶことを
　周囲から望まれているのだと感じながら、でも、私はどう
してもそうすることができませんでした。まわりの友
　達とはちがう、でも、私はそのことに悩んではいませんで
した。誰も、私に女の子らしくすることを強制しなかっ
　たし、男の子の友達と私は毎日一緒に遊んでいたからで
す。しかし、高校生になると、そんなわけにはいきませ
　んでした。私には、忘れられない日があります。高校二年
生の英語の授業のことです。英語の先生は、冗談が好
　きな人で、授業中の雑談で、こんな話をしました。「三角
関係の話です。トムはジェーンが好き、ジェーンはマ
　イケルが好き、…マイケルは、トムが好き」その時、教室
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また、女性、子ども、障がい者、ヘイトスピーチに見られる
在住外国人への差別問題等に加え、性的マイノリティーにか
かわる新たな人権課題にも積極的に取り組みを強化する必要
があります。そのため、昨年度実施された人権問題に関する
市民意識調査の結果分析から見える諸課題の解決に向けて、
各関係機関、部局への周知を図るとともに、人権読本「ぬく
もり」の順次改訂に取り組むことを要望します。
 　以上の観点からも、人権侵害救済法の早期成立に市として
国に強く働きかけることを要望します。

落合俊則2013/12/12

私は、社民・市政クラブ福岡市議団を代表して、性的マイノ
リティーの子どもに対する支援と多様性を尊重する社会の推
進について質問いたします。
 　恋愛の対象を示すレズビアン、ゲイ、バイセクシュアル
と、心の性と体の性が一致しないトランスジェンダーなど性
的マイノリティーの人たち、いわゆるＬＧＢＴ層に該当する
人はこれまで約５％と言われていましたが、電通総研が本年
４月に行った調査では7.6％になり、約13人に１人が自分はＬ
ＧＢＴだと回答したことになります。ＬＧＢＴに関してはメ
ディアでも取り上げられるようになり、情報に触れることが
多くなったことで、これまで違和感を持っていた人が気づき
やすくなったのではと推測されます。しかし、割合はふえた

 　

 　

池田良子 酒井龍彦
教育長

性同一性障がいの児童生徒への教育委員会の対応につきまし
ては、校長会で文部科学省の通知内容を説明した後、各学校
への通知の周知を図っております。また、人権教育担当者研
修、性に関する指導者研修会、全市人権教育研修会などの機
会を捉えて教職員への説明を行っております。

　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　

　

　

　

　

　
中が、どっと笑いました。私は笑えませんでした。私
　はゲイではありませんが、みんなが笑っているのは、私の
ことなんだと思いました。さらに、授業のあと、仲良
　くしていた友達に、言われました。「そんなのが近くにい
たら、気持ち悪いよね」と。今でも、私はその日のこ
　とをよく覚えています。思い出すと、涙が出そうになりま
す。しかし、きっと、同じクラスの誰も、おそらく先
　生すら、そんな話があったことを覚えていないでしょう。
私はその日、絶望的な気持ちになりました。自分が他
　のみんなとちがうことを、絶対に知られてはいけないのだ
と思いました。もし知られたら、友人の誰もが、私を
　気持ち悪がり、離れていくんだと。自分はとんでもないモ
ンスターで、みんなを騙しているんだ、みんなに申し
　訳ない、こんな私でごめんなさい、と、いつも土下座して
謝りたい気持ちでいました。その頃は、自分の幸せな
　将来の姿なんて、少しも見えなくて、このままずっと自分
ではない何かを演じながら、本当の気持ちを話せずに、
　一人きりで生きていくしかないんだと思っていました。で
きるなら、早く死んでしまいたい、長く生きても30歳
　ぐらいまででいい。進学校に通っていましたが、勉強をす
る意味が見出せず、授業中は寢てばかりいました。授
　業のあと、先生から廊下に呼び出されて、「あんた学校や
めなさい」と言われたこともありました。でも、やめ
　ませんでした。そんな私を変えたのは、高校三年生のとき
に、クラスの友達に自分のことを話し、「何も問題ない」
　と、伝えてもらえたことです。「世界中の誰もが、僕のこ
とを気持ち悪いと言っても、この人だけは、僕の味方
　でいてくれるんだ」たったそれだけのことでした。でも、
私にとっては、真っ暗闇に差し込んだ一筋のあたたか
　な光のようでした。でも、それで私の絶望が消えたわけで
はありません。つい最近まで私は、いつか自分が自殺
　してしまうんじゃないかと思っていました。あまりにも、
福岡は生きづらく、私の生きる道には、たくさんの高
　いハードルが待ち構えています。それでも、大学で人権の
ことや、性のあり方の多様さを学ぶ中で、自分はモン
　スターではなく、ありのままで生きていいんだとわかりま
した。そして、友人や職場の同僚に自分のことを話し、
　少しずつ受け入れられていく中で、私が、自分らしく生き
られる場が増えてきました。そのことは、私を励まし、
　最近になって、やっと、自殺せずに生きていけるのではな
いかと思えてきました。28歳の誕生日を迎えた日。そ
　の日は、私にとって、とても特別な日になりました。初め
て友人に打ち明けたときから10年間、生き続けてこら
　れたことに感謝しました。そして、30歳までと言わずに、
もっと生きていきたいと思いながら、明日を迎えられ
　ることを誇りに思いました。私には、高校生の頃から変わ
らない、ひとつの夢があります。18歳の私のように、
　若い仲間たちが絶望しなくてもいいような社会を作ること
です。誰かを好きになったときに、こんな気持ちはお
　かしいと自分を否定しなくてもいいような社会を作ること
です。若い仲間たちの誰もが、体の性別に合わせた制
　服を着ることができないという理由で、学校をやめなくて
もいいような社会を作ることです。あんな、絶望感を、
　もう誰にも感じさせたくないのです。それは、そんなに難
しいことではないはずです。今日、この場で、セクシュ
　アルマイノリティのことが話し合われることで、福岡が、
日本が変わるのだと信じています。
というようなメッセージをいただきました。
　多様な性については、この間、表立って語られることは少
なかったように感じます。そのことがさらに偏見や差別につ
ながったとも言えます。性同一性障がい者を初め、性的マイ
ノリティーと言われる方々の人権問題に対して、福岡市はど
のように取り組まれるのか、市長の御所見をお伺いして、私
の質問を終わります。



宝塚大学看護学部の日高庸晴教授が2011年から13年に教員約
6,000人を対象に実施した調査では、６割を超える人たちが同
性愛や性同一性障がいについて教える必要があると感じなが
らも、授業で取り上げたことがあるのはわずか14％でした。
教員自身がＬＧＢＴについて正確な知識がないばかりでな
く、授業でどうＬＧＢＴに関して取り扱えばいいのかわから
ないということがうかがえたと報告されています。正しい知
識と肯定的なメッセージを送れるよう、研修だけにとどまら
ず、教職員に対するマニュアルやガイドブックが必要と思わ
れますが、御所見をお伺いいたします。

酒井龍彦
教育長

教職員に対するマニュアルやガイドブックにつきましては、各
学校、園で活用しております人権教育指導の手引きの改定に
伴い、性同一性障がいについての内容を加えることとしてお
ります。

池田良子

　性同一性障がいを初めとする性的マイノリティーのために
悩みを抱えている子どもたちは、各学校、各園、各所に少な
からず存在し、１クラスに１人から３人いる可能性がありま
す。そのような子どもたちの存在に気づき、悩んでいる子ど
もの支援をするためには教職員が正しい知識を持って寄り添
うことが必要です。早急な対応を要望しておきます。
 　児童生徒に対しても正しい知識の教育が必要となります

酒井龍彦
教育長

性同一性障がいに係る児童生徒に対する特別な配慮につきま
しては、当該の小学校、中学校ともに行っております。小学
校では、着がえを保健室で行う、身体障がい者用トイレの表
示をみんなのトイレにして誰でも使えるようにする、全ての
児童の呼称にさんをつけるなどの対応を行っております。中
学校におきましては、水着の着用に抵抗感がある生徒に水泳
の学習を見学できるなどの配慮を行っております。以上でご
ざいます。

池田良子

児童生徒に対する正しい知識の教育につきましては、人権読
本「ぬくもり」５、６年生用第３版に性同一性障がいに関す
る題材を掲載し、小学校児童への指導、教職員の研修で活用
をしております。また、その活用の仕方につきましては、人
権教育担当者研修や人権意識を高める学習指導についての研
修などで説明をしております。福岡市人権教育・啓発基本計
画実施計画にありますように、性同一性障がいはさまざまな

池田良子

これまでの相談にとどまらず、やっと具体的な対応に一歩踏
み出したということですが、学校における支援の事例として
はどのような内容が示されていますか。

酒井龍彦
教育長

支援の事例につきましては、児童生徒や保護者の意向などを
踏まえた上で、制服や体操服、髪型、トイレの利用などにつ
いて支援の内容が示されております。以上でございます。

池田良子

さきの文科省の調査でわかった606人のうち、およそ６割の子
どもたちに対しては学校が特別な配慮をしていると答え、服
装に関する配慮が43％、保健室を更衣室として使うという配
慮が35％、修学旅行のときに入浴時間をずらすなど宿泊を伴
う行事での配慮が28％でした。子どもたちの様子では、周囲
の理解が十分で受け入れられているケースがある一方で、保
護者に拒絶されたり、自傷行為に及んだりするケースもあり
ました。ＬＧＢＴに対しての偏見や差別、いじめなど課題が
山積しています。学校生活の各場面での支援や相談体制の充
実など個別の状況に合わせた対応が早急に求められます。
 　文科省の事例でも、具体的には服装や髪型など、自認する
性別を認めていますが、懸念されるのは周りの児童生徒の反
応です。相談体制など個別の支援を行っても、教職員や周り
の子どもたちの理解がなければ進みません。まず、教職員に
対するＬＧＢＴに関する研修はどのように行われているの
か、お尋ねいたします。

酒井龍彦
教育長

教職員に対する研修につきましては、人権教育担当者研修を
初めとする各種研修会において、研修内容の一つにＬＧＢＴ
に関する内容を加えております。また、各学校には平成26年
度の文部科学省調査の結果などを通知し、児童生徒への支援
のための校内研修を実施するよう指導しております。教育セ
ンターでは、平成26年度には養護教諭を対象に、性的マイノ
リティーの子どもたちに対する保健室でのサポートの仕方な
どについての研修講座を実施しております。以上でございま
す。

池田良子

こども総合相談センターでは、子どもに関するさまざまな相
談を受けています。性同一性障がいや同性愛など性的マイノ
リティーに関する18歳未満の相談件数とその内容、学校、保
護者、本人など相談者の内訳について、2010年度からの状況

をお尋ねいたします。

池田良子 石橋正信
こども未来局長

平成22年度から26年度までの５年間で毎年10人程度の相談を
受けております。相談者は本人が一番多く、次に保護者、そ
の他となっております。また、相談内容といたしましては、
子ども自身からは性の不一致に対する悩みが多く、保護者か
らは子どもが性同一性障がいではないか、病院を紹介してほ
しいなどというものでございます。

やはり丁寧な調査をすると、実数も若干上がってくるかとい
うふうに思われます。
 　本年４月30日、文科省は同性愛や性同一性障がいなど幅広
い性的少数者の児童生徒に配慮を求める通知を出しました。
その概要はどういう内容ですか、お尋ねいたします。

酒井龍彦
教育長

平成27年４月に文部科学省が発出した通知の概要でございま
すが、性同一性障がいに係る児童生徒について、学校生活を
送る上で特有の支援が必要な場合があることから、個別の事
案に応じ児童生徒の心情などに配慮した対応を求めたもので
ございます。以上でございます。

池田良子

文科省によると、2013年の調査で性同一性障がいの児童生徒
は全国に少なくとも606人いることがわかりましたが、この調
査は、性同一性障がいなど自己認識を有している場合であっ
て、また教職員に開示している、つまり学校に相談を寄せた
子どもであるとしていることから実態把握にはなっていない
と考えますが、いかがでしょうか。市教委として実態把握を
するための努力が必要と考えますが、いかがでしょうか。

酒井龍彦
教育長

文部科学省は、平成25年度に行った調査については、学校が
把握している事例を任意で回答するものであり、この件数は
必ずしも実数を反映しているものとは言えないとしておりま
す。教育委員会も同様に考えており、これまでに実施してま
いりました性に関する指導についての調査に、平成26年度以
降は性同一性障がいに関する調査項目を追加して実態把握に
努めております。

池田良子

2014年度の調査の実態について御報告をください。 酒井龍彦
教育長

平成26年度の調査につきましては、性同一性障がいなど多様
な性について対応した学校について調査しておりますが、そ
の状況でございますが、多様な性について対応した学校は、
小学校５校、中学校３校、高等学校１校でございます。以上
でございます。

池田良子

2013年度に文科省は、学校における性同一性障がいに係る対
応に関する状況調査を行いましたが、福岡市においての実態
はどうなっているのか、お尋ねいたします。

池田良子 酒井龍彦
教育長

性同一性障がいに係る対応に関する状況調査につきまして
は、全ての市立の小学校、中学校、高等学校、特別支援学校
を対象に調査を行ったところ、学校に相談があった件数は小
学校１件、中学校１件でございました。

小中学校それぞれが１人ということですけれども、特別な配
慮をしている学校はあったのか、あったのならどのような対
応をされていたのか、お尋ねいたします。

酒井龍彦
教育長

 　

とはいえ、カミングアウトをしているわけではなく、まだま
だ理解が社会に浸透していないのが実情です。結果とは裏腹
に声に出して言えない、隠して生活しなければならない当事
者は大勢います。
 　私は、2012年９月議会で性同一性障がいや同性愛など性的
マイノリティーの人権教育の推進について質問をし、教職員
が正しい理解と認識を深め、事象に対する指導や実践に当た
ることが求められることや、そのためには研修や指導の実践
例等が必要であることなどを指摘、要望してまいりました
が、その後、文部科学省から新たな調査や通知が出されたこ
とから改めてお尋ねをいたします。
 　2010年４月23日に文科省は、児童生徒が抱える問題に対し
ての教育相談の徹底についての事務務連絡において、性同一
性障がいの児童生徒に対して、児童生徒の心情に十分配慮し
た対応を、との通知を行いましたが、福岡市教育委員会とし
てはどのような対応をされたのか、お伺いをいたします。



今回は、主に学校における現状から、その対応について質
問、要望を述べてまいりましたが、性的マイノリティーの
人々の就職問題は深刻です。ＮＰＯ法人虹色ダイバーシティ
の調査では、職場で差別的な言動を見聞きした当事者は７割
に上り、半数の当事者が就職や転職に困難を感じ、解雇も
あったと報告をしています。また、公営賃貸住宅の応募要件
は、血縁または婚姻関係にある人に限られているなど住居に
関する問題も深刻です。４月に東京都渋谷区で性的マイノリ
ティーへの差別禁止と人権擁護を明記した、男女平等及び多
様性を尊重する社会を推進する条例が成立し、同性パート
ナーシップ証明が大きく報道されました。2013年９月、大阪
市の淀川区役所が自治体としては初めて性的マイノリティー
にも配慮した行政を目指すというＬＧＢＴ支援宣言を発表し
ました。世田谷区、横浜市、宝塚市もＬＧＢＴの支援を表明
しています。福岡市は2010年に人権尊重の視点に立った行政
の推進に関する指針を策定しています。また、市長は常々ユ
ニバーサル都市・福岡の実現を掲げておられます。性同一性

高島宗一郎
市長

池田良子 福岡市では、「みんながやさしい、みんなにやさしいユニ
バーサル都市・福岡」を市政の柱の一つとして掲げて推進し
ているわけでございますが、その実現のためには全ての人の
人権が尊重されなければならないというふうに考えておりま
す。そのために、福岡市人権教育・啓発基本計画に基づきま
して、人権を尊重して、人の多様性を認め合うまちの実現に
向けて取り組みを進めているところでございます。今後と
も、性的マイノリティーを含め、さまざまな人権問題につい
て、現状と課題を十分に認識して、市民一人一人の人権が尊
重される社会の実現に向けて、福岡市人権尊重推進本部を中
心とした全庁体制で推進をしていきたいと思います。以上で
す。

これまでの質問でもおわかりのように、やはり教材、これは
絶対必要だと思っていますけれども、やはり先生たちの意
識、それをやっぱり変えるためにも、これは小学校、中学前
から必要なんですね。ぜひこれは積極的に取り組んでいただ
きたいというふうに思っています。
 　学校において、児童生徒が気安く相談や支援を受けること
ができる環境が必要です。特に身体に対する違和感が強い
ケースや自殺念慮、精神的苦痛が強いケースでは、相談を受
けた教職員が１人で抱え込まないよう、医療機関との連携や
学校の内外に組織的な支援体制をつくることが求められま
す。どのような支援体制を考えておられるのか、御所見をお
伺いいたします。

酒井龍彦
教育長

支援体制につきましては、管理職、学級担任、養護教諭、ス
クールカウンセラーなどで構成する校内の支援委員会を開催
し、支援を行うこととしております。さらに、必要に応じ、
スクールソーシャルワーカーや医療機関関係者などを加えた
ケース会議を開催し、対応を行うこととしております。

池田良子

　性的マイノリティーの人々への理解の推進、差別や偏見の
解消を目指すためには、家庭や市民、企業などに対する取り
組みも重要です。国の第３次男女共同参画基本計画の第８分
野「高齢者、障害者、外国人等が安心して暮らせる環境の整
備」には、「性的指向を理由として困難な状況に置かれてい
る場合や性同一性障害などを有する人々については、人権尊
重の観点からの配慮が必要である」と基本的考え方を示し、
「性同一性障害や性的指向を理由とする差別や偏見の解消を
目指して、啓発活動や相談、調査救済活動に取り組む」と具
体的施策が明記をされています。
 　福岡市においても、2016年度からスタートする第３次男女
共同参画基本計画に新たな基本目標として入れるべきと考え
ますが、御所見をお伺いいたします。

井上るみ
市民局長

第３次男女共同参画基本計画につきましては、男女共同参画
審議会に基本目標を含めて諮問し、現在、御審議していただ
いております。策定に当たりましては、性的マイノリティー
の方々の人権問題を含め、さまざまな課題について審議会に
おいて審議がなされるとともに、議会に御報告の上、市民へ
のパブリックコメントを行うなど広く意見を伺うことといた
しております。

池田良子

教材は絶対に必要だと思っています。「ぬくもり」の高学年
用教材には、ＬＧＢＴに関する教材が掲載されました。しか
し、自分の性について違和感等を感じ始める時期はそれぞれ
違います。岡山大学病院ジェンダークリニックを受診した性
同一性障がい当事者1,167人の多くが、物心がついたころには
違和感を自覚しています。約９割が中学生までに自覚、特に
女性として生まれ、性自認が男性当事者の７割が小学校入学
時、既に違和感を持っていたとのことです。このようなこと
からも明らかなように、低学年、早期からの対応が大切で
す。本年度より新入生の黄色い帽子が男女統一のキャップに
なりましたが、当事者にとっては大きな安心だっただろうと
推測をしているところです。また調査では、第二次性徴を迎
え、身体が望まない性の特徴を表してくることによる焦燥感
や制服の問題、恋愛の問題などが起こる思春期は自殺念慮を
持つ年齢のピークと報告されています。さらに、多くの当事
者が周囲には絶対知られたくないと思っていたことも明らか
になっています。子どものころの性別違和感の悩みに関し
て、絶対に伝えまいと思ったが75％、迷って伝えなかったが
12.5％と、約９割が周囲には伝えられていませんでした。
 　男女で二分したり、異性愛を前提とした学校、社会では、
みずからが否定的情報にさらされることとなり、自分を受け
入れがたく苦悩することとなります。
 　私が当事者の方々からお聞きした耐えがたい思いとして、
制服、男女別名簿、君、さんづけの呼び方などによって身体
の性別で区別して扱われることの苦痛のほかに、女らしさや
男らしさの強調、異性愛者であることを想定した発言や授業
内容がとても苦痛だったと言われています。このことから
も、隠れたカリキュラムと言われている教材のチェックは重
要です。現在、「私たちの道徳」中学校版には、異性を理解
して尊重しての項に、好きな異性がいるのは自然なこととあ
ります。これは同性愛で悩む生徒をますます傷つけることに
なります。
 　教材のチェック、取り扱いの注意が必要と思われますが、
御所見をお伺いいたします。

酒井龍彦
教育長

教材のチェックや取り扱いの注意につきましては、文部科学
省が作成した道徳教育用教材「私たちの道徳」の教員用指導
資料を踏まえ、児童生徒の心情に十分配慮した対応を行って
おります。以上でございます。

池田良子

小中学校の男女平等教育副読本などの改訂も早急に行うべき
だと考えますが、今後の予定についてお尋ねをいたします。

井上るみ
市民局長

男女平等教育副読本につきましては、小学生向け、中学生向
けに毎年発行しております。小学生向け副読本につきまして
は３、４年生を対象にした教材であることから、現在のとこ
ろ改訂の予定はございません。中学生向け副読本につきまし
ては、外部有識者を含めた検討委員会を立ち上げたところで
はございますが、現在、男女共同参画審議会において第３次
男女共同参画基本計画が御審議されているところであり、そ
の審議の状況も踏まえ、教育委員会とも協議しながら改訂に
向けて検討してまいります。以上でございます。

池田良子

　

 　
が、どのように考えておられるのか、御所見をお伺いいたし
ます。

人権課題の一つと捉えており、児童生徒への指導を充実させ
るために、今後、教職員への研修をさらに充実させてまいり
ます。



以上で討論を終結いたします。
 　意見書案第17号を採決いたします。
 　本意見書案は、原案のとおり決することに賛成の議員の挙
手を求めます。
 　　　　　　〔賛成者挙手〕
賛成少数であります。よって、本意見書案は否決されまし
た。

おばた久弥池田良子堀内徹夫

2015/12/22 私は、福岡市民クラブ、社民・市政クラブ福岡市議団、緑と
市民ネットワークの会、日本共産党福岡市議団を代表いたし
まして、ＬＧＢＴなどの性的マイノリティへの理解と社会環
境整備の促進を求める意見書案を提案いたします。
 　以下、案文の朗読をもって提案理由の説明といたします。

 　　　　　　　　　ＬＧＢＴなどの性的マイノリティへの理
解と社会環境整備の促進を求める意見書

 　一人一人の人間の性自認や性的指向は、実に多種多様であ
り、社会の中には、異性愛者のほかにも、いわゆるＬＧＢＴ
と呼ばれる人々などの性的マイノリティもいます。民間企業
の調査によると、これらの人々は、日本の人口の約7.6％を占
めるとも言われており、性的マイノリティに対する差別を解
消し、その人権を保障することは、喫緊の課題です。
 　欧米などでは、パートナーシップ制度に関する法整備な
ど、性的マイノリティの人権を守り、社会的地位を向上させ
るための取組が進められています。
 　日本でも、平成16年７月に、「性同一性障害者の性別の取
扱いの特例に関する法律」が施行され、今年の４月には、文
部科学省から「性同一性障害に係る児童生徒に対するきめ細
かな対応の実施等について」の通知が、各都道府県・指定都
市の教育委員会等へ出されました。また、東京都渋谷区でい
わゆる「パートナーシップ条例」が今年の４月から施行され
るなど、差別の解消に向けて、ようやく国や自治体が第一歩
を踏み出しましたが、いまだ当事者の置かれた状況は厳しい
ものがあります。就労や住宅への入居など、性別や性自認、
性的指向を理由とした日常生活におけるあらゆる差別を無く
し、生き方の多様性を認め合える社会にすることが求められ
ています。
 　よって、福岡市議会は、国会及び政府が、次の事項につい
て早急に検討の上、実施されるよう強く要請します。
 １　性別記載を必要としない公的文書から性別記載欄を削除
するとともに、性同一性障がい者に関する法整備を行
 　うこと。
 ２　公営住宅、民間賃貸住宅への入居や継続、パートナーが
入院し手術を行う場合の面接権や同意権の問題など、
 　同性のカップルが共に生活する際に被る不利益を解消する
ための手立てを講ずること。
 ３　欧米などに倣って、パートナーシップ制度に関する法整
備を行うこと。
 ４　学校教育において、性的マイノリティへの理解を深め、
性の多様性を尊重し、全ての人間が、自分らしく生き
　られる社会の在り方について認識を深められる教育を重視
すること。
 ５　社会教育などに、性的マイノリティに関する教育を位置
付け、理解の促進を図ること。
 　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出しま
す。
 
平成　年　月　日

倉元達朗

私は、日本共産党市議団を代表して、ただいま議題となって
います意見書案第17号、ＬＧＢＴなどの性的マイノリティへ
の理解と社会環境整備の促進を求める意見書案に賛成し、討
論を行います。
 　日本国憲法第13条は、「すべて国民は、個人として尊重さ
れる」と明記し、「生命、自由及び幸福追求に対する国民の
権利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他の
国政の上で、最大の尊重を必要とする」と定めています。こ
れはどんな人でも人間らしく、安心して、幸福に暮らす権利
があることを宣言したものです。
 　一人一人の人間の性的指向や心の性は実に多種多様です。
社会の中には異性愛者のほかにも、ＬＧＢＴと呼ばれる人た
ちもいます。Ｌはレズビアン、女性同性愛者。Ｇはゲイ、男
性同性愛者。Ｂはバイセクシュアル、両性愛者。Ｔはトラン
スジェンダー、いわゆる性同一性障がいなど心と体の性が一
致しなかったり、違和を持ったりする人です。これらの人々
は、性的マイノリティと総称されます。性的マイノリティの
占める割合は、日本の人口の約7.6％、950万人とも言われて
います。
 　一方、日本を初めとして、社会の中にはいまだに性的マイ
ノリティへの誤解や偏見が根強く存在します。そのもとで、
自分の自然な性的指向や心の性を否定的に捉え、強い疎外感
や社会不信、自己否定の気持ちに駆られる人もいます。こう
した人たちも同じ一人の人間として、堂々と自分らしさを主
張でき、個性豊かに暮らせる社会をつくることが求められて
います。
 　欧米などでは性的マイノリティを保護し、その人々の性的
人権を守り、社会的地位を向上させるための施策の整備が進
んでいます。例えば、同性同士の共同生活を事実上、夫婦同
様のものとして公認し、権利を保障する登録パートナーシッ
プ法などを制定している国は、ドイツ、フィンランド、イギ
リス、フランスなど世界各国に広がっています。我が国にお
いても、ことし11月から、同性カップルを公認する制度が東
京都渋谷区、世田谷区で始まり、同性カップルにパートナー
シップ証明書を発行するなどができるようになり、また、文

 　

 　

 　

 　

 　

 　

 　

 　

 　

私は、社民・市政クラブ福岡市議団を代表して、本議会に提
案されました意見書案第17号、ＬＧＢＴなどの性的マイノリ
ティへの理解と社会環境整備の促進を求める意見書に賛成
し、討論を行います。
 　恋愛の対象を示すレズビアン、ゲイ、バイセクシャルと、
心の性と体の性が一致しないトランスジェンダーなど、性的
マイノリティの人たち、いわゆるＬＧＢＴ層に該当する人
は、電通総研が本年４月に行った調査で7.6％になっていま
す。しかし、割合はふえたとはいえ、カミングアウトをして
いるわけではなく、まだまだ理解が社会に浸透していないの
が実情です。結果とは裏腹に声に出して言えない、隠して生
活しなければならない当事者は大勢います。しかし、そのよ
うな中で、昨年、ことしと、この福岡市内で２年連続で11月
に行われたレインボーパレードでは、当事者やアライと呼ば
れる支援者などが思い思いの格好、そして、キャッチフレー
ズで自分らしさをアピールしました。その姿は本当に明るい
展望を見る思いでした。
 　国における人権教育・啓発に関する基本計画では、性的少
数者の人権について、同性愛者への差別といった性的指向に
係る問題として、人権教育・啓発の取り組みが必要であると
しています。さらに、性同一性障害者の性別の取扱いの特例
に関する法律が2004年施行、2008年改正となり、未成年の子
どもがいないなど５要件が必須ではありますが、戸籍の性別
が変更可能になるなど性的少数者に配慮した施策は近年進み
つつあります。
 　さらに、本年４月、文部科学省から、性同一性障害に係る
児童生徒に対するきめ細かな対応の実施等についての通知が
出され、教育現場でもこれまでの相談にとどまらず、やっと
具体的な対応に一歩踏み出しました。
 　さらに、４月に東京都渋谷区で性的マイノリティへの差別
禁止と人権擁護を明記した、男女平等及び多様性を尊重する
社会を推進する条例、いわゆるパートナーシップ条例が成
立、世田谷区でも同性カップルをパートナーと認める、パー
トナーシップ証明書をそれぞれ11月５日より発行、そして、
兵庫県宝塚市も来年６月から市内に住む同性カップルを公的

 　

 　

 　

 　

 　

障がい者や同性愛者を初め、性的マイノリティーの方々の人
権問題に対しては多様性を尊重した社会の推進が求められま
す。福岡市はどのように取り組まれるのか、市長の御所見を
お伺いし、私の質問を終わります。



市民行政については、区役所機能の強化とシステム刷新につ
いて、市民ニーズに的確に対応できる区役所機能の検討体制
を整備するとともに、行政手続の簡素化等を進め、市民の利
便性向上に努めるべきとの意見。南区のまちづくりについ
て、幹線道路の整備を初めとした交通体系の見直しや拠点施
設整備などについて検討すべきとの意見。歩行喫煙につい

大石修二2016/3/25

　次に、人権教育の推進についてです。
 　小中学校における差別発言は、部落差別を初め、障がい
者、性的マイノリティと在日の子どもたちへ向けられていま
す。学校における人権、同和教育、性的マイノリティの子ど
もに対する理解と支援のための教職員研修と、児童生徒への
人権教育を充実強化すべきと考えます。さらに、ＬＧＢＴへ
の児童生徒に対しては、中学校の標準服の見直しなど学校で
の特別な対応も望まれるところです。どのように取り組まれ
るのか、御所見を伺います。

酒井龍彦
教育長

　次に、人権教育の推進につきましては、さまざまな人権課
題の当事者による講話を通して、教職員の人権感覚を高める
研修や、性的マイノリティの児童生徒について理解をし、そ
の支援方法を学ぶ研修を実施するとともに、児童生徒に対し
ては、一人一人の違いを認め合う人権教育に取り組んでおり
ます。性的マイノリティの児童生徒に対しては、中学校の標
準学生服などについて、個々の児童生徒の状況を十分に踏ま
えて、柔軟に対応することとしております。今後とも、人権
教育の充実を図るとともに、児童生徒の心情や保護者の意向
に十分配慮した対応を行ってまいります。

池田良子2016/3/4

第４は、性的マイノリティーへの差別解消についてです。
 　現在、ＬＧＢＴなど性的マイノリティーの人たちへの誤解
や偏見が根強く存在していますが、性の多様性を尊重する社
会を実現するために差別解消に取り組むとともに、渋谷区な
どに倣い、パートナーシップ条例を本市においても制定すべ
きではありませんか、お尋ねいたします。

星野美恵子 高島宗一郎
市長

次に、性的マイノリティーの人権問題を含め、さまざまな人
権問題につきましては、人権教育・啓発基本計画に基づき、
人権を尊重し、人の多様性を認め合う社会の実現に向け、人
権尊重推進本部を中心とした全庁体制で取り組んでまいりま
す。なお、同性パートナーシップ制度につきましては、その
必要性を含め、国において統一的に対応されるべきものと考
えております。

2016/3/3 障がい者に配慮する対応を義務づける障害者差別解消法が平
成28年４月から施行されることを踏まえ、平成25年度から本
市城南区役所にサービス向上の委員会が設置されました。そ
の取り組みの中で、介助の知識と技術を総合的に身につけら
れるサービス介助士の資格を取得し、平成26年７月に区役所
の全17課に資格を持つ職員を全国で初めて配置されました。
その後、福岡市全区役所に広がったとお聞きしており、先進
的な取り組みとして大変評価しております。他の政令市にお
いても、障がいを理由に差別的な扱いを受けた場合に、その
状況を受けとめる相談窓口の設置や紛争解決の体制づくり、
また、差別を禁止する条例を制定するなど、数々の取り組み
が進められています。障がいのあるなしにかかわらず、自分
らしく暮らせるまちをどのようにつくっていかれるのか、性
的マイノリティーへの理解や支援などが広がる差別のないま
ちをどのように築いていくのか、条例制定を含め、所見をお
伺いいたします。

黒子秀勇樹 高島宗一郎
市長

また、性的マイノリティの人権問題を含め、さまざまな人権
問題につきましては、人権教育・啓発基本計画に基づき、人
権を尊重し、人の多様性を認め合う社会の実現に向け、人権
尊重推進本部を中心とした全庁体制で取り組んでまいりま
す。

 　
 　

 　　　　　　 　

 　

 　

 　

京区では、2013年から性的指向や心の性による差別禁止を明
記した条例を施行しています。
 　今日、これまで努力されてきた性的マイノリティの人々の
人権保障に向けた国際的な流れは、国際世論を動かしてきま
した。それが国連人権理事会の決議として、性的マイノリ
ティへの暴力行為や差別に対して人権擁護の取り組みを求
め、長期にわたる各国の関係者の努力で国連決議という形に
結実しました。その決議には日本政府も賛成してきました。
 　課題は、日本も含めた具体的な取り組みです。根深い偏見
の存在、ＬＧＢＴの人々への差別や人権侵害を克服するため
に、草の根での活動も大きくなってきています。
 　本市においても、性的マイノリティへの理解を深めること
を目的としたパレードや集会が開かれ、ＬＧＢＴ当事者と支
援者、家族や友人、さまざまな国籍の人たちが、誰もが自分
らしく生きられるように、ＬＧＢＴに平等な権利をといった
メッセージボードを持って天神のまちを歩きました。
 　また、学校現場でも、南区高宮中学校では、ＬＧＢＴを授
業でも取り扱う中、生徒一人一人の思いを自由に書いた一言
カードに、人はそれぞれだよとか、あなたの思い応援するよ
と書いて廊下に張り出し、生徒の理解を深める取り組みを
行っています。
 　性的マイノリティ当事者や支援者によって発足したＬＧＢ
Ｔ法連合会は、ＬＧＢＴが直面する困難の解消や差別の禁止
を定めた法律、ＬＧＢＴ差別禁止法案を発表しています。こ
の法案は、教育、雇用、医療、公共サービスなど、さまざま
な場面で性的指向及び心の性を理由とする差別の解消に向け
て、国や行政機関による施策の策定と事業者の取り組みなど
を義務づけています。さらに、差別を受けた人への支援体制
の整備を求めています。そして、超党派の国会議員でこの３
月に発足したＬＧＢＴ議員連盟に法の制定を働きかけていま
す。
 　性的マイノリティ当事者たちが、自分を肯定的に受けとめ
られず苦しんできた声に、私たちは耳を傾けなければなりま
せん。性別や性自認、性的指向を理由とした、就労や住宅入
居などあらゆる差別をなくし、生き方の多様性を認め合える
社会が求められています。
 　未成年の子どもがいることで性別を変更できない現状もあ
ります。また、性同一性障がいの適合手術には数百万円がか
かるなど、当事者の負担は深刻です。保険適用に性同一性障
がいを加え、手術などのできるクリニックの拡充が求められ
ています。
 　学校現場では、当事者の子どもたちが孤立感や自己否定な
どに苦しみ、７割がいじめ被害に遭い、３割が自殺を考えた
という実態調査もあります。性的マイノリティに対する正し
い知識が、まだ教育関係者に不足している問題点も指摘され
ています。教師を含めた大人の理解と取り組みが重要です。
 　性的マイノリティの人権が保障される社会は、これまでこ
うしたくびきに縛られてきた人々にとって生きやすい社会の
はずです。日本共産党は課題として掲げた事項を一つ一つ前
に進める決意を申し上げまして、私の賛成討論を終わりま
す。御清聴ありがとうございました。

 　

 　

 　

 　

にパートナーと認める制度を始めると発表するなど、自治体
も動き出しました。
 　しかし、社会生活の中では、多様な性であるがゆえに悩
み、偏見や差別の中でいじめや不登校、引きこもり、中には
自死に追い込まれた子どもや若者も少なくありません。
 　性的マイノリティの人々への理解の推進、差別や偏見の解
消を目指すには、家庭や市民、企業などに対する取り組みも
重要です。国の第３次男女共同参画基本計画の第８分野「高
齢者、障害者、外国人等が安心して暮らせる環境の整備」に
は、「性的指向を理由として困難な状況に置かれている場合
や性同一性障害などを有する人々については、人権尊重の観
点からの配慮が必要である」と基本的考え方を示し、「性同
一性障害や性的指向を理由とする差別や偏見の解消を目指し
て、啓発活動や相談、調査救済活動に取り組む」と具体的施
策が明記されています。
 　また、2012年８月28日閣議決定された自殺総合対策大綱に
は、社会的少数者の直面する問題として、性同一性障がいや
性別違和感を抱える人、性的指向を理由に社会的偏見にさら
される人では、鬱や神経症等の精神科合併症の率が高く、自
殺念慮を抱えることも多いことから、学校での性的マイノリ
ティの子どもへの支援、在校生全体の多様な性への理解を深
めるための教育、それぞれの家庭での理解を促進するため
に、保護者への性同一性障がいや性的指向に関する情報提
供。また、自殺念慮の発生時期の第２のピークは、就業、結
婚等の問題で困難を感じる社会へ出る前後のため、企業や地
域社会において、正しい知識を啓発し偏見や誤解を解消する
ためのジェンダーやセクシュアリティの視点に立った人権研
修等の取り組みの実施。公的な相談機関において適切に対応
できる体制の整備。同時に公的サービスに従事する職員への
研修の実施など学校教育や公務員への研修の必要性について
明記しています。
 　性的少数者に対する人権意識をめぐっては、自治体議員や
県職員の差別発言が相次いで発覚するなど、啓発のおくれが
指摘されています。ＬＧＢＴなど多様な性の方々が自分らし
く生きていくためには、性的少数者などへの差別禁止法な
ど、さらなる法整備や多様性を尊重した社会の推進が求めら
れていることから、本意見書案に賛成するものです。
 　以上で社民・市政クラブ福岡市議団の賛成討論を終わりま
す。
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尾花康広

星子昭夫
教育長

みずからの性別に違和感があるなど、性的マイノリティの悩
みを抱える生徒への対策につきましては、学校と生徒、保護
者が個別に話し合いを行い、制服のかわりに学校指定の
ジャージを許可するなど、一人一人の状況に応じて各学校で
対応いたしております。以上です。

あくまでＬＧＢＴＱであることをカミングアウト、宣言する
ことが前提の上で個別に対策が講じられております。国際的
な人権ＮＧＯ、ヒューマン・ライツ・ウォッチの報告書によ
れば、学校においてＬＧＢＴＱであることをカミングアウト
することによって、いじめ、嫌がらせ、差別などを、生徒の
みならず、適切な対応とその予防をする立場の教師からも受
けている現状が報告されております。福岡のＬＧＢＴＱの支
援団体であるレインボースープが実施した九州・沖縄在住の
ＬＧＢＴＱ当事者を対象にした学生生活アンケート調査で
は、学校生活に望むサポートとして、制服の選択の自由が挙
げられております。今回の質問で、20政令市を調査したとこ
ろ、既に札幌市、京都市、神戸市、北九州市において、制服
の運動機能性やＬＧＢＴＱの生徒への配慮などから、ブレ

 　

星子昭夫
教育長

現在は学校への相談なしには制服の選択等の対応を行うこと
は難しい状況でございます。学校生活を行う上で、学校と生
徒、保護者が個別に話し合いを行い、制服の選択、トイレや
更衣場所、宿泊行事での入浴や就寝等において、今後も生徒
の心情や保護者の意向に十分配慮し、対応をいたしてまいり
ます。

中山郁美2017/3/7

制服を考える上で、ＬＧＢＴＱ、性的マイノリティの生徒へ
の配慮も大事な視点だと思いましたので、関係者の方々から
生の声を伺ってまいりました。本人、当事者の声として、性
別を押しつけられる制服を着るのが苦しく、その苦しさをな
かなか理解してもらえず、思い詰めてリストカットをして先
生に抗議したが、リストカットしたことそのものを叱られ、
制服を着ることの苦しさは最後まで理解してもらえなかっ
た。保護者の方の声として、まず、制服を着なくて済む中学
校探しから始まり、えがお館への相談、必要に応じた精神科
の受診、診断書の入手、全国で行われるＬＧＢＴＱに関する
セミナー、シンポジウムへの参加など、何とかして子どもが
不登校にならないように動きに動いたと。あるセミナー、シ
ンポジウムの中で、ＬＧＢＴＱの生徒を初めて受け入れる中
学校の先生が真剣に質問されていたが、その事例は偶然にも
うちの子どものことで、その先生がうちの子どもの担任にな
る先生であることがわかったなどなど。本人、保護者、教師
など、関係者の方々が制服のゆえに時間と労力を費やされ、
心身ともに大変な御苦労をされている話を伺ってまいりまし
た。ＬＧＢＴＱの生徒は割合からして１教室に１人か２人は
在籍していると言われております。
 　みずからの性別に違和感のある生徒にとって、制服は心理
的な圧迫感を感じさせ、不登校そのものの原因になっている
ことも多いようですが、何か対策を講じておられるのか、お
伺いいたします。

尾花康広

高島宗一郎
市長

まず、性的マイノリティへの支援も含めたあらゆる人権問題
への取り組みについては、人権教育・啓発基本計画に基づき
市民啓発に努めるなど、人権を尊重し、人の多様性を認め合
う社会の実現に向け、人権尊重推進本部を中心に全庁体制で
推進してまいります。

星子昭夫
教育長

最後に、多様な性に関する学習につきましては、学校の教育
活動全体を通して行う道徳教育により、児童生徒が生命を大
切にする心や他人を思いやる心、善悪の判断などの規範意識
を身につけ、性の多様性を尊重することができるように指導
しております。また、人権読本「ぬくもり」に性的マイノリ
ティへの理解を進めるための題材を掲載し、これを活用して
児童生徒への啓発を行っております。

第３は、人権にかかわる問題についてです。
 　性的マイノリティへの偏見や差別は今なお根強く、性の多
様性を尊重する社会実現のため、ＬＧＢＴの専門部署をつく
り、相談窓口の設置、職員研修の充実、啓発活動の拡充、ま
た学校現場で性の多様性を尊重する教育を行うべきだと思い
ますが、答弁を求めます。

それらに対応するための教材づくりに取り組むとともに、同
性愛や性同一性障がいなど性的少数者の児童生徒に対する配
慮が重要です。新たな人権課題に対応した教育環境の整備に
ついてお答えください。

星子昭夫
教育長

次に、多様な性に対応した教材につきましては、人権読本
「ぬくもり」に性的マイノリティへの理解を進めるための題
材を掲載し、児童生徒への啓発を行っております。

阿部正剛

2017/3/6 　あらゆる人権問題への取り組みについて、人事院は本年１
月から規則の運用を改め、性的指向や性自認に関する偏見に
基づく言動もセクハラになり得ると明記しました。社会全体
にＬＧＢＴなどの性的マイノリティに関する正しい理解を広
げ、性的マイノリティへの支援を進めることは待ったなしの
状況であると考えますが、御所見をお伺いいたします。

楠正信 高島宗一郎
市長

次に、性的マイノリティへの支援も含めた、あらゆる人権問
題への取り組みにつきましては、人権教育・啓発基本計画に
基づき、市民啓発に努めるなど、人権を尊重し、人の多様性
を認め合う社会の実現に向け、人権尊重推進本部を中心に全
庁体制で推進してまいります。

て、市民の安全、安心を確保するとともに、良好な環境を維
持するよう、喫煙マナーを初めとするさらなるモラル・マ
ナーの向上に取り組むべきとの意見。国際スポーツ大会につ
いて、招致、開催による市民スポーツの振興や地域経済活性
化などの果実を市民に還元することで、市民の生活の向上に
つなげていくべきとの意見。ＬＧＢＴ、性的マイノリティー
への支援について、基本計画に性的指向が明記された東京オ
リンピック・パラリンピックの開催を機に、当事者を迎えて
の職員研修会等を積極的に開催するなど、理解者をふやすよ
う取り組むべきとの意見。同性カップルを市営住宅入居資格
の対象にするなど、公的にパートナーと認める制度を検討す
べき、また、当事者やその家族、市民から意見を聞いた上で
具体的な施策を進めるとともに、ＬＧＢＴ支援宣言を行うべ
きとの意見。
　次に、人権・同和行政の推進についてです。
 　本市では大量の差別落書きやインターネットを利用した悪
質な差別書き込み、同和地区についての問い合わせなど、い
まだに同和問題に関する誤った認識が根強く残っています。
また、障がい者差別や性的マイノリティーへの差別、女性、
子ども、高齢者への虐待等に加え、在日朝鮮、韓国、中国の
人に対するヘイトスピーチなど多くの差別行為や人権侵害が
起きています。そのような中、障がい者団体の強い要望もあ
り、障がい者差別禁止条例の制定についての方向性が示され
ました。ヘイトスピーチ禁止条例や子どもの権利条例、手話
言語条例、同性パートナーシップ制度等も早急に制定すべき
と考えます。さらに、2013年実施の市民意識調査の結果を踏
まえ、福岡市人権教育・啓発基本計画に示す特定職業従事者
としての教職員や市職員の人権教育にかかわる認識を深める
研修の充実や効果的な啓発、広報等、積極的な取り組みを求
めます。また、人権侵害救済制度の早期確立に向け、引き続
き国に働きかけを行うよう要望いたします。

落合俊則



2017/9/14 松野隆 次に、同性同士の婚姻や家族のことについてですが、日本国
内において、同性婚について国内の裁判所は判断を下してお
りませんが、欧米各国では、シビルパートナーシップ、シビ
ルユニオンとして同性カップルを法的に認証した関係として、
先進国を中心に法整備が進んでおります。
 　日本国内では、2015年に東京都渋谷区を初め、最新では札
幌市で同性のパートナーシップの条例化、制度が始まりまし
たが、この国内のパートナーシップ制度の概要や各自治体の
特徴についてお示しください。

下川洋二
市民局長

現在、パートナーシップ制度を導入している自治体につきま
しては、６団体となっており、政令市では札幌市、そのほか
の自治体では、東京都渋谷区、世田谷区、三重県伊賀市、兵
庫県宝塚市、沖縄県那覇市において制度が導入されておりま
す。
 　その制度の概要等についてでございますが、渋谷区につき
ましては同性パートナーにパートナーシップ証明書を発行す
ることや、区民や事業者に対する当該証明書の配慮義務など
を条例で規定しております。そのほかの自治体につきまして
は、性的マイノリティの当事者のパートナー関係を公に認め
る制度を要綱で定め、当事者から提出されたパートナーシッ
プ宣誓書に基づき受領証などの発行を行うものでございま
す。以上でございます。

松野隆 ただいま概要や特徴について答弁をいただきましたが、国内
のパートナーシップ制度について、申請を希望する当事者が
どの程度いるのか、さらに政令市である札幌市や東京都渋谷
区、世田谷区のパートナーシップ制度への申請件数について
もお示しください。

下川洋二
市民局長

申請を希望する当事者につきましては、先ほど申し上げまし
た世田谷区の実態調査によりますと、世田谷区のパートナー
シップ制度において宣誓したいと考える当事者は約50％と
なっております。また、申請件数につきましては、制度導入
から平成29年８月末時点で札幌市は30組、東京都渋谷区は21
組、世田谷区は54組となっております。以上でございます。

今答弁いただきましたように、自治体によって実際の申請件
数の多寡はありますが、自治体が当事者のパートナー関係を
公的に証明するという制度の意義は大きいと思います。
 　パートナーシップ制度について、本市はどのように認識し
ているのか、御所見を求めます。

2018/3/5 松野隆 　社会全体にＬＧＢＴなどの性的マイノリティに関する正し
い理解を広げることは重要です。昨年９月議会一般質問にお
いて公明党福岡市議団は、九州の各自治体をリードするよう
なユニバーサル都市・福岡の実現に向け、パートナーシップ
制度を含めた諸施策を推進するよう強く指摘しました。
 　これに対し、高島市長は、パートナーシップ制度も含めた
性的マイノリティへの支援の充実について踏み込んで検討して
まいりますと宣言されました。新年度の具体的な取り組みに

高島宗一郎
市長

まず、性的マイノリティへの支援につきましては、当事者団
体からの要望内容などを踏まえ、平成30年度からパートナー
シップ宣誓制度の導入を初め、専門相談電話の開設や交流事
業の実施、市民や企業の理解を促進する啓発事業に取り組む
など、支援の充実を図ってまいります。

下川洋二
市民局長

　パートナーシップ制度につきましては、性的マイノリティ
の当事者のパートナー関係を公に認めることにより、当事者
の思いを受けとめ、社会的な理解を促進するものであり、性
的マイノリティの当事者が抱える生きづらさの解消に向けた
有効な方策の一つとして認識しており、検討すべき課題であ
ると考えております。以上でございます。

松野隆

松野隆 諸外国ではその多様性を認め合う社会が広がっております。
日本には日本のよさがあるという意見も多くあることは承知
しておりますが、人には理解できない差別や偏見に苦しむ多
くの当事者が現実に存在し、子どもたちの中にも思春期にそ
の後の人生を左右するような塗炭の苦しみを味わうことのな
いよう、もっと啓発を進めるべきではないでしょうか。
 　そのために、今後、本市と当事者団体の間で定期的に意見
交換の場を持ち、課題解消に向け努力すべきと考えますが、
御所見を求めます。

下川洋二
市民局長

性的マイノリティを含めまして人権問題を解決するに当たっ
ては、当事者の意見を聞くことが重要であると考えており、
平成26年度から開催しております性的マイノリティに関する
庁内関係課連絡会議におきまして、当事者をお呼びし、意見
交換を行っております。
 　今後も、さまざまな機会を捉えて当事者の皆さんと意見交
換を行い、性的マイノリティの課題解決につなげてまいりた
いと考えております。以上でございます。

松野隆 一人一人が持つ物差しを認め合い、共生社会を目指すことこ
そダイバーシティではないでしょうか。
 　2019ラグビーワールドカップ、2020東京オリンピック・パ
ラリンピック大会、2021世界水泳福岡など、今後、国内で開
催されるスポーツの国際イベントに合わせて、訪日外国人が
急増し、福岡市にも大勢外国人観光客が来訪します。この機
を絶好のチャンスと捉え、国際都市福岡、九州の各自治体を
リードするようなユニバーサル都市・福岡の実現に向け、
パートナーシップ制度を含めた諸施策を推進されますよう、
高島市長の決意をお伺いし、私の質問を終わります。

高島宗一郎
市長

　福岡市では、誰もが思いやりを持ち、全ての人に優しいま
ち、ユニバーサル都市・福岡の実現を目指して、市政の柱の
一つとして取り組みを推進しております。
 　松野議員御指摘のとおり、平成31年のラグビーワールド
カップ、平成32年の東京オリンピック・パラリンピック、平
成33年世界水泳選手権と、３年連続で開催されます大規模な
国際スポーツ大会など国内外から多くの方を福岡市にお迎え
する機会に、多様性を認め合う社会の実現に向けて、積極的
に取り組んでいる福岡市の姿勢を示していくことは大変重要
であるというふうに考えています。
 　性的マイノリティの人権問題につきましては、これまでも
市民や企業の理解を深めるための市民啓発や企業研修など、
人権教育・啓発の実施計画で課題と位置づけて取り組んでき
たところでありますが、多様性を認め合う共生社会のさらな
る実現に向けて、パートナーシップ制度も含めた性的マイノ
リティへの支援の充実について、踏み込んで検討してまいり
ます。以上です。

中学校の制服のあり方について、まだまだ論じたい点はござ
いますが、一億総活躍社会の実現に向け、女性の活躍推進が
声高に叫ばれる中、その前提となる男女共同参画社会の実現
への意識づけ、従来の固定的な性別による役割分担にとらわ
れず、男女が平等に、みずからの能力を生かして自由に行
動、生活できること、いわゆるジェンダーフリーの視点を考
えるとき、制服に殊さらに性別の差を設ける必要性があるの
でしょうか。制服を標準服と言うならば、着脱しやすく体温
調整が容易なもの、自転車による学校や塾への通学や災害、
緊急時を考えた運動機能性、経済的な配慮からリーズナブル
な価格で市販購入できるもの、ＬＧＢＴＱの生徒への配慮な
ど、こうした時代の変化を見据え、再度、中学校の制服につ
いてみんなで検討する段階に来ているのではないでしょう
か。
 　校長会にお任せしているからよいという従来の立場から一
歩踏み出し、教育委員会として、幅広い意見の集約、尊重な
ど、責任を持って対応していただきたいと思いますが、御所

星子昭夫
教育長

中学校の制服は、中学生らしい簡素な身なりができる服装と
して、また、機能性や耐久性、保護者の負担軽減などのさま
ざまな観点にも配慮し、全中学校の校長が申し合わせを行
い、標準服を定め、各学校がこれを採用しております。今後
は教育委員会といたしましても、各学校が制服の見直しを検
討する際には、標準服の意義を十分考慮するとともに、学校
の特色や独自性、生徒や保護者、地域の意見を十分に尊重
し、女子の制服のあり方など、性的マイノリティの課題への
対応を含め、柔軟に幅広く検討するよう各学校に指導してま
いります。以上です。

尾花康広

また、根本的には、カミングアウトしても、いじめや嫌がら
せ、差別を決して受けることがないように、ＬＧＢＴＱに関
する人権教育を徹底して生徒や教師を対象に実施していただ
きたいと思いますが、御所見をお伺いいたします。

星子昭夫
教育長

　性的マイノリティに関する人権教育につきましては、児童
生徒に対して他者の個性を認める人権教育に取り組むととも
に、人権教育の充実を図り、児童生徒の心情や保護者の意向
に十分配慮した対応を行ってまいります。性的マイノリティ
は人権課題の一つと捉えており、児童生徒への指導を充実さ
せるとともに、教職員への研修をさらに推進してまいりま
す。以上です。

尾花康広

ザー方式に改め、女子の制服の下をスカートとズボンの選択
制にしている学校がふえてきていることがわかりました。
 　当面の対策として、福岡市においても制服をブレザー方式
に改め、女子の制服の下をスカートとズボンの選択制にする
など、カミングアウトしないで済む対策を講じる必要がある
と思いますが、御所見をお伺いいたします。



次年度から新たに始まるパートナーシップ宣誓制度につい
て、同性、異性を問わず、そのパートナー関係を尊重する宣
誓書受領証交付を初め、専門相談電話の設置や交流事業な
ど、性的マイノリティの方々に対してさまざまな支援を実施
されるとのことです。同制度の周知を初め、運用に当たって
は当事者に対する十分な説明を行われるよう要望いたしま

田中しんすけ2018/3/28

赤岩弘智
財政局長

2018/3/8 平成30年度予算案につきましては、元気で住みやすいまち、
成長可能性が高いまちにさらに磨きをかけ、都市の成長と生
活の質の向上の好循環の実感をあらゆる人に、そして都心部
から農山漁村地域まで行き渡らせられるよう編成いたしまし
た。具体的には、安心して生み育てられる環境づくり、教育
環境の充実、性的マイノリティの方や障がい者、認知症の方
やその家族、そして高齢者への支援など、市民一人一人にぬ
くもりのあるまちづくりを進めるとともに、市街化調整区域
については、地域特性や観光資源、農水産物等を生かした地
域や民間の取り組みを支援し、地域と一体となって地域産業
の振興や地域の活性化を図り、また、農山漁村地域の付加価
値を生み出すまちづくりを進めることとしております。

高島宗一郎
市長

福岡市では、多くの市民の皆様とともに策定をいたしました
総合計画におきまして、都市の成長と生活の質の向上の好循
環をつくり出すことを基本戦略として掲げ、まちづくりを進
めております。その結果、人口や観光客がふえ続け、企業の
立地が進むとともに、市税収入は過去最高を更新しておりま
して、この成長の果実を生かし、子育てしやすい環境づくり
や安全、安心なまちづくりなどに積極的に取り組んでいると
ころでございます。平成30年度の予算案におきましても、こ
の好循環を力強いものとしていくために、都市の成長に向け
た取り組みを着実に進めますとともに、さらなる生活の質の
向上に向けて、認知症の人が住みなれた地域で安心して暮ら
せるまちづくりですとか、障がい者の親なき後も見据えた生
活支援体制の強化、パートナーシップ宣誓制度の導入など性
的マイノリティ支援の充実、2,000人分の定員確保など増加す
る保育ニーズへの対応、一般不妊治療費や子育て世帯の住み
かえに要する費用の助成制度の創設、小学校における英語教
育の充実、ふれあい学び舎事業の拡大、スクールソーシャル
ワーカーの配置拡充、部活動指導員制度の導入などに取り組
むことにしており、元気で住みやすいまちをさらに発展させ
てまいります。
 　今後とも、経済的な成長と安全、安心で質の高い暮らしの
バランスがとれたコンパクトで持続可能な都市として、アジ
アの中で存在感のある都市づくりを進め、人と環境と都市活
力の調和がとれたアジアのリーダー都市の実現を目指してい

2018/3/8

富永周行 次に、ユニバーサル都市のまちづくりについてです。
 　本市は、ユニバーサルデザインの理念に基づき、「みんな
がやさしい、みんなにやさしいユニバーサル都市・福岡」を
まちづくりの目標像としています。本市においては、少子・
高齢化の中、子どもから高齢者が安心して暮らせる環境づく
りが必要とされています。また、社会環境の変化に伴い、年
齢、性別、能力、背景等にかかわらず、誰もが生き生きと働
くことができ、過ごしやすい環境づくりも求められており、
フェスティバルを開催するなどして、その普及啓発に努めら
れています。
 　普及啓発などのソフト面も重要ではありますが、一方、道
路や施設、公共交通などのバリアフリー化や都心部へのベン
チ設置などのハード面も重要であると考えますが、ユニバー
サルデザインの理念によるまちづくりを新年度はどのように
推進していくのか、お尋ねします。

高島宗一郎
市長

ユニバーサル都市のまちづくりにつきましては、道路、公共
施設などのバリアフリー化やベンチの設置を推進するととも
に、ユニバーサル都市・福岡フェスティバルの開催、性的マ
イノリティ支援の充実などに取り組み、ハード、ソフトの両
面から、「みんながやさしい、みんなにやさしいユニバーサ
ル都市・福岡」の実現を目指して取り組んでまいります。

2018/3/6 綿貫英彦 　性的少数者が生きやすい社会を求める運動は画期的な広が
りを見せる中、市長はこれまで性的マイノリティ支援につい
て踏み込んで検討すると答弁していましたが、新年度出されて
いるのはパートナーシップ宣誓制度の要綱であります。これ
は宣誓証明書があれば性的マイノリティでも市営住宅に応募
できることや、市立病院では患者本人と連名で手術の同意書
の署名ができるものです。しかしながら、民間には適用され
ないなど、不十分であり、法的な拘束力のあるパートナー
シップ条例の制定を行うべきではありませんか、答弁を求め
ます。

高島宗一郎
市長

次に、性的マイノリティへの支援につきましては、平成30年
度からパートナーシップ宣誓制度の導入を初め、専門相談電
話の開設や交流事業の実施、市民や企業の理解を促進する啓
発事業に取り組むなど、支援の充実を図ってまいります。

太田英二 さまざまな性やデートＤＶ等に対応した教材づくりに取り組
むとともに、同性愛や性同一性障がい等、性的少数者の児童
生徒に配慮した教育や中学校の制服の見直し、カミングアウ
トしなくても安心して学べる教育環境整備に努める必要があ
ると考えますが、御所見をお伺いいたします。

星子昭夫
教育長

次に、多様な性に対応した教材につきましては、教育委員会
が作成した人権読本「ぬくもり」の小学校５、６年生版には
既に掲載しており、また、中学生版には平成30年度に新たに
掲載し、児童生徒への啓発を行ってまいります。
 　デートＤＶに対応した教材につきましては、平成30年度に
配布する人権読本「ぬくもり」の中学生版に新たに掲載し、
生徒に啓発してまいります。
 　生徒の標準服につきましては、性的マイノリティの生徒に
配慮したあり方を検討してまいります。
 　また、多目的トイレの表示をみんなのトイレに変更し、誰
でも使えるようにするなど、児童生徒が安心して学べる教育
環境の整備に努めております。

　

 　

ついてお聞かせください。



日時 発言者 返答者 発言者内容 内容

大阪市　定例会
（前略）以上のほか、本委員会におきましては、府費負担教職
員の給与負担等の権限移譲、職員の働き方改革、職員採用試
験、女性の活躍促進、ＬＧＢＴなど性的少数者に配慮した取り
組み、区役所窓口業務の民間委託、客引き行為等の適正化、指
定管理者制度、入札契約制度、ふるさと納税、副首都ビジョン
など、さまざまな観点から活発な質疑が交わされた次第であり
ます。（後略）

ホンダリエ

（前略）以上のほか、本委員会におきましては、教育振興基本
計画、市立高校の再編計画、学校施設の長寿命化、国際バカロ
レア認定校、学校教育ＩＣＴ活用事業、学校安心ルール、いき
いき放課後事業、チャレンジテスト、学校におけるＬＧＢＴの
啓発、部活動の民間委託、青少年指導員、子供の貧困対策、認
可外保育所の無償化、デザイン教育研究所などについて、さま
ざまな観点から活発に質疑が交わされた次第であります。（後
略）

出雲輝英2017/3/28

内容

ＬＧＢＴにつきましては性的少数者でありまして、あくまでも
単純に僕は少数者なだけだという認識であります。といいます
のも、僕自身が高校生のときにＬＧＢＴの友人が１人いたんで
すが、彼と接する中で、ＬＧＢＴというのはやはり生まれつき
持ったものだと。それまで、高校生ですからいろんな知識は余
りなかったですけども、病気とかそういうものじゃなくて、こ
れは生まれつきなわけで、つまり多数派か少数派かというだけ
であって、少数派にすぎない、しかもそれは生まれつきだとい
うことでありますから、僕はそういうふうに思っています。で
すので、少数派の方がマイノリティーであるがゆえに、それだ
けをもって偏見を持たれたり、差別されるというのはあっては
ならないと思っています。そういった意味で、ＬＧＢＴの支援
の取り組みというのを前向きに、積極的に進めていかなければ
ならないというふうに思っています。
これまで、大阪市においても、ＬＧＢＴに対する理解の促進に
向けて市民への啓発活動というのを積極的に展開してまいりま
した。また、全所属で職員への研修、啓発というのを行ってい
るところであります。ＬＧＢＴの方々が直面している課題の解
消に向けて、大阪市の申請書類の性別記載欄の見直しであった
り、あるいは庁舎、市民利用施設での多目的トイレの案内表示
といった取り組みを展開しています。今後、市役所内部の取り
組みに加えまして、ＬＧＢＴの方々が社会のさまざまな制度を
利用するに当たって直面している課題や不利益の解消につなが
るよう、民間事業者に対して適切な取り組みを促す働きかけも
積極的に進めていきます。
議員から御提案がありました同性パートナーシップ証明制度に
つきましても、これは同性のカップルがパートナーとして公に
認められるといった面だけじゃなくて、社会全体として受け入
れられるというように本市が積極的に支援していくということ
を前面に出す必要もあると考えています。民間事業者の取り組
みを促す契機にもなります。ですので、大阪市におきまして同
性パートナーシップ証明制度については導入していきたいと考
えてます。

吉村洋文
市長

（前略）以上のほか、本委員会におきましては、ふるさと納
税、マネジメントサポート制度、マイナンバー制度、オープン
データ、区役所窓口業務の民間委託、市役所本庁舎の食堂、Ｌ
ＧＢＴに係るパートナーシップ制度、婚活支援、議員年金、職
員の給与、新たな大都市制度、大阪戦略調整会議設置条例の廃
止など、さまざまな観点から活発な質疑が交わされた次第であ
ります。（後略）

2018/3/27

片山一歩

2018/3/1

伊藤良夏 教育長、ありがとうございます。
制服については、ＬＧＢＴに該当する生徒がいるから単に対応
しようというような対処策ではなく、生徒一人一人が自由に組
み合わせを選べるような自然な制度構築が重要であると思って
います。ぜひ取り組みをよろしくお願いいたします。
今、フジテレビで深田恭子さん主演の「隣の家族は青く見え
る」というドラマが放送されています。子供がなかなかできな
くて不妊治療と向き合う夫婦、子供をもうけず新鮮でいるため
に事実婚を望むカップル、子供が幸せの全てだと主張する夫
婦、結婚を願うゲイカップル、４組の家族が同じ住宅で暮ら
し、偏見や嫉妬と闘いながらお互いを理解し、それぞれの生き
方を尊重していくというストーリーです。全ての人々が自由な
生き方を選択でき、自分が望む幸せを手に入れる権利があるは
ずです。悩みを抱えている人は、差別や偏見を恐れたり、親や
友人を困惑させたくない、さまざまな理由で行動に移せない
ケースが考えられます。カミングアウトしてもしなくても何の
デメリットもない社会づくりのための学校教育は大変重要で
す。教育委員会における取り組みの進展を期待しております。

伊藤良夏

教育委員会におきましては、全ての立場の子供たちの人権が尊
重されるよう取り組みを進めております。その中で、性的指
向、性自認に係る問題は社会全体の課題であり、学校において
も対応が必要と認識をいたしております。
これまでの取り組みとして、ＬＧＢＴにかかわる文部科学省等
からの周知文や教職員向けリーフレット、都島、淀川、阿倍野
の３区役所が合同作成をいたしましたハンドブックの配布、教
職員研修の毎年の実施などの取り組みを進めてまいったところ
でございます。
また、昨年10月には大阪市立の全小学校、中学校、高等学校に
おいて性的マイノリティー、ＬＧＢＴに関する実態把握を行っ
ております。その結果は、ＬＧＢＴを自認しているまたはその
傾向を示している児童・生徒が在籍すると認識されている学校
は、全440校中約11％、50校でございました。そのような学校
の配慮の例といたしましては、制服・標準服やトイレが最も多
く、次いで宿泊行事での入浴、水泳の授業における水着等がご
ざいます。ＬＧＢＴ当事者の児童・生徒が学校生活において周
囲に遠慮することなく、ありのままの自分が出せるような学校
づくりを進めることが必要であると認識をいたしております。
本市におきましては、ＬＧＢＴを自認する児童・生徒がいるい
ないにかかわらず制服・標準服について選択可能にするなど配
慮を行っている学校は６校にとどまっており、今後、議員御指
摘の千葉県柏市の事例も十分念頭に置きまして、制服・標準服
を選ぶ制度づくりや環境整備についても検討を進めてまいりた
いと考えております。

市長御自身の体験を踏まえての御答弁、ありがとうございま
す。
将来不安で仕方ないと思っておられる方も少なくないと思うん
です。渋谷区において全国で初めての証明書発行が行われるよ
うになり、一部の生命保険会社において、保険の受取人として
同性パートナーを家族に準じた受取人に指定できることが可能
になったそうです。さらに、同じく携帯の家族割を使える、民
間企業でいえば、ＫＤＤＩ、ドコモが既に取り組みを始めてい
るそうです。行政が証明することによって、民間の取り組みが
社会に大きく広がっていくのではないかと感じています。しっ
かりと取り組んでいただきますようお願い申し上げます。
そこで、さまざまな調査において、ＬＧＢＴに該当する人は約
13人に１人と言われています。そうすると、学校のクラスの中
にも１人か２人いるということが考えられます。また、ほとん
どの当事者は小学校高学年から中学校までの間に発現し、その
うち約６割の人は自殺を考えたことがあるという統計も出てい
ます。そういう意味では、当事者理解のために学校教育の果た
す役割は非常に大きいと思います。
千葉県柏市では、この４月に開校する公立の新設中学校におい
て、ＬＧＢＴに配慮した、男女ともに自由に選べる制服を採用
したと聞いています。
大阪市の公立中学校におけるＬＧＢＴの取り組みの現状と、今
後どのように進めていこうと考えているのか、教育長にお伺い
します。

山本晋次
教育委員会
教育長

伊藤良夏

次に、ＬＧＢＴへの支援についてお聞きします。
ＬＧＢＴなどの性的少数者の方々は、周囲からの偏見に傷つ
き、また、さまざまな制度を利用するに当たり不利益を受ける
ことも少なくありません。多様な価値観を受け入れていくのが
大阪らしさであり、ＬＧＢＴなどの性的マイノリティーの方々
がありのまま受け入れられる社会を実現していくことが何より
大切です。
大阪市においては、平成25年の淀川区のＬＧＢＴ支援宣言以
降、支援の取り組みが進められていますが、さらに一歩踏み込
んで、当事者の方々が直面している課題の解消にもつながるよ
うな施策をもっと実施すべきであると考えます。
そうした一歩進んだ取り組みとして、一部の自治体では同性
カップルのパートナーシップ証明制度が導入されています。政
令市では、札幌市が平成29年６月から開始、福岡市でも平成
30年４月から同様の制度を導入予定でございます。大阪市でも
同性パートナーシップ証明制度の導入を真剣に考えていただけ
ないでしょうか。
市長はＬＧＢＴ支援施策の展開についてどのように考えておら
れるのか、お伺いします。



日時 発言者 返答者 発言者 返答者 発言者 返答者 発言者 返答者 発言者

大阪市　定例会常任委員協議会

まず市政改革プラン2.0にＬＧＢＴについての言及があるとい
うことなんですけれども、阿倍野区時代という、これは最近の
話なんですが、まず多様な価値観や性的指向も含めたそういう
差別をしないと、いろんな人材を認め、チームワークがとれる

羽東
市政改革室長

淀川区と同様に私の地元阿倍野区でも、ＬＧＢＴに関する講
演会などが実施され、積極的に取り組んでいるところでありま
す。
私もその講演会にも参加させていただきました。その講演会

梅園周

続きまして、ＬＧＢＴなど性的少数者に配慮した取り組みにつ
いてお伺いいたします。
私にとって約１年以上前から部局と議論しておりましたが、な
かなか質疑する場もなく、ようやく質疑ができるなと思ってお
りますので、よろしくお願いいたします。
私自身、今の政治家という職につかせていただく前、外資系
のファッション業界といいますか、アパレル業界にいまして、
ＬＧＢＴなど性的少数者の方々とも触れる機会が多々ありま
して、さまざまな課題認識を持っておりました。そういったこ
とも踏まえてちょっといろいろ質疑させていただきたいと思い
ます。
現在ＬＧＢＴなど性的少数者への理解を深め、支援を行う動
きが活発になってきているところであります。2020年には東
京オリンピックが開催されますが、平成26年12月のＩＯＣ総
会で五輪憲章に性的指向による差別禁止を加えることが決議
され、東京オリンピックの大会基本計画にも多様性を認め合
う対象として性的指向が明記されるなど、ＬＧＢＴなど性的少
数者に対する関心や支援の機運が高まってきていると思いま
す。
そうした中、民間企業の対応も進んできております。経済同友
会が実施した調査によりますと、約４割の企業が、また従業
員5,000人以上では75％の企業がＬＧＢＴなど性的少数者への
対応を行っているとのことであります。
具体の取り組みとしては、社内研修を初め相談窓口の設置や人
事、福利厚生制度において、同性パートナーも配偶者として認
める取り組み、就業規則などへの差別禁止規定の導入などが行
われてきております。
一方、全国の自治体においてもさまざまな取り組みが始まって
おります。全国に先駆けて実施されました大阪市の淀川区役
所のＬＧＢＴ支援宣言もその一つでありますが、この間自治
体でどのような取り組みが出てきているのか、主なものにつ
いて御説明ください。よろしくお願いします。

梅園周

佐々木哲夫
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ＬＧＢＴなど性的少数者に配慮した取り組みを市全体
に広げるためには、まずもって職員の理解を促すこと
が必要であり、そのため課長級以上の管理者全員を対
象とする人権研修において啓発を行うとともに、各所
属におきましてもＬＧＢＴを課題とする職員人権研修
が実施されるよう要請してまいりました。
また、市といたしましてＬＧＢＴなどの性的少数者に
対しどのような取り組みを進めていくべきかを示すこ
とが必要と考え、平成27年度に区長会議安全・環境・
防災部会の了承を得ながら、ＬＧＢＴをテーマとする
人権課題研究会を設置し、関係区、関係局の参加のも
と市として実施すべき取り組みについての提案を取り
まとめました。
研究会の提案内容につきましては、区長会議安全・環
境・防災部会に報告の上、人権行政推進本部のもと全
庁で共有化し、各区、局において実施可能な取り組み
を検討し、進めていくよう要請するとともに、その取
り組み状況についても適宜把握し、さらなる取り組み
の推進を働きかけてまいりました。
そうした結果、ＬＧＢＴに対する市民の理解を進め、
偏見や差別意識をなくしていくための取り組みにつき
ましては、区を中心に市民向けの講演会、区民まつり
での啓発、啓発チラシの作成配布などが行われるなど
取り組みが実施されております。
また、子どもに対応した取り組みといたしましては、
淀川区、阿倍野区、都島区が共同で作成した教職員向
けハンドブックの活用が図られているとともに、教育
委員会におきましても教職員研修が実施されておると
ころでございます。
ＬＧＢＴの方々への相談の対応につきましては、淀川
区、また市民局人権啓発相談センターにおきましても
専門相談員による相談を実施しているほか、各区の人
権相談窓口でも対応を行うようになっています。
さらに、各種申請書やアンケートなど、書類上で性別
的差異を見直す取り組みや、各庁舎、施設のトイレに
おいてＬＧＢＴの方々も利用しやすい表示を行う取り
組みが区を中心に広がりつつあります。
以上のように、各区、局において何らかの取り組みが
行われるようになってきており、今後人権行政推進本
部のもと、ＬＧＢＴなど性的少数者に配慮した取り組
みが推進されるよう努めてまいりたいと思っておりま
す。

性的指向・性自認に係る課題は、社会全体の課題であり、学
校における対応も求められるようになってきています。
文部科学省では、ＬＧＢＴの中でもトランスジェンダーに含ま
れる性同一性障害を人権課題の一つとして捉え、性同一性障害
に係る通知や教職員向けのリーフレットを各学校に配信してお
ります。
大阪市教育委員会といたしましても、平成23年度より、毎年
年に複数回の教職員研修を開催し、教職員の理解と児童生徒
に対する学習につながるように取り組んでおります。
一方、区独自の取り組みとして、淀川区、都島区、阿倍野区の
３区においては、合同で教職員向けＬＧＢＴハンドブックを作
成、配信し、全市の学校園において、校内研修等に役立てる
ように取り組みを行っております。
今後、教職員のＬＧＢＴに対する理解、とりわけ性同一性障
害への理解と対応が深まるよう、従来の研修に加えまして、各
校ごとの校内研修や管理職の研修など工夫してまいります。
また、児童生徒一人一人が抱える課題に対して、相談しやすい
教育環境を整えるために、各関係機関とも連携しながら、性
別違和を感じた児童生徒が１人で悩むことがないよう、相談
できる環境づくりをどのようにつくれるか検討してまいりたい
と思います。以上でございます。

最後に、学校におけるＬＧＢＴの取り組みについてお伺いい
たします。
さまざまな調査では、ＬＧＢＴに該当する人は約５から７％と
言われております。そうすると、各学級の中にも１人や２人は
いるということでございます。
当該の子供が、性別の違和を感じている中、相談しやすい雰囲
気があるのか、あるいはそれを調べる手だてがあるのか、要
するに１人で悩まないようにすることが大切であると思いま
す。
例えば、図書館や保健室などにさりげなくＬＧＢＴの本が置い
てあったりとか、校内にポスターが張ってあったりとか、ま
た、専門の相談機関が紹介されてるなど工夫していただけたら
なというふうに思います。また、子供がそれで気づいてカミン
グアウトしたときに、それを教職員がしっかりと受けとめ
る、その感性と対応力を身につけるということは、本当に大
切であると思います。
今後も、より有効な研修を企画し、教職員の理解が深まるよ
う取り組んでもらいたいなと思っておりますけれども、教育委
員会の意向をお伺いいたします。

盛岡教育委員会
事務局

指導部主席
指導主事

薮中市民局
ダイバーシティ

推進室
人権企画課長

ただいまの答弁にありましたように、ＬＧＢＴなど性
的少数者に配慮した取り組みについては、自治体にお
いてもさまざまな動きが出てきているところでありま
す。
こうした中、淀川区役所がＬＧＢＴ支援宣言を行って
以降、大阪市の取り組みはどのようになっているので
しょうか。大阪市では人権行政推進本部のもと、人権
施策を全庁的に進めてきているとのことであります
が、ＬＧＢＴなど性的少数者に配慮した取り組みにつ
いても同様に全庁的に進められているのでしょうか。
そこでこの間ＬＧＢＴなど性的少数者に配慮した取り
組みを市全体に広げるため、どのようなことを行って
きているのか、またその結果として各区、局において
はどのような取り組みが行われてきているのかについ
てお伺いいたします。

梅園周全国の自治体で、ＬＧＢＴなど性的少数者に配慮したさまざ
まな取り組みが実施されてきておりますが、特徴的なものを御
紹介いたします。
まず、今委員御指摘いただきましたように本市淀川区役所が
平成25年９月に全国に先駆けＬＧＢＴ支援宣言を行ってお
り、その後沖縄県那覇市が平成27年７月に性の多様性を尊重
する都市・なは宣言を、また沖縄県の浦添市が平成29年１月
にレインボー都市うらそえ宣言を行っておるところでございま
す。
また、同性パートナーシップにかかわる取り組みといたしま
しては、東京都渋谷区が「男女平等及び多様性を尊重する社会
を推進する条例」に基づきまして、同性パートナーシップを結
婚に相当する関係と認め、公的な証明を行うパートナーシッ
プ証明制度を平成27年10月に導入しております。
また、東京都世田谷区におきましても平成27年11月に同性
カップルがパートナーシップの宣誓を行ったことを証明する
パートナーシップの宣誓制度を導入しており、以降同様の制度
を三重県伊賀市が平成28年４月に、また兵庫県宝塚市が同年
６月に導入しているところでございます。
さらに千葉市が平成29年１月から同性のパートナーを形成し
た職員に対し結婚休暇に相当するパートナー休暇の導入や、
介護休暇について事実婚と同様の取り扱いとする制度を実施
しているところでございます。

薮中市民局
ダイバーシティ

推進室
人権企画課長

市としても前向きに取り組んでいるということはよく
わかりましたが、もう少し本気度が伝わるような取り
組みをお願いしたいなとも思います。
冒頭、申し上げましたようにＬＧＢＴなど性的少数者
に対する誤解とか偏見は根強くあると思います。長年
支え合って、ともに暮らしてきたパートナーであって
も市営住宅の申し込みすらできないというのが現状で
あります。そうした中で、ＬＧＢＴの方々は日々さま
ざまな課題や悩みを抱えながら生活しておられるわけ
であります。研修を受けた職員一人一人がいま一度み
ずからの意識や業務を見詰め直すとともに、職場全体
として多様性を認め合い、ＬＧＢＴ当事者が置かれて
いる状況等について理解を深め、誰も置き去りにしな
い社会のために取り組みを持続的に進めていただくこ
とをお願いいたします。
さらに、知ることが人権を守る第一歩となります。誰
もがありのまま受け入れられ、自分らしく生きていけ
る社会が実現されますよう、市民へのより効果的で創
意工夫された啓発の取り組みを着実に進めていただく
ことを強く要望し、この質疑は終わります。

薮中市民局
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委員御指摘のように、日常的にさまざまな方が手続や
相談等に来られている行政窓口においては、職員がＬ
ＧＢＴなど性的少数者に対する正しい理解、知識とと
もにＬＧＢＴなど性的少数者の方々が抱えている課題
についても十分に理解し、適切に対応していくことが
非常に重要であると考えております。
そうしたことから、行政窓口の職員がＬＧＢＴなどの
性的少数者の方々のよき理解者として適切に対応する
ことができるよう、行政窓口の職員向け手引を作成し
ているところでございます。手引におきましては、Ｌ
ＧＢＴなどの性的少数者についての基礎知識ととも
に、窓口で本人確認を行う場合や制度利用に当たり世
帯員、パートナーが同性であることが明らかになった
場合、また、施設利用に当たり性自認の関係から相談
があった場合なども想定いたしまして、職員が心得て
おくべきことを示すこととしているところでございま
す。手引につきましては３月中に完成をし、行政窓口
での対応に活用してまいりたいと考えております。

山本智子 窓口職員向けの手引を新たに作成するということであ
りますが、ちょっとおくれているなと、もうちょっと
早くできなかったのかなとも感じました。今後、手引
を有効に活用して、窓口での適切な対応に努めていた
だきたいと思います。
次に、こうした職員の研修とか、啓発とともに、広く
市民の理解を得る取り組みを進めていくことが何より
も重要であることは言うまでもありません。
そこで、28年度の市政モニター調査の中でＬＧＢＴな
ど性的少数者に係る意識調査も行ったと聞いておりま
すので、まずその結果について教えていただけます
か。

薮中市民局
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平成28年度に実施いたしました市政モニター調査の結
果といたしましては、ＬＧＢＴ、性的少数者といった
言葉を知っていたと回答された方の割合が71.9％でし
た。また、ここ一、二年の間でＬＧＢＴ、性的少数者
に関する差別的な言動を受けたり、見聞きをしたこと
があると回答された方が17.1％でした。さらに、大阪
市ではＬＧＢＴなどの性的少数者の人が差別を受ける
ことがなく、自分らしく生きることができるまちであ
ると思うと、また、どちらかと言えばそう思うと回答
された方の合計につきましては51.4％でございました。

山本智子 市民の２割弱、約５人に１人の方が性的少数者に対す
る差別的言動に触れておられるということです。ま
た、ＬＧＢＴなど性的少数者について知っている方は
約７割ぐらいおられるというわけですが、単に知って
いるというだけでなく、性の多様性について十分理解
されることが重要であり、そのための啓発の取り組み
をしっかり進めていく必要があると考えます。
その際には、市民にわかりやすく啓発していくこと
や、区役所が中心に、身近な地域で啓発を進めていく
ことが重要であると思います。
これまで市として、市民への啓発に関して具体的にど
のような取り組みを行ってきたのかについてお聞きし
ます。
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ＬＧＢＴなどの性的少数者に対する市民の理解を得る
ための取り組みについてでありますが、市民局といた
しましては、多様な人権課題に対する本市の取り組み
状況について、市民に理解をいただくため毎年作成し
ております。人権が尊重されるまち指標において、平
成27年度からこのＬＧＢＴなど性的少数者の課題を掲
載いたしました。
また、人権情報誌ＫＯＫＯＲＯねっとに啓発記事を掲
載するとともに、人権啓発推進員に対する研修や企業
の人事・労務担当者向けの人権啓発研修会等において
も啓発を実施しております。
一方、区役所におきましても、市民向け講演会や区民
まつり等イベントの活用など、各部で工夫を凝らして
啓発を行ってきているところです。
例えば、淀川区におきましては、全国の自治体で初め
てＬＧＢＴの方々が抱える社会課題をまとめた啓発展
示パネルを作成し、活用を図るとともに、担当職員が
講師となってレインボー出前講座などを実施しており
ます。
また、阿倍野区におきましては、同性婚から考える多
様な家族のあり方について、当事者による講演会など
も実施しておるところでございます。
また、港区におきましてもレインボーカフェ３７１０
というＬＧＢＴ当事者とアライ、いわゆるＬＧＢＴの
理解者の方、協働パートナーとの定例会を開催いたし
ましてその参加者が企画運営して区民まつりにおいて
啓発ブースを出展するなど、さまざまな啓発事業に取
り組んでいるところでございます。
今後とも性の多様性やＬＧＢＴ当事者が置かれている
状況等について理解を深めていただけるよう各区とも
連携し、市民への啓発や情報提供に取り組んでまいり
たいと考えておるところでございます。以上でござい
ます。

山本智子

内容 内容 内容
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山本智子 それでは、次に、今、毎日のように新聞とか目にする内容であ
りますが、ＬＧＢＴなどの性的少数者に係る課題について質
疑をさせていただきます。
この課題を市会で取り上げるのは、今回、初めてになると思い
ます。御承知のとおり、ＬＧＢＴのＬはレズビアン、Ｇはゲ
イ、Ｂは両性愛者のバイセクシャル、Ｔは体の性と心の性が
一致しない人でトランスジェンダーのことであります。
これらの性的少数者は民間の調査によりますと、人口の約５
から７％、約13人に１人とも存在すると言われております。
男性はこうあるべき、女性はこうあるべきだといった固定観
念や先入観がある中で、社会的に少数であるがゆえに生きづ
らさを感じ、周囲から少なからず偏見や差別を受けておられ
る状況にあります。
例えば、学齢期に自分の性別に違和感を持つようになる人
や、自分の性的指向について意識するようになり、悩み、不
安に襲われ、そして周囲からのいじめに遭い、不登校や鬱状態
になり、最悪では自殺をする人もおられます。
また、成人になってからも就職や職場での差別を受けたり、
また同性のパートナーは法律上の配偶者としては認められず、
住宅や医療等の社会保障制度などで制約を受けておられま
す。このように性的少数者は生涯にわたってさまざまな課題に
直面しておるわけであります。
こうした中、誰もがありのまま受け入れられ、自分らしく生
きていける社会を実現していくことが大変重要であり、そのた
めにも性的指向や性自認が人によってはさまざまであるという
性の多様性について、理解を進め、偏見や差別意識を解消して
いくことが必要であると考えております。
今、有能な人材を確保するためか、誰もが働きやすい職場や
環境を整え、ＬＧＢＴなどの受け入れに、今、大企業が動き
出しております。また、理解を深め、支援を行う動きが民間企
業を初め、各自治体などにおいても活発になってきているとこ
ろであります。
大阪市においても、平成25年９月に淀川区役所が全国に先駆
けてＬＧＢＴ支援宣言を行い、その後、ＬＧＢＴ支援の取り
組みが市全体にも広がってきていると聞いております。今後
とも、取り組みを着実に広げていくためには、その担い手で
ある市の職員が、まず理解を深めることが不可欠であると思
います。
そこで、これまで職員への啓発にどのように取り組んできてい
るのか、また、職員のＬＧＢＴなど性的少数者に対する認知
度とか理解度について、どのような現状にあるのかをお聞き
いたします。
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市といたしまして、性の多様性について社会の理解を進め、偏
見や差別意識を解消していくとともに、さまざまな施策分野で
ＬＧＢＴなど性的少数者に配慮した取り組みを進めていくこ
とは極めて重要な課題であり、そのためにも、まずもって職員
がＬＧＢＴなどの性的少数者に対し、正しく理解し、適切に
対処できるようにすることが不可欠であると認識しておりま
す。
また、市政改革プラン2.0におきましても、ＬＧＢＴなどの性
的少数者を初め、さまざまな人の違い等を互いに認め合い、
受け入れるという多様性を受容する職員の育成を進めていく
こととなっておるところでございます。
これまで、職員の理解促進に向け、課長級以上の管理者全員
を対象とする人権研修におきまして、ＬＧＢＴなど性的少数者
の課題についての啓発を行うとともに、各区、各局におきま
しても所属内の人権研修でこの課題を取り上げ、実施するよう
求めてきております。平成28年度におきましては24区24局で
実施されていることとなっております。
また、職員の認知度、理解度でございますが、管理者層人権研
修のアンケートの結果ではＬＧＢＴ、性的指向、性自認と
いった言葉について、全部知っていると回答した割合が
38.3％、一部知っていたの割合が58.1％となっております。
また、ＬＧＢＴなど性的少数者について、正しく理解し、適
切に接することができると回答した割合は21.4％、ほぼできる
の割合が67％となっているところでございます。

山本智子 管理者においてもＬＧＢＴ、性的指向、性自認という
言葉について全部知っている割合が約４割ということ
です。
市政改革プランでも多様性を受容できる職員の育成を
掲げているということですので、引き続き職員の認知
度、理解度が高まるよう啓発の取り組みを進めていた
だきたいと思います。
特に、市民と日々接する行政の窓口での対応を行って
いる職員は、ＬＧＢＴの方々の置かれた状況について
正しく理解し、適切な対応を行う必要があります。当
事者からは、周囲の人からの偏見や差別的な言動を受
けることに常におびえて暮らしているので、自分が
困っていることを、役所の職員も理解してくれていな
いのではないかとか、また、性的指向や性自認の問題
について、役所の職員や電話相談サービス、ケース
ワーカーから正確な知識があるかどうか不安なために
相談をちゅうちょしたり、本当のことが話せなかった
などの声が上がっていると聞いております。
窓口の職員がこうした声をちゃんと理解していない
と、例えばＬＧＢＴの方が窓口に来られ、手続で本人
確認を行う際に、戸籍上の性別記載と見かけが違うた
め、その方を疑わしく検索したり、あと同居されてい
るパートナーが同じ性、同性であるということを聞い
て偏見を持って対応することなどにより、来られた
方々を傷つけてしまうことがあり得るのではないかと
思います。
こうした事態を招かないように、窓口の職員はＬＧＢ
Ｔなどの性的少数者に配慮した対応を心がけなければ
なりませんが、市として、行政窓口において適切な対
応を図るため、どのような取り組みを行おうとしてい
るのかお聞きします。

内容 内容 内容 内容 内容 内容



梅園周 市民局がかなめとなって、着実に施策を推進していく
とのことですので、何とぞその点におきましてはよろ
しくお願いいたします。
一方、先ほど、ＬＧＢＴ支援宣言などを行っている他
都市の事例も示していただきましたが、本市において
も、淀川区が支援宣言を行ったことが契機となって、
取り組みが前進してきたように思います。今後、全庁
的な取り組みを推進していくためにも、市として支援
宣言などを行い、市の姿勢を内外に明確に示すことも
有効な策ではないかと考えております。
これからは、各自治体の動きもますます活発になって
くると思います。市として、おくれをとることなく、
しっかりと取り組みを進めていただくことを強く要望
しておきたいと思います。
また、大阪が、さまざまな個性を認め合う、多様性を
許容する、ともに生きる共生社会として進んでいけば
なと思うばかりであります。吉村市長も、以前、サン
フランシスコとか海外の出張に行かれ、さまざまな課
題も肌で感じられていると思います。また、淀川、そ
して都島、そして阿倍野区でもさまざまな動きがあ
り、市民局としてもさまざまな取り組みを取り組んで
いただいております。そういったものを、皆さん知恵
を持った者が、皆さんの意見、知恵を出し合って、
しっかりと今後施策を推進していっていただければと
思いますので、何とぞよろしくお願い申し上げます。

梅園周

2017/3/13
財務総務・通常予算

先ほど、課長のほうから答弁させていただきましたように、
市民局といたしましては、人権行政推進本部のもと、ＬＧＢＴ
の方々に配慮した取り組みが各所属で実施されますよう取り組
みを進めてきており、結果といたしまして、市全体へと徐々に
広がってきているところでございます。しかしながら、取り組
みはまだまだ十分とは言えず、これからも取り組んでいかなけ
ればならない課題は多々あると認識いたしております。
例えば、研修の実施により職員の理解は進んできております
が、ＬＧＢＴの方々と接するさまざまな行政窓口において、実
際に適切な対応ができるようにしていく必要がございます。こ
のため、市民局におきましては、行政窓口の職員向けの手引を
作成中でございまして、今後、この手引を活用し、各所属のさ
まざまな窓口で適切な対応が図られるようにしてまいりたいと
考えております。また、市民への広報・啓発につきましても、
引き続き、区と連携して取り組みを進め、市民の理解をさらに
深めていく必要がございます。
さらには、学校において、性自認等に悩む子供たちへの対応
や、住宅、福祉等、各施策分野でＬＧＢＴの方々が直面してい
る課題への対応の方策について検討を行い、実施可能なとこ
ろから取り組みを進めていくことが必要と考えております。
各種申請書など、書類上での性別記載を見直しにつきまして
も、着手いたしたところであり、各所属での取り組み事例を
共有化し、全庁的に取り組みが進めるようにしていくととも
に、ＬＧＢＴの方々が利用しやすいトイレの案内表示につきま
しても、区ではほぼ対応できておりますが、局所管の施設等に
おいて取り組みを進めていく必要があると考えているところで
ございます。
今後とも、委員の御指摘を十分踏まえ、人権行政推進本部の
事務局であります市民局といたしまして、各自治体の取り組み
など内外の動向も注視し、また、住民に最も身近な区の取り
組みが重要でありますことから、区長会議の御意見を伺いな
がら、市全体としてより効果的な施策が着実に進展いたします
よう、意を用いて積極的に取り組んでまいる所存でございま
す。

今、お答えいただいたように、さまざまな機会を通じて、効
果的な情報発信に努めていただきたいと思います。また、市
として、注目されるニュース性のある取り組みも行っていただ
くことを要望しておきます。
今後、大阪万博やＩＲの誘致などによりさらなる成長を目指
す大阪市においては、国際都市として多様性を受容していくこ
とが不可欠となり、そうした中、ＬＧＢＴなど性的少数者に
配慮した取り組みについても、より一層推進していくことが求
められていると思います。
先ほど、羽東市政改革室長が言われたように、世界各国では
さまざまな取り組みが進められております。そういった取り組
みも参考にして、また日本、そしてその中でも大都市の大阪
が、引けをとらないといいますか、おくれないようにしっか
りと推進していくことが重要だとも考えます。
ＬＧＢＴなど性的少数者は、教育、就労、医療、福祉、住居
など、社会の各般において課題を抱えており、行政として取り
組むべき施策も多種多様で、情報の発信力とともに施策の推
進力が求められます。全庁的な取り組みを持続的、発展的に
推進していくためには、市長を本部長とする人権行政推進本部
のもと、その事務局を担う市民局が旗ふり役として各局の取り
組みがさらに進展するよう牽引的役割を果たすことが非常に重
要であると考えます。この点について、市民局としての決意を
お伺いいたします。

吉村
市民局理事

組織は生産性が高くなると、こういう考え方をもとに職員に
もこの課題についてしっかりわかっていただきたいというふ
うに思って、市政改革プランのほうには入れております。
阿倍野区での取り組みということなんですが、福祉的な側面で
申し上げますと、先ほど市民局から説明がありました教職員向
けのＬＧＢＴハンドブック、これも最初にそのＬＧＢＴ宣言を
しました淀川区、それからＩＣＴ戦略室長ですけれども、都
島区長で当時あられた田畑さんのところと話をして、我々が考
えたわけではなく、やはり当事者の声ということで当事者の
方々、日本では15歳から39歳の死因の一番高いというのが自
殺ということになっておりますけれども、ＬＧＢＴの方々の自
殺率が非常に高いと。
やはり心と体の性が一致しないとか、さまざまな学校現場で
のいじめであるとか、当事者の抱える問題というのがしっか
り共有されて、また教員の方にもわかっていただく、こういう
当事者の声を聞きたいということで、こういう取り組みをして
きております。
まさに今回、この市会で先日も山本委員にも、またきょう梅
園委員にもこの議題を取り上げていただきまして、一番喜んで
おられるのは、最初はということなんですが、淀川区の職員で
す。本当にこれまで当事者の声をしっかり聞いてこれを進め
てきておりますので、こういう形で市全体に広げていくきっ
かけとしたいということで、また当事者の方々とも、ともに
どういう形でやっていけばいいのかということをしっかり進め
ていくべきだというふうに考えております。
また、ちょっと長くなって申しわけないんですが、福祉的な側
面についてはそういう、やはり特に子供、学校へのサポート
が重要だということで一つ認識されているんですが、都市とし
ての必要性といたしましても、いわゆるＧ７のほかの先進国で
は、ほかの６国では何らかの同性婚であったり、パートナー
シップ制度というのはございます。これを遠い外国の話ではな
くて実際関西の領事館であるとか東京の大使館においては、国
によっては同性婚ができるような国もございますということ
で、周りにまさに進んだ制度のもとでＬＧＢＴという課題を
しっかり認識された制度の国などは、そういうことが社会通
念上、今普通のことだということになってきております。
このような外国とのギャップということもございますので、大
阪がこれからどういうふうに進めていくかということです
が、姉妹都市であるサンフランシスコであるとか、そういう
ところは本当にＬＧＢＴの象徴であるレインボーの横断歩道
であるとか、そういうことをやっぱり打ち出してしっかり市全
体として取り組みをしておりますし、またそういう都市には大
変優秀な人材、これは我々の組織だけではなく一般の市民の
方も含めてそういう多様性を認める都市には多くの優秀な人
材が集まるということもございますので、市全体としてもこれ
をやっていくに当たって、私も市政改革室長という立場ですけ
れども、各区の取り組みがしっかり広がるよう、また進捗管
理という言葉にとらわれずに、大阪市のために頑張っていきた
いと思っております。以上でございます。

が私にとってさらに課題認識を持つきっかけとなったのも事
実であります。
少し突然なんですが、当時阿倍野区長として積極的に取り組ま
れており、市政改革プラン2.0にも項目として入れられました
羽東市政改革室長に、当時の阿倍野区長としての取り組みなど
をお伺いいたしたいと思います。突然すみません。

羽東市政改革室長、突然の質問すみません。ありがとうござい
ました。
羽東市政改革室長を含めて、さまざまな部局に対しても一定い
ろいろ聞いている中で、一定市全体にも取り組みが広がって
いることはわかりましたが、そのように取り組みが進んできて
いることについては、対外的に余り知られてないのではないで
しょうか。
淀川区が先陣を切って支援宣言を行い取り組んできたことは全
国的にも知られておりますが、市全体として取り組んでいるこ
とは全くアナウンスができてないように思います。
先日、札幌市が、政令市で初めてＬＧＢＴのカップルを公的に
認めるパートナーシップ制度をこの４月から導入することが
ニュースになっておりました。
大阪市としても、同じ政令市札幌市が行っている中、ＬＧＢＴ
など性的少数者に配慮しいろいろ取り組んでいることについ
て、もっと発信力を高めていくことが必要であるとも考えま
す。そうすることで、ＬＧＢＴなど性的少数者の方々におい
ても、大阪市は自分たちのことを理解して配慮してくれるやさ
しいまちだと安心感を持ってもらえますし、市民の方々の理
解もさらに深まるとも思います。
そこで、今後、市としてＬＧＢＴなど性的少数者に配慮し取り
組んでいることの情報発信について、どのように考えているの
かお伺いいたします。

薮中市民局
ダイバーシティ

推進室
人権企画課長

これまで、ＬＧＢＴなどの性的少数者に対します職員の理解
を促し各部局において実施可能な取り組みに着手してもらうこ
とに主眼を置いてまいりましたが、市全体での取り組みも広
がってきておりますので、これからは本市において実施してい
る取り組みの内容について、各区・局とも連携しながら積極
的に情報発信を行っていくことも必要であると考えておりま
す。
つきましては、市のホームページ上に、性の多様性やＬＧＢＴ
など性的少数者をめぐる課題、そして本市が実施している取り
組みの状況等につきましても、トータルに掲載したページを新
たに作成し、また、ＳＮＳ等も活用して、情報発信の強化を
図ってまいります。
また、人権だよりＫＯＫＯＲＯねっと等につきましても、ＬＧ
ＢＴに係る啓発記事を掲載する際には市がＬＧＢＴなどの性的
少数者に配慮し取り組んでいることもあわせてアピールをして
まいりたいと思っております。さらに、ＬＧＢＴ支援団体と
も連携しながら、ＬＧＢＴ当事者の効果的な情報発信手法に
つきましても、検討してまいりたいと思っております。
今後、本市がＬＧＢＴなど性的少数者のことを理解し、市全
体で支援の取り組みを進めていることについて、情報発信力
を高めてまいりたいと考えておるところでございます。

梅園周



日時 発言者 返答者 発言者 返答者 発言者 返答者内容 内容 内容
随分先進的に取り組んでいただいております。ＬＧＢＴ総合
研究所の2016年の調査によりますと、ＬＧＢＴに該当する
人は、全人口の約８％というふうに言われておりまして、左
ききやＡＢ型の血液型の人よりも多いという統計が出ている
ということでございますので、やっぱりそういった人たちが
マイノリティーとしてなかなか報われない日々を送っている
ということはいけないことだというふうに思いますので、手
を差し伸べていく、支援をしていくということは大事かとい
うふうに思います。
これまで、市では啓発や市の業務に関してＬＧＢＴの方々が
実際に直面する課題解消に向けた取り組みを地道に進めてき
たわけでありますけれども、取り組みをさらに一歩進めるた
めにも、このパートナーシップ証明制度の導入は必要だとい
うふうに思います。
パートナーシップ証明制度は、既に幾つかの自治体で導入さ
れてきておりまして、制度としては渋谷区の条例に基づく公
的証明制度と世田谷区のパートナー宣誓書を受領したことを
証明する制度の大きく２つあるということになっておりまし
て、これらの２つの制度の概要を含めまして、他の自治体の
導入状況がどうなっているのか、また、市ではどのような制
度を想定して導入をしようと考えているのか、お伺いをいた
します。

大阪市　定例会常任委員会

森市民局
ダイバーシティ推

進室
人権企画課長

民間企業の取り組みとしては、例えば生命保険会
社では、同姓パートナーを保険金の受取人として
認めるものや、銀行では住宅ローンの設定などに
おいて同姓パートナーを配偶者と同様に取り扱
うもの、さらに、携帯電話会社の家族割引や航
空会社の家族向けマイレージサービスを同姓
パートナーが利用できるといったものがございま
す。
そうした取り組みの大半で、サービスの対象で
あることを確認するための書類として自治体の
パートナーシップ証明書が活用されており、生命
保険会社、携帯電話会社、航空会社も中には自
治体のパートナーシップ証明書を必要書類として
おり、証明書がないとサービスが受けられない
場合もございます。以上でございます。

森市民局
ダイバーシティ推

進室
人権企画課長

内容 内容 内容

辻義隆

2018/3/9
財政総務・
通常予算

今回調べていただいたら、やっぱり世間の認識というか社会
の要請といいますか、民間企業さんも積極的に社員のことを
思い、またサービスを提供する消費者の側のことも思いとい
うことで、いろいろサービスを考えておられるようでござい
ます。
お配りした資料は、ウェディングパークというホームページか
らとってきたものですけれども、ＪＴ、ＡＮＡ、サント
リー、ソフトバンク、ライフネット生命、ユニリーバ、ジョ
ンソン・エンド・ジョンソン、パナソニック、野村ホール
ディングス、またＮＴＴグループやイオンなども積極的にこの
ＬＧＢＴについては取り組んでおられるということで、うか
うかしてられへんなというような状況が今あるということで
ございます。
同姓パートナーに配偶者と同様のサービスを提供することと
している民間企業が今どんどん出てきている状況。中にはサー
ビス提供に当たって自治体のパートナーシップ証明を必要と
しているものもあるということであります。逆に言えば、
パートナーシップ証明をしていない自治体の同姓パートナー
は、証明をしている自治体の同姓パートナーが受けられる
サービスが受けられない場合があるということになります。
こうしたことからも、パートナーシップ証明制度の導入は、
大阪市の姿勢を明らかにして民間企業の取り組みを促進する
というだけではなく、大阪市民である同姓パートナーのため
にも非常に大きな意義があるものであり、できる限り早期に
制度を導入していただきたいというふうに思います。また、
制度の導入とあわせて民間企業におけるＬＧＢＴ支援の輪を
広げていただいて、パートナーシップ証明がＬＧＢＴ支援の
ツールとしてどんどん活用されていくよう、積極的に働きかけ
ていくことも必要であるというふうに考えます。
そこで、市長にパートナーシップ証明制度の早期導入につい
ての決意をお聞きするとともに、これまでの市業務に関する
役所内部の取り組みから一歩進めて、民間企業におけるＬＧ
ＢＴ支援の取り組みを促進していくことについて、どのよう
に取り組んでいこうと考えておられるのか、お伺いをしたい
と思います。よろしくお願いします。

パートナーシップ証明制度の導入についてですけど
も、これはＬＧＢＴの方々が社会全体として受け入れ
られるように、大阪市が積極的に支援していく姿勢を
明らかにすることで民間企業における取り組みの促進
につなげるというだけでなくて、現在、大阪市民であ
る同姓パートナーの方々が、まさに受けることができ
ない民間のサービスを受けることができるようにする
という側面もありまして、大きな意義があるというふ
うに思っています。
ですので、本市におけるパートナーシップ証明制度に
つきましても、既に準備を進めていますが、新年度の
４月早々から具体的に制度構築に入りまして、できる
限り早期に、遅くとも平成30年度の上半期には運用を
開始できるように、スピード感を持って実施していき
たいと思っています。
それから、ＬＧＢＴの方々が直面している課題の解消
に向けました市の内部の取り組みについては、これか
らも継続して進めていきますが、パートナーシップ証
明制度の導入とあわせまして、民間企業に対してもＬ
ＧＢＴに配慮した取り組みのガイドラインのようなも
のを作成して、民間企業に対して取り組みの働きかけ
をするということもしていきたいと思います。ガイド
ラインに沿った取り組みを積極的に展開している民間
企業に対しては、例えば市として顕彰するとか、社会
全体で進んできてますＬＧＢＴの支援というのを大阪
市でも、単にこれは少数だというだけのことと僕は
思ってますので、ＬＧＢＴの支援の動きをさらに後押
しする施策を積極的に展開していきたいと思います。

今、市長から遅くとも平成30年度の上半期に運用開始とい
うお話がありました。非常に期待をしております。また、民
間の支援も具体的にお話をいただきました。よろしくお願い
したいと思います。スピード感を持って積極的に進めていく
という決意を表明していただきまして、本当にありがとうご
ざいます。大変心強い思いであるというふうに思います。一
日も早いパートナーシップの証明制度の導入を期待しており
ますので、よろしくお願いします。
ＬＧＢＴの方々が生活しやすい環境をつくることは非常に重
要でありまして、民間企業の支援を広げていくこともしっか
りと取り組んでもらいたいというふうに思うんですけれど
も、民間企業の取り組みを促進していくために、まず大阪市
として支援を広げていくことが必要でありまして、例えば
今、問題となっているのが、やはり市営住宅の入居などの現
在、同姓パートナーには適用されていない制度についても今
後、検討を進めていただきたいというように思うわけでござ
います。
那覇市では、パートナーシップ制度に登録した戸籍上の性別
が同一のカップルにも市営住宅入居の対象を広げることが去
年の１月10日からスタートをしております。また、世田谷区
や渋谷でも取り組まれておりますし、条例を新たにつくると
いうお話もあるんですが、伊賀市では、条例にこのような文
面があって、婚姻の届け出はないが、事実上、婚姻関係と同
様の事情のある者は入居を認めるという項目がありまして、
これにパートナーシップ登録者も含まれるということで、既
に応募を始めているというような状況になっておりますの
で、よくお考えをいただいて、基本的には異性間では事実婚
が認められているということでございますので、そういった
部分を勘案していただいて、ＬＧＢＴの方々の住みよい環境
の提供にも市として協力をしていただければというふうに思
います。
ＬＧＢＴの方々がマイノリティーであるがゆえに生活のしづ
らさを感じている、こういった実態をなくしていく方向性を
大阪市がしっかりと実現をしていくようお願いをいたしまし
て、私の質疑とさせていただきます。ありがとうございまし
た。市長、ありがとうございます。以上でございます。

辻義隆吉村市長

辻義隆大阪市では、ＬＧＢＴの方々に対する市民の理解を促
進するため、全区で啓発事業を展開するとともに、大
阪市ホームページにＬＧＢＴ支援サイトを立ち上げ、
性の多様性の啓発や本市のＬＧＢＴ支援の情報発信を
行ってきています。また、職員の理解促進に向け、全
所属で職員への研修や啓発を行うとともに、職員がＬ
ＧＢＴの方々に適切に応対できるよう、窓口対応に関
する手引きを作成し、活用を図ってきております。
さらに、ＬＧＢＴの方々が性別による本人確認や男女
別に分かれている施設の利用などにおいて直面してい
る課題を解消するため、まず、市内部で対応すべき課
題を洗い出し、申請書類等の性別記載欄の見直しや、
庁舎、市民利用施設での多目的トイレの案内表示な
ど、容易に対応が可能なものから取り組みを順次進め
てきております。申請書類等の性別記載欄の見直しに
ついては、今年度中に法令等に性別記載の規定がない
申請書類等のうち約７割が対処を終えるとともに、多
目的トイレの案内表示につきましても、庁舎、市民利
用施設など240の施設で対応が完了する予定でございま
す。以上でございます。

森市民局
ダイバーシティ

推進室
人権企画課長

それでは、ＬＧＢＴに係るパートナーシップ制度についてと
いうことで質疑をさせていただきたいと思います。
ＬＧＢＴにつきましては、各国随分進んでおりまして、例えば
オランダ、ベルギー、スペイン、カナダ、南アフリカ共和国
を含む24カ国、今はもっとふえてるかもわかりませんけれど
も、国全体で同性婚をもう合法化していると。異性婚と同
等、それに近い権利、または部分的な権利を与えることが認
められているということでございます。また、オーストラリ
ア、それから台湾ももう遅くとも2019年までには同性婚が認
められることになっておりますし、その他イスラエルを初め
フィンランド、オーストリア、ドイツ、スイスなど20カ所以
上が登録パートナーシップを国として持っているということ
でございます。日本はちょっとおくれておりますけれども、自
治体が独自にパートナーシップ制度を整えながら、こういっ
たマイノリティーに対する支援をしていこうという体制ができ
つつある。
そんな中で、市長は、先日の代表質問でＬＧＢＴの支援につ
いて非常に前向きな姿勢を示されまして、大阪市としてもパー
トナーシップ証明制度を導入していくことを表明されまし
た。私もＬＧＢＴ支援は積極的に進めるべきでありまして、
制度の導入は必要と考えております。
大阪市においても、平成25年に淀川区がＬＧＢＴ支援宣言を
行って以降、ＬＧＢＴ支援の取り組みを進めてきたというこ
とでありますけども、この間、どのような取り組みを行って
きたのか、説明をしていただけますでしょうか。

辻義隆 他の自治体におけるパートナーシップ証明制度の導入状況と
しましては、現在６つの自治体で導入されており、委員御指摘
のように、制度的には大きく２つの方式がございます。その
１つが渋谷区の方式です。渋谷区では、同姓者間においてお
互いを後見するということで、相互に相手方を任意後見の受
任者とする任意後見契約を締結することなどを要件としてパー
トナーシップ証明書を交付しており、交付申請に当たって
は、区内に居住していることを明らかにすることや戸籍謄本
などにより婚姻をしていないことを証明することに加え、任意
後見契約などについての公正証書の提出を必要としておりま
す。
もう一つの方式が、世田谷区や札幌市など、渋谷区以外の５
つの自治体が導入している方式です。こちらは、同姓者間で
相互に人生のパートナーとして協力し合うことなどを約束する
宣誓を受け付け、宣誓書を受領したことを証明するパート
ナーシップ宣誓書受領証を交付するものであり、交付申請に
必要な書類を居住関係や互いに婚姻をしていない非婚姻関係
を証明する書類だけとしている自治体が大半でございます。来
年度からパートナーシップ証明制度を導入する福岡市におい
てもこの方式を採用する予定であると伺っております。
本市において導入する制度としましては、渋谷区の方式は任
意後見契約などの締結やその事実を証明する公正証書の提出
が必要とされ、申請者に相当の手間や経費が発生することが
大きな負担となっているといった指摘もございますことか
ら、世田谷区などと同様のパートナーシップ宣誓書の受領証
明の方式を考えております。以上でございます。

辻義隆 今、６つの自治体で導入をされているということ
で、渋谷区、世田谷区、それから札幌市、那覇
市、それから三重県の伊賀市と兵庫県の宝塚
市、この６つの自治体で取り組まれておるわけで
すが、おおむね世田谷方式という形になってい
るようでございます。渋谷方式は以前からちょっ
とハードルが高いんじゃないかなというふうに
言われておりました。18年度が福岡、そして大阪
も加わろうということでございますので、そう
いった困難をきわめるような方式ではなくて、
やはり自然と異性間と同じような形でやってい
ただけるとありがたいなというふうに思ってお
ります。港区議会でも中野区議会でも今、いろ
いろ動きが出ているようでございますので、ぜひ
とも努めて頑張っていただければというふうに
思います。
民間企業でも同性パートナーに配偶者と同様の
サービスを提供する取り組みが進んでいるという
ふうに聞いております。例えば、民間企業にお
いてどのような取り組みが進んでいるのか。その
中で自治体のパートナーシップ証明はどのよう
に活用されているのか、お聞きをしたいと思いま
す。

海外のＬＧＢＴの方々の中には可処分所得が高い方が多いと
も言われており、富裕層マーケットの中にＬＧＢＴ層が含ま
れているということも聞きます。ＬＧＢＴ旅行者は、当然の
ことながら彼らが安全に過ごせるフレンドリーな旅行先を求
めており、世界各地の航空会社や有名ホテルにおいてもＬＧ
ＢＴの専用ウエブページを開設するなど、ＬＧＢＴフレンド
リー化への取り組みが広がっております。
日本においても京都のホテルの一つが寺院と連携し、海外の
同性婚向けのウエディングプランを作成し、海外の旅行博で
プロモーションをしたところ、大きな話題となり、海外から
のＬＧＢＴ旅行者も増加し、大きな注目を集めていると聞い
ております。大阪においてもこういったＬＧＢＴ旅行者の

安井経済戦略局
観光部
観光課長

今年度、大阪観光局では、主にアメリカ市場を対象にＬＧＢ
Ｔを重点テーマの一つとしてニーズ調査や大阪の優位性など
ポテンシャルについてのインバウンド向けマーケティング調
査を実施いたしております。今後、このマーケティング調査
の結果に基づきまして具体的取り組み内容を検討してまいりま
すが、ＬＧＢＴの方々が快適に旅行できるような環境を整備
することが必要であると認識いたしております。例えば彼ら
の来訪を歓迎するＬＧＢＴフレンドリーなホテルや飲食店等
につきまして大阪観光局に登録いただき、シンボルであるレ
インボーカラーを活用したロゴマークなどを掲出するなど重
点的に情報発信に取り組んでまいります。以上でございます。

梅園周 ＬＧＢＴパートナー公認制度導入のタイミング
に合わせて、ＬＧＢＴの方々の訪問先としての大
阪をアピールすれば相乗効果が出るのではない
かなと私は思います。この機会にあわせて、ぜ
ひ積極的に取り組んでいただきたいと思います。
また、ＬＧＢＴの方々に配慮した環境づくりの
一環として、トイレに関する環境が課題の一つに
あるとも私は考えております。渋谷区では多目
的トイレを活用してレインボーマークをつけるな
ど取り組みを進めている事例もありますし、大
阪の施設においてもしっかりと検討いただけれ
ばと思います。今後誰もが心地よく観光ができ

続きまして、ＬＧＢＴツーリズムに関してお伺いいたします。
昨年の財政総務委員会で私がＬＧＢＴに関する質疑をさせて
いただきました。その際の質疑も新聞にも取り上げていただ
き、また、先日の代表質問の際に、吉村市長から大阪市でも
性的少数者（ＬＧＢＴ）のカップルをパートナーとして公認す
る制度を導入する方針であるという答弁もありました。ま
た、教育長からも公立学校でＬＧＢＴに配慮した取り組みを
検討する旨答弁があったところでもあります。私自身、前の
職場が外資系企業ということもあり、ＬＧＢＴの方もともに
働く環境であったということもありまして個人的な思いも強
かっただけに、本市の取り組みの流れは大変うれしく思って

梅園周

2018/3/13
都市経済・

安井経済戦略局
観光部
観光課長

大阪観光局におきましては、ＬＧＢＴツーリズムに力
を入れようとしており、昨年12月に開催されました府
市経済界が出席いたしております大阪観光局の推進に
関するトップ会議の中で、溝畑観光局長のほうから、
これからの取り組みの方向性の中でＬＧＢＴを取り組
みテーマの一つとして掲げ、多様な観光客の受け入れ
を進めるとの説明があったところでございます。その
一環といたしまして、昨年ＩＧＬＴＡ（国際ゲイ＆レ
ズビアン旅行協会）のアジアアンバサダーの方を招
き、観光局職員に対しましてＬＧＢＴツーリズム市場
について研修が実施されたところでございます。
本市といたしましても、ＬＧＢＴツーリズムを重要な

梅園周



谷川
市民局長

2018/6/25
財政総務

引き続きまして、市民局の事務事業概要及び平成30年度予算
につきまして、お手元の資料に基づき御説明申し上げます。
（中略）
(7)人権施策の推進でございますが、大阪市人権行政推進計画
～人権ナビゲーション～に基づき各種取り組みを進めるほ
か、ヘイトスピーチへの対処や、ＬＧＢＴなど性的マイノリ
ティーの方への支援などさまざまな人権課題への取り組みを
進めております。また、大阪市人権啓発・相談センターで
は、効果的な人権啓発の推進に努めるとともに、市民が安心
して相談できるよう相談機能の充実・強化を図っておりま
す。

方々を招くための取り組みが必要かと思いますが、いかがで
しょうか。

る環境づくりにしっかりと取り組んでいただけれ
ばと思います。

おります。
そこで、ＬＧＢＴ旅行者をマーケティング対象とした観光施
策、ＬＧＢＴツーリズムの考えが世界に広がりつつある中
で、国際旅行におけるＬＧＢＴの比率は全体の約10％で7,000
万人と。世界のＬＧＢＴツーリズム市場規模は2,020億ドル、
約20兆円と言われております。一つのマーケットとしてはか
なり巨大なものになっており、観光施策のマーケティング対
象としては無視できない存在であると私は思います。
大阪市として、このＬＧＢＴツーリズムをどのように捉えてい
るのかお伺いいたします。

通常予算 マーケットの一つとして認識いたしております。以上
でございます。



日時 発言者 発言者 発言者 発言者
石坂わたる2011/6/24 　セクシャル・マイノリティについてです。

　性同一性障害については、中野区では、平成１５年に「性同
一性障害を抱える人々が普通に暮らせる社会環境の整備を求め
る意見書」が満場一致で可決されています。この意見書におき
ましては、性同一性障害にとどまらず、セクシャル・マイノリ
ティを含む性教育の充実及び教育現場での理解という項目が
入っています。セクシャル・マイノリティは、性同一性障害以
外のトランスジェンダーや同性愛者、両性愛者，インターセッ
クスなどが含まれる言葉です。
　さて、厚生労働省の科学研究費補助金エイズ対策研究事業で
ある「エイズ予防のための戦略研究」の報告によりますと、１
５歳から６４歳までの男性同性愛者、両性愛者の数は、東京全
体で推計１３万人から３２万人とされています。これを中野区
に当てはめますと、中野区では約６,４００人から１万６７０
人であると推測されます。
　なお、私自身が区内でボランティア活動を行う際に、「利用
者、メンバーさんの中に同性愛者の方がいるが、どういうこと
に配慮をすればよいかがわからない」という職員やボランティ
アスタッフからの声を耳にします。
　また、中野区には、同性愛者によるＮＰＯ法人などの事務所
もあり、一定数の同性愛者がこの地域でともに暮らしていま
す。さらに、同性愛者、両性愛者のメンタルヘルスについて
は、現在、宝塚大学准教授である日高庸晴氏の研究がありま
す。日高氏の研究結果では、１０代、２０代の男性同性愛者、
両性愛者の６５％の人が自殺をしたいと考えたことがあり、実
際に１５％前後の人が自殺未遂の経験があるとされています。
そうした調査結果の一部は、神奈川県と横浜ＣＲＵＩＳネット
ワークＳＨＩＰとの共同事業として、県の教育委員会を通し、
県立高校の各校への配布が神奈川県ではなされています。
　なお、私の周囲でも、男性二人での同居を断られたという方
や孤立感などからうつ病になってしまった同性愛者がいます。
実際に声を耳にしております。
　今月１７日、国連人権理事会で、セクシャル・マイノリティ
の人権を支持する決議案が可決され、これに日本も賛成をして
おります。また、国内では、第３次男女共同参画基本計画にお
いて、「性的指向を理由として困難な状況に置かれている場合
や性同一性障害などを有する人々については、人権尊重の観点
から配慮が必要である」と記載されています。
　セクシャル・マイノリティについて、中野区は、健康に生き
る権利を含め、人権問題の施策が必要な層として認識されてい
るでしょうか。また、これまでの取り組みと今後の方向性につ
いてお教えください。
　時間の都合上、（３）と４は割愛いたします。

竹内沖司
政策室長

性的少数者 に関する御質問にお答えをいたします。
　国の第三次男女共同参画基本計画で示されているように、御
質問の中にございましたようないわゆる性的少数者 、セク
シャル・マイノリティと言われる人々について、人権尊重の観
点から配慮が必要だとの認識のもとに、人権擁護相談などで対
応しているところでございます。こうした方々の相談窓口とし
てのＰＲについて、より一層努めてまいります。

内容 内容 内容

石坂わたる なお、厚生労働省モデル事業、社会的包摂サポートセンターが
行うよりそいホットラインでは、平成２４年３月１１日から平
成２５年１月末までの期間に、性的マイノリティ ーに関して３
万９２７件もの電話相談対応をし、中には、親からの虐待や同
性間のＤＶの相談も含まれていたそうです。
　また、平成１９年に、女性カップル間のＤＶについて、ある
地方裁判所が、その同性カップルを事実上婚姻関係にあると判
断し、ＤＶ防止法に基づく保護命令を出したという平成２２年
８月３１日付日本経済新聞の報道がありました。
　今回、中野区の男女共同参画基本計画では、ＤＶ防止法に基
づき、婚姻の届け出をしていない事実婚も配偶者に含むとされ
ています。また、暴力予防や啓発などについては、配偶者以外
の恋人など親密な間柄にあるパートナーも含むとあります。
　私が被害者から話を伺ったケースだけでも、家を飛び出して
中野区内に逃げ込んできたというＤＶ被害のバイ・セクシュア
ル男性のケースや、同居をしていた男性から顔面を殴られ、鼻
骨や目に損傷を受け、他市の知人宅に逃げ込んだゲイ男性の
ケースがありました。
　いずれも被害者が男性の場合、ＤＶ被害者の居場所を提供で
きないとのことでした。
　また、電話相談活動を行っている“共生社会をつくる"セク
シュアル・マイノリティ支援全国ネットワークによると、性的
マイノリティ ーであることを隠しているカップルで、関係をば
らすと相手からおどかされて別れられないというケースや、周
囲にカミングアウトをしていないために相談もままならない
ケースが少なくないようです。また、思い切って相談をして
も、同性間であることに相談員が戸惑い、話を聞いてもらえな
い、安心できるシェルターがない、男性用宿泊施設などに入居
させられ、そこで嫌がらせや暴力の対象とされるといったこと
があるようです。
　性的マイノリティ ーを含む家族や同居の同性カップルにおけ
る家庭内暴力や同性間デートＤＶの可能性を踏まえ、今後のＤ
Ｖ相談やＤＶ防止、被害者保護の取り組みをすることが必要で
す。この点につき、どのような認識をお持ちですか。
　また、前提として、男女共同参画基本計画の配偶者間の暴力
には、同性カップル間の暴力も含まれますでしょうか。
　また、男女共同参画基本計画にある区民への通報制度の周知
や区内公共施設等へのＤＶ相談先カードの設置などでは、男女
の夫婦間ＤＶだけにとどまらないデートＤＶや職場でのセク
シュアルハラスメント、同性間ＤＶなどについて、あわせて情
報の提供をすべきと思われますが、いかがでしょうか。
　次に、男女共同参画センターについて伺います。
　男女共同参画センターが区役所内に移り、その跡施設は勤労
福祉会館の一部となり、さらにその後、産業振興センターにな
ることが検討されています。
　女性、障害者、高齢者、性的マイノリティ ー、その他社会
的なさまざまなマイノリティーに配慮するダイバシティーとい
う考え方が企業内にも広がる中、中野区でも、男女共同参画や
産業振興の観点でのダイバシティーの考え方が不可欠です。
　区長の所信表明でも、少子高齢化、就労人口減少の中、高齢
者や女性がもっと働けるようにすることについて触れていま
す。一昨日のやながわ議員の質問でも、男女共同参画センター

2013/2/21 竹内沖司
政策室長

次に、同性パートナーへの対応についてでございます。
　ＤＶ防止法で言う配偶者には事実婚を含み、同性カップルに
ついても、事実上の婚姻関係が認められれば事実婚として扱う
ことについては、男女共同参画計画においても同様でございま
す。しかし、現状におきましては、専門的人材や資源の不足な
ど、性的マイノリティ ーの方々のＤＶ問題の全てに区が直接
対応することは困難でございます。性的マイノリティ ーの方々
への相談支援につきましては、今後、こうした問題に取り組む
ＮＰＯなどとの協力について検討してみたいと思っておりま
す。
　なお、ＤＶ防止のための普及啓発におきましては、デートＤ
Ｖですとか同性間のＤＶを含め、暴力の防止について情報を発
信していく考えでございます。

中野区　定例会
内容



尾崎孝
都市基盤部長

　女性や性的マイノリティ などのその他の災害時の配慮に関
しましての御質問でございます。
　安否情報の提供につきましては、災害対策基本法施行規則に
提供者と提供内容の取り扱いが示されており、これに基づいた
対応となります。被災者が同意している安否情報につきまして
は、同意の範囲内で提供することができるようになっていると
ころでございます。
　また、地域防災計画では、仮設住宅の入居資格につきまし
て、災害により住家を失った者で、現に住むところがなく、み
ずからの資力で住家を確保することができない者とされてお
り、入居者の選定については、発災時、都が定める選定基準に
基づいて行うものとされているため、これに基づいた対応にな
ると想定しているところでございます。
　復興状況を知ってもらうための区の取り組みに関しての御質
問でございます。東北復興祈念展では、職員を派遣している石
巻市、東松島市、岩沼市、亘理町のパネル展示を行うなど、被
災地の状況とともに、現地に派遣している職員が他の自治体と
協働し継続的な復興を推進していくことの必要性を来場者へ訴
えることができたと思っております。今後ともより多くの方に
復興の状況や派遣職員の活動内容を知ってもらい、復興に対す
る理解につながる機会となるよう、ホームページや報告会など
の広報をするとともに、さらに情報提供のあり方を検討してま
いりたいと考えているところでございます。

 

　

　

　

　

　

 

　  

　

　

　
　

　  

　

におけるこれまで以上の各部署連携の必要性について触れられ
ていました。

　

 
 

　

野村建樹
健康福祉部長

最初に、災害時の女性や性的マイノリティ に対する相談窓口
の御質問でございます。日ごろからＤＶやセクシャルハラスメ
ント、あるいは犯罪被害の相談に対応しております女性相談担
当と犯罪被害者等相談支援担当とが連携をいたしまして、本庁
内に相談窓口を開設するほか、避難所への広報周知、巡回相談
や関係機関との連携による体制整備などについても取り組んで
まいりたいというふうに思ってございます。

次に、女性や性的マイノリティ についてです。
　先日の男女共同参画センターの女性の視点に立った防災講座
の中で、被災地ではいらいらが夫から妻、妻から子への暴力に
つながりやすいこと、非常時との理由でＤＶ被害女性のシェル
ター避難が断られたなどの話に加え、性的マイノリティ 等も
避難所で苦労するという話がありました。こうした経験を踏ま
え、避難所内外の女性や性的マイノリティ に対するハラスメ
ントや性暴力、避難所内や在宅でのＤＶや虐待の予防や被害者
の相談・支援体制を避難所内外に確立することが必要です。性
的マイノリティ の支援団体が作成した緊急災害対策時の支援
マニュアルでは、「性被害・性暴力の相談窓口を設置し、あわ
せて「身体の性別、性自認、性指向に関することで嫌がらせや
暴力を受けた場合も、迷わず御相談ください」との一文を示す
ことで助かる人がいます」としています。こうした女性や性的
マイノリティ に対する相談窓口の整備については、どうお考
えでしょうか。
　また、区や民間が作成しているヘルプカードや緊急連絡先
カードなどで連絡先として明記をされている人が親族でない場
合でも、本人の希望を尊重し、連絡先とされている人が生死や
傷病などの安否確認ができるようにすることや、住民票上の世
帯構成員に限らず、非婚の男女カップルや同性カップルが仮設
住宅に入る際に不利益がないようにすべきではないでしょう
か。

石坂わたる2013/11/26

田中大輔
区長

　全ての区民が参加し、支え合うまちの構築とＬＧＢＴについ
てという御質問でありました。生き方の個別性、あるいは個性
といったことによって、不当に社会参加の機会が損なわれたり
不利益な取り扱いを受けたりといったようなことは絶対にあっ
てはならないということだと認識しております。当然ながら全
ての人々、全ての区民といった場合に、いわゆる性的マイノリ
ティ ーの方についても当然含まれている、そのような認識で
おります。
　それから、ＬＧＢＴの周知と社会参加ということです。今回
御質問にあったイベントへの参加を通じて、さまざまな方が触
れ合って言葉を交わし合って理解を深め合うことが、全員参加
型社会をつくっていくということでも大変重要なことだという
ふうに認識いたしました。より多くの区民の皆さんと言葉を交
わす、そうした機会の重要性を再認識したところであります。
　また、区長としてこれからどういったことをするべきか、と
いったような御質問であります。人権をテーマとした啓発事業
でありますとか区の職員研修などを通して、広くマイノリ
ティーについて区民や、あるいは職員が理解する機会をふやし
て、偏見を排して多様性を認め合える社会をつくっていくため
の努力を行っていきたい、このように思っております。

その他として、性的少数者「ＬＧＢＴ」の権利保障についてお
聞きします。
　日本では、同性愛者やトランスジェンダーなどの性的マイノ
リティ の方は、法律や制度に十分守られていないことから、
生きづらくなっているのが現実です。そして、同性カップルは
アパートへの入居を拒否されたり、病院での面会を断られる
ケースも問題になっています。渋谷区では、同性カップルを
「結婚に相当する関係」と認め、証明書を発行する条例案を３
月議会に提出するという報道がありました。世田谷区も検討す
るとのことです。同性同士をパートナーとして証明するのは、
全国の自治体でも初めてとのことです。
　最近の特徴として、国際的に権利の保障が段階的に進んでい
ること、当事者やその支援者の情報発信もあり、日本でも若年
層を中心に世論の変化が起きています。中野区議会において
も、この間、石坂わたる議員の質問や問題提起もあり、議論の
醸成が徐々に高まっていることを感じます。中野区としても、
渋谷区の条例案を参考にするなど、性的少数者の権利保障を深

来住和行2015/2/20 髙橋信一
政策室長

次に、ＬＧＢＴの権利保障についてでございます。少数者の人
権を尊重し、男女平等参画など多様性を認め合う社会の実現に
向けた取り組みについては、講座や研修の実施等を通じて区民
の意識啓発を行っているところでございます。同性カップルの
証明の取り組みにつきましては、法的な効果について現時点で
は確認できないため、今後の議論に注目していきたいと考えて
ございます。

石坂わたる2014/7/2 全ての区民が支え合うまちの構築とＬＧＢＴについて伺いま
す。
　施政方針演説で、「全ての人々に社会貢献ができる社会の構
築」、「全ての区民が参加し、支え合うまちの構築」との部分
があり、ここでは女性や高齢者、障害者、若者などが例示され
ています。ゴールデンウイークに行われた性的マイノリティ ー
のイベント「東京レインボーウイーク」のパレードにおいて区
長は、「中野区では誰もが差別されることなく、社会参加が平
等に保障される取り組みを進めています。全ての人々が権利行
使の機会を奪われず、地域社会の中で自己実現することがで
き、全ての人々が個の大切さを互いに尊重し、地域社会を構成
する一員として地域の中で生き生きと暮らしていけるまち、そ
んな活気のあるエネルギッシュなまちづくりを目指していま
す」というメッセージを寄せられました。こうしたメッセージ
や今回の所信表明の「全ての人々」や「全ての区民」などには
ＬＧＢＴ、すなわちレズビアン、ゲイ、バイセクシャル、性同
一性障害を含むトランスジェンダーといった性的マイノリティ
ーも含まれているという理解でよろしいでしょうか。
　なお、首相夫人で国連合同エイズ計画（ＵＮＡＩＤＳ）ラン
セット委員会委員でもある安倍昭恵さんのこのパレードへの参
加がジャパンタイムズなどで報じられました。また、安倍昭恵
さんは６月５日にアメリカ大使館の主催レセプションで、「性
的な指向に違いがあろうと、人を愛する気持ちの尊さに変わり
はありません。愛する人の違いによって差別されない社会、多
様性を受け入れる社会のために私も尽くしたいと思います」と
公式に発言をしました。また、大阪市淀川区では委託事業での
ＬＧＢＴに関する区民や区内企業や職員への知識の発信及び啓
発、電話相談業務、月に１度のコミュニティースペース提供事
業について、受託事業者が６月２５日に決定をしたそうです。
なお、東京レインボーウイークのイベントの一つである中野区
後援のトークイベントに区長もゲストとして出演をし、「多様
性を認め合う、違いを認め合うことからスタートするのが連帯
感だと思うので、こうしたイベントを通じて目を開かれるきょ
うの経験も大事にしたいと思います」との発言をされました。
　性的マイノリティ ーの当事者と実際に接して区長が感じられ
た目を開かれることの大切さについて、これを中野区を代表と
する区長個人の体験とせず、区全体、すなわちより多くの区職
員や区民に知ってもらうことも大切だと思われますが、いかが
お考えですか。ＬＧＢＴの区民が社会参加をしていくために、
区は具体的な施策として何をすべきと思われますか。お考えを
お示しください。



性同一性障がい等に関する通知についての御質問です。国や都
から発出されている性同一性障がいや性的マイノリティ の児
童・生徒への対応にかかわる通知等につきましては、区として
も認識しており、既に各学校へ通知し、校長会等で周知に努め
ているところでございます。
　次に、性的マイノリティ 全般に対して教員の配慮への徹底と
いうことです。各学校におきましては、性的マイノリティ を含
め、幼児、児童・生徒への対応について、当該児童・生徒の人
権が損なわれることがないよう慎重な対応に努めてございま
す。教育委員会といたしましては、これまでも教員の人権感覚
を養うために、東京都人権施策推進指針に示された人権課題等
を取り上げ、教員に対する人権教育の研修を行ってきてござい
ます。今後も性的マイノリティ も含めた人権課題に対応すべ
く研修を進めていく考えでございます。

　
 

　

くとらえ、具体的に支援できる区としての施策を一歩進めるべ
きではありませんか。答弁を求めます。

次に、施政方針のグローバル戦略では２０２０年のオリンピッ
ク・パラリンピックにも触れられています。２０１４年のソチ
オリンピックでは、ＬＧＢＴ・性的マイノリティ ーへの差別
的な法制度や社会状況が問題視され、アメリカ、フランス、ド
イツなどの各国首脳が開会式をボイコットする事態となりまし
た。これを踏まえ、東京オリンピックでの海外からのＬＧＢＴ
の選手や観客へのおもてなしに関し、１月１９日の東京新聞な
どで報道がされました。こうした対応は、海外からの来街者だ
けでなく、ＬＧＢＴの住民に対する取り組みも当然求められま
す。
　その上で、イでＬＧＢＴに対する取り組みについて伺いま
す。
　平成２３年第２回定例会での私の一般質問に対し、「性的マ
イノリティ ーについて人権擁護相談などで対応している。相談
の窓口のＰＲにより一層努める」との趣旨の答弁があり、昨
年、第２回定例会では、区長より、人権をテーマとした啓発事
業や区の職員研修などを通して広くマイノリティーについて区
民や職員が理解する機会をふやし、偏見を排して多様性を認め
合える社会をつくる努力を行っていきたいとの趣旨の答弁があ
りました。相談窓口のＰＲや利用状況はその後いかがでしょう
か。
　また、広くマイノリティーについて区民や職員が理解する機
会をふやすことは今後具体的にどのように進めますでしょう
か。
　次に、２月１２日に、「渋谷区で同性パートナーに証明書、
全国初の条例案提出」という報道があり、これに関して舛添東
京都知事も支持を表明しています。また、既に名古屋市が性的
マイノリティ ーに対する相談先の紹介を実施、四国中央市が
全職員への性的マイノリティ ーについての悉皆研修を実施、
那覇市が電話相談や講座を実施、東京都では世田谷区で性的少
数者の相談窓口の明確化と広報、文京区や多摩市がそれぞれ男
女平等参画に関する条例で性的指向と性的自認による差別の禁
止を盛り込みました。また、行政区では、大阪市淀川区がＬＧ
ＢＴ当事者と区職員の毎月の意見交換会、区民・区内企業・官
公職員向けの講演、研修会といった啓発活動、専用電話相談の
実施、コミュニティースペースの開放を行っています。
　こうした他の自治体の動きを踏まえ、ＬＧＢＴの生活におけ
る困難さや不安感、孤立感の解消のための取り組みやさまざま
な生活上の不便さを解消する方法の一つであるパートナーシッ
プの保障について、中野区においても検討や今後の実施を考え
ていくことが必要と思われます。少なくとも今後、他の自治体
の動きをきちんと把握し、中野区でも必要な取り組みについて
研究・検証を重ねていくことが望ましいと思われますが、いか
がお考えでしょうか。
　また、渋谷区の例では、登録の前提に公正証書の作成を義務
付けています。同じ仕組みを中野区でつくるかどうかはともか
く、公証役場の公証人や公正証書の作成にかかわる行政書士や
弁護士等の専門家へのＬＧＢＴに関する啓発等も行っていくべ
きではないでしょうか。

2015/2/23 石坂わたる 田中大輔
区長

それから、ＬＧＢＴに対する取り組みについてであります。区
は、女性の悩み相談窓口の中でＬＧＢＴの方も含め相談を受け
るということについて周知をしているところでありますが、こ
れまでＬＧＢＴに関する相談は現在のところないわけでありま
す。相談名称のつけ方の見直しなども含めて、誰もが相談でき
る窓口としてのＰＲを進めていきたいと考えております。ま
た、これまでも人権研修を通じて区民や職員への人権啓発を
行ってきたところであります。しかしながら、ＬＧＢＴといっ
た人たちの抱えている課題、その対応について必ずしも十分に
把握ができていたというわけではない、このように考えており
ます。そうした意味で、十分な把握とその解決に向けた取り組
みのあり方について研究を深めてまいりたいと考えておりま
す。
　また、同性カップルの証明の取り組み、これについて法律的
な効果ということについてなかなか現時点では確認できないと
いうふうに私どもでは考えております。したがいまして、今後
の議論に注目をしていきたいと考えております。

2015/6/26 石坂わたる ２番目としまして、性同一性障がいやその他の性的マイノリ
ティ の支援について伺います。
　文部科学省は、平成２２年４月に性同一性障がいの児童・生
徒への教育相談を徹底するよう求める「児童生徒が抱える問題
に対しての教育相談の徹底について」という通知、ことしの４
月３０日に「性同一性障がいに係る児童生徒に対するきめ細か
な対応の実施等について」という通知を都道府県の教育委員会
に対して出しています。これらの通知は都の教育委員会を通じ
て区にも届き、そして区は各学校に伝えるという理解でよろし
いでしょうか。特に４月３０日の通知については、ことしの通
知につきましては、性同一性障がい以外の性的マイノリティ 、
すなわち同性愛者・両性愛者・性同一性障がい以外のトランス
ジェンダーについてもきちんと伝えられたという認識でよろし
いでしょうか。
　なお、２３区内での例として、世田谷区では教育センターに
おける教育相談において、性に対する違和感や性的指向の話が
出たケースは２４年度に４件あったとのことです。また、岡山
大学病院の調査では、性同一性障がいで自殺を考える子どもは
中学生でピークを迎え、実際に自殺未遂や自傷行為をしたり、
不登校になったりすることもあるとされています。これは中野
も例外ではなく、私も、性同一性障がいに関連する悩みから鬱
になり、成人後に自殺をされた区民の御遺族の話を聞く機会が
ありました。
　また、当事者の声として、早稲田大学教育学部金井景子研究
室が教員向けに作成したＤＶＤ「先生にできること～ＬＧＢＴ
の教え子たちと向き合うために」では、「学校の先生に相談し
たくても相談ができない状況にある」との声が、また、昨年６
月１４日の産経新聞の記事では、大学生になって男性から性別
変更した女性が、小学校３年生のころに自分の性別に違和感を
覚えたが、長い間、「ばれたらいけないことだと思い、誰にも
相談できずに悩みを抱えてきた」という声が取り上げられてい
ます。また、産経新聞の同記事では、性同一性障がいに関する
教員向けの講習において、「もしかしたら自分たちも教室で見
落としている子がいるかも」という教員の反応があったそうで
す。
　なお、さきに述べた文部科学省の通知では、医療機関でまだ
性同一性障がいの診断がなされていない子どもでも支援が行え
ること、性同一性障がいの児童・生徒の支援は学校内外にサ
ポートチームをつくることや医療機関と連携することが重要で
あること、全国での制服、更衣室やトイレ、授業、修学旅行な
どについて工夫をした事例を参考に対応を行うこと、保護者が
子どもの性同一性障がいというセクシュアリティを受容してい
ない、そうした場合にも保護者と話し合いながら可能な支援を
行っていくことが明記されています。
　また、性同一性障がいやその他の性的マイノリティ の児
童・生徒全般について、みずからの性のあり方について秘匿、
隠しておきたいという傾向も踏まえつつ、相談しやすい環境を
整えていくこと、教職員自身が、性同一性障がいや性的マイノ

 

　

 

　

　
  

 

 

　
 

田辺裕子
教育長



田辺裕子
教育長

続きまして、ＬＧＢＴの権利保障と施策のうち、まず、東京都
の通知の周知についてです。平成２７年５月７日付の東京都の
通知につきましては、各幼稚園長及び各小・中学校長に対し
て、該当する児童・生徒に対し、その心情に十分配慮したきめ
細かな対応をするよう５月１１日付文書にて通知をするととも
に、校長会におきましても周知し、徹底を図ったところでござ
います。
　相談体制の準備や医療機関との連携についてです。各学校に
おきましては、児童・生徒からのあらゆる相談に対して、ス
クールカウンセラー等も含めた組織的な対応を行っているとこ
ろです。今後も当該の児童・生徒の心情や学校生活への配慮を
図りつつ、医療機関を含めたさまざまな関係機関とも連携を図
りながら組織的に対応していくべき問題であると考えておりま
す。
　最後に、教員研修の実施についてです。これまでも教員の人
権感覚を養うために、東京都人権施策推進指針に示された人権
課題等を取り上げ、教員に対する人権教育の研修を行ってきて
ございます。今後も性的マイノリティーも含めた人権課題に対
応すべく研修を進めていく考えでございます。

 

　  
 

 

髙橋信一
政策室長

次に、ＬＧＢＴの権利保障施策についてでございます。ＬＧＢ
Ｔに限らず、全ての区民が同様にサービスを受けられる社会を
目指して、それぞれの特性を理解し、ユニバーサルデザインの
まちづくりを区政運営の基本に据えて取り組みを進めていきた
いと考えているところでございます。ＬＧＢＴの方々への対応
については、まずは生活を営む上での障害となっている事柄を
理解するとともに、偏見や差別が起きないよう、区民の間での
理解を深める啓発を行うことが必要であると考えてございま
す。

ＬＧＢＴと権利保障の施策について伺います。
　この間、渋谷区、世田谷区において同性カップルを「結婚に
相当する関係」とするなど、同性パートナーシップ を認める
動きが始まりました。中野区においてもＬＧＢＴネットワーク
が立ち上がり、１０月２９日には区との共催でシンポジウムが
開かれ、会場いっぱいの参加者となりました。基調講演では、
会社採用における差別、自殺リスクの高さ、親子関係の課題、
学校での教師の無理解と教育の必要性が強調されています。今
後の課題として、海外においての大きな変化と日本の法整備の
必要性、地方自治体への取り組みの期待が語られました。シン
ポジストとして、田中区長もみずからこのことへの関心の高さ
についての思いを語られていました。しかし、区長から今後の
施策については具体的に示されませんでした。この点について
は参加者の方々が期待していただけに、不満が残る結果となっ
たのではないでしょうか。
　２月議会での質問で、中野区としても渋谷区の条例案を参考
にするなど性的少数者の権利保障を深く捉え、具体的に支援で
きる区としての施策を一歩進めるべきと求めました。
　ＮＨＫは先月、ＬＧＢＴの人たちにアンケート調査を行いま
した。その結果、同性愛や両性愛などと答えた２,３００人余
りのうち、自分が住む自治体に渋谷区のような制度があれば申
請したいと答えた人が７９％に上りました。中野区も国際化の
名にふさわしく、ＬＧＢＴの権利保障の施策を具体的に示し実
行していくべきではありませんか。答弁を求めます。
　性同一性障害や性的マイノリティーについての教育分野での
立ちおくれも問題です。決算特別委員会で、２０１５年３月発
行の都教育委員会「人権教育プログラム」における実践・指導
事例の活用では、小・中学校の人権課題を１１項目挙げなが
ら、性的マイノリティーは人権問題のその他の扱いとされてい
ることを指摘しました。都教委はその後５月７日付で都立学校
長と区市町村教育委員会に対し、４月３０日付文科省通知に基
づいて「性同一性障害に係る児童生徒に対するきめ細かな対応
の実施等について」の通知を出しています。周知する際、全教
職員への確実な周知をお願いします、としています。全教職員
への周知はいつどのように行われたのか、全教職員まで周知さ
れているのか、答弁を求めます。
　通知によると、性同一性障害に関する当事者または保護者か
らの相談を受けた場合は、学校内にサポートチームをつくり、
チームで対応することや、医療機関との連携、性的マイノリ
ティーとされる児童・生徒に対する相談体制等の充実を具体的
に示しています。これに沿った体制は整っているのでしょう
か。必要な体制と手だてをとるための準備は各学校でできてい
るのでしょうか。また、医療機関との連携はどのようにとって
いくのでしょうか。答弁を求めます。
　そこで大切になってくるのは教職員の理解と対応です。東京
都が行う教職員研修は校長、副校長、一般教職員でクラスごと
にそれぞれ実施されています。ここでの研修講演では性的マイ
ノリティーについて触れる程度になっています。一方、当事者
の声には約７割がいじめの被害の経験があるとの調査もありま
す。教科書や授業でも取り上げられないもと、当事者にとって
教職員が正しい理解者であるかどうかは身近な相談相手として
大きく左右します。都の研修では不十分であり、中野区として
研修を実施することも検討すべきではありませんか。答弁を求
めます。

来住和行2015/11/26

 
　

 

　

　

　

　  

リティ 全般について心ない言動を慎むこと、児童・生徒が戸
籍上の性別にのっとった服装等をしていない場合にも、否定し
たり、揶揄したりしないことなどが文部科学省のこの通知には
書かれています。
　さらに、この通知では、こうした支援を行うために、人権教
育担当者や生活指導担当者、養護教諭を対象とした研修、学校
の管理職を対象とした研修、学校医やスクールカウンセラーの
研修等で、性同一性障がいやその他の性的マイノリティ につ
いて取り上げることとされています。
　２０１３年、日本教育医学会発行の「教育医学５８巻３号」
に掲載の堀希好氏の研究、養護教諭、いわゆる保健室の先生に
対する調査によると、「自校に同性への性的指向を持つ生徒が
いると思う」と回答した方は、養護教諭になってからの学習経
験がある場合では約６２％に上り、一方、学習経験が全くない
場合では４４.７％にとどまっております。また、学習経験が
ない場合は、こうした生徒の対応へも消極的な特徴が見られた
とのことです。保健室の先生の意識について、学習経験の差に
よる開きが出てきているそうです。
　そこで伺います。性同一性障がいやその他の性的マイノリ
ティ の児童・生徒への配慮、性的マイノリティ に対する他の
児童・生徒の偏見の助長を防ぐとともに、人権意識を育てるこ
とにつながることとして、性的マイノリティ 全般について心な
い言動を教員自身が慎むことや、児童・生徒間で性的マイノリ
ティ を揶揄する発言などを目にした際にはきちんと注意・指
導することを早急に全ての教員に徹底すべきと考えますが、い
かがでしょうか。
　また、教員や学校関係者に対するきちんとした対応ができる
ようにする、性的マイノリティ 全般に関する研修の必要性に
ついていかがお考えでしょうか。そして、今後の実施に向けた
考えをお聞かせください。

田中大輔
区長

ただいま再質問でお話をされたとおり
の御理解をいただければと考えており
ます。

2016/2/23 石坂わたる （１）として、ユニバーサルデザイン及びダイバーシティにつ
いて伺います。
　新しい中野をつくる１０か年計画（第３次）の（素案）及び
（改定素案）において、「グローバル化の進展を踏まえた家
庭、学校・職場、地域社会など人権課題（女性、高齢者、外国
人、障害者、ＬＧＢＴほか）に対する理解を深め、共生社会を
実現するための啓発活動、事業を推進します」とし、「誰もが
生活しやすいまちづくりの推進」を実現するための「ユニバー
サルデザインのまちづくり」を挙げています。多くの場合、ユ
ニバーサルデザインとは「障害の有無にかかわらず」という文

　

 

　

　

　

　

 

 

　

　

　  
　

   　

 

　

 

田中大輔
区長

ユニバーサルデザインで考えている対象についてであります。
誰もが活動しやすいユニバーサルデザインのまちづくりは、超
高齢社会、グローバル化の進展等を踏まえ、高齢者、障害者、
外国人、ＬＧＢＴなど、多様な区民や来街者を想定したもので
あります。今後ユニバーサルデザインに係る審議会を設置し、
条例の制定や推進計画の策定を検討する中で、取り組みの内容
を具体化していきたいと考えております。
　その中で、区民や事業者に一定の責務を想定しているかとい
うようなことであります。高齢社会やグローバル化の進展を踏
まえると、区民のさまざまな特性を理解し、誰もが同様にサー

　

　

 

区長のほうから全員参加型という形でお答え
いただきましたけれども、私の質問の中で例
示列挙しました高齢者で介護保険第２号被保
険者の方であるとか、障害者の枠に難病患者
の方が入るかとか、ＬＧＢＴほかのところに
ＬＧＢＴ以外の性的マイノリティ の方も含ま
れているという理解でいいかどうか、念のた
め再質問させていただきます。

石坂わたる



次に、ＬＧＢＴ、性的少数者の支援と権利保障についての御質
問のうち、住み替えあっせん制度の周知についての御質問でご
ざいます。現在、さまざまな事情により住宅を探すことが困難
な方に対して、中野区住み替え住宅のあっ旋に関する要綱に基
づき、情報提供を行っております。要綱を改正する予定はござ
いませんが、ＬＧＢＴ当事者も含む住宅を探すことが困難な方
の誰もが相談できる制度として周知方法等について検討してい
きたいと考えております。

尾崎孝
都市基盤部長

次に、「ＬＧＢＴ」性的少数者の支援と権利保障について、３
点伺います。
　まず第１に、学校教育の位置付けについて。
　ＬＧＢＴ当事者と関係団体の努力と取り組みによって、誤解
や偏見は克服されつつありますが、制度的保障の立ちおくれが
社会全体の理解と合意の妨げになっています。野党４党は共同
で「ＬＧＢＴ差別解消法案」を提出し、全党の合意で成立を目
指しています。
　昨年の第１回定例会で、私は、東京都教育委員会が発行する
人権教育プログラム（学校教育編）で、ＬＧＢＴはその他の扱
いとされていることを問題とし、指摘しました。４月の新年度
改訂版では、その他の扱いから柱立てを行い、４ページの扱い
となり、格段の位置付けに変更となりました。中野区もこれを
機会に、教育現場に生かし、中野区人権教育推進委員会の「人
権教育推進資料」の新年度のテーマにしてはいかがでしょう
か。
　さらに、ＬＧＢＴへの理解を学校現場の職員にどのように深
めてもらうのか、その手立てについてもあわせて答弁を求めま
す。
中野区の住み替え住宅のあっ旋に関する要綱について伺いま
す。
中野区内に在住するＬＧＢＴ当事者の方々へのアンケートによ
ると、その理由に「職場、学校、新宿へのアクセスがよい。当
事者が多く住んでおり、安心感がある」が多数を占めていま
す。にもかかわらず、性的マイノリティ が賃貸住宅の入居を
断られるケースがあると言われています。
　中野区の中野区住み替え住宅のあっ旋に関する要綱は、民間
賃貸住宅に居住する高齢者・障害者世帯、またはひとり親世帯

来住和行2016/6/6 髙橋信一
政策室長

次に、同性パートナーの条例についてお答えいたします。
　改定した１０か年計画では、グローバル化の進展を踏まえ、
多様な文化や生き方を背景にした地域社会が営まれ、高齢者、
外国人、ＬＧＢＴなどを含む全ての人が生活しやすいユニバー
サルデザインのまちづくりを目指しているところでございま
す。同性パートナー制度については、法律的に保護する権利の
内容が国の制度では保障されるものではないため、考えてござ
いません。

　

脈で使われますが、本計画では詳細は後で触れますが、対象と
する範囲がより幅広いものとなっています。
　近年、企業ではダイバーシティ経営が進んでいます。このダ
イバーシティとは、東洋経済オンラインによると「女性、障害
者、外国人、そしてＬＧＢＴ（性的マイノリティ ）」などの
「多様な人材を活用して企業の競争力を高めようという動き」
とされています。
　まさに先日、新聞各社から報道がありましたが、パナソニッ
クが社内ルールを変更し、４月から同性カップルを結婚に相当
する関係と認める方針を固め、社員の行動指針も見直し、ＬＧ
ＢＴ＝性的少数者を差別しない姿勢を明確化することとなった
そうです。
　経済産業省によると、ダイバーシティ経営には、さきに述べ
た視点に加え、イノベーションの創出効果なども期待されてい
ます。同様に中野区のユニバーサルデザインの取り組みは、単
なる差別解消や参加の機会の平等ということにとどまらず、中
野区の新たな活力の発掘や魅力の発信にもつながると思われま
す。
　新しい中野をつくる１０か年計画（第３次）の改定素案を見
ますと、「（仮称）ユニバーサルデザイン推進条例の制定」、
「（仮称）ユニバーサルデザイン推進計画の策定」とありま
す。また、この１０か年計画の用語説明では、ユニバーサルデ
ザインの説明として「障害の有無、年齢、性別、人種等にかか
わらず、多様な人々が利用しやすい都市や生活環境を初めから
デザインし、物やサービス提供などに配慮するという考え方を
いうとされています。
　まずここで確認いたしますが、ユニバーサルデザイン推進条
例や推進計画では障害者、高齢者、女性、人種・外国人、ＬＧ
ＢＴ・性的マイノリティ に関する取り組みが含まれているとい
うことでよろしいでしょうか。特に、障害者には難病者、高齢
者には介護保険の第２号被保険者で加齢に伴う特定の病気を抱
えている人、「ＬＧＢＴほか」にはそれ以外の[4]性的マイノ
リティ が全て包含されていると思ってよろしいでしょうか。
さらに、外国人には仕事や観光で訪れる人、留学生や就労ビザ
を持つ人として一定年数日本に定住する方、そして、特別永住
者を含めた日本に生まれ育った外国人や、外国人と日本人との
間に生まれたお子さんも含まれると考えてよろしいでしょう
か。
　なお、新しい中野をつくる１０か年計画（改定素案）にある
「多様な人々が利用しやすい都市や生活環境を初めからデザイ
ンし、物やサービス提供などに配慮する」ということを実現す
るために、この条例や計画では行政が一定の責務を果たすとと
もに、区民や事業者に差別の禁止や合理的配慮を求めることを
想定していると考えてよろしいでしょうか。また、所信表明で
は「ユニバーサルデザインに係る審議会」とありましたが、当
事者の声を反映するためにどのようなメンバーを想定されてお
りますでしょうか。
　その上で、幾つか具体的な対象層について質問をいたしま
す。
　（２）のＬＧＢＴ・性的マイノリティ について伺います。
　性同一性障害や同性愛者など、性的少数者への差別をなくす
ための超党派による国会議員連盟、いわゆるＬＧＢＴ議連は、
去る１月、立法検討ワーキングチームを設置しました。具体的
には、ＬＧＢＴの差別解消に関する法整備が進もうとしていま
す。中野区でもＳＯＧＩ（Sexual Orientation & 　Gender
Identity）つまり、性的指向及び性自認によるマイノリティで
ある性的マイノリティ ・ＬＧＢＴについて、今年度、区内当
事者団体との連携による中野区共催での区民向けのシンポジウ
ムや係長６年目研修が行われました。シンポジウムに参加をさ
れた区民の反応や、シンポジウムや係長６年目研修に参加をさ
れた区の職員の啓発における成果はいかがでしたでしょうか。
特に、区の職員に関しては、単なる知識を得るだけでなく、
日々の仕事の中で得たものを生かしていくことが必要になると
思われます。今後どのような効果を期待されていますでしょう
か。
　また、こうした知る機会をふやしていくためにも、啓発の機
会や職員研修は継続的に行う必要があると考えますが、いかが
お考えでしょうか。今後レズビアン、ゲイ、バイセクシャル、
トランスジェンダーの人やその他の性的マイノリティ への取
り組みをしっかりと引き続き進めていただけますよう要望しつ
つ、次の質問に移ります。

　

ビスを受けられるユニバーサルデザインのまちづくりが重要と
なってきていると考えております。そのためには、行政だけで
なく、区民、事業者らの多様な主体による取り組みが必要であ
ると考えております。このような考えを踏まえて、推進計画の
策定や条例等を検討してまいりたいと考えております。
　審議会の構成についてであります。ユニバーサルデザインに
係る審議会については、関係団体からの推薦や学識経験者を含
めた委員構成を想定しております。審議会を進めていくに当
たっては、さまざまな方々との意見交換等も検討したいと考え
ております。
　区民向けのシンポジウム、あるいは係長６年目研修を受けた
区の職員の啓発効果などについてであります。区民向けシンポ
ジウムに参加した方は１２０人、また、その際のアンケート回
収率はほぼ１００％でありまして、これについては区民の関心
度が高く、啓発効果があったと考えております。人権研修を受
講した職員、これにつきましては、ＬＧＢＴなどに関する知識
を得ることの必要性、また、多様性に対する共感力の重要性等
を認識することができたとの感想が多かったところから、各職
場の中でこうしたことが生かされていくものと考えておりま
す。今後とも区内のＮＰＯ団体との連携を図りながら、ＬＧＢ
Ｔ・性的マイノリティ に対する区民、職員の理解を深める取
り組みを継続的に行っていきたいと考えております。

 



　
　

　

　

 

　

が他の住宅に転居することをあっ旋し、福祉の増進を図ること
を目的としています。本要綱は、ＬＧＢＴの当事者も対象にな
ると区は説明していますが、当事者の多くがそのことを知りま
せん。要綱には当事者が対象となることが記されていなからで
す。対象とするのであるならば、要綱にその旨をきちんと書き
加え、広く周知すべきではないでしょうか。答弁を求めます。

2016/9/13 石坂わたる １、オリンピック・パラリンピックに関連した、バリアフリー
やユニバーサルデザインについて伺います。
　まず、オリンピック憲章についてです。オリンピック憲章で
は、人種、性別、性的指向、言語、宗教、国や社会のルーツな
どの理由で差別を受けることなく、憲章の定める権利や自由が
享受されなければならないとしています。
　本年８月２２日の朝日新聞オンライン記事によると、リオオ
リンピックでは５０人以上の選手がＬＧＢＴ であることを公
表して出場したとのことです。２０２０年東京オリンピック・
パラリンピックでは、障害をはじめ、さまざまな選手の参加が
予測されます。当然競技を見に来る側にもオリンピック憲章で
例示列挙をされているような方々や障害、民族、国籍、性自認
などについてさまざまな人がいます。区は、そうした観点で、
更衣室を含むスポーツ施設に関し、障害や性自認などに限らず
誰もが利用しやすい施設整備や運用、さまざまな人に対する人
権意識の啓発などについて、オリンピック前はもちろんのこ
と、レガシーの一つとしてオリンピック後にも継続的に進める
考えをお持ちでしょうか。
　また、オリンピックやパラリンピックを契機とした相互理解
の推進について、さまざまなハンディキャップや社会的な不利
を抱えている、あるいは不遇な人が頑張っていて偉いというよ
うな感動ドラマに浸って終わるのではなく、日常生活ですれ違
う人の多様性、例えば、身体だけでなく知的・発達・精神の障
害や日本で暮らす外国籍の人、その他、先ほど例示列挙をした
方々などにもオリンピック憲章の精神に基づき意識が向けられ
るような取り組みも求められますが、いかがお考えでしょう
か。
　次に、車椅子競技について伺います。具体的にウィルチェア
ラグビーについて伺います。
　この競技は、車椅子ラグビーとも呼ばれ、２０００年のシド
ニーパラリンピックから公式種目になり、１９９７年には日本
ウィルチェアラグビー連盟も設立されています。しかし、車椅
子が床を傷めるなどとの理由で練習場所が確保できず、その結
果、東京に本拠地を置くチームがありません。また、渋谷区が
区内で行われるパラリンピック競技の日本代表に練習場所を提
供する方針のため、ウィルチェアラグビーも渋谷区のスポーツ
センターが使えるようになりました。しかし、オリンピック後
の将来を見据えた練習場所の確保には至っていません。新中野
体育館はオリンピックやパラリンピックの練習場所としても意
識され、アリーナの床は障害者スポーツも意識されたものにな
るそうですが、新中野体育館につき、パラリンピックに向けた
渋谷の体育館を補うウィルチェアラグビーの日本チームの練習
場所や、パラリンピック後も東京でのウィルチェアラグビー
チームが利用できる体育館としての活用方法なども検討されて
はいかがでしょうか。
　なお、スポーツ・文化施設について、施設周辺を含めたバリ
アアリー化や障害児・者が利用しやすい料金設定などを含むア
クセス性の向上も要望しつつ、次の質問に移ります。
　性別・ＳＯＧＩ、ソジやソギとも言いますけども、性的指
向・性自認に関する犯罪・暴力の予防やユニバーサルデザイン
について伺います。
　平成２７年度、中野区の犯罪被害の窓口には４２件の相談が
あり、うち７件が性犯罪、３件がＤＶだったそうです。夫婦間
やカップル間のＤＶ（ドメスティックバイオレンス）には身体
的な暴力のほかに、言葉で相手を脅かす精神的暴力、相手を束
縛する社会的暴力や経済的暴力、避妊に協力をしないなどの性
的暴力があります。被害者側でノーという意思や逃げるという
選択ができない状況やＤＶであることに気づけない精神状態に
陥っている場合もあります。また、同性間ＤＶやＤＶの被害を
受ける側が性同一性障害などの場合もあります。そして、その
支配の背景には過剰過ぎる性差意識や腕力で女性に勝る男性の
おごり、あるいは性に関する差別的な意識が根底にある場合が
少なくありません。
　横浜市にある「認定ＮＰＯ法人エンパワメントかながわ」で
は、中学生向け、高校生向け、大学生向け、大人向けのデート
ＤＶ予防プログラムを作成し、デートＤＶ予防プログラム実施
者や電話相談員の養成を行っています。
　中野区では、ユニバーサルデザインで目指すべき姿として、
年齢、性別、身体能力、国籍等のさまざまな特性を持つ人がい
ることを前提としたまちづくりが進むことにより、全ての人が
安心・安全で快適に暮らすことができていますということも掲
げています。今後、ユニバーサルデザイン推進条例や推進計画
を策定する際、性別・性的指向・性自認に起因する暴力や犯罪
を予防、早期発見し、そうした行為を許さない女性に関する人
権意識の涵養や被害に遭いそうな場合を含めた相談や逃げ込み
ができる窓口の明確化や周知、関連する部署との連携強化など
の必要性についていかがお考えでしょうか。
　３番目として、見え難く気づきにくい障がいや[3]ＬＧＢＴ
への合理的配慮やユニバーサルデザインについて伺います。
　２００１年に台東区で短大生が殺害された事件がありまし
た。その事件の加害者は発達障害を抱えていたとされていま
す。２０年以上前から自閉症や知的障害者の裁判で弁護活動を
してきた副島洋明弁護士は、この事件に関し、加害者の生育歴
を見ると、発達障害のゆえに徹底的にいじめられ傷つけられて
いた。しかも、普通だったらとうに自殺していておかしくない
極貧の状況下で辛抱強く生きてきた。追いつめられる前に
ちょっとでも相談できる人がいたら、コミュニケーションに飢
えていなかったら、あの事件はなかったと思いますと述べてい
ます。また、２００９年、牧野麻由子氏らは新潟医学会雑誌に
て、ＨＩＶ感染者はさまざま心理社会的課題について悩みを抱
いており、抑うつ感や不安感を抱きやすいとの発表を行いまし
た。さらに、昨年８月には、ＳＮＳで同性愛者であることを暴
露された一橋大のロースクール生が自殺をする事件がありまし
た。しかし、発達障害イコール犯罪でも、同性愛者イコール自
殺でも、ＨＩＶイコール鬱でもありません。誰にも相談や気持

　

田中大輔
区長

性別・性的指向・性自認に関する犯罪暴力とユニバーサルデザ
インについてであります。
　女性暴力や犯罪予防とユニバーサルデザインについて。ＤＶ
被害や女性の人権問題に関する相談窓口や啓発については、男
女共同参画基本計画に基づいて現在進めているところでありま
す。人権問題等においては、時世の変化とともにさまざまな形
での対応が必要となってきております。そのことを踏まえて、
来年度、男女共同参画計画の改定においてさらなる人権意識の
向上に向けた取り組みや関連部署の連携強化などについて検討
をしていきたいと考えております。
　見えづらく気づきにくい障害やＬＧＢＴ への合理的配慮や
ユニバーサルデザインについてであります。ユニバーサルデザ
インの推進は、誰もが自由に社会参加が進むまちを目指し、目
指すべき将来像や基本方針等を検討し、これを実現するための
取り組みを進めていくものであります。周囲から困難が見えづ
らい人、こうした方々を含むさまざまな人に対する理解、促進
を図るなど、今後構築する区のユニバーサルデザインの理念に
沿った取り組みを行っていくことになると考えております。今
後、ユニバーサルデザインを進める中で、どこまでが合理的配
慮としてあるべきことなのかといった合理的配慮の範囲などに
ついても十分に議論を行っていく必要があると考えておりま
す。



田中大輔
区長

人権擁護について、一人ひとりの権利が守られ、あらゆる差別
を許さない地域社会を形成するためには、区は、個人や社会の
多様性を理解し、相互に尊重し合い、誰もがみずからの個性や
特徴、年齢、性別、思想信条、社会的少数派であることなどに
よって障壁を感じることなく活動ができるユニバーサルデザイ
ンのまちづくりを進めることとしております。こうした考えか
ら、家庭、学校、職場、地域など身近なところでの啓発活動を
行い、多様性の理解促進を進めているところであります。
　ユニバーサルデザインについて。ユニバーサルデザインの取
り組みについては、誰もが自由に社会参加が進むまちの実現を
目指し、まちのインフラや制度を誰もが使いやすいように設計
していくことを目的とするものであります。区としては、マ
ジョリティーやマイノリティーとして捉えるのではなく、さま
ざまな人々の相互理解を図りながら取り組みを進めていくもの
と考えております。今後、ユニバーサルデザインの審議会の答
申を踏まえながら、その取り組みを進めていきたいと考えてお
ります。

　

　
 

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

ちの吐露ができず、外から気づかれないことを要因とする自己
肯定感の低下や情緒不安定を避けることが必要です。そのため
には本人が自己受容をしやすい環境の整備、そして家族や周囲
が早期に気づいて受容的な支援の手を伸ばせることが必要で
す。
　「見えにくい」という点においては、ほかにも、日本風の通
称を持つアジア系の外国人、初期の認知症、軽度の知的障害、
精神障害、高次脳機能障害、内部障害などもあります。また、
障害としての認定が得られるかどうかのぎりぎりの状況でさま
ざまな困難を抱えている人もいます。周囲に伝えにくく、また
周囲から見えづらい困難、周囲から理解されにくい困難、時に
は本人が自覚すらしていない場合すらある困難については、困
難の原因やそれを抱えている人の属性にかかわらず、必要な人
が必要なときに必要な支援や配慮が得られるようにしておくこ
と、そして社会における少数者だけでなく全ての人、誰もが安
心して自己肯定感を高められる環境をつくることが必要です。
中野区における合理的配慮を含むユニバーサルデザインの推進
も、このような必要性を踏まえて行うという理解でよろしいで
しょうか。

　

　  

ここからはＬＧＢＴを含む性的マイノリティ ーに関して伺いま
す。
　理解促進なしの政策推進は、結果的に最悪な事態を発生させ
かねないということは先ほど言いましたが、今後、ユニバーサ
ルデザインなどで性的マイノリティ ーを考慮すべきという意見
がありますが、例えば多目的トイレであれば、性的マイノリ
ティ ー専用のトイレをつくるのか、どの観点で何種類つくる
べきなのか、そんな議論があるかもしれませんが、性的マイノ
リティ ーの方々が求めてはいないようです。トイレ利用がい
わゆるカミングアウトになってしまうために設置を断念した自
治体もあると伺っています。カミングアウトしたくないという
人がたくさんいるというわけです。
　諸外国においては、ジェンダーレストイレなどの導入もあ
り、個室をふやすという方策などもあります。ことし４月に自
民党「性的指向・性自認に関する特命委員会」が出した基本方
針では、「カムアウトする必要のない社会」をつくることを掲
げております。ユニバーサルデザインの中に健常者も利用して
いい風潮を盛り込むことで、多目的トイレは性的マイノリティ
ーの方々も利用しやすくなっていくと、そういった考えもある

　

　
　

 

 

 
 

 

　  

　  

加藤たくま2016/11/28

2016/11/25 甲田ゆり子 （１）多様性を尊重する教育行政について伺います。
　１点目に、現在、２０人に１人はいると言われている、性的
少数者 ＬＧＢＴへの理解教育については今後真剣に検討すべ
きと考えます。つい先日も、同性に告白した学生が心ない吹聴
をされたことで自殺に至ったとの報道がありました。思春期に
なり、自身の性について悩み苦しんでいる生徒がかなりいると
思います。教員が気づいてからでは遅い場合があります。
　そこで伺います。ＬＧＢＴに対する人権教育プログラム、校
長会の通知にはどのように対応していくことを主旨としている
のでしょうか。伺います。
　教員がもし生徒から相談を受けたときに、まずどのように対
応するか、徹底はされているのでしょうか。また、そういう生
徒がいると感じ取った場合の対応はどうされるのでしょうか。
伺います。
　倉敷市の小・中学校が９月より性の多様性について考える授
業を始めたとの報道がありました。そのころに芽生える差別意
識の目を摘むため、やはり学校教育の中で教員があえて取り入
れていくことが大切と考えます。倉敷市では、唐突にＬＧＢＴ
の授業をすると児童・生徒が教室内で当事者を探す恐れがある
との助言を受け、性的少数者 を扱う前に、人の考え方などの
多様性に関する内容の授業も行い、工夫をしているとのことで
す。少数でも自分を否定せず、自信を持って大丈夫というメッ
セージを伝えるだけでも安心につながります。
　また、もう一つの手段としては当事者の体験談を聞く機会で
す。先日、私は、「普通」を考える図書館・ヒューマンライブ
ラリーというイベントがあるのを知りました。マイノリティー
というだけで偏見を持ってしまいそうな「人」を本のように貸
し出して、体験談を話してもらうという面白い企画です。毎
年、明治大学中野キャンパスで開催されています。そこにはＬ
ＧＢＴの代表として石坂わたる議員も「本」として用意され、
既に３回話をしているそうです。これまであまり知らなかった
マイノリティーの方の体験談を聞き知ることは、触発を受け、
偏見、差別から親近感へと変わる機会を得られます。例えば、
このような企画を使って外部講師に登場していただき、ＬＧＢ
Ｔの理解を深めることも可能であると考えますが、いかがで
しょうか。伺います。
　また２点目に、親が離婚、再婚などにより血縁関係のないス
テップファミリーについても差別がないように教育現場でも後
押しをすべきです。いろいろな家族のあり方があってよい、こ
れも生き方の違いや尊さを認め合う理解教育となり、ひとり親
家庭などもふえている中、とても大切と考えます。
　私の友人の里親さんが、小学４年生の里子とともに、みずか
ら先生に頼んで授業の中で体験発表をさせてもらい、クラス内
にあった偏見や差別意識を未然に防いだことを伺いました。さ
らに、その体験談を聞いた後、数人の生徒が手を挙げて、「実
はうちもお父さんは実親ではない」「うちもひとり親家庭だ」
などみずから言う子もいたそうです。「そういう家庭も全然あ
りだよ」と肯定し合う雰囲気が生まれたという話を聞き、感動
しました。このように体験を聞く教育は多様性を学ぶ機会の一
助となり、できるところから取り入れる選択肢を情報提供して
ほしいと考えますが、いかがでしょうか。伺います。

田辺裕子
教育長

人権教育プログラムでは、いわゆる性同一性障害等について、
人権課題の一つとして取り組むこととしておりまして、これを
踏まえ、教員の正しい理解に基づき、多様性を踏まえ一人ひと
りの人権を尊重する旨の周知を行ったところでございます。
　次に、生徒からの相談や教員の気づきがあった場合の対応に
ついてです。文部科学省の通知を踏まえ、児童・生徒の性同一
性障害等についての悩みの相談や教員の気づきがあった場合
は、まずは児童・生徒の心情に寄り添い、共感することから相
談等を進めることとしております。また、校内の支援体制を整
え、組織的な対応を行うとともに、関係機関との連携を図るこ
ととしてございます。
　続きまして、当事者からの体験談を聞く機会についての御質
問です。性同一性障害やステップファミリーなどの家庭など、
内面的な悩みを抱える児童・生徒については、その実情を踏ま
え取り組むことが重要であると考えています。体験談を聞く取
り組みについては、児童・生徒の発達段階を踏まえ、適切な対
応を図ることが必要なことから、各学校の取り組みの中で判断
をすることとしてございます。



　

田辺裕子
教育長

人権擁護施策のうち、性的マイノリティ ーに関する教育環境
についての御質問にお答えをいたします。性同一性障害も含む
性的マイノリティ ーについては、児童生徒の実情や発達段階
を踏まえて、人権教育の中で指導していく必要があると認識を
してございます。児童生徒に対しましては、児童生徒の信条に
寄り添い共感することから対応を進め、誰もが性的マイノリ
ティ ーについても相談しやすい校内環境をつくってまいりま
す。また、校内の支援体制につきましても、組織的な対応が図
られるよう整えるとともに、関係機関との連携も図れるように
してまいります。

 

　

 

 

 

　

のではないでしょうか。
　そこで、ＬＧＢＴを含めたマイノリティーを考慮したユニ
バーサルデザインのあり方について、区の御見解をお伺いしま
す。
　次に、学校教育に関しまして質問させていただきます。
　さまざまな人権教育を教える機会が学校教育にありますが、
性的マイノリティ ーに関しては非常にセンシティブに取り扱う
べき内容だと考えております。といいますのは、この性的マイ
ノリティ ーにおきまして、学術研究では、まだ先天性のある
ものなのか後天性のものなのかということが１００％明らかに
なっているわけではありません。自分の性を自覚し切れていな
い幼少期の段階で性的マイノリティ ーの教育をすることで、
性的マイノリティ ーになることを助長させる可能性もあるの
ではないかと考えております。教育としては、性的マイノリ
ティ ーに関して、どの時期、またタイミング、その内容につい
て教えていくのか非常に難しいと思いますし、そのことに関し
ましては今後研究していっていただきたいと考えております。
　それよりも、性的マイノリティ ーの方々が言っておられる
のは、そういった性的なところに関して違和感がある子どもが
逃げ込める場所が欲しいと訴えているということです。トイレ
と同様、マイノリティーの方々のみだけではなく、誰もがカウ
ンセラーと面会しやすい環境づくりが全てのマイノリティーの
救いの場になると考えます。
　そこで伺いますが、性的マイノリティ ーに関する教育環境
をどのようにしていくべきか、区の見解をお教えください。

2017/6/5 １、観光のユニバーサルデザインであるユニバーサルツーリズ
ムについて伺います。
　ユニバーサルツーリズムとは、全ての人が楽しめるようにつ
くられた旅行で、外国人や高齢者、障害者、乳幼児連れ及び妊
産婦を含む女性、ＬＧＢＴ など、誰もが気兼ねなく参加でき
る旅行を意味します。また、オリンピック・パラリンピック時
には、海外から、外国人であり、なおかつ高齢者、障害者、乳
幼児親子、ＬＧＢＴ であるというような方が多数観光に来る
可能性が高いと思われます。
　浜松市では、オリンピック・パラリンピックを視野に入れ
て、平成２８年度から、誰もが訪れやすく暮らしやすいまちづ
くりを推進するため、観光・サービス事業者がユニバーサル
ツーリズムへの理解を深め、受け入れ環境整備に向け取り組む
動機づけを行うとしています。
　また、京都市では、みやこユニバーサルデザイン推進条例の
第８条で、観光旅行者その他の滞在者は、みやこユニバーサル
デザインに関する理解を深め、その推進に積極的な役割を果た
すものとし、観光で京都に訪れる人にも理解や役割を求めてい
ます。
　そして、国の国土交通省総合政策局や観光庁も、障害をはじ
めとする配慮が必要な旅行者の受け入れがトラブルの種になる
のではないかといった不安に対し、観光のユニバーサルデザイ
ン化の推進が日ごろからのさまざまな配慮を必要とする人の受
け入れを可能とし、新たな地域観光の需要を生み出すとしてい
ます。
　こうしたユニバーサルツーリズムについて、具体的には中野
区で暮らす当事者だけではなく、観光やその他の目的で中野区
に訪れる来街当事者の声を聞きながら、次のようなことを行う
ことが必要ではないでしょうか。
　まず、イスラム圏の人でも安心して食べられるハラール食の
提供や、外国人はもちろん、高齢者、障害者、子育て世代、外
国人、ＬＧＢＴ 、妊婦を含む女性に対して偏見のない理解を
し、配慮やサポートができる接客対応等を可能とする研修や啓
発の機会を事業所などに対して行うことが必要であると思われ
ますが、いかがお考えでしょうか。
　そして、授乳や乳幼児はもちろんのこと、障害児のおむつ交
換ができる場所、公共施設や大型店舗やコンビニエンスストア
等で多目的トイレ・オストメイト対応のトイレがある施設につ
いての情報を集約化してデータベース化を行い、オンラインや
紙媒体で来街者に知ってもらえたり、ここに問い合わせれば当
該地域での観光を楽しむ上で必要となるバリアフリー情報は全
てわかるといった、旅行者の志向や行動に即した、総合的で利
用しやすい情報提供ができるようにする工夫を民間事業者と協
力をしながら行うことが必要であると考えますが、いかがお考
えでしょうか。
　二つ目としまして、家庭生活を支える委任契約と公正証書に
ついて伺います。
　家庭構成の多様化が進み、少子高齢化による身近な人がいな
い単身高齢者もふえている状況下での家庭生活におけるニーズ
や、いざ支援が必要になった場合のニーズも多様化していま
す。そうした中で状況に応じた公正証書の活用を考えていくべ
きです。
　公正証書とは、公証人法に基づき、法務大臣に任命をされた
公証人が作成をする公文書です。この公証人は、裁判官や検察
官、法務局長などの経験がある法律の専門家であり、準公務員
です。また、公正証書には証明力があり、執行力を有してお
り、安全性や信頼性にすぐれています。
　そこで、愛情と信頼に基づいて共同生活を営んでいることを
明らかにし、両名の共同生活の維持、相互の療養看護及び相互
の財産の管理等を目的として、一方が任意代理権目録記載の事
務を委任し、その事務処理のための代理権を付与する意思を表
示し、相手方がその趣旨を理解した上で受諾するという契約を
双方で取り交わし、その内容を公証役場の公証人が両当事者の
陳述の趣旨を録取して作成をした財産管理等委任契約公正証書
にしたため、この公正証書の原本である正本に、「上記正本は
公証人役場において原本に基づき作成交付する」ということが
明記され公証人の署名押印がある場合。なおかつ、身上配慮や
健康状態の把握の努力や看護権を含む療養看護に関する特則な
どを公正証書本文部分に記載をしたり、代理権目録に「次の各
書類、印鑑、証書等の保管および委任事項処理のために必要な
範囲内の使用。登記済み権利証、実印、印鑑登録カード、年金
関係書類、遺言書、戸籍・住民票に関するもの、国民健康保
険・介護保険に関するもの、以上に関連する書類等」「転入・
転出の手続に関する事項」「医療に関する契約及び介護契約そ

　

　

　

　

　

　

　

　

　
　

石坂わたる 戸辺眞
区民サービス

管理部長

私からは、家庭生活を支える委任契約と公正証書についてお答
えいたします。
　委任状ではなく、公正証書による手続という御質問でござい
ます。公正証書は、公証人法に基づき、当事者や関係人の嘱託
により法律行為や司法上の権利に関する事実について作成した
文書でありまして、委任状と同等以上の効力があると認識して
ございます。区の窓口では、戸籍謄本等の証明書や転入・転出
の手続、国民健康保険証等の発行について、公正証書に本人か
ら委任された事項として明確な記載があれば委任状にかえて手
続することは可能であると考えてございます。
　なお、御質問で挙げられました他の業務につきましては、委
任状を求めておりませんので公正証書はもとより必要ございま
せん。
　次に、同性カップル等の世帯の取り扱いについての御質問で
す。住民票は世帯の居住関係を公証するものであることから、
住民登録は原則として親族関係にある者を同一世帯としている
ところでございます。親族関係にないものを例外的に同一世帯
とする場合は、近々婚姻届を提出することが確実な場合である
とか、離婚により親族関係がなくなった元夫、元妻のいずれか
の表記を同居人とするような場合、事実上の養子について縁故
者として世帯の認定をするなど、限定的に取り扱っているとこ
ろでございます。仮に親族関係にない者について広く同居人、
縁故者とした場合、居住実態の把握が難しく、原則として親族
関係にあり、同住所に居住し、かつ同一生計である場合に同一
世帯として住民登録をしてございます。
　しかしながら、区民のライフスタイルにつきましては多様化
していることから、適切な世帯認定のあり方について検討して
まいりたいと考えてございます。
　次に、別居親族など、さまざまな関係における委任について
の御質問です。委任者と受任者との関係性にかかわらず、公正
証書の中で委任契約の内容について確認できれば、その効果に
つきましては委任状による手続と何ら変わるものではないと認
識してございます。



また、審議会答申では、条例の制定等に当たって「ユニバーサ
ルデザイン」という用語を定義する際には、「誰もが」「多様
な人が」という表現のみでなく、対象を明確にすべきだと述べ
られています。先日の総務委員会での報告議論の際にも指摘さ
せていただきましたが、現実の取り組みの上では特に力を入れ
て推進すべき事柄がある場合、対象を明記するということはあ
り得ることです。障害者差別解消法にしても、憲法で障害者に
も基本的人権が認められていることは明らかでありながら、あ
えてこうした法律が制定される背景には、社会参加などさまざ
まな場面で障害者への差別的な状況が改善されていないことが
あるからです。今、何を改善すべきなのか、それを明確にする
ためには対象を明確にする必要があります。ユニバーサルデザ
インの性質上、対象とすべき人々が変化し得ることに注意する
必要はありますが、審議会の答申でも触れられている、高齢
者、障害者、子育て世代、外国人、ＬＧＢＴ 、女性といった
対象となる人をしっかり明記すべきと考えます。中野区の見解
をお答えください。
　ユニバーサルデザインの考え方というのは、１回計画や目標
を決めて、それを達成したら終わりという単純なものではあり
ません。最初から１００点満点の決定版はできないかもしれな
いけど、今のデザインでは全体の９０％の人が使えるが、次は
９５％、その次は９７％と、着実に使える人をふやしていこう
とする姿勢、それこそがユニバーサルデザインの考え方です。
そのため、常に現在の状況を確認し、条例や計画の磨きをかけ
ていく必要があると考えます。そこで、３年や５年など一定の
期間で推進計画を見直すといった条項を条例に設けるべきだと
考えますが、いかがでしょうか。中野区の見解をお答えくださ
い。
　また、区内でユニバーサルデザインがどう実現されているか
について評価点検する仕組みをつくることも大事だと思いま
す。区では、庁内横断的な組織としてユニバーサルデザイン推

　

　

　  

　

　

　

羽鳥だいすけ2017/9/11 髙橋信一
政策室長

私からは、ユニバーサルデザイン推進条例についてお答えいた
します。
　初めに、不便を感じている人に対する区の認識はどうかとい
うことでございます。区は、インフラやサービスに限らず、区
民の声や各施策の担当窓口、さまざまな意識調査の実施等を通
じまして、区民の不満、困り事について十分に把握し認識して
いるところでございます。
　次に、人権としてのユニバーサルデザインでございます。ユ
ニバーサルデザインは、全ての人々が利用しやすいようあらか
じめ考慮して都市や生活環境を設計する考え方でございます。
その根底には人権の尊重も含まれていると認識してございま
す。現在検討を進めます、（仮称）中野区ユニバーサルデザイ
ン推進条例は、それを踏まえた上で、全ての人がそれぞれの意
欲や能力に応じて社会参加する、全員参加型社会などの実現を
目指していくものと想定しています。
　次に、条例で対象者を明記することについてでございます。
審議会においては、「ユニバーサルデザイン」という用語を定
義する際に、対象者や特性を明確にした上で具体的に列記すべ
きという御意見がございました。一方で、対象者を列記するこ
とにより、列記されていない人が対象にならないと捉えてしま
う懸念があるという御意見もございました。こうしたことを踏
まえまして、（仮称）中野区ユニバーサルデザイン推進条例に
おいては、「年齢、性別、個人の属性や考え方、行動特性等」
という表現を考えているところでございます。

家庭生活を支える委任契約と公正証書についてのうち、成年後
見制度に合わせた委任契約の周知につきましてお答えいたしま
す。
　認知症や知的障害などによりまして判断能力が十分でない区
民の権利と財産を守るため、成年後見支援センターでは成年後
見制度の周知や相談、市民後見人の育成に取り組んでおりま
す。自分の意思で自分の信頼できる方を後見人として指定する
ということは自分の老後の生活をしっかりと考え計画すること
につながるため、任意後見契約についての周知も引き続き行っ
てまいります。
　財産管理や身上監護などに関する委任契約は、判断能力に問
題がなくても、身体能力の低下によりさまざまな手続などが自
分でできなくなった際に有効な手段の一つとなりますので、今
後はその周知につきましても行っていきたいと考えておりま
す。

　

 

 

　

　

　

　

　

 

　

　

　

　

　

の他福祉サービス利用契約（施設系入所契約を含む）に関する
事項」「相手方の子の医療・保育・福祉等行政手続きに関する
一切の事項」「事務代行者の指定に関する事項」「以上の各事
項に関連する事項」と明記をしてある、こうした公正証書を作
成した場合について伺います。
　（１）として、公正証書による委任契約の効果について伺い
ます。
　同性カップル等がこうした公正証書を持参し、窓口の職員等
に提示をした場合、戸籍謄本や住民票の写しの発行、転入・転
出の手続、国民健康保険や介護保険に関する保険料の納付書の
発行や保険証の交付や再交付、認可保育所の入園手続、家族同
様の共同生活を送る者としての区民相談等の利用は可能でしょ
うか。
　（２）として、愛情と信頼に基づく共同生活と世帯の取り扱
いについて伺います。
　２３区の中野区を除く各区では、男性同士・女性同士の友人
同士あるいは同性カップルで同居をしている場合、あるいは同
居かつ家計を共にしている場合について、世帯主と同居人、あ
るいは世帯主と縁故者の関係で同一世帯として住民登録ができ
るようになっています。転出元の他区で同一世帯であったこと
を根拠に中野に転入する際に同一世帯で住民登録をできた方も
いますが、中野区では原則的には同性カップルとは同一住所で
別世帯という扱いになっているようです。
　相互に公正証書を作成し、正本の発行を受けるには１万円以
上の金額がかかるため、公正証書がなくても同性カップルが他
区と同様に同一世帯になれることが望ましいことは言うまでも
ありませんが、少なくともこうした公正証書を作成し、今後も
安定した関係性を構築する意思のあるカップルについては同一
世帯とできる取り扱いをすべきと考えますが、いかがでしょう
か。
　（３）として、男女の事実婚や独居高齢者などの場合につい
ても伺います。
　男女の事実婚の場合、未届けの夫や妻として同一世帯にして
いる方もいますが、別々の世帯にされている方もいます。ま
た、中には戸籍上婚姻をしている夫婦でも世帯分離をしている
方もいます。そして、認知症ではないために成年後見の制度は
使えないものの、目や耳や足腰が弱り、みずから役所に行くこ
とが難しい方などについて別居の親族が面倒を見ている場合も
あります。
　なお、日本公証人連合では、人間は年をとると、判断能力は
しっかりしていても、身体的能力の衰えによってだんだん自分
のことができなくなり、寝たきりになってしまえば幾ら預貯金
があってもお金をおろすこともできません。判断能力が衰えた
場合にのみ発動される任意後見契約だけでは不十分です。任意
後見契約だけでなく、通常の委任契約も組み合わせて締結して
おけば安心ですとしています。こうした場合にも記載の仕方は
若干変わる場合があると思いますが、先ほど述べたような公正
証書によって必要な事項を定めて記載をしておけば、先ほどと
同様なことが可能となり、同一世帯の夫婦や家族に準ずる関係
性であると見てもらい、最初に質問をした区の受付窓口での手
続や相談等を受けられると考えてよろしいでしょうか。
　（４）のその他で委任契約の周知について伺います。
　こうした委任契約公正証書について、中野公証役場に確認を
し、法律の専門家である公証人の方の話を伺いました。その都
度委任状を必要に応じてつくるやり方もあるが、必要になった
都度いちいち委任状を作成する負担を考えれば、包括的な委任
契約公正証書は有用性が高い。一度公正証書で作成した後は銀
行等の金融機関でも役所でも問題なく使えるものであり、公正
証書の作成時期にかかわらず効力を有するとのことでした。さ
らに、専門職後見人や市民後見人などによる後見制度について
徐々に幅広く知られるようになってきていますが、まだまだ元
気なうちから、事故による障害や老化による認知症に備えて、
任意後見人やその内容を公正証書による任意後見契約で決めて
おくことができることに加えて、通常の委任契約を結んでおい
たほうがよい例があることについても今後周知をしていくこと
が望ましいと考えますが、いかがでしょうか。

小田史子
健康福祉部長

　

　

　

　

　



現在、住宅に関し、住みかえ支援事業が事実婚状態の同性カッ
プルも制度の利用ができる仕組みである一方、区営住宅はいま
だに異性間カップル、同性間カップルの間に格差が残っていま
す。
　公営住宅法の第１条では、国及び地方公共団体が協力し住宅
を整備し、国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与することを
目的と定め、同３条では、区域内の住宅事情に留意し、必要に
応じて公営住宅の供給を行う義務を地方公共団体に課していま
す。
　また、当初はファミリー向け住宅とされていた公営住宅は１
９８０年の改正で高齢者、身体障害者、生活保護の被受給者の
単身入居が可能となるなど、入居可能な対象は法改正のたびに
広げられてきました。２０１１年の改正からは、入居要件は自
治体ごとに定めることになり、公営住宅法からは同居親族要件
が削除されました。
　２０１４年の国連人権委員会の総括所見は、ＬＧＢＴ への
差別的規定である自治体レベルの公営住宅事業に関して、同性
カップルに適用される入居要件に残されている制限も取り除く
べきであると述べています。
　そして、中野区営住宅条例では、第６条１項で申込資格を、
第１号で「現に同居し又は同居しようとする親族（婚姻の届出
をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者その他婚姻の
予約者を含む。）があること」とし、第２号で所得制限を設
け、第３号で現に住宅に困窮していることが明らかな者である
こと、第４号で、契約者や同居者が暴力団員でないことを定め
ています。条例上は必ずしも同性カップルを排除しないものと
なっていますが、実際の募集要項では、世帯用は現に同居して
いる、または同居しようとしている親族がいること。内縁関係
の場合、住民票の続き柄の記載が「未届けの夫（または妻）」
となっており、戸籍上の配偶者がいないことという規定になっ
ています。将来にわたって婚姻をする予定のない事実婚の男女
のカップルでも区営住宅に入居できる反面、婚姻することがで
きない事実婚の同性カップルの入居のみが暴力団と同様に入居
ができない扱いとなっていることは問題であり、運用の変更ま
たは条例の改正が必要だと思われますが、いかがお考えでしょ
うか。

豊川士朗
都市基盤部長

区営住宅への同性同居人の入居についてでございます。区営住
宅への同性同居人の入居に関する取り扱いにつきましては、都
営住宅及び他区の状況等を踏まえながら、適切な運用のあり方
を検討してまいりたいと考えております。

2017/11/28 まず、（仮称）ユニバーサルデザイン推進条例について伺いま
す。
　第３回定例会において、羽鳥だいすけ議員が中野区ユニバー
サル推進審議会の答申のユニバーサルデザインで配慮すべき対
象者の具体例の列記を求めた質問に、「年齢、性別、個人の属
性や考え方、行動特性等」という表現を考えているとの答弁で
した。障害者差別解消法を新たに制度として法制化されるの
は、障害者の社会的参加をはじめ、人権擁護の不十分さと差別
的実態が改善されていないからではありませんか。現実に差別
や不利益を受けている、例えば、永住外国人は地方参政権もな
く、へイトスピーチに見られる差別言動にさらされています。
また、女性の権利でも、社会的参加、賃金格差等は歴然です。
　そこでお聞きします。誰に対してユニバーサルなまちをデザ
インしていくのか。ここが曖昧な条例では、制度の評価、検証
もできないではありませんか。審議会の中で出された意見は、
高齢者、障害者、子育て世代、外国人、ＬＧＢＴ 、女性があ
ります。また、本人の特性としては、年齢、性別、国籍、障害
の有無、性自認・性的指向が意見として挙げられました。これ
らの具体例を列記すべきではありませんか。答弁を求めます。
　世界エイズデーを前に、先日、区内で日本エイズ学会が開か
れました。１１月には、渋谷区パートナーシップ証明実態調査

　  

　

来住和行 髙橋信一
政策室長

次に、人権擁護におけますユニバーサルデザインの対象者の列
記についてでございます。ユニバーサルデザインは全ての人が
対象ということが基本であると考えているところでございま
す。このことを前提として現在検討を進めている条例において
は、年齢、性別、個人の属性や考え方、行動の特性などという
形でユニバーサルデザインを考える際に着目すべき項目を整理
し、列記しているところでございます。
　次に、ＬＧＢＴ の当事者の権利保障についてでございま
す。同性パートナー制度については、保護するとされる権利の
内容が国の制度で定められているものであり、条例等、自治体
の取り組みで対応できるものではないと考えているところでご
ざいます。

 

　

　

進担当が置かれたのだと思いますが、それだけでは日々ユニ
バーサルデザインの推進を図るのは困難です。
　佐賀県では、各部署にユニバーサルデザイン推進員として担
当者を配置し、県のユニバーサルデザインの取り組みを各部署
に伝えるとともに、各部署からユニバーサルデザイン推進部署
に情報を伝達する仕組みをつくりました。中野区でもユニバー
サルデザイン推進を機能させていくために、各部署にユニバー
サルデザイン推進員を置いて情報を吸い上げる仕組みが必要と
考えますが、中野区の見解をお答えください。
　また、日野市では、条例に白書をつくると規定をして、評価
点検の仕組みをつくっています。中野区でも、日野市での取り
組みのように、白書を作成し、公開することを検討してはいか
がでしょうか。
　高齢者や障害者、ＬＧＢＴ など、ユニバーサルデザインの
推進によって積極的な施策展開が必要だと思われる方々にとっ
て、社会参加への障壁となっていることに社会基盤の問題があ
ります。大抵の人にとって何てことのない段差でつまずいてし
まう、またホームドアがなくて転落してしまうかもしれないと
いう不安がある。あるいは、男女別のトイレしかなく、どちら
に入ればよいのか、その都度選択を迫られてしまうなど、さま
ざまな事態が考えられますが、どれも個人の努力で解消できる
ものではありません。
　審議会答申では、区（行政）の役割としてさまざまな人の社
会参加が促進されるインフラ等の社会基盤の整備を進めると述
べられていましたが、今回の骨子からその記述は消え失せてい
ます。このことも総務委員会で指摘させていただきましたが、
理念を実現するためには、「誰が」「何を」やらなければいけ
ないかを書かなければ責任の所在が曖昧になってしまいます。
区の責務として、都市基盤整備や公共施設の整備の際に、ユニ
バーサルデザインの観点から区が点検する仕組みを明記すべき
と考えますが、区の見解をお答えください。
　また、施設整備の分野では民間事業者の協力が欠かせませ
ん。骨子では、事業者の責務が述べられていますが、協力する
よう努める、理解が深まるよう努めるなど、事業者が何をすべ
きなのか、極めて曖昧です。そこで、民間事業者が施設整備を
する際に、ユニバーサルデザインに基づく事業計画の提出の制
度化を検討すべきではないでしょうか。
　この質問に限らず、区長の諮問に答えるべく議論した審議会
の意思を区民の意思として積極的に反映させていくべきです。
そのことを申し上げまして、この項の質問を終わりにさせてい
ただきます。

　

　

　

2017/9/13 石坂わたる



　

　

 

　

報告会が区の主催で開かれました。その報告会で、条例化に
よって区民や区内企業の中で理解が進み、行政の姿勢が区民や
企業にも影響を及ぼしていることが報告されました。
　党議員団は、議会で再三ＬＧＢＴ について、中野区にも他
自治体を参考にした制度の検討を求めてきましたが、中野区は
ユニバーサル推進条例の検討の中でとの答弁に終始してきまし
た。
　お聞きします。先進的な自治体の成果に学び、中野区も当事
者の声を尊重し、中野区らしい制度を検討してはいかがでしょ
うか。答弁を求めます。

　  

次に、中野区パートナーシップ宣誓についてお聞きします。
　当区は５月、パートナーシップ宣誓に取り組む方針を発表
し、８月から受付を開始するとのことでした。宣誓書だけでな
く、希望するカップルには公正証書の受領証も交付するとのこ
とで大きなニュースとして取り上げられました。ＬＧＢＴ 施
策の大きな前進として評価するところです。中野区パートナー
シップ宣誓の考え方についての意見交換会には多くの方が参加
されていたと聞いています。時間いっぱい使い切って発言が相
次ぎ、さまざまな意見が交わされたとのことですから、この取
り組みをめぐって、当事者の皆さんには多くの意見や考え方が
あるということがうかがえます。中野区パートナーシップ宣誓
については、スタートしてからも、引き続き意見交換会を重ね
ることが重要ではないでしょうか。今後もこういった意見交換
会を開催する考えがあるのでしょうか、お伺いします。
　せっかくその宣誓書の受領証が手に入っても、それが何であ
るのか広く知られていなければ意味をなしません。とりわけ金
融機関、医療機関、不動産業界等、生活に直接かかわる業界に
は真っ先に周知をする必要があります。こうした業界に対しど
のように徹底を図るのか、お尋ねします。
　一番肝心なのは、地域の共同体がＬＧＢＴ カップルを丸ご
と認め受け入れることです。ＬＧＢＴ そのものが比較的新し
い概念であることから、中高年世帯には用語としても聞きなれ
ないものであるし、若い世代であっても誤解や偏見にまみれて
いることもあります。全区民的な啓発活動は、パートナーシッ
プ宣誓の大前提です。また、２０１３年に行われたＬＧＢＴ
の学校生活に関する実態調査では、性別違和のある男子の２
５％は小学校入学前に自覚があり、５０％が小学校卒業までに
自覚したと回答しています。子育てや学校教育の場で、早い段
階でＬＧＢＴ 教育を進める必要があるのではないでしょう
か。子どもも含めた全年代への啓発・教育について、これまで
以上の取り組みが必要になると考えます。区の認識をお伺いし
ます。あわせて、今後予定されている具体的な取り組みがあれ
ばお示しください。

いさ哲郎

2018/7/2

朝井めぐみ
政策室長

まず、パートナーシップ宣誓についての意見交換会の継続的な
開催についての御質問でございます。パートナーシップ宣誓の
取り組みにつきましては、当事者の方の間にもさまざまな考え
方や意見があることを認識しております。引き続き、区民の皆
さんと意見交換を行い、区として検討していく必要があると考
えております。
　続きまして、さまざまな業界に対する周知徹底についての御
質問についてでございます。区といたしまして、宣誓をした方
が宣誓書と受領書を提示することが想定されております不動産
事業者、医療機関、金融機関などに対しましては、取り組みの
目的なども含めて個別にお知らせなどを行うことを検討してお
ります。また、宣誓書と受領証の裏面には、受領証の提示を受
けた方にこの取り組みの目的などを御理解いただくための説明
文を添えることとしているところでございます。
　続きまして、子どもも含めて広く区民を対象としたＬＧＢＴ
教育や啓発についてでございます。ＬＧＢＴ について、子ど
もから大人まで区民の理解が広まることが重要と認識しており
ます。今年度、ユニバーサルデザイン推進のための区民向け啓
発冊子を作成する予定でございます。この中でＬＧＢＴ につ
いても理解が進むよう工夫をしてまいります。各小・中学校で
は、性同一性障害、性的指向につきまして人権課題として位置
付け、道徳、社会科、特別活動の時間で取り上げ理解を深める
取り組みを行っております。こうした普及啓発の取り組みを重
ねることで、ＬＧＢＴ を含めて多様な生き方、多様な個性や
価値観への理解が地域の中で広まっていくというふうに考えて
いるところでございます。

（３）として、ＳＯＧＩ（性的指向や性自認）について伺いま
す。
　中野区に事務所を持つ当事者団体であり、現在はＮＰＯ法人
になっている動くゲイとレズビアンの会「アカー」が東京都を
相手取った裁判をかつて行いまして、当事者団体が勝訴をした
際の判決の中で、行政当局としては、その職務を行うについて
少数者である同性愛者をも視野に入れたきめの細やかな配慮が
必要であり、同性愛者の権利・利益を十分に擁護することが要
請されているものというべきであって、無関心であったり、知
識がないということは、公権力の行使に当たる者として許され
ないと述べています。行政当局や公権力の行使に当たる者は、
新区長以下全ての行政職員を指しています。こうした問題に関
して対応が課せられています。
　その上で伺います。同性パートナーシップ制度の実施が８月

 

　
 

石坂わたる2018/7/3 酒井直人
区長

次に、ユニバーサルデザインの中で、パートナーシップ宣誓の
実施とユニバーサルデザイン推進計画での位置付けについての
御質問でございます。パートナーシップ宣誓については、現在
８月からの実施に向けて準備を進めているところでございま
す。本定例会で実施について報告を予定しております。ユニ
バーサルデザイン推進計画については、現在検討中でございま
す。パートナーシップ宣誓など、性の多様性への理解促進等の
取り組みについては、計画の中に位置付けて取り組みを進める
予定でございます。
　パートナーシップ宣誓実施に当たっての普及啓発でございま
す。宣誓をした方がパートナーシップ宣誓書等、受領証を提示
することが想定される不動産事業者、医療機関、金融機関など
に対しては、取り組みの目的なども含めて個別にお知らせする
などを検討しております。また、宣誓書等受領証の裏面には、

 

2018/2/20 平山英明 次に、ユニバーサルデザインの推進について伺います。
　性的マイノリティーに対する社会の認知は、日本は進んでい
るとは言えず、近年になって取り組みを始める自治体がやっと
出てきたばかりです。だからこそ、区が取り組むユニバーサル
デザイン条例の制定と、その後の取り組みに対する期待と要望
も強く、同じ悩みを持つ方々が積極的に声を上げてきていま
す。施政方針では、「ユニバーサルデザイン推進のための計画
策定」とありますが、条例制定後、策定予定の推進計画におい
て、ＬＧＢＴ の方々への理解促進と安心して中野に住み続け
られる取り組みを明確にするとともに、来年度からの区の公的
証書の発行など具体的事業を実施されてはいかがでしょうか。
伺います。

田中大輔
区長

次に、同性パートナーにかかわる公的証書の発行についてであ
ります。近年、同性パートナーにかかわる公的証書の発行を行
う自治体が出てきております。そのことによって、保険の受け
取り人の指定や住宅ローンなど、同性パートナーに対する便宜
が図られる例も見られるようになっているところであります。
区が民法など法的に保護すべき権利について条例で規定する、
このことはできないと考えております。しかし、現実に公的証
書等の発行によって一定の便宜が諮られる、このことについて
は、区としても取り組みを検討する意味があると考えておりま
す。公的証書等の発行などについて、条件や実効性等を見きわ
めながら検討していきたいと考えております。

同性パートナーシップ制度について区長にお伺いします。
　中野区パートナーシップ宣誓の考え方について、田中前区長
が、中野基本構想、中野区男女平等基本条例及び中野区ユニ
バーサルデザイン推進条例の理念に基づき、多様な生き方、個
性や価値観を受け入れることができる地域社会を実現すること
を目指し、当事者の方々から御意見を聞きながら推進してきた
施策です。全国七つの自治体が先進的に取り組んできた、いわ
ゆるパートナーシップ制度は、中野区が実施することで８自治
体、東京では３自治体となります。しかし、その内容は大きく
二つに分かれています。世田谷区などでは、同居して共同生活
を行うことを約束した同性パートナーが、パートナーシップに
あることを宣誓し、宣誓書等を提出した場合、受領証を交付す
るという宣誓受領方式です。一方、渋谷区などでは、公正証書
などの裏付け資料の確認までを要件としてパートナーシップ証
明を交付する方式をとっています。公的な実効性としては渋谷
区方式の方が高いと言えますが、広く普及の観点からは簡単に
手続が行える世田谷方式がよいという方もいます。中野区では
両方の選択ができる方式としたことで、これまで同性パート
ナーシップ制度を進めてきた他の自治体にはない先進的な制度
になり、全国から注目されています。制度の実施に向け、意見
交換会ではさまざまな意見が交わされたところです。区長はこ
の制度をどのように御認識され、今後どのように実施していく
のでしょうか。また、ユニバーサルデザイン推進計画にどう位
置付けて進めていくのでしょうか、あわせてお伺いします。

小林ぜんいち 酒井直人
区長

次に、パートナー宣誓の実施及びユニバーサルデザイン推進計
画での位置付けについての御質問でございます。現在、この
パートナーシップ宣誓について、制度は８月からの実施に向け
て準備を進めております。本定例会で実施について報告を予定
しているところでございます。ユニバーサルデザイン推進計画
については現在検討中でございます。パートナーシップ宣誓な
どＬＧＢＴ の方への理解促進等の取り組みについては、計画
の中に位置付けていく考えでございます。



　

　
に予定をされている旨、総務委員会で既に報告がなされていま
す。また、同僚議員からも質問がありました。また、同性パー
トナーシップ制度を利用しないカップルや利用ができないカッ
プル、単身のＬＧＢＴ などを含めた困り事の解消、ＬＧＢＴ
が陥りやすく、一度陥ると脱しにくい貧困、メンタルヘルスの
悪化、ドメスティックバイオレンス（ＤＶ）、虐待に関する相
談・対応、公共施設等における性同一性障害の人を含むトラン
スジェンダーの人が使いやすい更衣室やトイレの設置なども急
務の課題です。同性パートナーシップを当初の予定のスケ
ジュールで実施するとともに、それはゴールではなく、第一歩
としてユニバーサルデザイン推進計画でどう位置付けていくの
か、どう取り組みを進めていきますでしょうか。
　また、同性パートナーシップの周知はもちろんのことです
が、それだけにとどまらないＬＧＢＴ の困り事を解消し、Ｓ
ＯＧＩに関する性別や偏見を解消していく視点から、不動産業
者、大家さん、医療機関、その他事業所、区民全体の普及啓発
をどのように進めていくのか、制度開始が近づいている状況で
改めて伺います。

　

受領証の提示を受けた方にこの取り組みの目的などを御理解い
ただくための説明文を添えることとしております。この取り組
みのＰＲについては、区報や区のホームページを活用し、ＬＧ
ＢＴ の方の困り事や、差別や偏見の解消に努め、性の多様性
について広く区民、事業者の理解が進むよう工夫して行ってい
く予定でございます。
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